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は じ め に

米国で提 唱された情報 スーパ ーハ イウェイ構想 はEU、 日本 、ア ジア諸国などに広が

り、現在OECD諸 国を中心 とす るGII(GlobalInformationInfrastructure)構 想

に発展 し、各国は競 って高度情報通信社会 の実現 に取 り組んで いる。

我が国で は、 コ ンピュータ、家電 、通信、放送 、ソフ トウェア、新聞、広告、出版、

印刷な どの情報通信関連事業者が高度情報通信社会に対応す るため に、研究開発の段階

か ら商品化 、実用化 に向 けて動 き始めた。 また一部の先進企業は先端的 な情報通信技術

を導入 して、組織改革、業務改革等 を進めて いる。

一方、政府 も平成7年 度か ら行政 情報化へ の取組みを開始 し、同年末 に閣議決定 され

た 「当面の行政改革 の推進方策 にっいて(行 革 大綱)」 では、各省庁 間をネ ッ トワー ク

で接続す る霞が関WANを 平成8年 度 か ら運用 開始す ることとされてお り、平成9年1

月 に電子 メール システムか ら運用を開始す ることを 目標 と している。

高度情報通信社会 にお いては多種多様 なデ ータベースが構築 され、高速大容量の情報

通 信ネ ッ トワー クを介 して、誰で も、 いつで も、 どこにいて も必要 な情報 を入手す るこ

とがで きるようになる もの と期待 されてい る。

このよ うな社会を実現す るために、率先 して多様な メデ ィア(マ ルチ メデ ィア)を 活

用 した高度 な情報通信 システムの研究 を行い、 これを実用化す ることが重要 である。

このために本調査研究 では、先進事例及び技術動 向の調査 、デー タベー スを構成する

各種要素技術の調査 ・分析 、実用化を目指 したプ ロ トタイプの開発 ・評価を行い、将来

のあるべ き情報 システムを検討す ることを目的に平成6年 度 か ら3ヵ 年計画で行 ってい

る。平成7年 度 はマルチ メデ ィア ・ビジネスの動向、マルチ メデ ィア応用の先進事例、

要素技術等の調査及 びプロ トタイプの基本設計 ・詳細設計な どを行 った。

本報告書 は、 この3ヵ 年計画の第2年 度 にあた る調査研究の成果 を とりまとめた もの

である。今後の調査研究の基礎 資料 と して利用 され るの は もちろんの こと、当該分野に

関心 のある方々に読 まれ、活用 して くだ され ば幸 いである。

なお、本調査研究 は株式会社旭 リサーチセ ンターに委託 して実施 した。

平成8年3月





ま と め

1.多 様 なメデ ィアを活用 した高度な情報 システムの構築 に関す る調査研究を行 った。

この調査研究 は3年 間の計画であ り、本年度 は第2年 目にあた る。

2.本 年度 はマルチ メディア ・ビジネスの動 向、先進事例、マルチ メディアを支え る技

術等の調査研究お よび平成6年 度 に行 った行政情報 システムの将来 イメージに基づ く

プロ トタイプの基本設計、詳細設計 を行 った。

3.平 成6年 度 に生 じたマルチメデ ィア ・ブームは平成7年 度 に鎮静化す る一方、マル

チメディア ・ビジネスが立 ち上が った。具体的には、CD-ROM市 場 の拡大、イ ン

ターネ ッ ト接続プロバ イダーの急増、電子新聞 ・電子商取 引(EC)の 実験開始、C

ALSの 研究開始などであ る。 またマルチメデ ィア制作スタ ジオの開設 も数多 く見受

け られた。

4.平 成7年 度 はインターネ ッ トが ブームになった。米国で は情報 スーパ ーハイウェイ

はイ ンターネ ッ トで充分 とい う意見が強 まった。 ただ し、利用者数が急増 したため、

イ ンターネ ッ トにつなが りに くい とい う問題が生 じている。

5.こ の問題を解決す るためには、通信回線の容量 を増やす必要があ るが、現状の高速

大容量の通信 回線料金 は高価格で、利用者が限 られて しま う。 マルチ メディア時代 を

迎え るための高速大容量の通信回線 の技術 は既 に開発 されて いるが、 これを安価 に提

供で きる システムが必要 になる。

6.技 術面で は、イ ンターネ ッ トを フルに活用す る製品の開発 が盛んであ る。JAVA

はパ ソコ ン市場 を殆 ど独 占す るマイクロソフ ト社の基本 ソフ トの地位を脅かす ことに

な るか もしれない。500ド ルと安価なネ ッ トワー ク ・コンピュータ(NC)構 想 も出て

きた。電子商取 引に必要な情報のセキ ュ リティ技術の開発 も盛 んであ る。

7.平 成6年 度に作成 した行政情報 システムの将来 イメージに基づ いて、マルチメデ ィ

ア ・プ レゼ ンテー ションを行 うためのプロ トタイプ ・システムの基本設計、詳細設計

を行 った。 アプ リケー ションとして、地球温暖化の予測 とその対策 をマルチ メディア

で プ レゼ ンテー シ ョンす ることを選んだ。
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第1章 調査研究の概要

1.調 査研究 の目的

近年、政府機関では行政の複雑化 ・多様化 に伴 い、多様かっ迅速な情報 を基 に、的確

な政策判断 を行 う必要性が高ま ってお り、行政情報 システムに も最新の情報技術を駆使

した、音声、画像等を扱 う高度 なデータベ ースの構築が求め られて いる。

従来のデ ータベースは数値、文字データが中心で、それ らの情報 は適 時適切 に、容易

な操作で検索 ・出力で きるよ うにな って いるが、業務の知的支援、あ るいは情報の高度

利用化を考え る時、現状 のよ うな数値、テキス トのみの情報 に基づ くシステムには限界

がある。

現状では、音声、画像等の数値、テキス ト以外の情報につ いて は、データベース化が

遅れてお り、容易 に検索す ることがで きないが、将来 は新 しいメデ ィア(画 像、音声等)

による情報 を利用 し、多種多様 な情報の もっ意味を容易かっ的確に把握で きるよ うな シ

ステムを構築す る必要があ る。例えば、新 たな情報形態 と しては立体画像や動画、 また、

情報内容 と して はテ レビニ ュース等の報道情報を も取 り込む ことによ り、よ り高度な判

断を支援す ることが可能 となる。

これ らを実現す るために、高速かっ大容量のデータを送受信で きるネ ッ トワー ク等 を

介 し、静止画、動画、 リアル タイムに流れ るテ レビ画像等 の多様な メデ ィアを 自動的 に

選択 し、イ ンテ リジェン トに業務 を支援す るためのデータベ ースを中心 とした技術 にっ

いて調査研究 を行 うとともに、 プロ トタイプシステムの開発を平成6年 度 よ り3ヶ 年で

検討を行 う。

2.調 査研究の項 目

2.1平 成6年 度 の調査研究項 目

(1)マ ルチメデ ィアの応用 に関す る米国、EU、 アジアNIES諸 国および日本 の

動向につ いて、文献調査を行 な った。

(注;文 献調査にはデー タベース検索、イ ンターネ ッ ト検索を含む、以下同様)

(2)マ ル チメデ ィアの応用分野を ビジネス、家庭、社会 に区分 して 、各分野 にお け

るアプ リケー ション事例 につ いて、文献調査を行 なった。

(3)マ ルチ メディア応用 の先進事例につ いて、文献調査お よび ヒア リング調査 を行
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な った。

(4)マ ルチ メディアを支える技術 をプラ ッ トフ ォーム、基盤技術、制作技術、 ヒュ

ーマ ン ・インター フェースに区分 して
、それぞれの動 向にっいて文献調査、 ヒア

リング調査を行 な った。

(5)マ ルチ メデ ィア ・データベース技術の動向 につ いて、文献調査、 ヒア リング調

査を行な った。

(6)行 政情報 システムの将来像お よびそれを実現するための技術的課題 に関 して、

文献調査 およびブ レー ンス トー ミングにより調査研究を行な った。

、(7)行 政情 報 システムの将来像の一部の機能を実現す るプロ トタイプ ・システムの

概念設 計を行な った。

2.・2平 成7年 度の調査研究項 目

(1)マ ルチ メデ ィア応用分野の動向にっ いて、文献調査を平成6年 度 よ り継続 して

行 った。平成7年 度 はマルチメディア産業に重点をおいた。

(2)マ ルチ メデ ィア先進事例の実態 にっ いて、文献調査 、 ヒア リング調 査を平成6

年度 よ り継続 して行 った。

(3)行 政情報 システムの将来像およびそれを実現す るための課題 を明 らか にす るた

めに、以下の項 目にっ いて文献調 査をお こなった。

① 産官学のマルチ メデ ィア関連調査研究組織およびプロジェク トの動向 ㌧

② マルチメディア関連動 向に関す る新聞記事件数の推移

③ 海外 の行政関連情報 の電子化の状況

④ 有識者参加の ブ レー ンス トー ミングによる行政情報 システムの将 来像展望

(4)将 来の行政情報 システムを実現す るために必要な各種要素技術の調 査

平成6年 度調査以降の主要な変化 にっ いて文献調査を行 った。

① プラ ヅ トフォーム、基盤技術(基 本OS、 データ圧縮伸長等)

② 制作技術(オ ーサ リング等)

③ ヒューマ ン ・インターフェース

④ マルチメデ ィア ・データベ ース技術

⑤ エー ジェン ト技術

(5)行 政情報 システムのプ ロ トタイプ ・システム基本設計
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平成6年 度 に行 った概念設計 に基づ き、以下 の項 目にっいて基本設計を行 った。

① デモ ンス トレー ション用 ス トー リー

② プ ロ トタイプ ・システムの クライア ン ト画面設計

③ プ ロ トタイプ ・システムのハ ー ドウェア仕様基 本設計

④ プ ロ トタイプ ・システムの ソフ トウェア仕様基本設計

(6)行 政情報 システムのプロ トタイプ ・システムの詳細設計

基本設計 に基づ き、以下の項 目にっ いて詳細設計を行 った。

① プ ロ トタイプ ・システム詳細設計の概要

② 完成 システム構 成 とプロ トタイプ ・システム構成

③ プ ロ トタイプ ・システムの構成要素

ハー ドウェアお よび基本 ソフ ト仕様 一

ソフ トウェア仕様

④ プロ トタイプ ・システムの操作例

報告書作成 システム

プ レゼ ンテー シ ョン

⑤ プ ロ トタイプ ・システムの開発スケジュール

(7)現 在入手可能 な マルチメデ ィア素材情報の所在調査

① パ ソコ ン通信 、 イ ンターネ ッ ト等 オ ンライ ンで入手可能 な素材情報

②CD-ROM等 メデ ィアで入手可能な素材情報

2.3平 成8年 度 の調査研究項 目

(1)マ ルチ メデ ィアの応用分野およびその先進事例の調査(継 続)

マルチ メデ ィア応用の先進事例 につ いて、引 き続 き文献調査 および ヒア リング調

査を行 う。

(2)行 政情報 システムの将来像 およびそれを実現す るための技術的課題 の調査

平成7年 度 よ り引 き続 き、他の行政組織 および海外の事例、民 間企業 の動 向等

に関 して 、文献調 査および ヒア リング調査 を行 う。また、有識者の参加 を得て ブ

レー ンス トー ミングを行 う。

(3)将 来の行政情報 システムを実現す る各種要素技術の動向調査

平成7年 度 よ り引 き続 き、以下の項 目にっ いて文献調査を行 う。
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① プラ ッ トフ ォーム技術

ワー クステー シ ョン、パ ソコン等

② 基盤技術

オペ レーテ ィング ・システム、デー タ圧縮伸長、マルチメデ ィア ・データベ

ース
、ネ ッ トワー ク

③ 制作技術

素材 データの収集、編集 、加工

④ ヒューマ ン ・インター フェY－ス技術

GUI、 画像 ・音声等 の入 ・出力

(4)プ ロ トタイプ システムの開発

平成7年 度に行 ったプ ロ トタイプシステムの基 本設計 ・詳細設計 に基づ き、選

定 したハー ドウェア、 ソフ トウェアか ら、プ ロ トタイプ システムの開発を行 う。

〔ハー ドウエア構成〕

パ ソコン

ハ ー ドデ ィスク ・ドライブ

CD-ROMド ライブ

デ ィスプ レイ

ステ レオスピーカー

〔ソフ トウェア構成〕

基本 ソフ ト

オーサ リング ・ソフ トウェア

プ レゼ ンテー ション作成お よび ビュー ワー用 ソフ ト

動画像再生

テキス ト作成

静止画作成

動画編集

音声編集

(5)プ ロ トタイプシステムのデモ ンス トレー シ ョンの実施お よび評価 ・分析

① デモ ンス トレー ションの実施

② プロ トタイプシステムの評価
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3.調 査研 究 の スケ ジ ュー ル

平成6～8年 度 の調 査 研 究 の ス ケ ジュー ルを 図1.1に 示 す 。

図1.1'調 査 研 究 の3年 間 ス ケ ジ ュLル

項 目 期 間 平成6年 度 平成7年 度 平成8年 度

マルチメデ ィア応用 に関す る世界
・日本の動向調査

∈
.〉

マルチメディア応用分野および
その先進事例調査

∈ 〉

技術動向(要 素技術)の 調査

,「

< 〉

行政情報システムの将来像研究 ∈ 〉

プロ トタイプ ・システム概念設計 〈 〉

プロ トタイプ ・システム基本設計 ∈ 〉

プロ トタイプ ・システム詳細設計 ∈ 〉

プロ トタイプ ・システムの開発 ∈ も ●

プロ トタイプ ・システムのデモの

実施 および評価 ・分析

∈',
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4.平 成 了年 度の調査研究の概要

4.1調 査研究の項 目

(1)マ ルチメデ ィア応用分野 の動 向

平成6年 度 に引 き続 き、マルチメディア応用分野の動 向にっいて調査を行 った。平

成7年 度 はマルチ メデ ィア関連産業 に重点 をおいた。マルチメデ ィア関連産業 を コン

テ ンツ ・プロバ イダー、サー ビス ・ベ ンダー、機器 ・基本 ソフ トメーカー、イ ンフラ

ス トラクチ ャーの4階 層 に区分 して、それぞれの動向を調査 した。

平成7年 度はマルチメディア ・ブームが鎮静化す る一方で、マルチメデ ィア応 用

の真体的な動 きが始 まった。パ ソコンの普及 、パ ソコンへ のCD-ROM標 準装備、

イ ンターネ ッ ト利用者 の急速な増大 、CALSの 研究な どである。'

また、CD-ROMタ イ トル制作、マルチ メデ ィア制作 スタ ジオの発足な ど、マル

チメデ ィア ・ビジネスが静か に立ち上が った。 イ ンターネ ッ ト・ホームペー ジの増加 、

電子商取引(EC)の 拡大、電子新聞の実験 な ども活発だ った。 しか し、 いずれ も事

業の採算が とれる段階には達 してない。映像 や出版の世界では、 ワ ンソニス ・マルチ

ユ ースを指向す る。例えば、 アニ メー ションの世界で は ヒッ ト作品がでれば、漫画本 、

アニ メ映画、CD-ROM、 テ レビ放送、ゲーム、キャラクター商品化等を狙 う。出

版業界では書籍 、CD-ROM、 データベース ・サー ビス等 を狙 う。・これ らの分野で

マルチメディア ・ビジネスが定着 しっっあ る。

(2)マ ルチ メディア先進事例の実態調査

平成6年 度よ り継続 して、マルチ メディア応用 に関す る先進事例にっいて、文献調

査、 ヒア リング調査を行 った6

平成7年 度はCD-ROMタ イ トルの制作 を きっか けに して、 マルチメデ ィ・ア制作

スタジオが ビジネスと して発足 した。

一方
、 インターネ ッ トの利用者 が急速 に増加 して いることに刺激 されて、パ ソコ ン

通 信事業者、データベース ・デ ィス トリビューターな どがイ ンターネ ッ トへの接続 を

急 いでおり、イ ンターネ ッ ト ・ホームペー ジに対抗す るために写真などの静止 画を取

り込み始めた。

出版社およびアニ メー ションの分野で はワンソース ・マルチユース指向が強 く、本、

CD-ROM、 オ ンライ ン ・デー タベース化 など、 ひとつの著作物を複数の メデ ィア

によって提供す る傾向にある。

一6一



これ らの動向をみ ると、マルチメデ ィア応用の ビジネスが定着 しっっある ことが分

か る。 まだ小規模であ り、採算の とれない事例が多いが、今後の発展が期待 され る。

(3)行 政情報 システムの将 来像 およびそれを実現す るための課題

行政情報 システムの将来像 およびそれを実現す るための課題 を明 らかにす るために、

以下の項 目につ いて文献調査をお こな った。

① 産官学の マルチメデ ィア関連調査研究組織およびプロジェク トの動向

② マルチ メデ ィア関連動向 に関す る新聞記事件数の推移

③ 海外 の行政 関連情報の電子化の状況

④ 有識者参加 の ブレー ンス トー ミングによる行政情報 システムの将来像展望

(4)将 来の行政情 報 システムを実現す るため に必要 な各種要素技術の調査

平成6年 度調 査以降の主要 な変化にっ いて文献調査を行 った。

① プラ ッ トフォーム、基盤技術(基 本OS、 データ圧縮伸長等)

② 制作技術(オ ーサ リング等)

③ ヒューマ ン ・インターフ ェース

④ マルチ メデ ィア ・データベ ース技術

⑤ エージェ ン ト技術

(5)行 政情報 システムのプロ十 タイプ ・システム基本設計

平成6年 度 に行 った概念設計 に基づ き、以下の項 目について基本設計 を{7?tC。

① デモ ンス トレーシ ョン用 ス トー リー

② プロ トタイプ ・システムの クライア ン ト画面設計

③ プロ トタイプ ・システムのハー ドウ ェア仕様基本設計

④ プロ トタイプ ・システムの ソフ トウェア仕様基本設計

(6)行 政情報 システムのプロ トタイプ ・システムの詳細設計

基本設計に基づ き、以下の項 目にっいて詳細設計 を行 った。

① プロ トタイプ ・システ ム詳細設計の概要

② 完成 システム構成 とプロ トタイプ ・システム構成

③ プロ トタイプ ・システムの構成要素

ハ ー ドウ ェアお よび基 本 ソフ ト仕様

ソフ トウ ェア仕様

④ プロ トタイプ ・システムの操作例
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報告書作成 システム

プ レゼ ンテー シ ョン

⑤ プロ トタイプ ・システムの 開発 スケ ジュール

(7)現 在入手可能 なマルチ メデ ィア素材情報の所在調査

① パ ソコン通信、 イ ンターネ ッ ト等オ ンライ ンで入手可能な素材情報

②CD-ROM等 メデ ィアで入手可能 な素材情報

(8)報 告書 の作成

(1)～(7)の 調査研究結果について報告書 にと りまとめた。

4.2調 査研究 の方法

ヒア リング、文献調査、デー タベー ス検索、 インターネ ッ ト㎜ ブラウザ検索 によ

り調査を行 った。

4.3平 成 了年度 の スケ ジュール

調査項 目別の スケ ジュールを図1.2に 示す。

図1.2平 成 了年度 のスケ ジュール

年 月
調査研究項目

95 96

年
6
月

年
7 8 9 10

月

11

月

12

月

1 2

月 月 月 月 月 月

◇行政業務に有効と思われる入手可能な
マルチメディア素材情報の所在調査

∈ ナ

◇マルチメディア応用分野および
先進事例調査
(他機関(海 外事例等)調 査を含む)

∈ 〉

◇各種要素技術の動向調査 ∈ 〉

◇ プロ トタイプ ・システムの開 発
基本設計

詳細設計

∈ 〉

∈ 〉

◇ ブ レー ンス トー ミン グ ○ ○ ○

報告書作成 ∈ テ
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第2章

マルチメデ ィア ・ビジネスの始 ま り





第2章 マル チ メ デ ィア ・ビ ジネ スの始 ま り

1.は じめに

平成6年 度の 「多様 なメディアを活用 した高度な情報利用 システムの構築 に関す る調

査研究」において は、その時点における米国、EU、 ア ジアNIES諸 国お よび 日本 の

動 向、マルチメディアの応用分野 、マルチ メディア応用 の先進事例 、行政情報の電子化

の事例 、マルチメデ ィアを支え る技術、マルチメデ ィア ・デー タベースなどを調査 した。

この調査を行 った平成6年 度 は、我が国にマルチメデ ィアブームが起 こり、関西文化

学術研究都市 けいはんな、NTT等 においてマルチメディア応用実験が進んだ時期 だ っ

たが、その一方で 「マルチメデ ィアは言葉 だけが先行 して、実態が みえ ない」 とい う意

見 も数多 く聞かれた。

平成7年 度 はマルチメディアブームが鎮静化す る一方で、マルチメディア応用 の具体

的 な動 きが始 まった。例えば、パ ソコ ンの普及、パ ソコンへのCD-ROM標 準装備、

イ ンターネッ トの普及、CALSの 研究などである。

また同年度 には、CD-ROMの 市場拡大およびそれ に伴 うマル チメデ ィア制作 スタ

ジオの発足 など、マルチ メデ ィア ・ビジネスが立 ち上が った。CD-ROMタ イ トルの

制作以外に、 インターネ ッ ト用ホー ムページの制作 の受注 も活発に行われて いる。

まだ映像やCGを 取 り込んだマルチ メディア作品の制作費 は高 く、急速 に普及す る状

況で はないが、ゆ っくりと静かに進行す るのではないか。

マルチメデ ィアを応用 した ビジネスであ るマルチメデ ィア産 業の動 向につ いて、以下

に述べ る。

2.マ ルチメディア産業

マルチ メディア産業 という言葉の定義が明確に標準化 されない うちに、言 葉が先行 し

て普及 して しまった。 このため、新規に創出 され るマルチ メデ ィア産業 と既存 の産業 と

の区分けは難 しい。働マルチメデ ィアソフ ト振興協会編集の 「マルチメデ ィア白書1995

年」では、 マルチメデ ィア市場をハー ドウェア、 ソフ トウェア、サ ー ビス分野 に分 け、

それぞれの分野で既存産業の市場 とマルチ メディア産業の市場 とを区別す ることに苦心

してい る。 しか し、 コンピュー タや通信、劇場や博覧会等の市 場を既存産業の分野 と新

規 に創 出されっっあ るマルチメデ ィア産業分野 とに区別す ることに は無理があ ると思 わ
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れる。

そこで、 ここでは既存の産業 も含むマルチメデ ィア関連産業 にっ いて述べ る。マルチ

メディア関連産業の範囲 は広いため、 その内容を コンテ ンツ ・プ ロバ イダーぐサー ビス

・ベ ンダー、機器 ・基本 ソフ トメーカー、 インフラス トラクチ ャーめ4っ の階層 に区分

した。マルチメデ ィア関連産業の階層別区分を図2.1に 示す。
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図2.1マ ル チメディア関連産業 の階層

'コンテ ンツ ・プ ロバ イ ダ ー

映 画 、、ビデオ 、CD-ROM、

教育 、ニ ュ ー ス、ゲ ーム 、

広告 、 電 子 シ ョ ッピ ング、バ ー チ

ャル コー ポ レー シ ョ ン、 その他

サー ビス ・ベ ンダー

パ ソコン通信 サー ビス

イ ンターネ ッ ト接続サー ビス

データベース ・サ三 ビス

VAN(付 加価値通信網)事 業者

機器 ・基本 ソフ トメーカー

コ ンピュータ、周辺機器

基本 ソフ トな どソフ トウェア

テ レビ受像機 、 ビデオゲーム機

電話交換機 、ATM、 通信端末機

携帯電話など無線用機器

イ ンフラス トラクチ ャー

通信 回線網 、通信事業者

放送事業者 、CATV事 業者

衛星放送 、衛星通信他

ア プ リケ ー シ

ョ ン ・ソ フ ト

部品メーカー

LSI

光デ ィス ク

その他多数

市場規模 企業数

大

光 ファイバ ー

同軸ケーブル 小

衛星他

多

少

(旭 リサーチセ ンター作成)

それぞれの階層別分野の動向につ いて、以下 に述べ る。
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2.1コ ンテ ンツ ・プロバイダー

(1)映 画産業

マルチメデ ィア時代の主役 は コンテ ンツだといわれる。 この分野では米国が他国に比

べて格段 に発達 している。先ず映像制作の主役であ る映画産業 にっ いて述べ る。

米国の映画産業 は世界を支配 してお り、 日本で も欧州の英独仏伊で も映画館収入の半

分以上を米国製映画が占め る(1993年)。 その映画制作 には3Dグ ラフィックス技術が

導入 され、話題 にな っている。作 品は映画館 で放映 され た後に、 ビデオにな り、その後

テ レビの映画番組 に回る。米国では、ハ リウッ ドとシ リコ ンバ レー企業 との結婚 といわ

れるように、映画な どの娯楽番組 制作会社 、 コンピュータメーカー、通信事業者、 ソフ

トウェア企業、ゲームメーカーなど、異業種 の事業者 間の提携が進んでい る。

例えば、ベルサウス、アメ リテ ック、SBCの ベ ビーベル(1984年AT&Tか ら分離

独立 した地域電話会社)3社 とウォル ト ・デ ィズニー社 とが、 コンテ ンツ制作 のため合

弁会社を設立、USウ ェス トとタイム ワーナーエ ンターテイメン ト社 との提携 、ベル ア

トラ ンテ ィ ック、ナイネ ックス、パ シフ ィック ・テ レシスのベ ビーベル3社 とCAA

(CreativeArtistsAgency)社 とが、映画 ・テ レビ番組制作のため合弁会社 を設立 し

てい る。

1995年7月 ウォル ト・デ ィズニー社 は米国の3大 テ レビネ ッ トワー クのひ とつ、 キ ャ

ピタル ・シテ ィーズABCを190億 ドルで買収 した。買収金額の大 きさ もさることなが ら、

コンテ ンツの提供者が放送 ネ ッ トワー クを支配す るということで、話題を呼んだ。

また、米国 にふ さわ しく、 この分野 でベ ンチ ャー企業がっ ぎっ ぎに現れて いる。

日本の映画産業およびテ レビ番組制作産業な ども頑張 っているが 、マルチ メデ ィア化

の推進 に関 して は米国に比べて遅れている。そ こで、マルチメデ ィア作品制作技術 の研

究、人材育成な どを図 るため、IPA((財)情 報処理振興事業協会)は95年 に長野県丸子

町にマルチメデ ィア研究セ ンターを創設 した。マルチメデ ィア研究 セ ンターについては

後述す る。民間で もマルチ メディア ・ラボラ トリーがつ ぎつ ぎに開設 されて いる。

(2)CD-ROM

コンテンツの具体的な商品のひとっにCD-ROMが 挙げ られ る。

パ ソコンにCD-ROMド ライブが標準装備 され、CD-ROMド ライブ内蔵のマル

チメデ ィア ・パ ソコンが急速 に普及 しつつある。パ ソコンの国内出荷台数の32%をCD

-ROMド ライブ内蔵パ ソコ ンが 占め る(1994年) 。
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それに伴 って、CD-ROM市 場が拡大 して いる。マルチ メディア白書1995年 による

と、CD-ROMソ フ トの国内市場 は94年830億 円か ら95年1,553億 円、'対前年比87%

増である。国内で制作 され たCD-ROMタ イ トル数 も、94年4月1,458か ら95年10月

3,608と2.5倍 にな って いる(世 界CD-ROM総 覧1995)。 ただ し、 この数字 は大手

CD-ROM出 版事業者の アンケー ト回答の集計であ りミ世の中に実際 に出回 って いる

CD-ROMタ イ トルは、それよりも桁違 いに多 いと推定 される。

ジャンル別で は、一般 コ ンシューマー向 けが96%とCD-ROMタ イ トルの殆 どを 占

め、 ビジネスや科学技術 、人文社会系のタイ トルは ごくわずかであ る。一般 コンシュー

マー向けの内訳は、アダル トソフ ト、ゲーム等エ ンターテイメン ト向けが圧倒的に多 い。

しか し、 まだ絶対数 は少ないが、芸術 ・美術 ・映画 ・写真分野が急増 してお り、将来

これ らの分野 の大幅な シェアア ップが期待 される。

一方、米国等海外か ら輸入 され るCD-ROMタ イ トルでは、 グラフィ ックス ・DT

P分 野が238タ イ トルで1位 、エ ンターテイメ ン ト・ゲ ーム分野が223、 エデ ュテ ィメ

ン ト・絵本分野159、 科学 ・生物 ・理科 ・天体分野123、 社会 ・地理 ・歴 史 ・宗教分野

105タ イ トル と全分野 で比較的に均等化 して いる。 エ ンターテイメ ン ト以外の分野で は

データベース系の ソフ トが増えている。

米国で は市販の ソフ トウェアが フロ ッピーディス ク媒体か らCD-ROM媒 体 に切 り

替わ りつつ ある。 日本 で も同様の動 きが これか ら始 まると思われる。

一方
、平成7年 度の先進事例調査の結果 にあ るよ うに、出版 プロセスの電子化、デ ジ

タル化 に伴 い、我が国で も紙 による出版 と同時に、同 じ内容のCD-ROM出 版 も行 い、

またオ ンライ ン ・データベース化 も行 う事例が増えつっ あり、今後 は ビジネスや科学 、

社会人文分野系のCD-ROMタ イ トルが増加す ると予測 され る。

(3)DVDお よび光磁気 ディス ク

CD-ROM市 場 は今後 も拡大が続 くと思 われ るが、CD-ROMに は限界が ある。

その限界 とは、1枚 のデータ容量が最大650Mバ イ トに限 られてい ることである。

文字 データや写真等の静止画データであれば、CD-ROMの 記憶容量が問題 にな る

ことは少な いが、長時間の動画 を記録す る場合には容量が小 さす ぎる。 このため、現在

CD-ROMに 記録 され る動画 は小 さな画面サイズで、 きめの荒 い画像 に限 られ る。

従来の映画番組(約135分 以内)を 既存のテ レビ受像機 と同等の画質で再生す るため

には、デー タ圧縮技術を導入 して も約4GB(109バ イ ト)の 容量が必要であ る。 これ
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はCD-ROMl枚 のデータ容量 をはるかに越 える。 一

そ こで、将来 マルチ メディア時代 の到来 に備えて、DVD(デ ジタル ・ビデオ ・デ ィ

スク)の 商品開発の研究が進んでい る。DVDはROMとRAMと があ るが、1995年12

月 にDVD-ROMの 規格統一が行われ、1996年 中には商品化が実現す る予定である。

DVD-ROMの データ容量 は4GBで 、 データ圧縮技術 にMPEG2を 採用すれば、

従来の映画番組(135分 以 内)を フルに記録で きる。DVDは 動画を含 むマルチメデ ィ

ア時代の記録 メデ ィアと して大 きな期待を もたれている。

一方、DVD-RAMの 場合 は、著作権 の問題が解決 されない限 り商品化を進め るこ

とが難 しい状況 にあ り、規格統一 も出来ていない(1996年2月 現在)。

DVDは 相変化型の光デ ィス クだが、 これに対抗 して光磁気 デ ィスク(MO)の 高密

度 ・大容量化 も進んでいる。1995年 まで は3.5イ ンチ230MBが 主流だ ったが、富士通

は5イ ンチ640MBのMOを 発表 した。すで に同社 は片面2GBのMO技 術を確立 した

という。

1980年 代 に、光磁気デ ィスクは次世代 のハ ー ドデ ィスク代替商品にな ると期待 された

が、ハー ドディス クの高密度 ・大容量化 、低価格化 が進み、 これ は期待外 れに終わ りそ

うであ る。 その代 わ り、 フロ ッピーデ ィス クを代替す る、書換え可能の大 容量記憶媒体

と して、CD-ROMと は異 なる用途で普及 が進む と期待 されて いる。

しか し、一方で フロッピーデ ィス クの大容量化、可搬型の大容量ハー ドデ ィス クな ど

が開発 されてお り、MO、DVD-RAMも 含めて、21世 紀 の大容量記憶媒体の本命を

め ぐる競争 は激 しい。

(4)教 育関係

1992年 か ら学校教育 にコンピュータを活用す ることを盛 り込 んだ新学習指導要領が始

まり、全国の小 ・中 ・高等学校へ のパ ソコ ンの導入が進んで いる。特 に中学校ではパ ソ

コンを使 った授業が必須 にな った。教材用CD-ROMも 出始めてお りミ今後マルチメ

ディア教材の充実が進むと思われ る。

しか し、一方で教育要領および受験制度が抜本的に変わ らな いと、一日本の教育 システ

ムに大 きな変化は期待で きない という意見 もある。

大学 では慶応義塾大学の湘南藤沢キ ャンパ ス(概 要 は平成6年 度の本研究の報告書 に

記載)が マルチ メディアの活用で有名にな ったが、その他多数の大学でキ ャンパ ス内の

ネッ トワー ク化、遠隔教育の実験 などが進展 して いる。早稲 田大学 など18大 学がNTT
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のマルチメデ ィア応用実験 に参加 して 、オ ンライ ン ・ユニバ ーシテ ィ ・プロジェク トを

進めている。仮想授業 や電子図書館 な どが試み られてお り、 これか らその成果がでて く

ることを期待 した い。 オ ンライ ン ・ユニバ ーシテ ィ ・プロジェク トにっいて は、第3章

先進 事例の と ころで述べ る。

セ コムはCD-ROMと パ ソコン通信 とを組み合わせて、在宅学 習サー ビスを開始 し

た。大手の予備校 や塾で は通信衛星 を使 った遠隔授業が行われて いる。

米国で はマルチメデ ィア教材が子供の学習意欲を刺激す る という評価が定着 しつつあ

る。エ デュテ ィメン トと呼 ばれ る内容のCD-ROMが 多数 出版 されてお り、その一部

は日本 に も輸入 され、 日本語化 されている もの もある。

(5)電 子新聞

インターネ ッ トまた はパ ソコン通信を利用 した電子新聞 は米国が先行 し、 日本の新聞

社 も実験 を開始 して いる。米国では、実験 の段階か ら一歩踏み出 して、広告料を とり、

無料の内容 と有料の内容 とを区別 して提供す るな ど、電子新聞の事業化の推進が始 ま っ

た。パ ソコン通信 による電子新 聞で は当初か ら有料 が多 い。 ロサ ンゼルス ・タイムス紙

系の タイムズ ・リンク社がパ ソコン通信 プロデ イジーで提供す る電子新聞は月4.95ドルで

ある。 インターネ ッ トを利用す る場合 には、料金の徴収方法が課題にな っている。

日本で も、朝 日新聞社 は電子新聞の広告料を企業か らとり始めたが、その他の新聞社

はまだ とっていない。広告料を支払 う側の企業 も、 どれ程の効果があ るのかが分か って

いない。現状 では、新 聞社、 スポ ンサー、'エン ドユーザーの いずれ も手探 りの状況 にあ

る。

電子新聞 にはメ リッ トも多 い。新 聞紙 より早 い時間に記事 の提供が可能、'興味のあ る

人には新聞紙に載 らなか った記事を提供、記事 をデータベース化す ることによ り月 日を

さかのぼ って記事検索が可能な どである。新聞紙の製作工程 は電子化、デ ジタル化 され

てお り、電 子新聞の製作 コス トは安価であ る。

現在の ところ、デ ジタル情報では紙 をめ くるの と同 じ利便性 をユ ーザーに提供す るこ

とはで きない。電子新聞が新聞紙に代わ って主流 になる ことは将来 も難 しいが、新聞紙

と共存 しっっ、定着す る と予想 され る。

'(6)ビ デオゲーム

日本の ビデオゲ ーム市場 は1992年 が ピー クで、その後市場規模の減少が続 いて いる。

その理由のひ とつ に、パ ソコ ンと前述のCD-ROMな どを使 ったゲーム と競合す るこ
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とが ある。それで も1994年 の市場 規模 はハー ドウェア1,700億 円、 ソフ トウェア4,000

億円である。内容 はハー ドウェア に32ビ ッ トCPUが 導入 され、 ソフ トも3次 元バ ーチ ャ

ル ・リア リテ ィを採用す る事例が増えて、 レベルが向上 して いる。 まだカー トリッジ型

ソフ トが主流だが、CD-ROM型 ソ フ トが急速 に増加 して いる。近 い将来パ ソコンと

ビデオゲーム機 との差異 は限 り無 く小 さ くなるので はないか。

(7)電 子 ショッピング

ネ ッ トワー クを利用 した電子 シ ョッピングと して、 インターネ ッ トを使 ったサ イバー

モ ールが注 目されている。パ ソコ ン通 信で もシ ョッピング ・システムが定着 して いるが、

イ ンターネ ッ トの利用者数の ほうが格段 に多 く、 ビジネスと して の魅力の面で、イ ンタ

ーネ ッ トに軍 配があが る
。 これ にっ いて は、 イ ンターネ ットの項 目で述べ る。

(8)バ ーチ ャル コーポ レー ション

マルチメデ ィア時代の一番大 きな変化 は ビジネスの世界に くるか もしれない。近 い将

来、遠 隔地 にいる人達がネ ッ トワー クを利用 して共同作業をお こな うことが可能になる

ように、各種の開発が進んでいる。 テ レビ会議 システムや グループウェア とい うネ ッ ト

ワークを使 った共同作業を効率 よ く進 め るための ソフ トウェア技術が発達 しっっあ る。

ネ ッ トワー クが発達す ると、 ビジネ スマ ンはオフィスに出勤す る必要が少な くなり、

在宅勤務が発達す るか もしれない。米国で は在宅勤務 よりもテ レコ ミューテ ィ ングと呼

ぶ ことが多い。 このテ レコ ミュー ティ ングを していると称す る人が米国内 に驚 くほど多

い。 日本で も富士 ゼロ ックスやNECな どが小規模 だが在宅勤務を始 めて いる。ただ し

この場合、週の うち1日 で も自宅で仕事 をすれば、在宅勤務 とい うことになる。

企 業の経営者 も、仕事に必要 な人材 を、必要 な時点で募集 して グループを作 り、仕事

が終 われば解散す る仕組みのほ うが、 コス トが安 く済む。ただ し、従来の仕事の進め方

とは全 く異 なるので、人の習慣が それ に対応す るように変わるまで に、時間がかか るだ

ろ う。

2.2サ ー ビス ・ベ ンダー

(1)パ ソコ ン通信サー ビス

日本で は1985年 電気通信事業の 自由化以来、パ ソコン通信サー ビスが始 ま った。80年

代は会 員数が伸びず、サー ビス事 業者 は経営 に苦労 したが、94年 頃か らパ ソコン市場の

拡大 に ともなって、パ ソコン通信 サー ビス会員は急速 に拡大 し、延べ会員数 は95年6月
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約370万 人 に達 して いる。 日本国 内に限れば、96年1月 現在イ ンターネッ ト利用者数

(推定約270万 人)よ り もパ ソコン通信サー ビス会員数の ほうが多 い。

米国では商用パ ソコ ン通信サー ビスの延べ会員数 は95年6月 約1,185万 人で あ り、

イ ンターネ ッ ト利用者数(95年7月 推定約4,600万 人)の ほうが 多い。

95年1月 阪神大震災の時、情報 の伝送手段 と してパ ソコン通信 が活躍 し、その社会的

価値が見直された。

93年 頃か らイ ンターネ ッ トの利用者 が世界的に急増 し、各パ ソコン通信サー ビス事業

者 はイ ンターネ ッ トへ の接続を急 いでい る。提供 され るコンテ ンツの豊富 さとい う面で

イ ンターネ ッ トがパ ソコン通信を大 き く上回 った。

ただ し、パ ソコ ン通信手順 とイ ンターネ ッ トの通信 プロ トコル とに相違があ ることに

加えて、従 来のパ ソコン通信の内容 はテキス トベースのため、 この接続 は簡単 ではない。

しか し、イ ンターネ ッ トへの接 続を契機 に して、パ ソコン通信 の内容 も画像 を含むハ

イパ ーテキス トに変化 しつつあ る。

パ ソコン通信の内容 がマルチ メデ ィア化す ることは、使 う側に とって良 いことだが、

通信 コス トが高 くっ くとい う問題 があ る。 イ ンターネ ッ トの利用 も同 じだが、 日本の場

合 、3分 間10円 の市 内電話料金(公 衆電話 は1分10円)は 世界に比べて決 して高 くない

が、高速の通信回線料金が米国な どに比べて高 い。マルチメデ ィア情報の伝送 に は高速

通信回線の料金が問題 になる。

NTTは テ レホーダイ とい う定額 通信 サー ビスを95年8月 か ら開始 した。 これ は夜11

時 か ら朝8時 までの間であれば、月1,800円(市 内)、3,600円(市 外)の 定 額料金で

電話 かけほうだいとい うサー ビスであ る。 しか し、深夜だけで は利用者が限 られて しま

う。 また、NTTは97年 度 よりデー タ通信専用の通信網 を、従来の電話網 とは別に構築

し、料金 も従来の電話 回線 とは異 な り、時間 ・距離 に関係 な く定額 で、 しか も安価に設

定す ると発表 した。

これだけを見れば良 い ことだが 、マルチメデ ィア時代になると、電話 もコ ンピュータ

通信 もテ レビ放送 も同一の ネ ッ トワー クの中を流れ るか もしれない。 米国で は月額料金

が一定で、市 内電話か けほ うだいな どのサ ー ビスが発達 してお り、その料金 も市内通話

に限れば月10～20ド ルと安価であ る。

日本のパ ソコン通信が さ らに発展す るか どうかは、通信回線 の料 金が安価にな るか ど

うか にかか ってい る。
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(2)イ ンターネ ッ ト・サ ー ビス

1995年 にインターネ ッ トが 日本 で も、世界で もブームにな り、新 聞や雑誌 にその名前

がでない 日はない。利用者数 も94年 後半頃か ら急増 してお り、 インターネ ッ ト接続ホス

ト数 は96年1月 時点で 日本27万 台、米国605万 台、全世 界で は947万 台である。 ホス ト

1台 につ き10人 の利用者 がい ると して 、利用者数 を推定す ると、 日本270万 人 、米国

6,050万 人、全世界9,470万 人の利用者数 とな る。

利用者数の国別順位で は、 日本 は米、 ドイツ、英、 カナ ダ、オース トラ リアに次 いで

世界で6番 目だが、人 口当た りの イ ンターネ ッ ト普及率で は日本 は世界で23番 目で、香

港や シンガポールのイ ンターネ ッ ト普及率の ほ うが 日本 よりも高 い。

米国や香港 では通信料金が月定額制のサー ビスがあるため、イ ンターネ ッ トの利用 に

適 している。一方、 日本の通信料金 は従量制が基準であ り、専用回線の料金 は世界的に

みて割高であ る。 さらに、 日本の国 際通信の料金 も米国などに比べて高い。 このため、

米国 との通信に コールバ ックが愛用 されて、話題 にな って いる。

例えば、日本の代表的なイ ンターネ ッ ト接続 プロバ イダーであ る1・IJ(イ ンターネ

ッ ト・イニ シアテ ィブ ・ジャパ ン)の 利用料金 は、 ダイアルア ップ接続で は月基本料金

2,0QO円 、使用料1分 間25円 、64kbps専 用線接続で は月30.8万 円である。'

米国ではAT&Tが1996年2月 イ ンターネ ッ ト接続サー ビスを開始す ると発表 した。

利用料金 は月19.95ド ルで使 い放題であ る。米国でのイ ンターネ ッ ト利用料金 は月15～35

ドルで使 い放題であ りミ 日本に比べて桁違 いに安価で ある。

日本 におけるインターネ ッ トの利 用 コス トは高 く、 これは将来マルチメディア時代 を

迎え るにあた り、ネ ックになる可能性 がある。

米国で はイ ンターネ ッ トの利用料金 が安価なため、企業が社内通信用 にイ ンターネ ッ

トを利用する事例が95年 に急増 した。 これを イ ン トラネ ッ トと称 している。 インターネ

ッ トで使用 されている通信 ソフ トTCP/IPや 表現の標準仕様HTMLを 利用すれ ば、 コンピュ

ータの機種 やOSの 相違を越 えて、社内のネ ッ トワー ク化が安 いコス トで構築で きるた

めで ある。1996年 には、NetscapeCommunications社 、Microsoft社 、Attachmate社 、

Lotus/IBM社 などが、 イ ン トラネ ッ ト構築用 アプ リケー ションソフ トを商品化す る予定

である。

ただ し、イ ンターネ ッ トで利用 され るソフ トウェアのバー ジ ョンア ップが イ ンターネ

ッ トソサエテ ィで検討 されている。動画や3次 元 グラフィックスデータを円滑 に伝送す
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るために、TCP/IPか らV6と 称 す る通信 ソフ トを、1997年 末頃実施 を 目途 に導入す る予定

であ る。表現の標準仕様で も3次 元 グラフィックス用にVRML(バ ーチ ャル ・リア リテ ィ

・モデ リング ・ランゲー ジ)や サ ンマイクロシステムズ社のJavaな どが商品化 され

っっあ る。 これ らのバ ー ジョンア ップが実施 された時に、 イ ン トラネ ッ トの技術標準を

ど うす るかが今後 の課題だ ろう。

日本の通信費負担は国際的比較の面で重 いに も拘 わ らず、 イ ンターネ ッ トの活用が急

速 に進展 している。イ ンターネ ッ ト経 由の電子 メールが急速 に広 まっている。大企業や

大学、官公庁や地方 自治体 などがホームペ ージを提供す ることは常識 にな りっっあ る。

中小企業や個人のホームペ ージも多 い。大手サrバ ニにある最新 情報(What'sNew)欄

には連 日膨大 な情報が集 め られてい る。 日本で もイ ンターネ ッ トが重要 な情報伝達お よ

び入手手段 になった。ソ

しか しインターネ ッ トが普及す るにっれて、マイナスの評価 も目立 ち始 めた。 ドイツ

政府 は米 コンピュサーブ社 に対 して、 ドイツ国内でイ ンターネ ッ ト接続 サー ビスを行 う

にあた り、 ポル ノ映像 を禁止す るよ うに警告 した。 コンピュサー ブ社 は これを受 けて、

ポル ノ映像 などの提供を カ ッ トし、 その影響が米国内に も生 じて議論が沸 き起 こった。

米国で も通信法 改正案が96年2月 上 ・下院で可決 され、2月8日 ク リン トン大統領 が

これに署名 して、同通信法改正 は成立 した。 この改正法で はポル ノや暴力な ど青少年 に

有害 な情報をイ ンターネ ッ トで提供 した場合 に、情報提供者 もネ ッ トワー ク接続サー ビ

ス提供者 も有罪 に問われ ることが盛 り込 まれている。イ ンターネ ッ ト接続サー ビス事業

者 はイ ンターネ ッ ト上 の情報の内容 まで は管理で きないと、 この決定に不満 を表 して い

る。

1996年2月 全米図書館協会、全米 出版協会、マイ クロソフ ト社、パ ソコン通信大手の

アメ リカ ・オ ンライ ン、 コ ンピュサ ーブ、プ ロデ イジー社 などが共 同で 「今回の情報規

制 は憲法で認あ られた表現の 自由を侵害す る」 と して、フィラデルフィア連邦地方裁判

所 に違憲訴訟を起 こした。イ ンターネ ッ ト上の情報 に政府が介入で きるか どうか、司法

の判断が問われる ことにな った。

日本で も96年2月 イ ンターネ ッ トに ワイセ ツ画像を流 した人物が逮 捕 され、 この時接

続サ ー ビス事業者 も家宅捜査を受 けた。

有害な情報の内容はポルノに限 らない。米国の小学生が爆弾の作 り方 をイ ンターネ ッ
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トから入手 して、本 当に爆弾を作 って しまい、大人たちをふ るえあが らせた。

イ ンターネ ッ トは従来全体の管理者がいな いということで、いわば無法地帯 であ り、

表現の 自由が イ ンター ネ ッ トの特徴のひ とっ だ った。 これ に対 して 、社会 に有害な情報

への規制を主張す る人 と、表現の 自由を主張す る人 との間で、議論が分かれて いる。

(3)電 子 商取 引(EC:ElectronicCo㎜erce)

95年 に は仮 想 商店 街(サ イバ ー シ ョ ッ ピン グ)が っ ぎつ ぎに発 表 され 、話 題 を呼 ん だ 。

その主 な 事 例 を表2.2に 示す 。

表2.2主 な仮想都市 ・仮想商店街

仮想商店街の名称 運営会社 ・参加企業

サ イバ ーパ ブ リ ッシ ング ・ジ ャパ ン 凸版印刷、小学館、共同通信等22社

霊活クラブ 野村総研、そ ごう、東急百貨店、他2社

NRIサ イバ ー ビ ジネ スパ ー ク 野村総研、JTB、 ソフマ ップ、他6社

スマ ー トア イ ラ ン ド ・コ ン ソー シア ム 日本総 合研究所 、サ ンリオ、電通等45社

ス マ ー ト ・カ ラ ー ・ク ラ ブ 三菱 総合研究所 、 シャープ、 ラオ ックス等

一 村 一 品 バ ー チ ャル シ ョ ップ 鬼塚電気工事、大分県内企業等20社

キ ュ リオ シテ ィ 三井物産、三越、松下電器等13社

サ イバ ー66 森 ビル、 ラフオー レ原宿、六本木商店街等

0-kiniCity 千里国際情報事業財団、阪急グループ等

イ ン夕日ギ ンザG7 旭通信社、ニ ッセ ン、IBM、 銀座商店等

ANAINTERNETSHOP 全 日空商事、全 日空 グループ企業12店

エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス 富士通、参加企業数百社を予定

イ ンターネ ッ トを利用 した電子商取引(EC)は 既 に行われて いるが 、仮想 商店街 ま

たは仮想都市 と呼 ばれ る、多数の企業が参加す るバーチャルモールにっいて は、96年 が

日本の元年 にな るだろ う。

イ ンター ネッ トを使 った電子 シ ョッピングで は米国が先行 して いる。その米国の事業

者で も、ECが 事業 と して採算 にの るの は将来の ことだとい う意見が主流であ る。

96年1月 米国小売 業連合会の年 次大会で 「オ ンライン ・シ ョッピング ・ビジネスへの
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取 組 み に は、 早 す ぎ るか 、遅 す ぎるか の いず れ か しか な い。丁 度 良 い タイ ミング と い う

もの はな い 」 とい う意 見が あ った。

米 国の 市 場 調 査会 社YankeeGroupの 報 告 で は、95年 現 在 イ ンタ ー ネ ッ トの 利 用 分 野 は、

社 外 との コ ミュニ ケ ー シ ョン用49%、 社 内 コ ミュニ ケ ー シ ョン用30%、 広 告 宣 伝 用8%、

EC用5%、 そ の他 だが 、近 い将 来EC35%、 広 告 宣伝33%、 社 外 との コ ミュニ ケ ー シ

ョン27%、 その他 に な る と予 測す る。一 方 イ ンタ ーネ ッ トを使 ったECの 市 場 規 模 は19

98年 に95年 の10倍 に増 え るとい う予 測 もあ る。

ただ し、 電 子 商取 引(EC)に は課題 が 多 数 あ る。課 題 の一 番 目 はセ キ ュ リテ ィの確

保 で 、 ク レジ ッ トカ ー ド番 号 を イ ンター ネ ッ ト上 に流す と、他 人 が そ れ を キ ャ ッチ して

盗 用す る危 険 が あ る。 課 題 の2番 目 は利 用 者 の認 証(Authenticationお よ びCertifi-

cation)で あ る。 低 価 格 商 品 の取 引 で は認 証 を省 略 す る場 合が 多 い。 しか し、機 械 な ど

の 高額 商 品 の 場合 に は 、例 えECで も注 文者 が誰 か を確 認 す る必 要 が あ る。 米 国 で は こ

れ らの対 策 の 研究 が 進 ん で い る。

暗号 化 技 術 で は、RSADataSecurity社 の もの が イ ンター ネ ッ ト上 のECの デ フ ァ ク

ト ・ス タ ンダー ドにな りつ つ あ る。 これ は40ビ ッ トを越 え る暗 号 鍵 の ため 、95年 まで は

米 国政 府 の 輸 出規 制 の 対 象 に な り、 日本 で は使 用 で きなか ったが 、96年 頃 か ら米 国政 府

はECの ア プ リケ ー シ ョ ン製 品 に限 り、輸 出規 制 の対 象 に しな い こ とにす る予定 で あ り、

日本 で も使 用 可 能 にな る。

この 暗号 化 機 能 を もっ ㎜ ブ ラ ウザ 用 セ キ ュ リテ ィ ・ソ フ トに 米NetscapeCommuni-

cations社 のSSL(SecureSocketsLayer)お よ びEIT社 のSHTTP(Secure

HypertextTransferProtocol)が あ る。EIT社 はカ リフ ォル ニ ア州 ス マ ー トバ レー

で 進 め られ て い る コマ ー ス ネ ッ トの 運営 企 業 の ひ とつ で あ る。 ス マ ー トバ レーの コマ ー

スネ ッ ト ・プ ロ ジ ェ ク トにっ い て は、平 成6年 度 の 本調 査 で報 告 した。

課 題 は セキ ュ リテ ィだ けに 限 らな い。 前 述 した利 用者 の 認証(Authenticationお よび

Certification)も あ る。 米 国で は、ベ リサ イ ン社 が認 証局(CertificateAuthority;

CA)を 構 築 す るた め の ツー ル キ ッ トを提供 して い る。 日本 に もベ リサ イ ン ・ジ ャパ ン

社 の設 立 準備 が進 ん で い る。 日本 の ソフ トウェ ア ・ベ ンダーで あ るア ドバ ンス社 もrK

PS」 とい う独 自の認 証 方 式 を 提供 して い る。

暗 号 化 も認 証 も含 む 次世 代 の セ キ ュ リテ ィ ・ソフ トと して 、VISAと マ イ ク ロ ソフ

ト社 とが共 同開 発 したSTT(SecureTransactionTechnology)とMasterCardInter－
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nationa1、IBM、NetscapeCo㎜unications、CyberCash社 な どが 提 案 したSEPP

(SecureElectronicPaymentProtocol)と が 対立 して いた が、96年2月1日VISA

とMasterCardと は次 世 代 の セキ ュ リテ ィ技 術 標 準 の統一 仕 様 に関 して 合 意 に達 した。

統 一仕 様 はSET(SecureElectronicTransactions)と い って 、 そ の 内容 はSEP

Pを ベ ー ス に して、 一 部STTの 機 能 を追 加 した もの に な りそ うで あ る。 ス ケ ジ ュー ル

は、96年 第2四 半 期 に試験 運用 を 開始 し、 第4四 半 期 に は一 部 電 子 決 済 を 開始 す る予定

で あ る。

VISAやMasterCardが 進 めて い るEC用 ソ フ トの決 済手 段 は ク レジ ッ トカ ー ドだ が、

その 他 に電 子 キ ャ ッシ ュや 電子 小 切 手 の 開 発 も進 ん で い る。

電 子 キ ャ ッシ ュで は、英 国 モ ンデ シ クス社 や米 国 お よ びオ ラ ンダの デ ジキ ャ ッ シュ社 、

米 国 サ イバ ー キ ャ ッシ ュ社 、VISAな どがICカ ー ドを利 用 した シス テ ム を開 発 して

い る。

電子 小 切 手 で は、 米FSTC(FinancialServicesTechnologyConsortium)が96年

中 に試験 サ ー ビスを 開始 す る予 定 で あ る。FSTCは シテ ィバ ンク、 バ ン ク ・オ ブ ・ア

メ リカ な ど米 大手 銀 行 が参 加す る コ ン ソー シア ムで あ る。

日本 で は通産 省 が提 唱 して、 コ ン ピュー タ メ ーカ ー、 商社 、都 市 銀行 、 百 貨 店 、 ク レ

ジ ッ トカー ド会 社 な ど約350社 が 参 加 す るECの 実証 実験 が96年1月 か ら始 ま った。 こ

の 実験 で は、EC用 共 通 プラ ッ トフ ォームの 構 築 、暗 号 化、 認証 、決 済 な どの 技術 開発

お よ び その 実証 を行 う。 この実 験 に は イ ンタ ー ネ ッ ト先進 企 業 で あ'る米Netscape、VI

SA、MasterCard社 な ど も参 加 して い る。

同時 にECを 推進 す る任 意 団 体 で あ る 「電 子 商取 引(EC)実 証 推 進 協議 会 」 が発 足

した。 この協 議会 に は実験 に参 加 しな い企 業 で も会 員 に なれ る。

(4)電 子 商 取 引(EC)に お け るイ ンター ネ ッ トとパ ソコ ン通 信

以 上 は イ ンター ネ ッ トを 利用 したECの 話 で あ るが 、ECの 歴 史 はパ ソ コ ン通 信 の ほ

うが古 い。 また、 パ ソ コ ン通 信 の場 合 に はネ ッ トワー クの 中心 にサ ー ビス事 業 者 が お り、

ユ ー ザ ーで あ る会 員 の管 理 お よ び会 費 の徴 収 を行 って い る。 セキ ュ リテ ィや認 証 の 管理

も経 験 豊 富 で あ る。

パ ソ コ ン通 信 は会 員相 互 の情 報 交 換 とい う閉 じた コ ミュニ ケー シ ョン手 段 で あ るの に

対 して、 イ ンタ ー ネ ッ トは誰 で も利 用 で きる オ ー プ ンな コ ミュニ ケ ー シ ョン手 段 で あ り、

ユ ー ザ ー数 の面 で イ ンター ネ ッ トが パ ソ コ ン通 信 を上 回 りっ っ あ る。

一22一



情報交換 の手段 に限れば、 インターネ ッ トの良い面が 目にっ くが、ECと なると、前

述のセキ ュ リテ ィや認証 を確保す る必要があ り、オープ ンであ ることが欠点 になる危険

がある。む しろ、パ ソコン通信 のよ うな クローズなネ ッ トワークのほ うが、ECを 実行

す る場合に取 引の安全性が高 いのではないか。

現在多 くのパ ソコ ン通信事業者が イ ンターネ ッ トとの接続を急 いでいる。そ うなると

パ ソコ ン通信 の クローズなネ ッ トワークが広 がることも考 え られ る。

(5)デ ー タベース ・サー ビス

商用デー タベース ・サー ビスは貴重 な情報源のひ とつである。 この分野 における日米

の格差が問題にな ってい る。商用 データベース ・サー ビス市場の 日米比較を表2。3に

示す。

表2.3商 用データベース ・サー ビス市場 の 日米比較

(1993年 度)

項 目 日 本 米 国 日 米 比

デー タベ ース売上高 2,100億 円 1兆1,800億 円 1:5.6

パ ス ワー ド数 320,000 2,592,000 1:8.1

プ ロデ ューサ ー数 130 1,500 1:11.5

デ ー タベ ー ス数 3,000 7,500 1:2.5

国産 データベ ース数 1,000 5,100 1:5.1

(出 所)デ ータベース白書1995年 ㈲ データベ ース振興 セ ンター編集

1980年 代 日本の商用 データベ ース市場 は年率20%以 上の高成長 を達 したが、92年 頃か

らの 日本経済の成熟化、景気後退の下で、各企業 は経費節減を進 め、92年 中頃～94年 中

頃にデータベース市場 はマイナス成長 に苦 しんだ。94年 後半 頃か ら徐々に回復 して いる

が、80年 代のよ うな高成長 は期待で きそうにない。

データベース白書1995年 によれば、日米のデータベ ース市場規模に現在で も大 きな差

が あることに加えて、 日本のデータベ ース市場 は成長が鈍化 し、米国の市場はまだ成長

して いることを問題 にあげている。

特に問題 にな る項 目は、プ ロデューサー数の差であろ う。情報 を作成 して、提供す る

事業者の数 が 日本 は米国の1/10以 下で あ る。 日本のユ`ザ ー は米国のDialogやSTN

Internationalな どを良 く利用す るのに対 して、米国のユーザーが 日本製 データベース
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を利用す る比率 は極めて少 ない。 データベースに関 して、情報の一方 的利用が問題にな

る危険があ る。

例えば、本平成7年 度 に調査を行 った㈲ 日本科学技術情報セ ンター(JICST)が

運用す る科学技術 データベ ースJOISは 、今後 マルチメデ ィア化に備 えなければな ら

ないデータベースを提供 して いるが、実質赤字運営のため、限 られた予算で担当者 は苦

労 している。米国や ドイツで も科学技術デー タベ ースの構築 ・運営のための国立組織を

もっているが、人員や資金の投入 規模が 日本のJICSTに 比べて断然大 きい。 これ ら

の国では民間企業 も科学技術情報の重要性を認識 してお り、データベース構築 ・運営 に

対す る資金援助 を惜 しまない。

日本の場合、科学技術庁 の科学技術 データベースに配分す る予算 も比較 的少 な く、民

間企業の経営者 もこの問題 に対す る認識が薄い。科学技術データベ ースの構築 ・運営の

ための政府予算 を拡大す るよ うに、民 間企業か ら政府に働 きかけるべ き時期で ある。

デー タベ ースの利用方法 をみ ると、1980年 代 まで はデータベース ・サー ビス事業者 と

利用契約を結ぶ形態が主流 だ った。 しか し、近年 はパ ソコン通信 やイ ンターネ ッ トを と

お してデータベースを利用す る形態が増えつつあ る。

前者の場合 には月基本料金 プラス使用時間比例 の料金を支払 うが、後者の場合 には月

基本料金 はな く、使用時間比例の料金 だけにな る。利用頻度の少 ない中小企業 および個

人にとって は、パ ソコン通信や イ ンターネ ッ トを とお してデータベースを利用す るほ う

が経済的で あ り、契約 とい う面倒 な作 業 もな くて、便利である。ただ し、 デー タベース

を検索す るためには、そのための基本知識(リ テラ シー)が 必要である。 デー タベース

の市場を拡大す るために、特別の知識 を必要 と しない検索方法の開発 も重要であ る。 こ

のため、あいまいな条件に基づ く検索 を可能 にす るエ ージェン ト技術な どが研究 されて

いる。

(6)VAN(付 加価値通信網)事 業者

日本では第1種 電気通信事業者(通 信設備 を持 って通信サー ビスを行 う事業者)と 第

2種 電気通信事業者(通 信設備 を持たずに付加価値通信サー ビスを行 う事業者)と の区

別があ る。VAN事 業者 とは第2種 電気通信事業者の ことである。VAN事 業者の大手

はパ ソコン通信サー ビス事 業者で、 これにっ いては既 に述べた。その他 に図書の流通や

中古車流通 など、特定の事 業者 間でのEDI(電 子データ交換)の サー ビスを提供す る

VAN事 業者 もいる。大手では、国際通信 のVANサ ー ビスを提供す る企業が多 い。 日
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本の国際通信料金が海外 に比べて割高のためであ る。VAN事 業者 の数 は多 く、1994年

度末現在約2,100社 もあ る。

しか し、 もともと第1種 と第2種 とに電気通信事業を区分す ることに無理 があ る。 米

国では第1種 電気通信事業者がVANサ ー ビスを実施 している。 日本で は郵政省が95年

に、第1種 、第2種 に区分 して事業を規制す る事実 はない と発言 して、関係企業の反発

を買 った。 いずれ 日本 で も第1種 、第2種 の区分 はな くなるだろ う。
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2.3機 器 ・基本 ソ フ トメ ー カー

マルチメデ ィア用機器にはコ ンピュータおよび周辺装置、通信機器、放送用機器など

が含まれ る。 コンピュー タ関連で は通称 ネオ ダマ といわれるように、 ネ ッ トワー ク化、

オープ ン化、ダ ウンサイジング化、 マルチベ ンダー化への動 きが盛 んであ る。.

(1)パ ソコ ン

パ ソコンの高機能、低価格化 とヒューマ ン ・イ ンター フェースの向上 により、パ ソコ

ン市場が世界的に急成長 してい る。1994年 世界 のパ ソコ ン出荷台数 は4,650万 台、前年

比20%増 であ り、米国ではテ レビ受像機の出荷 台数を越えた。 日本で も1994年 後半か ら

パ ソコ ン市場が急拡大 してお り、1995年 には出荷台数570万 台、前年比60%増 が見込 ま

れて い る。96年750万 台、97年1,000万 台 という予測 もある。

パ ソコンを構成す るマイ クロプロセ ッサで はインテル社が、基本 ソフ ト(OS)で は

マイクロソフ ト社が世界市場の約80%を 占め、殆 ど独 占状態 にあ る。 マルチ メディア関

連の機能で はア ップル ・コンピュータ社のMacOSの ほうが優れてい るとい う声 もあ った

が、 ア ップル社は基本 ソフ トの使用を 自社 のパ ソコンに限 り、他のパ ソコンメーカーの

使用を認めなか ったため、パ ソコン市場で インテル ・マイクロソフ ト連合 に市場 シェア

を大幅 に奪 われつつあ る。同社 は95年 に自社 の基本 ソフ トの他社使用を認 めたが、 タイ

ミングを失 したか もしれない。

イ ンテル ・マイクロソフ ト連合 は クロー ンメーカーに差をっけるために、つ ぎつ ぎに

新製品 を登場 させ、その結果パ ソコンの処理機能の高速化、 メモ リーの大容量化が進 み、

そのため半導体の需要が爆発的に膨 らんだ とい う面 もある。

例え ば、1990年 頃迄のイ ンテル社 のマイクロプロセ ッサi386と マイクロソフ ト社の基

本 ソフ トMS-DOSの 時代 には、パ ソコンの主 メモ リーは4～8MB(106バ イ ト)、90年 代

前半のi486とMS-WINDOWSの 時代 には12～16MB、90年 代後半のPentiumとWindows95の

時代 には24～32MBが 標準 にな るであろ う。

米国で はマルチメディア時代の情報端末 は、従来のテ レビに代 わ って、パ ソコンにな

るとい う意見が強 い。 この世界的な流れには抗 しきれず、コ ンピュータ ・メーカーの 巨

人IBM社 や ミニ コンの雄DEC社 、 ビュー レッ ト・パ ッカー ド(HP)社 もパ ソコ ン

の生産 ・販売に力を入れてい る。

イ ンターネ ッ トが世界中で急速 に普及 したため、95年 にイ ンターネ ッ トをフルに活用
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す る安価 なパ ソコン構想が 出て きた。データベース ・ソフ トベ ンダーであ るオラクル社

が500ド ルパ ソコン構想 を提 唱 して いる。ただ し、同社は新製品をパ ソコンと呼 ばず、N

C(ネ ッ トワー ク ・コ ンピュータ)と 呼んで いる。 これは、 イ ンターネ ッ トへ の接続機

能 だけを もち、アプ リケー シ ョン ・ソフ トを予めパ ソコ ンに登録す る必要がない。必要

なアプ リケー ション ・ソフ トを必要 な時にイ ンターネ ッ ト内の どこかのサーバーか らダ

ウ ンロー ドしてパ ソコ ンを動かす。パ ソコンに必要 な機能が大幅 に削減 され、ハー ドデ

ィスクが不要 にな り、安価なパ ソコ ンにな る。

ソフ トウェアはイ ンターネ ッ ト標準であ るHTML、HTTP、Javaに 準拠す る。 リアルタイ

ムの動画や音声 も扱 うマルチメディア対応だが、それで もOSの データ容量 は400Kバ イ

ト程度である。 オブ ジェク ト・リレーシ ョナルDBを 内蔵す る。 その容量は600Kバ イ ト

程度である。

ただ し、実際の商品は1996年9月 出荷を予定 してお り、 これが市場 に受け入 れ られ る

かど うかは不明である。

日本では、バ ンダイが コ ンピュータゲーム機 「ピピン」を前記500ド ルパ ソコンに活用

す る。96年3月 末 に商品名 「ピピンア ッ トマーク」を6万 円台で出荷 の予定である。

その他の500ド ルパ ソコ ン ・メーカーには、サ ンマイクロシステムズ社のJava端 末

機 、ソニー、ゼネ ラルマ ジ ック社 などがある。

日本の家電 メーカー は将来に備 えて、ハ イ ビジ ョン ・テ レビとパ ソコンとの二股をか

けて いるが、場合 によ って はマルチメデ ィア時代のパ ソコン開発に関 して、米国の新興

パ ソコンメーカーであ るコ ンパ ック社、パ ッカー ドベル社、デル コンピュー タ社 などや、

エーサーなどの台湾 の メーカー との競争に遅れを とる可能性があ る。

(2)携 帯電言舌

もうひとっ、世界 的に急成長 して いる分野 に携帯電話があ る。 日本で は1995年11月 末

現在携帯電話の加入者数 が700万 人 に達 した。 また95年7月 か らPHS(パ ー ソナル ・`

ハ ンデ ィホ ン ・システム)の サー ビスが始 まった。 これは32kbpsの 通信速度 を もっデ ジ

タル方式であ り、 マルチ メデ ィア時代には携帯端末機に も応用で きると期待 されて いる。

PHSは 従来の携帯電話 よ りも安価な料金が設定 されてお り、2010年 頃には3,000万

台位普及す るとい う予測 もある。

米国で はアナログ方式 の携帯電話の加入者数が、1994年 末時点2,320万 人、人 口1人

当 り普及率9.2%と 普 及 してお り、デ ジタル方式への変換 は進ん でいない。
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FCC(米 連邦通信委員会)は 、 日本のPHSに 相当す るPCS(PersonalCommuni-

cationsService)用 の電波周波数帯域を1994年12月 ～95年3月 の間に競売 にかけた。 こ

の競売の対象 は、全米を51地 域 に分割 し、周波数帯域6分 類 の うち2帯 域を選 び、1帯

域3社 までに割 り当て る もので、 その落札価格 は70億 ドルを越 えた。FCCは この競売 を

大成功だ ったと自画 自賛 している。

この落札 を受けた各事業者のPCSサ ー ビス開始時期 は1996年 春～1997年 にわた って

予定 されているが、サー ビスを始め るためには新 たに多数の基地局 を設 置 しなけれ ばな

らず、PCS事 業の採算性 に苦慮 してい る。 日本のPHSで も基地 局設置の負担が大 き

く、 このため基地局が急速 には増えない。その結果、PHS利 用可 能地域が限 られる と

いう問題が生 じている。

従来のセルラー電話 は主 に ビジネス用途 に使 われて いるのに対 して、PCSは 家庭用

および個人用を意識 してお り、そのため、通話料金 も安価に設定 され る予定であ ること

も、事業の採算性 を悪化 させ る原因のひ とっにな ってい る。

PCSの 標準方式 には7方 式が提案 され、PCS事 業者はその中か ら各 自1方 式 を採

用 す る。95年 末現在で は、欧州のGSM(GlobalSystemforMobileco㎜unications)

方 式 と米Qualco㎜ 社が開発 したCDMA(CodeDivisionMultipleAccess)方 式 との

2種 類が主流 にな りそ うである。 日本のPHSは1996年2月 現在、国内で1方 式 に標準

化 されているのに対 して、米国のPCSは 標準方式が複 数あ る。

なお、携帯電話で は端末機 に電 波の周波数帯 を割 り当て る。 デ ジタル方式 はアナ ログ

方式 に比べて、電波周波数帯の利 用効率が高 く、日本のPHSや 欧州のGSMが 採用 し

ているTDMA(TimeDivisionMultipleAccess)方 式 では同一周波数帯でアナ ログ

携帯電話の3倍 前後多数の端末機 が利用で きる。一方、米Qualco㎜ 社が開発 したCDM

A方 式 は、理論上で はアナ ログ携 帯電話の10倍 前後の端 末機が利用で き、TDMA方 式

よ りも電波の利用効率が高 い。問題 はPHSやGSMの よ うな実用化の実績がない こと

で、本当に理論 どお り効率の高い携帯電話 にな るか、 コス トはい くらかかるかな どが明

確 になってない。

しか し、日本で もDDI社 が携 帯電話 にCDMA方 式 導入 を計画 している。 これは、

従来のアナログ携帯電話用中継基 地をデ ジタル携帯電話 に活用す る計画で、CDMA方

式導入開始時期は1998年 を目標 に している。

携帯電話で は欧州市 場 も発達 してお り、アナ ログ携帯電話 の加入者数が700万 、デ ジ
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タル携帯電話のEU標 準方式で あるGSMの 加入者数が200万 に達す る。GSMは 世界

で一番普及 してい るデ ジタルの移動体通信 の標準であ り、世界 の69カ 国、188社 に採用

されて いる(1995年4月 現在)。

移動体通信機器のベ ンダーでは、世界No.1は 米モ トローラ社 だが、No.2に フィンラ ン

ドの ノキア社 、No.3に スエーデ ンのエ リクソン社が いる。 日本の メーカーで はNECが

No.6に 顔 を出す。

(3)携 帯情報端末機

近 い将来 にパ ソコンと携帯電話が合体 して、次世代の携帯情報端末機が普及す ると期

待 されて いる。ア ップル コンピュータ社が1992年 にPDA(パ ー ソナル ・デ ジタル ・ア

シスタ ン ト、商品名Newton)と い う携帯情報端末機を発表 した。 まだ、技術 的に多 くの

課題があ ること等か ら、Newtonの 売れ行 きはいまひとっであ る。 日本の シャープ社が販

売す る商品名ザ ウル スは比較的健 闘 している。

この分野で世界的 に注 目されている会社 に、ベ ンチ ャー企業であ るゼ ネラルマ ジック

社があ る。 同社が開発 した携帯端 末用基本 ソフ トrMagicCap」 と、通信用アプ リケー

シ ョン記述言語rTelescript」 に、世界中の大手通信機器 メー カーや通信事業者 が技術

導入を申 し入れ、同社 に出資 した。 しか し、実 際の商品化で は、1994年9月 ソニーが米

国で商品名rMagicLink」 を発売 したが、 こち らも売れ行 きはいまひとっであ る。

これ らの次世代携帯端末機 は、い まのところ市場が確立 されて いないが、技術が発達

すれば個入 用に普及 し、将来大 きな市場 にな ると予測 されてお り、米IBM、AT&T、

HP社 や 日本のNEC、 富士通、 日立 など も、 この分野 を狙 って いる。

(4)ATM

ATM(AsynchronousTransferMode)は 伝送速度100Mbps以 上 の高速通信 を可能に

す るデ ータ交換技術 である。NTTは1995年 春か らATMお よび光 ファイバ ー網で構成

され るB-ISDN網 を国内10都 市 に施設 し、伝送速度156Mbpsの 次世代 高速通信 とマ

ルチメデ ィア応用 の実験 を行 って いる。映像デー タを リアル タイムで伝送 す るネ ッ トワ

ー クと して は
、高速 イーサネ ッ ト、FDDI(FiberDistributedDataInterface)な ど

も開発が進んでい るが 、 これ らの ネ ッ トワー クのバ ックボー ンと してはATM交 換網が

最適だ といわれてい る。

すで に通信事業者 がATM交 換機を導入 して いる他に、大学 や大手民 間企業で もAT

Mネ ッ トワー クの導入が始 まって いる。ただ し、既存のLANお よび端末機 器 とATM
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との相互運用技術(イ ン夕日オペ ーラ ビリテ ィ)に 関 しては、現在個別 に開発が進 め ら

れている状況であ る。

ATMの 導入で は米国の ほ うが 日本 より も先行 して いるが、その米国で も96～97年 頃

まではフ レーム リレー方式 が主流で あ り、ATMの 時代 は早 くて1999年 以降だろ うとい

われている6テ キス トデー タが中心の場合 には、大量の データ伝送で もフ レーム リレー

で充分であ り、ATMは 映像、音 声、テキス トデータが混在 して、かっ大量に伝送 され

る場合に有効である。米国で も ビジネスの世界で、大量の映像 データが伝送 され る時代

には、 まだ到 ってない。

日本のATM交 換機 メー カー はNTT、NEC、 富士通 、日立製作所 、沖電気 、三菱

電機 など従来か らある通信機器 メーカーだが、米国の メーカーに はニ ューブ リッジネ ッ

トワークス社、ベイネ ッ トワー クス社、 フォア システム社 など新興の メーカーが 目立 っ。

(5)テ レビ受像機

従来の家電製品の主流であ るテ レビ受像機 は将来 どうな るのか。1980年 代 にNHKグ

ループが高精細テ レ ビ 「ハ イ ビジ ョン」を開発 して、世界の標準 にす るべ く働 きか けた。

一時 は欧米諸国 も 「ハイ ビジ ョン」技術を採用す る動 き もあ
ったが、その後豹変 して、

米国、EUを 始め、ア ジアのNIES諸 国 も、次世代 テ レビはデ ジタル方式 を採用す る

ことを決めている。 さらに、 米国では次世代 テ レビを従来のテ レビ画像をデ ジタル化す

れば充分で、高精細画像 にす る必要 はないとい うふ うに変わ って しま った。 このため、

アナ ログ方式の 日本の 「ハ イ ビジ ョン」技術 は世界的 に孤立 して いる。

デ ジタル ・テ レビは、先ず衛星放送で採用 された。 デ ジタル ・テ レビの特徴 は、アナ

ログ方式 よりもノイズに強 く、その結果画面が きれいな こと(ハ イ ビジョンほどではな

いが)と 、チ ャンネル数が150～500チ ャンネルと大幅 に増加す る ことであ る。

テ レビ放送の種類が、従 来の空 中波 によるアナログテ レビ放送 、アナログ衛星放送 、

アナログCATV放 送に加 えて、ハイ ビジ ョン放送 、デ ジタル衛 星放送 、さ らに将来 は

デ ジタルCATV放 送、空 中波に よるデ ジタルテ レビ放送 も出現 す るだろ う。

今後、テ レビ受像機 メー カーが このよ うに多種類 にわた る放送局 に、どの よ うに対応す

るか、難 しいところであ る。

テ レビや ビデオの映像を受 像で きるパ ソコンが商品化 されてい る。将来各家庭 にパ ソ

コンが普及すれば、パ ソコ ンを従来のテ レビの代わ りにすれば良 い とい う意見 もあ る。

そのためにはパ ソコ ンの画面を大 き くして 、操作を易 しくす る必 要がある。従来のテ レ

一30一



ビな らば ス.イッチを押せ ば、好 きな番組がみ られ る。パ ソコツ で もテ レビと同様 に、簡

単 に利用者が操作で きるよ う忙す ることが重要である。

2.4イ ンフ ラ ス トラ グチ ャー

(1)マ ルチ メデ ィア時代のイ ンフラに必 要な こと

イ ンフラス トラ クチ ャーとは通信回線網 の ことを指す。マルチ メデ ィア時代には放送

と通信 とが融合す るため、放送網 もこの範疇 に含まれる。イ ンフラの手段 に は、有線通

信網、無線通信網、同 じ無線だが衛星通信網があ る。

マルチメデ ィア時代 には、全ての情報が デ ジタル化 され る。画像 や音声な ど本来アナ

ロ グ信号の ものをデ ジタル信号 に変え ると、その情報量 は膨大 な ものになる。標準化 さ

れて い る機 器のデー タ伝送速度の例を挙げ ると、デ ジタル携帯電話 は11.2Kbps(103ビ ッ

ト/秒)、PHS32Kbps、 オーデ ィオCD224Kbps、 ビデオCD1.15Mbps(106ビ ッ ト/

秒)、DVD(デ ジタル ・ビデオ ・デ ィス ク)4～6Mbps、 高精 細DVD8～10Mbpsな

どであ る。 日本 のイ ンターネ ッ ト・サ ー ビス ・プロバイダーのひ とっIIJが 、 日本 と

米国のイ ンターネ ッ ト網 とを接続す るために、KDDか ら借 りてい る専用 回線 の容量は

現 在2Mbpsで あ る。動画の伝送 には2～6Mbpsの 伝送容量が必要 であ る。 マルチメデ ィ

ア時代 に、現 在のテ レビ並みの動画 をデ ジタル情報で受信す るため には、IIJの 日本

～ 米国間のイ ンターネ ッ ト回線程度の容量を、一人のユーザーが使 うことにな る。マル

チ メデ ィア時代 には、従来 とは比較 にな らない程の膨大な情報量 が伝送 され る。

その時、マルチメデ ィアの基盤 を支え る放送 ・通信事業者に は、膨大な情報量 の伝送

に耐え る放送 ・通信網を安価に提供 して貰わなければな らない。 さ もない と、マルチメ

デ ィア時代 は こない。半導体などエ レク トロニ クス技術の発達に より、膨大 な情報量を

伝送 す ることは、技術的に可能 にな りっつあ る。問題 は安価 に提 供 され るか どうかにあ

る。米国の情 報スーパーハ イウェイ構想 によれば、情報は国の最 も重要 な経 済的資源で

あ る。 その情報 の流通 コス トが高 いか安いかが、国家の産業競争 力 に大 きな影響 を及ぼ

す ことにな る。

(2)有 線通信網

94年 に発 表 され た郵政省およびNTTの 構想 によると、2010年 までに 日本 国内の全て

の家庭 や事業所 に光 ファイバーを張 りめ ぐらす 、いわゆるファイバー ・ツー ・ザ ・ボー
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ムの計画が ある。米国 も情報 スーパ ーハ イウェイ構想 を実現するために、米国政府が93

年9月 に発表 したNII(NationalInformationInfrastructure)行 動計画 に も日本 と

同様の光フ ァイバー網施設計画が盛 り込 まれて いた。

しか し、その後米国で はフ ァイバ ー ・ツー ・ザ ・ホームに要す るコス トが膨大 にな る

ことが問題 にな り、既 存の電話回線網 やCATV網 、無線通信、衛星通信 など、 多様 な

通信媒体を利用す るほうが経済的に良 い とい う意見が主流にな りっつあ る。特 に米国で

はインターネ ッ トの普及が進み、情報 スーパ ーハ イウェイはイ ンターネ ッ トで充分 とい

う意見が強ま りっっあ る。 しか し、現在の イ ンターネ ッ ト網で多数のエ ン ドユーザーに

デ レビ画像並 みの動画を リアルタイムで伝送す る ことは難 しい。イ ンターネ ッ トで動画

を伝送す る技術 の標準化が検討 されてい るが 、それに要す るコス トを誰が負担 す るかが

議論 されてい る。従来米国ではイ ンターネ ッ ト利用料金 は極めて安価(人 によって は無

料)と 信 じられて きた。 したが って、動 画伝送 を可能 にす る高速伝送 のイ ンターネ ッ ト

料金をエ ン ドユーザ ーが受入れるか ど うか、今 の ところ分か らない。

日本のNTTの 意見で は、既存の電話回線 ケー ブル も10数 年毎に施設 し直 して いる。

この施設替えの時に、従来の メタルケ ーブルの代わ りに光 ファイバーを施設すれば、増

分 コス トはあ まり高 くない。現在 は光 一電 気変換器の コス トが高 いため、まだ光 フ ァイ

バーの施設 コス トが メタルよりも高 いが、2000年 以降には光 ファイバーの施設 コス トと

メタルケーブルの施設 コス トとが、 ほぼ同一 にな る。そ うなれば、 ファイバ ー ・ツー ・

ザ ・ホームは実現可能 であるとい う。

米国 と日本 とで は国土面積が異 なる。通信 イ ンフラのベス トな方法が米国 と日本 とで

異な って も不思議 はない。現 にシンガポールや香港 など国土面積が小 さな所では、光 フ

ァイバーの施設率が高 い。長期的な視野 にたて ば、NTTの 意見は正 しいので はないか。

米国では1995年 の通信法改正によ り、地域電話事業、長距離電話事業、CATV事 業

に関す る規制 が大幅 に緩和 され ることになる。すで に クリン トン大統領が署名 してお り、

この改正法は成立 した。

世界でいち早 く通信事業 と放送事業 との兼業 を認 めた国は英国である。英国で は1991

年にCATV事 業者が通信サー ビスをお こな うことを認め、CATV電 話が急速 に普及

しっっある。ただ し、英国最大の通信事業者 であ るBTが 放送サー ビスをお こな うこと

は禁止 されてい る。

日本で も1993年12月 に郵政省がCATV事 業者によ る電話サー ビスを認 めた。 しか し、
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日本のCATV事 業者 は事業規模 の小 さい所が多 く、95年3月 時点でCATV事 業者 の

約70%は 赤字経営であ り、設備投 資をお こな う余力を もっ事業者が少ない。 このたあ、

日本のCATV電 話 は発達 していない。

(3)無 線通信網

無線通信網の主役 は現在携帯電話であるが、今後無線LANが 有線LANに 代わ って

普及す ると思われ る。無線LANは すでに商品化 されているが、 まだ無線LAN接 続用

のアダプターの価格が クライア ン ト1台 当 り約10万 円と高 く、普及 していない。

しか し、配線工事が不要 とい う無線LANの メ リッ トは大 きい。すでに有線LANを

導入 した企業で も、今後無線LANに 置 き換 えたい希望を もっ所が多い。将来無線LA

Nの 市場が大 き くなれば機器 コス トも低下 し、 いずれ有線LANと 同等の コス トにな り、

その市場が ますます拡大す ると期待 され る。

無線LANシ ステムの メーカーには米モ トローラ、IBM、AT&T、Proxim社 や 日

本のNEC、 富士=通、 日立、 日本無線 などがあ り、イスラエルのRDCCo㎜unications社

も日本市場 に進 出 して いる。

(4)衛 星通信網

衛星通信 は無線通信の中に含 まれるが、 ここでは独立 した項 目として取 り上 げる。

衛星通信網 は当初大企業のデータ通信 や船舶用 に使われて いたが、米モ トローラ社 の

イ リジウム計画、TRW社 などのオデ ッセイ計画、 ローラル社 ・韓国現代 グループな ど

のグローバ ルスター計画、 インマルサ ッ トーP計 画(現 在英ICOの 計画)な ど、将来

地球規模 の携帯電話用 に使われる方向にあ る。

モ トローラ社 のイ リジウム計画では地上780kmの 低軌道衛星 を66個 打 ち上げ る。低軌

道のため電波送信の時間遅 れが少な く、 リアル タイムの電話交信が円滑 に行え る。 イ リ

ジウム計画の初期投資 は38億 ドル、料金 は基本料50ドル/月 、通話料平均3ド ル/分 の予定

である。

一方、イ ンマルサ ッ トーP計 画で は地上10,355kmの 中軌道衛星 を12個 打 ち上 げる。 イ

リジウム計画 よりも時 間遅れが多 く生 じるが、衛星の数 は少な く、 コス トは安 い。初期

投資 は28億 ドル、料金 は通話料平均2ド ル/分 の予定である。

衛星通信を使 った携帯電話網 は、ある意味で究極の通信網 だ といえ るが、現在の とこ

ろコス トが高 くつ くので、利用者 も高収入者 に限 られ る。

衛星通信を利用 したカーナ ビゲー ション ・システムが 日本で普及 し始 めた。 まだ高価
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格で、 しか もナ ビゲー ション機能 に100%の 信頼性 はないが、利用者 は機器の限界を承

知 した うえで使 っている。

(5)デ ジタル衛星放送

94年4月 米 プライムスター社が 全米で80チ ャンネルのデ ジタル衛星放送 を開始 した。

同社 はテ レコ ミュニケー ションズ社 、タイム ワーナ一社な どが 出資 して設立 された会社

で ある。同 じく94年6月DirecTV社(ヒ ューズ ・エ レク トロニ クス社、ハーバ ー ド・ブ

ロー ドキ ャスティング社などが出資)が150チ ャンネルのデ ジタル衛星放送を開始 した。

これ らのデ ジタル衛星放送 の加入者数は、約1年 半の間に100万 人 に達 した。

日本で も日本 デジタル放送サ ー ビス(DMC)社 が96年4月 にデ ジタル衛星放送を開

始す る。 こち らは約50チ ャンネルで ある。 またDirecTV社 は日本のカルチ ュア ・コ ンビ

ニエ ンス ・クラブ(大 手 ビデオ レンタル会社)、 大 日本印刷 などと提携 して、 ディ レク

TVジ ャパ ンを設立 した。同社 は97～98年 に100チ ャンネルの デジタル衛星放送 の開始

を予定 して いる。

欧州で も95年10月 にデ ジタル放送用衛星が打 ち上げ られ、全欧州を対象 に96年 か らデ

ジタル衛星放送が始 まる。 この衛星 では最大500チ ャンネルのデ ジタル放送が送 信可能

で ある。

欧州の場合 には言語が複数 にわた るので、同一番組 をチャ ンネル毎 に異 なる 国の言葉

で放送す ると有効であ る。米国や 日本では将来500チ ャンネルに もなる と、放送局がそ

れほど多数の番組を提供 することは大変 なので、同一番組の開始 時間をず らして、複数

のチャ ンネルで提供す ることを検 討 している。 これをニア ・ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドと

い う。視聴者 はどこかのチ ャンネルに合わせれば、番組の スター トか らみ られ る。

(6)CATV

93年9月 米国政府が情報 スーパ ーハイ ウェイ構想を実現す るためのNII(国 家情報

基盤)行 動計画を発表 した時 に、通信事業者 とCATV会 社 とはいうめ きだ った。通信

事業者 はテ レビ放送事業に、CATV会 社 は通信事業に参入す るチ ャ ンスが生 じると考

えたためである。NII行 動計画の発表以来、1993～94年 にか けて、米国では通信事業

と放送事業 との融合 に向けて、通信事業者 とCATV会 社 との合併や提携な どの動 きが

つ ぎつ ぎに始 まった。

例 えば、ベル ・ア トラ ンテ ィック社 と米CATV最 大手 テ レ ・コ ミュニ ケー シ ョンズ

社、USウ ェス ト社 と米国2位 のCATV事 業者 タイム ワーナ一社、 ナイネ ックス社 と
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バ イヤ コム社、ベルサ ウスとプライムマネ ジメン ト社、SBC社 とコ ックス ・ケーブル

・コ ミュニケーションズ社 との提携 などである。

この当時 、目玉 と考え られたアプ リケー ションに、双方向機能を もっ映像伝送 システ

ムによるビデオ ・オ ン ・デマ シ ド(映 画などを見たい時 にいつで もスター トか ら見 られ

る)と 光 ファイバーまたはCATV網 を使 ったホーム シ ョッピングがあ った。米国の通

信事業者 やCATV事 業者 は、競 って ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドとホーム シ ョッピングの

実験を進 めた。

しか し94～95年 にかけて、 これ らの実験 は、全体 と して熱が冷 めっっあ る。例えば、

ベ ル ・ア トランティック社 は ピッツバーグ、ボルチモア等6ヵ 所で 、1995年 末までに合

計120万 世帯に双方 向 ビデオ ・ダイアル ・トー ン(電 話 回線 を使 らた ビデオ放送)の サ

ー ビスを行 うと発表 したが、1995年7月 現在のところ商業的な顧客 はゼロである。

USウ ェス ト社はネ ブラスカ州オマハで、1995年 末 までに60万 世帯 に双方 向マルチ メ

デ ィア ・サ ー ビスを接続 す る計画だ ったが、現在のところ135世 帯 に映像含むサニ ビス

実験 して いるのみ。 しか も、双方向サー ビスはゼ ロ。最 初は通常 の1方 向CATVサ ー

ビスとす る。パ シフィ ック ・テ レシスグループはカ リフォルニア州で 、1996年150万 世

帯以上 にマルチメデ ィア ・サー ビスの実験計画を1993年 に発表 したが、現在まで殆 ど進

んでお らず、スケ ジュールが1年 以上遅れている。計画を中止 した とい う噂 もある。

アメ リテ ック(シ カゴ)は1996年100万 世帯の計画が遅 れて お り、 目標を20万 世帯 に縮

小 し、かっ、最初は通常 の1方 向CATVサ ー ビスだけ とす る。 ナイネ ックスはニ ュー

ヨーク地域 で1996年 末200万 世帯の計画があ ったが、 これ を最大で39万 世帯 に縮小 し、

かっ、スケ ジュールを遅 らせ る。サー ビスも通常の1方 向CATVサ ー ビスだけとす る。

CATV会 社の タイム ワーナーが フロ リダ州オーラン ドでお こな う実験 は、 ビデオ ・オ

ン ・デマ ン ドやホーム シ ョッピングなど・マルチメデ ィアで考え られ るフルサ「 ビスを

狙 った ものだが、計画で は4,000世 帯 を対象にす る予定が、現在の ところ約30世 帯 しか

サー ビス して いない。サ ウスウェスタ ン ・ベル系のSBCコ ミュニケー シ ョンズは、 テ

キサス州 リチャー ドソ ンで47,000世 帯のネ ッ トワー クを計 画 したが、光 ファイバ ー施設

を行 って いな い。 しか し、同社 は1995年 末 に1,800世 帯 に接続す る計画だ という。

ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドやホームシ ョッピングなどのマルチメデ ィア ・サー ビスの実

験が軒並み遅れてい る理 由は コス トにある。光 ファイバ ー施設 費の 負担が大 きく、当初

の計画で は1世 帯 当 り1,000ド ルと見積 もられたコス トが 、実際 には2倍 以上かか る。
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一方、ユーザーが これ らのサー ビスに許容す る費用 は、当初月100ド ルと予測 されて い

たが、実験結果で はせいぜい月10ドル程度だとい うことが分か り、事業の採算性 に見通 し

が たたない。

また、数千～数万の視聴者が、 同時に ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドを利用す ることがで き

るための高性能な機器(提 供者側 の ビデオサーバーなど)の 技術 も未完成であ る。

以上のよ うな理 由か ら、米CATV会 社は熱が冷めて しまった。通信事業者 は映像 サ

ー ビスをまた とない絶好の ビジネスチャ ンスと考えてお り、将来 は必ず双方向 ビデオサ

ー ビスを行 うといっているが、その開始時期 は当初予定 よりも、ず っと後 にな ると予測

される。

日本では、通信事業者が放送事業を行 うことは認め られてない。 しか し、CATV会

社が通信事業を行 うことは自由であ る。 そこで、大手CATV会 社 は通信事業への参入

を 目指 して準備を始 めているが、CATV網 を使 った通信事業の採算性が低 く、必ず し

も円滑 に進んでいない。

ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドやホームシ ョッピングはイ ンターネ ッ トを利用す るほ うが主

流 にな りっっある。 しか し、イ ンターネ ッ トで もテ レビ並みの高精細 な映像を リアル タ

イムで伝送す ることは、 まだ難 しい。現在映像伝送技術の規格化が検討 されてい る。

2.5CALS

前述の階層 区分にあて はまらない動 きにCALSの 推進がある。CALSの 略称 は頻

繁 に変化 し、近年 はContinuousAcquisitionandLife-cycleSupportか らCo㎜erce

AtLightSpeedに 変わ った。

CALSの 元 々は米国防総省が調達 システムを合理化す るために、関連企業 に対 して

必要 な情報をデ ジタル化 し、その情報の形式 などを標準化す ることを義務付 けたことに

あ る。標準化によ り、政府や企業間で情報を共有で きる。

最近の兵器の技術 は高度化 してお り、そのマニ ュアルや図面 の量が膨大 なため、全て

の関係者が これ らの情報を共有で きれば、省力化 と業務の時間短縮 にっなが る。米国で

は、CALSを 全政府調達のための標準仕様にひろげ、 さらに将来米国の全産業 に も適

用 し、最終的 には世界の商取引標準に しようと動 き始めた。 この動 きは欧州やア ジア諸

国 にも広が り、 日本で も95年 にブームになった。
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通産省の指導 の もと、95年 度か らCALS推 進協議会 と技術研究組合が発足 した ほか、

防衛庁、建設省、郵政 省など も研究会をっ くり、民 間企業で も機械 、自動車 、電機、情

報 、鉄鋼産業な どを中心 にCALSに 取 り組む ところが続出 した。95年 の 日本の ブーーーム

はイ ンター ネ ッ トとCALSだ った。

日本で初 めてCALSに 近 い企業間データ交換 に関与 したの は航空機i産業だ った。米

ボーイ ング社の新型旅客機B777の 開発 に携 わ った三菱重工や川崎重工な どは、ボーイ ン

グ社独 自の 開発 ・設計 システムに全て従 った。 その内容 はCALSに 類似 してお り、 日

本の各社 はB777プ ロジェク ト用 に約100億 円の投資が必要 にな った。

国内では、CALS技 術研究組合が発電所 のポ ンプシステムを対象 にパ イロ ッ トモデ

ルの実証実験 をお こな う。防衛庁は地対空迎撃 ミサイル 「パ トリオ ッ ト」の開発、調達、

補修用図面 にCALSを 採用する試験 を三菱重工 、三菱電機、東芝 などと共 同で お こな

う。防衛庁 では2000年 頃か ら調達 システムにCALS導 入を開始 し、2005年 まで には全

面的 にCALSを 採用す る計画であ る。

CALS標 準規格 のひ とつであ る文書形式の標準SGMLは 、特許庁 の公開特許広報用

CD-ROM、 厚生省 の医薬品申請書な どに採用 されてい る。企業で は、 日本IBM、

NEC、 富士通 な どが社 内でSGML対 応の文書管理 システムを導入 しっっ ある。鉄鋼業界

もCALS導 入 に熱心 であ る。

CALS標 準規格 は次に述べ るよ うな優先順位で選択 される。第一 はISO(国 際標準化

機構)標 準、ISO標 準がなければ、第二にANSl(米 国規格協会)標 準 、第三 はIEEE(米

電気 ・電子技術者協会)な どの業界標準、第四 はデ ファク トスタンダー ドで あ る。すで

に標準化済みのCALS規 格 には、以下の ものが挙げ られ る。

(1)文 章(テ キ ス ト)表 現形式

SGML(ス タ ンダー ド・ジェネラライズ ド・マー クア ップ ・ラ ンゲー ジ)と い うISO

標準 を採用。SGMLは 日本のJIS規 格 に も制定 されている。 これ はコン ピュー タが文書

構造 を認識で きるよ うに、文書の構造にマークをっけるもので、通常 の文書 をSGML仕

様 に変換す るソフ トウェアなどが商品化されて いる。 ・

(2)図 形、画像、 グラフィックデータの仕様

2次 元CAD/CAMデ ー タ用 にIGES、 画像 デー タ用 にRaster、 グラ フィックデー タ用に

CGM、3次 元図形 および製品形状デー タ用 にSTEP(こ れはまだ標準 化が進行 中)を 採

用す る。今後重要 にな るのは3次 元図形 デー タ用のSTEPだ が、 この標準化作 業が欧米
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中心 に お こなわ れ 、 日本の 意 見 を採 用 して貰 うチ ャ ンスが な い ことが 、 日本 で 問題 に

な って い る。

(3)マ ニ ュア ルの 仕 様

IETM(InteractiveElectronicTechnicalManual、 対話 型 の電 子技 術 マニ ュア ルの

作 成 、 利 用 を 可能 に す るソ フ トウ ェアの 仕 様)を 採 用

(4)EC(ElectronicCo㎜erce、 電 子 商 取 引)お よ びEDI(ElectronicDataInter-

change、 電 子 情 報 交 換)

世 界 の 標準 規 格 が 一 本 化 され な い ま まに 、 米 国で はイ ンター ネ ッ トを利 用 したEC

お よ びEDIが 普 及 しっ っ あ る。 イ ンタ ー ネ ッ トで の表現 形 式 は、 文書 標 準 のSGMLを 図

'形や 画 像 に も適 用 す るよ うに発 展 させ たHTML(ハ イパ ー テ キ ス ト ・マ ー クア ップ ・ラ

ンゲ ー ジ)お よび 通信 手 順 にTCP/IPを 採 用 して い る。 これ らは デ フ ァク トス タ ンダ ー

ドに近 い。

そ の他 のEDI標 準 規 格 に は、 国 連 方式 のUN/EDIFACT、 米 国仕 様 、欧 州 仕 様 、NATO仕

様 な どが あ る。 日本 で も銀 行 業 界 、 百 貨 店 業 界 、鉄 鋼業 界 な ど、様 々 なEDI標 準 仕様

が あ るが 、 これ らの仕 様 はその 業 界 だ けで 通 用 す る もので 、 オ ー プ ンな仕 様 で はな か

った。

(5)契 約 者 統 合技 術情 報 サ ー ビス

製 品の 全 う イ フサ イ クル にわ た って 、契 約 者 間 で技 術 情報 を保 持 お よ び交換 す る こ

とを定 め たCITIS(ContracterIntegratedTechnicalInformationServices)の 採 用

CALSは 企業情報を電子化 して、取引先企業間で情報 を共有す るための標準仕様だ

か ら、上記の他 にハ ー ドウェアや基本 ソフ トの仕様 、通信方式、デー タベースの構造な

ど、課題 はまだ沢山あ る。現在までに決定 して いるもの は情報の表現形式 が殆 どであ り、

その他の項 目は技術革新が激 しく、標準化が難 しいものばか りで ある。

米 国で は国防総省がCALSを 全面 的に導入 し、商務省 も導入す ると宣言 し、民 間で

はCALSISG(イ ンダス トリアル ・ステア リング ・グループ)が 発足 した。

しか し、防衛産業 を除いて、多 くの米国企業 はCALSに 対 して冷めた見方を してい

る。CALSを 企業 間情報交換の代名詞 とす るな ら話 は別だが、CALSが 取 り決めた

標準規格に基づ くコンピュータ システムに変更す ることは、コ ンピュー タ化が進んだ米

国企業 にとって負担 が大 きいと思 われ る。
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む しろ米国で はEC(電 子商取引)へ の取組み に熱心で ある。ECに つ いてはすで に

述べた。 インターネ ッ トを利用す る場合の技術標準 は前述 のHTMLお よびTCP/IPで あ り、

CALSと は別 の もので あ る。 ただ し、 これ らの技術がデ ファク トスタンダー ドと して 、

将来CALSに 採用 され ることは充分考え られ る。

日本でCALSを 実用化す るためには、先ず社内で製品の全 うイフサ イクルにわた る

業務、すなわち企画、開 発、設計、製造、販売 、配達、サー ビス、廃棄、回収などの業

務 に係わ る情報 をコ ンピュータ化 し、それ らを統合化 して、社外 との情報交換を可能 に

しなければな らない。 その次に取 引先間で デー タ交換を行 うためにデータ形式や通信方

式の標準化をお こな う。 日本で も自動車業界、鉄鋼業界、銀行業界 などでEDIが 進行 し

て いるが、 これ ら一部 の先進企業群 を除いて 、多 くの日本企業や政府 は ここか らスター

トす る必要があ る。

このため、 日本ではCALSが 全社統合 コンピュータ システム化 と一緒 に議論 され る

ことが多い。 しか し、 このふ たっ は本来区別 して考え るべ きで はないか。そ うでない と

CALS本 来の意義が分 か らな くな る。全社統合 システム化で あれば、1970年 代のMIS

(マ ネー ジメン ト・イ ンフォメーシ ョン ・システム)か ら始 ま り、統合OAシ ステム、製

造業のCIM(コ ンピュー タによる統合生産 システム)、SIS(戦 略情報 システム)な ど、

何回 も掛け声 のかか ったテーマであ る。

また、社内業務の コ ン ピュータ化をゼ ロか ら始 める企業 は良 いが、大手企業で は部分

的 に業務の コ ンピュータ化が進んで いるところが圧倒的に多 い。すで にEDIを 開始 した

企業 グルー プ もある。 これ らの コンピュータ化が進んだ企業および企業 グループは、今

後CALS標 準仕様 に変 更す るべ きか どうか、悩 む ことにな る。 コンピュー タ化が進ん

だ企業ほど、 システムを変更す るための コス ト負担 は大 きい。

米国の国防総省 や商務 省、国防に関係の深 い企業などに製品を納入す る日本の企業 に

と っては、将来CALSが 必須になるだろ うが、その他の企業 にとって、CALS導 入

の メ リッ トがみえない。 しか し、将来CALSが 世界の取引標準にな り、 これが ないと

商取引か ら締め出 され る危険性 もある。企業 はCALSを 導入す るかど うか、難 しい決

断を迫 られて いる。
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第3章 マルチメディア先進事例の実態調査

先進事例17社 ・団体を ヒア リング し、オ ンライ ン ・ユニバー シテ ィ ・プロ ジェク ト

にっ いて文献調査お よびインターネ ッ トのホームペー ジ調査を行 った。

対象 になった業種 はパ ソコン通信2、 書籍出版 ・販売業3、 データベ ース ・サー ビ

ス業2、 新聞社1、 銀行1、 ソフ トウェア開発 ・販売業1、 製造業1、 総合電子 ・電

機iメーカー1、 建設業1、 図書館1、 放送局1、 博物館1、IPA、 大学 間プロジェ

ク トで ある。

平成6年 度の本調査 におけ る先進事例調査で は、マルチ メディアが ブームにな る以

前か ら図形処理(CAD)や 画像処理の システム化を進めてきた企業が主 な対象だ っ

た。例 えば、東京 ガスの ガス配管地図DB、 資生堂の口紅用画像DBな どである。

一方
、新規のマルチメディア応用への取組み について は、現在準備が始 ま った段 階

であ った。

平成7年 度 はマルチメディア ・ブームが鎮静化す る一方で、各種 マルチ メデ ィア応

用実験が始 まるとともに、小 さいなが らもマルチメデ ィア ・ビジネスが生 まれ始めた。

実験 には、電子新聞、電子図書館、オ ンライ ンバ ンク、在宅勤務な どがあ り、 ビジネ

スに は、 マルチ メディア制作スタ ジオの発足お よびCD-ROM出 版な どがある。出

版社 は、今後ひ とっの著作物 を本、CD-ROM、 オ ンライ ン ・デー タベースでの提

供な ど、全ての メデ ィアで提供す る意向である。アメニテ ィの分野で も、 ヒッ ト商品

がでれば、本、映画、 テ レビ放映、CD-ROM、 ゲーム ソフ ト、キ ャラクター商品

化な ど、 ワ ンソース ・マルチユ ースを狙 う。

パ ソコン通信やデータベース ・サ ー ビスで もアニメや写真 などの静止画を取 り込 む

事例が増えた。 イ ンターネ ッ トの普及に刺激 されてホームペ ージを画像化す る事例 も

増 えっつ あ り、電子 シ ョッピングにおけ る商品紹介、気象情報提供、科学技術系 ファ

ク トデータ(図 面 ・写真など)な どに画像が採用 されて いる。

しか し、動画や音声の取 り込み は、 どこもまだ進んでない。動画のデータ量が桁違

いに多 く、通信回線の容量や コス トが問題 にな る。米国では通信回線 に月単位の固定

料金サー ビスがあ り、パ ソコ ン通信 やイ ンターネ ッ トの利用に適 してい る。 日本の通

信回線に も専用線サー ビスがあ るが、料金 は割高である。

また、動画をデ「 夕べース化す るための コス トが、現状で はまだ高 く、米国で も動
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画のデー タベース化 は進んで ない。著作権の問題 も解決 してない。音声の場合 には、

現在で も技術 的および コス ト的 にデー タベ ースへの取 り込みが可能 だが、利用 者か ら

のニーズが見 えない。

一方、 これ らのデータを取 り込むためには、 デー タベ ースの構造 を リレーシ ョナル

型か らオ ブジェク ト指向型へ変換す る必要が あるが、すで に大規模なデータベースを

運用 して いるところは、 このよ うな変換 が難 しい。

行政情報 の電子化が各省庁 で進 め られているが、将来 これ らの情報を横断的 に検索

す るために、検索方法を統一 して欲 しいとい う意見があ った。

マルチメデ ィア時代 を迎え るにあた って、課題 として通信回線の大容量化 ・低 コス

ト化、著作権問題の解決 などが挙げ られ る。

各先進事例の概要を以下 に述べ る。

1.パ ソコン通信サー ビス業A社

同社の創業 は、86年 に米国CompuServe社 のパ ソコン通信サー ビス"CompuServe"の

国内販売を開始 した ことに始 まる。翌87年4月 に は、自社のパ ソコン通信サ ー ビスを

開始 した。95年8月 末現在ですで に利用者数が120万 人を越える通信 ネ ッ トワー クと

な って いる。

ア クセスポイ ン トは国内に191箇 所、海外 に1,766箇 所あ る。 フォーラム数 は451

個、 デー タベ ースの数 は451個 、同時ア クテ ィブ回線数 は9,500回 線 、総回線数 は

12,700回 線、 プライベー トフォーラム数が327件 、提携 しているネ ッ トワー クはComp

uServeの 他 にPC-VAN、MEDINET、JALNET、 イ ンターネ ッ トな どであ る。95年 にはイ ン

ターネ ッ トとの接続 に力を入れて いる。

サー ビス提供 の形態 と して増 えてい るのはオ ンライ ンショッピングである。政府や

地方 自治体 か らパ ソコ ン通信 による情報提供の問 い合わせが増えてい る。一方、行政

サー ビスのオ ンライ ン化は、不法 コ ピーの問題が解決 されな いとなかなか実現 しそ う

にない。

また、GUIの 専用通信 ソフ トを95年 か ら提供 し、初心者 にも使 いやすいサ ー ビス

を心掛 けている。今後、動画 な どが利用で きるネ ッ トワークサー ビス も行 いたいが、

日本で は米国に比べて通信 コス トが高 く、大 きなネ ックとなっている。一方、米国の

通信には月単位 の定額料金サー ビスがあ り、パ ソコ ン通信の利用に適 してい る。
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2.デ ータベース ・サ ー ビス業B法 人

同法人 は日本 を代表す る科学技術系データベースのデ ィス トリビューターであ り、

将来画像情報や3次 元 コ ンピュータ ・'グラフィックス情報 などを提供す るために、高

速大容量 ネ ッ トワー ク(45Mbps以 上)の 実用化 に取 り組んで いる。科学技術系の資料

や文献等 には写真、図形、画像が含 まれてお り、 これ らのデー タベース化を既に開始

して いる。 イ ンターネ ッ トのホームペー ジも1994年6月 頃か ら提供 して いる。

ただ し、動画および音声のデータベース化につ いて は取 り組んでいない。マルチメ

デ ィア情報で は文字、 図形、静止画、動画、音声などのデータを統合利用す ることに

な る。 これ らの統合利用のためには、データベースの構造を リレーシ ョナル型か らオ

ブ ジェク ト指向型に変換す る必要 があると思われ るが、同法人で はそ こまでの取 り組

みはまだない。ユーザー側か らの動画および音声のデータベ ース化のニーズが少ない

ことも、取組みの進 まない理由のひとっであ る。

3.書 籍出版 ・販売業C社

同社 は、大学図書館 、企業研究所等 に対 して海外を含めた書籍 や学術誌 などの販売

も行 い、貴重な資料 などのCD-ROM化 やCD-ROM出 版 などの仕事が増えっっ

あ る。それに派生 して 、大学構 内で使用す るCD-ROM検 索 システムの構築 まで提

供す るようにな った。

同社が扱 うCD-ROM出 版 は比較的高価 な内容の ものが多 いが、今後CD-R

OM出 版 コス トの低下 に したが って、ひ とっの著作物を本、CD-ROM、 オ ンライ

ン ・データベースでの提供な ど、全てのメデ ィアで提供す る意向であ る。

データベ ース ・サ ー ビスの分野で は、利用者が従来の通信回線ベースの利用契約 に

代えてイ ンターネ ッ トを使 うと、料金が安価にな るなど、イ ンターネ ッ トの影響が現

れて いる。

パ ソコン通信 を使 った書籍販売を行 っているが、書店販売 に比べて売上比率 は微 々

たるものである。 しか し、パ ソコ ン通信販売 には固定客が定着 している。

4.デ ータベース ・サー ビス業D社

140位 あ る商用デー タベ ースの柱 は、新聞情報 と企業 ・人物 の信用情報 である。

同社で はイ ンターネ ッ トを介す るデー タベースの利用を早 くか ら始めてお り、静止
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画ベースのマルチ メディア ・データ もデータベース化 している。絵 画や写真、花の販

売に静止画が必要なためである。 しか し、動画や音声のデータベース化 は手がけて な

い。既存のデータベ ース構造の延長で は、動画や音声のデータベース化 は難 しい。 ま

た、ユ ーザーか ら動画や音声のニ ーズ も少な い。

米国のデータベース ・デ ィス トリビューター はイ ンターネ ッ トを価格破壊の元凶 と

みて、危機感 を もって いる。

5.パ ソコン通信サー ビス業E社

同社のパ ソコ ン通信で はイ ンターネ ッ トとの接続、静止画の取組みなどを積極的 に

進めている。静止画の利用は シ ョッピングや気象情報提供に多 い。地図情報 は文字の

記入作業が大変である。 イ ンターネ ッ トではモザイ クは利用可能だが、ネ ッ トスケー

プは利用で きな い。動画 や音声 も実用化 して いな い。動画 のデー タ伝送 には2～6

Mbpsの 通信容量が必要であ り、高速大容量の通信 回線の整備が前提にな る。

マルチメディアDBに ついて は、画像の入力 とキーワー ド付番作業が大変だろ う。

将来のマルチメデ ィア応用の本命 に遠隔テ レビ会議 をあげていた。

ユニークな意見 として、 日本の イ ンターネ ッ ト利用 は一過性の ブームだろうと考 え

ていた。

同社のパ ソコ ン通信で は翻訳サ ー ビスを行 っている。 自動翻訳 に人手 を加え るサー

ビス もある。 まだ完全な レベルにはほど遠 いが、実用化に向かいつつあ る。

6.書 籍出版 ・販売業F社

従来のデータベースはテキス トデ ータだったが、現在マルチメデ ィアへの変換時期

にあ る。医学、薬学、工学 、科学技術面が先行 して、静止画情報のデータベースが発

達 して きた。動画、音声のデータベ ースへの取 り込みの動 きはまだない。音声情報 に

ついて は、技術的には既に可能だが、ニーズがみえな い。

将来マルチメデ ィアが発達す るためには、通信 イ ンフラの整備が重要 であ る。B-

ISDNが 整備 されれば、動画伝送 も可能 にな る。

日本の官公庁で もCD-ROMや データベースの提供 が始 まった。データベースの

場合、各省庁の検索方法を統一 して欲 しい。そ うすれば、必要な項 目の検索が各省庁

間を横断 して可能 にな る。
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電子新 聞につ いて、 日本 は実験段階だが、米国は実験段階が終 了 して商業化に移行

す る段階にある。

マルチ メデ ィア時代 に期待 され るサー ビスと して、自動翻訳 システムとキ ャッシュ

レス決済 システムを挙 げていた。

了.出 版事業G社

アニメーシ ョンなどエ ンターテ イメン ト分野の制作 に関す る話 を聞いた。現在 はC

D-ROM化 が主 力であ る。高 い制作費がかかるので、 ヒッ トす るか、 しないかの リ

スクも大 きい。 ヒッ ト商品は本、映画、テ レビ放映、CD-ROM、 ゲームソフ ト、

キ ャラクター商品化な ど、ワ ンソース ・マルチユースを図 る。 「セーラームー ン」で

はマルチユース一連の売上が3,000億 円を突破 した。

書籍や雑誌 の編集 ・出版工程 の電子化を試験 しているが、保守 的な人が多 く、電子

化 は予想 どお りには進 んで いない。

マルチ メディア時代 に期待す る ビジネス分野にエデ ュティメン トを挙げていた。 こ

れは大 きな市場になる と予測 して いる。

8.新 聞社H社

新聞記事のデータベース化 は既に定着 している。 データベース ・デ ィス トリビュー

ターが これ を商業化 してい る。新聞記事の編集 ・印刷工程 にCTS(Computerized

TypesettingSystem)が 普及 したため、記事情報がデジタル化 されて お り、 これを活

用 してい る。 ただ し、テキス トデータであ り、写真 などの画像 は今の ところ対象外で

ある。現在画像をアナ ログ情報の まま扱 ってい るためであ る。

しか し、画像 のデ ジタル化 を準備 中で あり、データの作成、加工、蓄積、伝送の コ

ス トが安 くなれば、画像 もデータベースに取 り込 まれるだろ う。先ず静止画がデータ

ベース化の対象 にな り、動画および音声 は静止画よ りも後の ことにな る。

電子新聞の実験 も進んで いる。今の ところ課金方法が確立 して いないために、無料

サー ビスであるが、 これが確立すれば、事業化 される。

ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドは、 日本では駄 目だろ うという意見 だ った。

現在 の政府情報 を加工 してデー タベース化 し、一般 に提供す ることは、費用がかか

り過 ぎて難 しい との話だ った。

一45一



9.銀 行業1銀 行

マルチ メデ ィア ・バ ンクはマスコ ミが作 った用語であ り、同銀行の人 も驚 いて いた。

人員合理化のために、将来無人支店 を構想 してお り、そのための端末機 や システムを

実験 中であ る。一方、パ ソコン通信 やイ ンターネ ッ トによる取 引の代金決済 システム

を研究 中であ る。セキ ュリティやプライバ シーの確保 にまだ課題が残 っている。

技術的 には、世界の有 力企業がデ ファク トスタ ンダー ドを狙 って、それぞれ技術 を

提案 して いるが、サ イバー ビジネスが普及す るために、 これ ら技術標準の1本 化が望

まれ る。電子マネーにっいて は、 日本で はまだ研究段階にある。

なお、デ ジタルキャ ッシュが発達す ると、銀行 を経由せず に現金決済が行われ るた

め、銀行はデジタルキャ ッシュ化推進 に消極的だ とい う話 もあ る。

10.製 造業J社

同社のマルチメデ ィアシステムグループは4種 類の事業を行 ってい る。 その内容 は

①マルチプラッ トホーム対応のマルチメデ ィアソフ ト開発で、具体的 にはCD-RO

Mタ イ トル制作 とスタジオの場所貸 し、② デ ジタルスタ ジオ設備の納入か らコンサル

タ ン トまでの受注、③ マルチメデ ィア(画 像)関 連 ソフ トウェアの ソ リュー シ ョン技

術開発 ・提供、例えばマルチメデ ィア ・データベ ースの商品化、④外部の フ リーな制

作者 と協力 してデ ジタル作品の制作 などであ る。

また、 これ らの ソフ ト制作過程で 、人手が掛 かる業務の生産性 を高め ること、特 に

自動化で きる工程 を見いだ し、それに適合す るツールを開発す ることで、新たな商売

の種 にす ることを意図 している。

11.総 合電機 ・電子 メーカーK社

浦和市、大阪市、町 田市でサテ ライ トオフィスの実験を行 っている。町 田市の事例

を詳 しく聞 いた。人事規定や労使協約 などの制約があ り、サテライ トオ フィスは実験

に止 まって いる。社員 は元の職場 とサテライ トと机が2つ あ り、勤務時 間の平均比率

は元の職場90%強 、サテ ライ ト10%弱 である。

電子 メールを始めとす るグループウェア システムが職場に定着 しない と、サ テライ

トオフィスは成功 しない。テ レビ会議 は、 日本の通信回線料金が画期 的に安 くな らな

いと普及 しない。欧米で は在宅勤務を含むテ レワー クが発達す る。政府 もこれを支援
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す る。 日本 は文化の違 い もあ り、テ レワー クの発達 は遅い。

12.国 立民族学博物館

杉田教授の専攻であ るコ ンピュータ民族学 は世界で も珍 しく、同教授が開発 したマ

ルチ メディア ・データベ ースは日本の貴重 な資産であ る。画像の入力装置やデ ジタル

データ作成作業にかな りの費用をかけている。

データベ ースは文字ベ ースのDB、 画像DB、 音声DBが 別 々のハ ー ド内に作 られ

てお り、標本番号 とい うIDナ ンバーで リンクざれて いる。検索 は文字DBに 対 して

自然言語を使 って行 う。 自然言語で容易に検索で きるよ うに、民族学独 自の シソーラ

スを開発 した。1979年 か ら開発が始まっているので、最近の市販DBMSな どのツー

ルは使 ってお らず 、独 自にソフ トを開発 した部分が多 い。

マルチメディア時代 を迎え るにあたっての課題 として、画像データの著作権 問題、

異機種 コンピュータ間の高速通信技術、ハ ー ド・ソフ トがバージ ョンア ップ した時 に

過去の画像 ・音声 データを継続 して使えな くなる危険性な どを挙げて いた。

民族学博物館が収蔵す る標本 は約20万 点 あ り、貴重な展示物 も見受 け られて、博物

館の見学だ けで も価値のあ るところだった。

13.大 手建設業L社

エ ンターテイメ ン ト用CD-ROMを 制作す るマルチメディア ・スタ ジオが多 いな

かで、同社 はビジネス用 タイ トルを指向す る。社内用建築関連のマルチ メデ ィア作品

が メイ ンであ る。マルチ メディア ・プ レゼ ンテーシ ョン用作品を制作す るため に、著

作権 フ リーの素材デー タ収集の重要性 を強調 していた。

一般には、 マルチメデ ィア ・スタジオ事業の採算性が問題 となり、 その点がネ ック

になる危険性が大 きい。 その うえ同スタジオで はエ ンターテイメ ン ト関連の仕事 を除

外 し、 ビジネス関連の仕事に集中 しているために、 まだ採算性 を論 じる段階には達 し

ていない。

ただ し、建設業界で は従来か ら図面や ビデオ映像な どのマル チメディア関連情報が

業務上必要 であ り、ス タジオ単独 の採算性 は問題 にな らないか も しれない。現在の と

ころ数少ない ビジネス系マルチ メディア ・スタ ジオである同社の発展を期待 した い。
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14.㈱ 情報処理振興事業協会(lPA)マ ルチメディア研究セ ンター

IPAは 、95年 に長野県丸子町にあ るマルチ メディア研究セ ンター と慶応大学湘南

藤沢 キ ャンパ ス内に設置 した情報 基盤 セ ンターを合わせ、75億 円の予算 で これ らの施

設(設 備含む)を 整備 した。 また、IPAはB-ISDN接 続のNTT実 験 に参加 し

て、同研究セ ンターと情報基盤セ ンターと東京 ・虎 ノ門のIPA本 部を156Mbpsの 高

速デ ジタル回線でっないでいる。

同研究セ ンターを紹介す る高精 細なCG作 品"バ ーチャル ・サ ーカス"(10分 程度

の映像作品)を 視聴 し、同施設の利用状況、設備内容、 マルチ メディア制作の ための

人材育成の状況 などにっいて話を聞いた。その後、実際の各作業 ブースを見学 し、施

設の概要を紹介 された。

1996年4月 以降、 このセ ンターを誰が利用す るのか、 まだ決ま ってな い。 また、現

時点では最先端の設備だが、設備が老朽化 し、買換えの必要が生 じた時 に予算 がっ く

か どうかを心配 していた。3次 元高精細CGの 制作には多額の費用が必要であ る。

マルチメデ ィアが普及す るため には、制作 コス トを安価 にす る技術が求め られ る。

また、映像の著作権の問題 を解決 しない と、マルチメディアは普及 し難 い。

15.国 立国会図書館

図書 ・新聞 ・雑誌等の 目録 データベースはすでに実用化 されてお り、図書館 オ ンラ

イ ンネ ッ トワー クが定着 して いる。CD-ROM出 版 も行 っている。今後 は目次、 ア

ブス トラ ク ト、巻末索引などのデー タベース化を進め る計画であ る。

けいはんな地 区に関西館 を建設す る計画が進行 している。関西館 はオ ンライ ンデー

タベースを フルに活用 して、来館 しな くて も利用で きるシステムを考えて いる。

電子図書館の実験で は、出版物の内容 をデ ジタル化す る必要が あるが、その入 力負

担が大 きく、将来全ての出版物をデ ジタル化す ることは不可能 に近 い。 しか し、どれ

を選んでデジタル化す るかを、図書館が判断す ることも難 しい。

将来出版社 のCTSか らデ ジタルデータを図書館に転送す ることが、一番現実的な

方法 と思われ る。その前に著作権の問題 を クリア しなければな らない。

16.ソ フ トウェア開発 ・販売業M社

同社の商品である、マルチメデ ィア対応 ビジネスオフィス開発用パ ッケージソフ ト
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「○○○ ビジネスオ フィス」について紹介を受 けた。同社の社 内で実用化 し、実際に

運営 して いるシステムを使 って、 プ レゼ ンテー ションを行 った。

画像を豊富に組み込み、初心者に も分か りやす い、簡便 なシステムの よ うに見受 け

られ た。

「○○○ ビジネスオ フィス」は同社の主な商品群を統合 して使用 したソフ トで、個

別 の商品 には、(1)「SQLBase」(オ ブ ジェク トデー タを統合管理 す る ソフ ト)、(2)

rSQLWindows」(マ ルチ メデ ィア対応、オ ブジェク ト指 向のアプ リケーシ ョン開発 ソ

フ ト)、(3)「Quest」(エ ン ドユーザ用 のマルチ メデ ィアDB検 索加 工 ツール)、

(4)「○○ ○カ ンタ ンMail」(市 販の電子 メールソフ トを使 いやす くす るツール)な ど

が ある。 それ らの個々のツールによ り、オ フィスのOA化 アプ リケーシ ョン ・ソフ ト

を簡単にっ くることがで きる。

今後 の計画 としては、将来WAN環 境で利用 され ることを見込んで、画像 や音声情

報の圧縮 伸長技術を上記商品群 に組み込 む ことなどがある。

17.NHK放 送事業局

テ レビ放送 に使 われ たフィルムや ビデオの数は膨大な ものであ り、 これ を二次利用

す るために、保管 フィルムや ビデオの所在を検索するためのデータベ ースお よび検索

システムを開発 して いる。

ただ し、現在 のところネ ッ トワー ク化 は考 えていない。ネ ッ トワーク化 には数十億

円の費用がかか り、簡単 には取 り組 めない とのことだった。

映像その もののデータベ ース化 につ いては、現在技術開発中であ る。5年 後位 を目

途 に映像 データベースを構築 して、将来はニュース ・オ ン ・デマ ン ドや ビデオ ・オ ン

・デマ ン ドのサー ビスを行いたいという
。 データベース化の対象には動植物や紀行 も

のなどが優先 される。 ドラマは制作者 や出演者 などの著作権、 肖像権の 問題があ り、

データベ ースの構築やサー ビスが難 しい。

放送法の制約で、NHKは 外部の人 に映像 データの二次利用サー ビスを行 うことが

で きな い。 関連会社が このサー ビスを行 っている(注;平 成6年 度本調査におけ るヒ

ア リングの中に、マルチメデ ィア作品の制作者か らNHKが 映像デー タを提供 して く

れない ことに、不満 を表す意見があ った)。
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18.オ ンライン ・ユニバ ーシテ ィ ・プ ロジェク ト

OLUプ ロジェク トで は21世 紀を想定 して、5っ の研究部会を作 って いる。 その研

究 内容 は、①高速 ネ ッ トワー ク環境下での通信 プロ トコル研究、②並列処理 コンピュ

ータ システム用記述言語 ・コンパ イラ研究
、③遠隔教育 ・多地点討論 システム研究 、

④ マルチメデ ィア情報ベース研究、⑤ ネ ッ トワー ク型 ソフ トウェア開発手法の研究で

ある。95年10月 か ら本格的な実験 に着手 した。

複数の大学が高速 ネ ッ トワー クを使 って共同研究す る試みは、大 きな進歩であ る。

同プロジェク トに高 い成果を期待 したいが、 この分野 は米国が圧倒 的に進んでい る。

したが って、 日本での このプ ロジェク トの将来が心配 な面 もある。
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第4章 行政情報システムの将来像および関連テーマの動向

平成6年 度 の調査研究では、将来(2010年 頃)の 行政情報 システ ムへのニ ーズの背景

と して、以下のよ うな行政業務を イメー ジした。

○ 行政業務 に も情報化が進展 して、一人1台 のパ ソコンまたはWSを 使 い、情報 ネ

ッ トワークは完成 して いる。 メール ・サ ーバ、DBサ ーバ および高速な レスポ ンス

を持つ通信サーバが準備 されて お り、民 間企業、外国政府 な どとの情報交換が リア

ル タイムに行われ る。

○ 情報公開法が成立 してお り、行政情報 を国民 に広 く公開す る義務が生 じている。

(情報公 開法を研究す る委員会が総務庁 で平成6年 度 に準備 された。)

この場合、行政情報 を分か りやす く提供す るため に、マルチ メデ ィアを使 ったプ

レゼ ンテー ションが常識 にな る。

○ 省庁 間のネ ッ トワー クとデー タベースが発達 し、国民 はどの省庁 に尋ね るかを意

識す ることな く、必要 な情報を得 ることがで きる。

○ 複数 の省庁 にまたが る行政業務への問い合わせ、 申請な どに関 して、国民 はワン

ス トップ手続で済ます ことがで きる。

○ 行政業務 を担当組織 内で済 ませ る時代か ら、ネ ッ トワー クを とお して外 部の専門

家(企 業、学識経験者等)を 活用す る時代 にな る。企業で い うバーチャル ・コーポ

レーシ ョンと同様 のバーチャル ・オーガニゼー ションが発達 す る。

OGIIを 通 して、世界各国 との コ ミュニケー ションが容易 にな る。 したが って、

行政情報 を世界各国にプ レゼ ンテー ションす る必要が生 じる。その際、 自然言語処

理や 自動翻訳 システムが活躍す る。

また、国際間の折衝 は、対面 による会議が必要な もの とテ レビ会議で可能 な もの

とに2分 化 され る。 テ レビ会議用 に適 したコラボ レー シ ョン ・テ クノロジー(お 互

いに会話 しなが ら仕事を進める)が 発達 し、普及す る。

また同様 に、将来の行政情報 システムのイメー ジにっいて も、以下のよ うに示 した。

○ マルチタスクを容易にす るため に、ディスプ レイは大型の ス クリー ンになる。

○ 無線通信機能 を もつ携帯型 コ ンピュータが普及す る。

○ デ ジタルカメラ、マ イクなどのマルチメデ ィア ・データの入 出力装 置 とマルチメ
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デ ィァ ・データを編集 、加工す るためのオーサ リング ・システムが普及す る。

○ 各部署 にマルチ メデ ィア ・デ ータベースが構築 され る。

○ 多数の部署で蓄積 される音声 、画像、映像を含むマルチ メデ ィア ・データベ ース

の中か ら、必要な情報を選択 し、収集す る統合検索技術が発達す る。

○ 複数のデータベー スの統合検索 に限 らず 、種 々雑多な情報 の山の中か ら、人が必

要な情報 を自動的 に選びだす よ うな、電子秘書役 を果す技術が発達す る。

○ 民間企業、外国政府等 との コ ミュニケー ション手段 に、電子 メール、電子掲示板、

テ レビ会議、テ レビ電話が普及す る。 これ らの情報 は自動的 にデー タベ ース化 され

る。

○ テ レビ会議、テ レビ電話等 の映像記録およびテキス ト議事録が リアルタイムに作

成 される。 そのための 自然言語処理、 自動 翻訳技術が発達す る。

OGIIの 発達 によ り、世界 各国にあるデータベ ースか ら、 どのデー タベ ースを検

索す るか を意識せず に、必要 な情報 を選択、収集す ることがで きる。例 えば、 イン

ターネ ッ トで いうブラウザ技術 が、世界中のデータベースに適用 され る。

○ 必要 に応 じて、民 間企業、海外企業等のデータベースを利用す ることがで きる。

○ 省庁間のネ ッ トワー クとデー タベースの共用化が発達 し、国民の 目か らは行政 は

ひ とつの窓 口に見 える。

これ らをま とめ ると、2010年 頃の通産省情報 システムの イメー ジは図4.1に 示 さ

れ る。 この情報 システムは、以下の ような特徴を もっ。

(1)ネ ッ トワー クの発達 によ り、仕事を行 う時 に通産省内の既 存の組織 にとらわれず、

世界中か ら最適な人 を選んで、バ ーチ ャル ・オーガニゼ ーシ ョンを形成 して仕事を

行 うようになる(図4.2参 照)。

(2)携 帯端 末 と無線通 信の発達 によ り、 どこに居て もコ ミュニケー シ ョンを とりなが

ら、仕事を行 うことがで きる。在宅勤務 やサ テライ ト・オフィスな どが普及す る。

(3)マ ルチ メデ ィア ・デー タベ ースとマルチ メディア ・プ レゼ ンテー シ ョンが発達 し

て、報告書や資料 に画像、音声、映像が組 み込 まれ る。

(4)国 民 は政府の窓 口をひ とつ と考 えることがで きる。
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図4.2 2010年 の通産省の業務イメージ図例

バーチャル・オガニゼーション,多地点テレビ会議のイメージ 例 オイルショック時の対策と行動)

(旭リサーチセンター 作成)

/海 外とのテレビ会議による問題解決のための討議

[/省 内他部署および他省庁とのテレビ会議による問題解決のための討議/学 識経験者(専 門家)と のテレビ会議による問題解決のための討議

・関連する日本国政府内既存データおよび情報の提示
・関連する省内の既存データおよび情報の提示
・関連する関連団体の既存データおよび情報の提示

・関連する他省庁の既存データおよび情報の提示
・学識経験者(専 門家)に よる関連データおよび情報の提示
・会議中に、上記のデータ及び情報群を整理 して保存
・会議後、何らかの意思決定の記録の保存(議 事録の保存)
・会議後、何らかの意思決定した記録の省内,他 省庁,国 民 諸外国への開示
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本章では、前述 したよ うな2010年 頃の行政業務の イメージ、行政情報 システムのイメ

ー ジ等を念頭 に入れて 、行政情報 システムの将来像およびその実現 にむけての周辺動 向

の調査結果 が主になる。

具体的には、 日本 国内を中心に海外 も含めてマルチ メディアおよびデ ジタル化等 に関

す る関連動 向の現状調査 ・分析 を行 った。 さらに有識者 を交えた行政情報 システムの将

来像 を考える討議(ブ レー ンス トー ミング)を 行 った。

これ らの調査研究 を実施 した上 で、多様な メディアを活用 した高度な情報利用 システ

ム となる行政情報 システムの将来像 とその一部の機能を もっプ ロ トタイプ ・システムの

設計方針を決定 している。

す なわち、本章 は行政情報 システムの将来像を展望す る際に、参考にすべ き現状の動

向である。

本章 は、以下の項 目か ら構成 されて いる。

1.産 官学別 のマルチメデ ィア関連動向

2.マ ルチ メデ ィア関連動 向の変遷

3.海 外の政府関連情報提供、行政情報 システムの電子化の先進事例

4.行 政情報 システムを実現す るための課題

1.産 官学別のマルチメデ ィア関連動向

1.1日 本国内のマルチメデ ィアおよびデ ジタル化等 に関す る関連動向の現状

(1)マ ル チメデ ィア、情報通信 に関する審議会、委員会、構想、提言などの動向

マルチメデ ィアという言葉が広 く取 り上げ られ るようにな ったのは、米 クリン トン政

権下 でのNII構 想が発表 された93年9月 頃であ る。その ころを境 に して、 日本政府 の

関連機関の政策面 において もマルチ メディア社会 という高度情報化 に向けた動 きが見 ら

れ る。

日本政府 では、94年(平 成6年 度)か らマルチメデ ィアおよびデジタル化等へ の対応

に関す るテーマが関連す る審議会で取 り上 げられ、研究会、懇談会が開かれ るよ うにな

った。現状、 この2年 間で行政上の主な構想や方針が出そろ ったとみ られ る。今後 は、

それ らの方針に基づ いた政策等が実施 され、その取 り組み と結果が待 たれ るところであ

る1。

産官学別 に主 な機関、組織の動向を以下に述べ る。
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ここで は、審議会な どの基本的な政策方針の流れや産業界か らのマルチメデ ィアおよ

びデ ジタル化等に関す る政策への提言 を主 とす る。

これ らを一覧表 にまとめた ものが、表4.3マ ルチメデ ィア,情 報通信 に関わる審

議会 、委員会、構想、提言 などの現状である。 一

内閣で は、94年6月 に羽 田元内閣が 「高度情報推進本部」を設 置、 さ らに94年8月 よ

り村 山前内閣が 「高度情報通信社会推進本部」を設置 し、 日本版情報 スーパ ーハ イウェ

イを民間主導型で2010年 まで に構築す る構想を発表 した。

総務庁 は、92年 頃か ら行政情報化懇談会を開 き、行政情報化の提言 を してお り電子政

府の実現を 目指 した旗振 り役 とな って いる。総務庁行政管理局が中央官庁のネ ッ トワー

ク化、いわゆる霞が関WAN(広 域情報通信網)構 想を含 む"行 政情報化推進基本計画"

が閣議決定 されたの は94年12月 であ る。 この基本計画を受 けて95年3月 頃か ら各省庁別

の5カ 年計画が出 されてい る。 さ らに各省庁の委員か らなる専門部会が開催 され、霞が

関WANの 整備基本方針を95年9月 にたてて いる。97年1月 か ら霞が関WANの 電子 メ

ールを稼働する計画があ り、他 に も98年 度 には公文書の交換 システム、99年 度 には行政

情報 ク リア リングシステム、白書等デ ータベ ース システムを構築す る計画がたて られて

いる。

94年10月 には総務庁の外郭団体であ る閲行政情報 システム研究所が 「電子政府 の実現

をめ ざ して」と題す る提言を発表 して いる。

通産省 は、94年5月 に産業構造審議会の答 申を受 けて 「高度情報化 プ ログラム」を発

表 した。 その中でマルチメデ ィア社会実現のために官庁が実行すべ き問題点のま とめを

提示 して いる。94年9月 か らは産業構造審議会の小委員会 として産業情報化小委員会が

設け られた。94年11月 には行政情報化の推進計画に基づ いて作成 された 「通商産業行政

の情 報の推進 に関す るアクシ ョン ・プログラム」の中間報告が なされている。95年5月

には産業構造審議会で は、情報通信基盤のための国際指針をたてている。 この産 業構造

審議 会は96年5月 に高度情報化 プログラムに沿 った2000年 までの中期計画を まとめ る予

定であ る。 また、機械産業情報局長の私的懇談会 と して 「マルチメデ ィア研究会 」を94

年12月 か ら95年3月 まで開 き、マルチ メデ ィア ・コンテ ンツの産業整備状況 ・課題 を把

握 している。
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また、通産省特許庁の外郭団体であ る知的財産研究所は、マルチメデ ィア委員会を開

き、"デ ジタル情報 セ ンター"の 必要性な どを提案 している。

郵政省で は電気通信審議 会の94年5月 の答申で、2010年 のマルチメデ ィア関連産業の

市場予測お よび21世 紀のマルチメデ ィア時代 に向けた情報基盤整備のあ り方 にっいてま

とめ、 「情報通信基盤整備プログラム」を発表 した。 また、それ には2010年 に123兆 円

のマルチメデ ィア市場が生まれ ると して注 目を集 めた。95年5月 には情報通信基盤 の国

際指針 をまとめてお り、96年5月 に は情報通 信基盤整備プログラムの2000年 までの中期

計 画を発表す る予定であ る。電気 通信技術審議会 も94年4月 の答 申で、情報通信技術の

将 来の展望 にっいて広 くまとめてい る。 この他 、情報通信基盤整備推進連絡 会議、放送

のデ ジタル化 に関す る研究会、21世 紀 に向けた通信 ・放送の融合懇談会(ネ ッ ト懇)、

マルチメデ ィア時代 における放送 のあ りかたに関す る懇談会など新 しいマルチ メデ ィア

情報通信 に関す る施策に向けた動 きを94年 に取 っている。

文化庁の著作権審議 会では、マルチメデ ィア社会の著作権制度の在 り方にっいて検討

す るため、マルチメデ ィア小委員会 を開 き93年11月 に中間報告 を行 い、その ワーキ ング

グループでは95年2月 に中間報告 を行 っている。著作権審議会で はまた、94年7月 に罰

則強化専門部会、権利 の集中管理小委員会を組織 している。

総理府主管の行政改革委員会で は、規制緩和小委員会が94年4月 に通信 ・放送の融合

な どを含む279項 目の規制緩和の提言 を発表 した。 また、95年3月 に設置 され た行政情

報公 開部会で は、行政情報に対す る開示請求権制度などを検討 し、95年1月 に 「情報公

開法 にっ いての検討方針」を取 りまとめ、法律論や国内外の情報公開制度に詳 しい専門

委員で組織 される行政情報公開部会小委員会 を95年1月 に設置 し、国の行 政情報公開法

案の骨格にっいて審議を重ねて、96年10月 に最終報告を行 う予定であ る。

ちなみに、中央政府 として情報公開法をすでに制定 している国 は、ス ウェーデ ン、 フ

ィ ンラン ド、米国、デ ンマー ク、 ノル ウェー、 フラ ンス、オラ ンダ、オース トラ リア、

カナダ、ニ ュー ジーラ ン ド、、オース トリア、ベルギーの計12カ 国である(行 政改革 委

員会 の調べ、96年2月 現在)。 なお、英国、 ドイツなどは情報公開法 は未制定であ る。

また、国 内で情報公開条例 ・要綱を制定 した地方 自治体は、46都 道府県(96年1月1日
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現在)、239市 区町村(95年4月1日 現在)に な って いる状況である(自 治省調べ)。

科学技術庁 は、94年 度 か ら科学技術振興調整 費に基づ き、国研等を中心 とした研究情

報整備 ・省際ネ ッ トワー ク推進のための調査研究 を進めている。 この中には、省際 ネ ッ

トワー ク整備 ・運用 に係 わる基盤技術の調査研究 や地球観測 データのデー タベ ース化 に

関する研究な どが ある。

建設省は、情報政策推進委員会を開き、情報溝整備のための電線類地中化促進法案の

検討を行っており、94年7月 に中間報告を行っている。

次に産業界の構想 や政府 に対す る提言 などにっいての動向を見 る。

まず、 日本電信電話株式会社(NTT)が90年 に2015年 に光 ファイバ ー通信網 の構築

完了を 目指 したVI&P構 想を発表 して、未来の情報 化社会への ビジョンを示 し話題 とな り、

それがそのまま、94年1月 に発表 したマルチ メデ ィア基本構想 につなが って いる。

また、95年2月 にブ リュ ッセルで行 われ た第1回G7情 報通信閣僚i会議(通 称 、情報

通信サ ミッ ト)に 向けて、95年1月 に産業界が結集 した情報通信基盤整備推進連絡 会議

は、国際的に調和の とれた規制 と競争環境の実現、標準化 と知 的所有権への対応にっい

ての提言 となる報告 をまとめている。

同 じ時期の95年1月 に閲 日本電子工 業振興協会 は"GIIを 成功裏 に実現す るための

日米欧3極 の民間団体の提言"を 米国情報技術産業協会、欧州事務機 ・情報技術機械 製

造者連盟 と共同で行 った。

この ほか、鉄鋼、建設、電力などの大手企業か ら組織 されている日本 プ ロジェク ト産

業協議会(JAPIC)の 高度情報通信社会 研究会 は95年10月 に"高 度情報化社会への推進 に

向けて"と 題す る提言 をまとめた。 この中で政府機関保有の情報を国民 の共有財産 と位

置づ けて、政府機関保有の情報 のデジタル化、 イ ンターネ ッ トの活用、CD-ROMに

よる情報提供、デ ィ レク トリーの整備な どを提言 している。

また、デ ジタル情報の流通における知的所有権の将 来を鑑みて㈲ 日本電子工業振興協

会、 日本パー ソナル コンピュータ ソフ トウェア協会な ど11団 体 は"ネ ッ トワー ク社会 に

おける知的所有権保護 のあり方"と いう提言 を95年10月 に発表 して いる。
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学術団体の閲電子情報通信学会では 「マルチメデ ィア ・イ ンフラス トラクチャー&サ

ー ビスに関す る時限研究会 」を開 き、95年7月 に"21世 紀 マルチ メデ ィア社会への提

言"を 発表 して いる。 この中に行政サー ビスの ワンス トップ、マルチサー ビスの早期実

現 につ いての要求が記 されてい る。

(2)マ ルチメデ ィア、情報通信に関連す る調査研究、普及組織化 などの動 向

この項で は、マルチ メデ ィアお よびデ ジタル化等 に関す る調査研究 などを行 う研究会

や普及のための組 織化 を行 って いる動向にっいてふれ る。

官庁では、マルチ メデ ィアに対応 した施 策推進のために、調査研究 や普及に向けた取

り組みを94年 か ら行 って い ることがわか る。産業界で も94年 か らマルチメデ ィアに関連

した新たな調査研究 や普及 のための組織を形成 している。

これ らを一覧表 にま とめた ものが、表4.4マ ルチメデ ィア,情 報通信に関する調

査研究 ・普及組織化 な どの現状で ある。

産官学別に主 な機 関、組織 の動 向を以下 に述べ る。

通産省で は、94年8月 に機械情報産業用の中にマルチ メデ ィア政策室を設 け、94年12

月 には 「マルチ メデ ィア研究会」を開いて いる。同研究会 は95年8月 にはマルチ メデ ィ

ア産業の課題をま とめた中間報告 を行い、"ビ ジュアル ウェア産業"の 振興が不可欠で

あることを説いてい る。

郵政省で は、94年3月 に通信政策局の中にマルチメデ ィア振興室 を設 けて、 マルチ メ

デ ィアに関す るプ ロジェ ク トの推進 を行 って いる。郵政省ではマルチメデ ィアに関す る

研究会が94年 度 か ら多 く開催 されている。 その研究対象 とす る範囲 は、マルチメディア

移動体通信の開発 、料 金問題、マルチメディア通信のセキ ュ リティ技術、マルチメデ ィ

ア対応の人材育成 、情 報通信産業 の将来あるいはネ ッ トワー ク上での ソフ トウェア流通

問題などであ る。郵政 省で は、 この他通信政策局の中に国際共 同プロ ジェク ト推進室を

95年4月 に設けて い る。

文部省で は、94年6月 にマルチメデ ィア政策企画室を設置 し、教育情報化研究会を94

年5月 か ら開催 して い る。
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科学技術庁では、94年 度か ら省際ネ ッ トワー クを普及促進す るため 「研究情報整備 ・

省際ネ ッ トワー ク推進制度」を導入 している。

科学技術庁主管の 日本科学技術情報 セ ンターで は、95年 度か ら国研(国 立研究機関)

が持つ情報のオ ンライン ・デー タベースの実現 に向けての支援 を開始 して いる。

防衛庁で は、95年6月 か ら防衛産業業界を中心 と して、CALS推 進のために実験を

含んだrCALS委 員会」を開いている。

行政情報化に関しては、1965年 創立の総務庁主管の閲行政情報 システム研究所が、電

子政府の実現に向けて調査研究等の事業を進めている。

＼

産業界で は、マルチメデ ィアに関す るイ ンフラ/ハ ー ド/ソ フ ト/コ ンテ ンツの業界

が様々な研究会 や協議会あ るいは法人化を行 って いる。

普及促進に関連 して、通産省が後押 しを して、91年4月 に 「働 マルチ メディア ソフ ト

振興協会(MMA)」 を設立 した。 マルチメデ ィア ・コンテ ンツの制作支援やその分野

の人材育成などを目指す団体であ り、95年4月 か らは、 「映像産業のマルチメデ ィア化

に関す る懇談会 」を開 き、マルチ メディア ・コンテンツ市場 を形成す るための検討 を進

めてい る。 また、 日本電子機械工業会 など各種工業界が連合 して、マルチメデ ィア利用

分野 を広 げるために 「マルチ メデ ィア普及促進研究会」を94年6月 か ら開 いている。 さ

らに、けいはん な学研都市の地域 では、 「マルチメディア異業種交流会 」を約800社 で

94年7月 に設立 している。

調査研究 として は、閲情報 サー ビス産業協会(JISA)で 、マルチメデ ィア研究会

を94年5月 か ら、CALS研 究会 を95年1月 か ら開設な どを して いる。 また、㈲ 日本電

子工業振興協会を中心 に した159社 ・団体が95年5月 か らCALS推 進協議会 を開催 し

ている。

著作権やマル チメディア ・タイ トルな どに関 しては、94年10月 か ら 「マルチ メディア

製作者連絡協議会」をコンピュータ ・ソフ トウェア著作権協会、音楽著作権協会、新聞

協会等の20団 体が開催 している。同 じ94年9月 に 「マルチメディア ・タイ トル製作者連

盟(AMD)」 がバ ンダイな どマルチメデ ィアタイ トル制作者55社 で結成 された。
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また、著作権を持つ側が30団 体ほ どで 「マルチメディア問題に関す る著作権連絡協議

会」を94年7月 に結成 している。

マルチメデ ィア ・デー タベースにっいての普及促進のための組織化 は、94年11月 に通

信機械工業会が母体 とな って民間の立場か ら社会のマルチメデ ィア化 を促進 す る団体 と

して94年11月 に発足 した 日本 マルチ メディア ・フォーラム(421社 加盟)が デー タベ ース

委員会 を結成 している。 また、学術団体の㈲情報処理学会が、マルチメディア ・データ

ベースに関す る研究交流を進 めるため、 データベースシステム研 究会 を開催 している。

標 準 的 な技 術 普 及 を め ざす 組 織 が 結 成 され る と い う動 き もあ る。rDAVIC(Digital

Audio-VisualCounci1)」 は、VOD(ビ デ オ ・オ ン ・デ マ ン ド)の 国 際標 準 化 を 目指

す 団体 と して94年6月 に結 成 され 、NTT、 東 芝 、AT&T、 マ イ クロ ソ フ トな ど国 内

外90社 が 参 加 して い る。 「マル チ メデ ィアPCマ ー ケテ ィ ング協 議 会(MPCM)」 は、 パ

ソ コ ン用CD-ROMの 画 像 圧 縮 ・表 示 技 術 の 標 準 化 を 目指 す 国 際 団 体 と して 結 成 され た。

「オ ー プ ン ・クライ ア ン ト/サ ーバ 推 進 協議 会(OSPG)」 は、 日本IBMを 中心 に、 マ

ル チ メデ ィア ・ス ク リプ ト言 語 で あ る カ ライ ダ社 のScriptxの 普 及 を 目指 して 、94年5

月 に結成 され た。

(3)マ ルチメデ ィア、情報通信 に関連す る研究、実験、 ビジネ スなどの動 向

この項で は、マルチ メデ ィアお よびデ ジタル化等 に関す る研究、実験、 ビジネス化へ

の動 きにっ いてふれ る。

官庁で は、マルチ メデ ィア、情報通信 に関連す る研究、実験、 ビジネスな どが具体的

な成果を上げ るための支援等を行 っている。

産業界で はマルチ メデ ィア、情報通信に関連す る研究、実験、 ビジネスな どの動向 に

つ いての動 きには、枚挙 に暇がないほど多 い。

これ ら主 な ものを一覧表 にまとめた ものが、表4.5マ ルチメデ ィア,情 報通信 に

関する研究、実験、 ビジネ スなどの現状であ る。

産官学別 に主 な機関、組織の動向を以下 に述べ る。

官庁で はまず、首相官邸 をは じめ と して主 な省庁 はイ ンターネ ッ トの ホームペー ジを

94年 頃か らっ くり、 白書 の内容 など情報を提供 して いる。
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通産省の指導で、外郭団体のIPA((財 情 報処理振興事業協会)で は、 「マルチ メデ

ィア研究 セ ンター」を95年9月 に長野県丸子町 に設立 し、マルチメデ ィア ・コンテ ンツ

の開発拠点 と して民間に広 く開かれた利用施設を開いた。

マルチ メデ ィア、情報通信 に関連す る研究s実 験、 ビジネスなどについて は、産官共

同で推進 され る形態が多い。

`通産省は電力業界 とCALS協 同研究組合 を95年 度か ら開設 した
。

郵政省は、NTTな どと94年7月 か ら 「新世代通信網実験協議会」をけいはんな学研

都市 内にっ くった。

郵政省 は、 また 「超高速ネ ッ トワーク ・コ ンピュータ研究所」を富士通、NEC、 日

立 と94年 度に設立 した。

通産省 と郵政省が所管す る特別認可法人、基盤技術研究促進 セ ンターが出資す る研究

開発会社が、95年 に相次 いで設立 されている。マルチメデ ィア移動体通信 システムの開

発のため 「ワイ ・アール ・ピー移動通信基盤技術研究所」をNTT移 動通信網、松下電

工 などと95年3月 に横須賀市 に設立。 マルチメディア通信によ るコミュニケー ション技

術の開発のため 「エ ー ・ティー ・アール知能映像通信研究所」をNTTな どと95年4月

にけいはんな学研都市に設立。 コ ンピュータ家電機器間などの情報の相互利用 などの基

盤技術を開発す るため 「デ ジタル ・ビジョン ・ラボ ラ トリーズ」をアスキー、NEC、

ソニ ーな どと95年3月 に設立 して いる。

業界内および業界間での交流を促進す るために、 日本イ ンターネ ッ ト協会で は94年10

月 か ら 「イ ンターネ ッ ト・ビジネス利用検討会 」を開 いて いる。

マルチ メディア関連 ビジネスの創出を目指 して、大学 とハー ド/ソ フ トメーカーと金

融会社がっ くった任意団体 「デ ジタル ・プラネ ッ ト・インステ ィテ ユー ト(DPI)」

がマルチ メディア関連 ビジネスを開発す るために95年10月 に発足 した。そ こでは、 マル

チ メディア ・ビジネスの インキ ュベ ー ト(創 出)を 行 う計画で ある。

この他、マルチ メディア,情 報通信などに関する主な国際間,海 外の動向を表4.6

マルチメデ ィア,情 報通信 に関する国際間,海 外 の動向にまとめてある。
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表4,3マ ルチメディ7情 報通信に関わる審議会 委員会 構想 提言などの現状

注1:0が 関連重要項目,◎ 関連最重要項目 注2:年 月は発表もしくは終了の意(年 月～は開始時期)

○内閣 「高度情報通信社会推進本部」94.8～(民 間主導で2010年 までに情報ス+ハ イウェイの構築)

95.2"高 度情報通信社会の推進に向けた基本方針"を 決定

◎総務庁 行政情報化懇談会92.12～93.7(行 政 情報化の提言)

行政情報化推進基本計画(霞 が関WAN等)94.12閣 議決定

専融 整備基本一 ・曝 璽il編 遼
__

◎通産省 産業構造審議会/映 像情報産業小委員会92.6(2015年 の映像情報産業の市場予測など)

/産 業 情報化小委員会94.9～95.3
"高度情報化プログラピ94

.5・(マルチメディア社会実現のために官庁が実行すべ き問題点のまとめの提示)

○通産省"通 商産業行政の情報の推進に関す るアクション・アログラム"中 間報告94.11(情 報通信技術の積極導入)

○ 通 産 省 「マルチメディア情 報 センター」,「 マルチメディア人 材 センター」,「 マルヂメディア支 援 センター」 施 策 発 表94、2

○通産省 「デジタル化に係わる知的財産権問題検討委員会」95.12

○通産省 「マルチメディア社会実現のために必要な知的所有権に関する調査研究会」95、7

(著作物の権利を集中管理するデジタル情報センター創設の提言)

◎郵政省 電気通信審議会94.5情 報 通信基盤整備プログラム(2010年123兆 円 マルチメディア市場予測、提言)

官
95.5情 報 通信基盤のための国際指針

96.6情 報 通信基盤整備プログラムの2000年 までの中期計画(予 定)

◎郵政省 電気通信技術審議会/マ ルチメディア情報通信技術委員会94.4(将 来情報通信技術の展望)

◎郵政省 情報通信基盤整備推進連絡会議94.9～(情 報通信、放送関連団体44社の参加)
・郵政省 放送のデジタル化に関する研究会94 .5～

・郵政省 マルチメディア時代における放送のありかたに関す る懇談会95 .3
・郵 政省21Cに 向 けた通信 ・放送の融合懇談会(ネ ッ ト懇)94

.7～(2年 間)95.6中 間報告

(マルチメディア産業振興への制度見直 し)
・郵政省+厚 生省 高齢化社会における情報通信のありかたに関する研究会94 .6～
・厚生省 情報化推進連絡本部94

.5～(次 世代の医療 ・福祉システムについての構想)

○文化庁 著作権審議会(マ ルチメディア小委員会93.11中 間 報告95.2ワ ーキンググループ報告書、

罰則強化専門部会94.7～ 、権利の集中管理小委員会94.7～)

・科技庁 研究情報整備 ・省際ネヲトワーク推進94年 ～

・建設省 情報政策推進委員会(電 線類地中化促進法案の検討)94 .7(情 報溝整備に関する中間報告)

○総理府 行政改革委員会 規制緩和小委員会94.4「279項目の規制緩和提言」(通 信 ・放送の融合含む)

行政情報公開部会95.3～

・ 「電子政府の実現を目指して(提 言)」94 .10行 政情報システム研究所(総 務庁主管)
・ 「"デジタル情報センター"の 必要性を提唱」93年 ～知的財産研究所 「マルチメディア委員会」(通 産省主管)

・NTTVI&P構 想90(1990→2015年 へ の構想)
、 マルチメディア基本構想94.1(2015年 までに光ファイバー敷設)

一

○ 「GIIに関する提言」95.1情 報通信基盤整備推進連絡会議

OrGIIを 成功裏に実現するための日米欧3極 の民間団体の提言」95.1間 日本電子工業振興協会

(米情報技術産業協会、欧州事務機 ・情報技術機械製造者連盟と共同)

産
・ 「行政情報高度化推進 の枠組み

、提言」94.4㈲ デ ータベース振興センター/情 報高度活用調査委員会
・ 「情報通信事業分野の規制緩和を求める提言」94 .4経 団連

提 ・ 「"高 度情報化社会への推進に向けて"と 題する提言」95 .10日 本アロジェクト産業協議会(JAPIC)
(政府機関の情報を 「国民の共有財産」と位置づけ,鉄 鋼、建設、電力、保険などの大手企業が参加

言 ・ 「ネットワーク社会における知的所有権保護のあり方」95 .10

閲 日本電子機械工業会+日 本ルソナルコンピ・一夕ソフトウェア協会など11団 体
・ 「21Cの 創 造力豊かなマルチメディア社会を目指す提言 」96

.1日 本マルチメディア・フォーラム(通信機械工業会母体)
　

産 ・ 「21Cマ ルチメディア社 会 への提 言 」95.7㈲ 電 子 情 報 通 信 学 会 「マルチメディア・インフラストラクチャー&サービスに 関 †る時 限 研 究 会 」

学 〔NTT,日 立,NEC,富 士 通,早 大,慶 大,京 大などの約20組 織]

共

同
(行 政 サービスの ワンストヲプ・マルチサービス の 早 期 実 現 の 提 言 含 む)
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表4,4マ ルチメディア,情報通信に関する調査研究・普及組織化などの現状

注1:0が 関連重要項目,◎ 関連最重要項目 注2:年 月は発表もしくは終了の意(年 月～は開始時期)

○ 通 産 省 マルチメディア政 策 室(機 情 局 内)94.8～

○ 通 産 省 「マルチメディア研 究 会 」94.12～(95.8中 間 報 告"ビ ジ・アルウ・ア産 業"の 育 成)

○郵政省 マルチメディア振興室(通 信政策局内)94.3～(ビ ジョン策定,プ ロジ・クト推進,ビ ジネス育成など)
・郵政省 通信政策局国際共同プロジェク ト推進室95

.4～
・郵政省 ビデオ・オン・デマンド(VOD)研究 会94 .6～(セ ヲトトヲプボヲクス・インターフ・イスの標準化への方策)
・郵政省 マルチメディア移動体通信 に関す る調査研究会94 .8～95.4(高 速 無線通信の開発)
・郵政省 マルチメディア通信の料金体系を検討す る研究会94 .9～(1～2年 間)

・郵政省 マルチメディア時代のユニバーサルサービス・料金に関す る研究会(95 .5中 間報告,96.5最 終 報告予定)
・郵政省 マルチメディア社会におけるセキ・リティ技術に関す る調査研究会

・郵政省 マルチメディアに対応 した人材育成のあり方に関す る調査研究会95
.1～

・郵政省 情報通信 と環境問題 に関する調査研究会95
.3(情 報 通信 による環境負荷漸減効果の発表)

・郵政省21Cに 向 けた新 しい情報通信産業の将来像研究会95 .9(イ ンフラ/コンテンツ/ソフト・ハード創出 ・革新)

・郵政省 ネッ}ワークによるV7ト の多彩 な展開に関す る研究会95 .6～96.4(イ ンターネット上 ソフト流通 のあり方、課題)

・文部省 教育情報化研究会94 .5～

・文部省 マルチメディア政策企画室94 .6～(生 涯学習,遠 隔教育の振興)

・科技庁 「研究情報整備 ・省際ネヲトワーク推進制度」創設94年 度 ～

・防衛庁CALS委 員会95 .6～(96年 度 か ら防衛産業界でのCALS試 験)

・㈱行政情報 システム研究所(総 務庁主管)65～(行 政情報化推進の調査研究など)

・日本科学技術情報センター(JICST)(国 立研究機関のわラインDBへ の支援等)95年 度 ～

・日本情報処理振興協会(JIPDEC)の 産 業情報化推進センター(CII)(EDI
,CALSの 民 間への普及推進)95.2～

「日本マルチメディア・フt－ラム(JMF)」94 .11～(通 信イン7ラ実現 しマルチメディア促進の団体)/デ ータベース委員会

通信機械工業会母体 沖電気,NEC,ソ ニー,松 下など421社(95.2ヨ ーロピアン・マルチメディアフt－ラムに加盟)

・EDI推 進 協議会92 .9～(国 内39業 界 が個別に進め るEDIの 調整)
・CALS推 進 協議会95 .5～(㈹ 日本電子工業振興協会を中心に して150社 ・団体)
・(肋マルチメディアン升振興協会(醐)91 .4ty(マ ルチメディア白書発行,マルチメディア・ソフトの制作支援 ・人材育成)

/映 像産業のマルチメディア化 に関する懇談会95.4～(マ ルチメディア・コンテンツ市場のネヲク解消策、ルールづくり提言 目指す)
・㈱情報サービス産業協会(JISA)/マ ルチメディア研究会94

.5～/CALS研 究会95.1～

「マルチメディア普及促進研究会」94.6～(マ ルチメディア利用の開拓などの研究)

通 信機械工業会+閲 日本電子機械工業会+閣 日本電子工業振興協会 〔情報通信 ・電機大手11社 〕

「マルチメディア異業種交流会」94 .7～(約800社)
[ 「新 世 代 通 信 網 パ・tDヲトモデル事 業 懇 談 会 」(け いはんな学 研 都 市)郵 政 省 主 管94 .9～
「マルチメディア・ソフト・イン7ラ・]ンソーシアム」(JAL,JR東 海,1〃 ルー・1,福 武 書 店 な ど12社)94 .9～

(マルチメディア・ソフト、サービス の 開 発 を 異 業 種 間 で 目指 す)

「MPEG－ウィンドウズフt－ラム」94 .9～(ア スキー,NEC,NTT等7社)(ウ インドウズ上 のMPEGソ フト の 標 準 規 格)

「オープン・クライアント/サーバー推 進 協 議 会(OSPG)」(日 本IBM社 中 心)'94 .5～(カ ライダ社 のScriptXの 普 及 促 進)

「マルチメディアPCマ ーケティング 協 議 会(MPCM)」(富 士 通 などパソコン用CD-ROM画 像 圧 縮 技 術 等 の 標 準 化 を 目指 す 国 際 組 織)

「OpenMPEGウ インドウズ・フt－ラム(OMWF)」95 .4～(ア スキーな ど50社)(MPEG関 連 のAPIの 調 整 ・標 準 化)

「DAVIC(DigitalAudio-VisualCounci1)」94 .6～(VODの 国 際 標 準 化 を 目指 す 組 織)

〔NTT,NHK,ソ ニー,大 日本 印 刷,AT&T,マ イクロソフ},朽 クル,BT,フ ランステレコムなど90社 但 し、SGIやCATV各 社 が 参 加 保 留 〕

「マルチメディア・タイ}ル制作者連盟(AMD)」94 .10～(タ イトル制作者の事業環境整備)(バンダイなど55社)(郵 政 省系)

「マルチメディア問題に関する著作権連絡協議会」94 .7～(音 楽著作権協会 など権利者30団 体)

「マルチメディア製作者連絡協議会」94.10～(著 作物の制作者側の団体)

(コンピュ一夕ソフトウ・ア著作権協会、音楽著作権協会,レ コード協会,映 画製作社連盟,新 聞協会など20団 体 〕

・㈱ デー9K－ス振 興 センター(マ ルチメディア・データベースの 開 発 委 託)84 .4～

・(醐二・一メディア開 発 協 会(二a－ メディアの 調 査 ,開 発 委 託)84.10～

・日本 電 子 出 版 協 会(電 子 出 版 の 普 及 促 進)85～

・ハイビジョン普 及 支 援 セ ン タ ー(HVC)

・ハイビジョン推 進 協 会 〔NHK+民 法 各 社 〕91～

・㈹情報処理学会/デ ータベースシステム研究会(マ ルチメディア・データベース技術研究の交流)

・(社}情報科学技術協会(INFOSTA)
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表4,5マ ルチメディア,情報通信に関する研究 実験 ビジネスなどの現状

注1:0が 関連重要項目,◎ 関連最重要項 目 注2:年 月は発表もしくは終了の意(年 月～は開始時期)

産

学

・㈱情報処理振興事業協会(IPA)「 情報基盤センター(慶 大湘南)」

(通産省+文 部省+自 治省+総 務庁+国 立国会図書館94.6～)

(教育 用ソフトウ・ア開発利用促進セ ンター、新産業創造DBセ ンター,パ イロ ット電子図書館)

◎側)情報処理振興事業協会(IPA)「 マルチメディア研究センター(丸 子町)」95.9～(マ ルチメディアコンテンツの研究拠点)

○新世代通信網実験協議会(け いはんな学研都市)94.7～ 〔郵政省+NTT+民 間企業多数〕

OCALS協 同研究組合(通 産省+電 力業者)95年 度 ～
・超高速ネットワーク・]ンピ・一夕研究所'94～'98〔 郵政省+富 士通

,NEC,日 立 〕

OYRP移 動 通信基盤技術研究所(横 須賀市)95.3～(マ ルチメディア移動体通信システムの開発)

〔郵政、通産+NTT移 動通信網、松下通工など〕

OATR知 能 映像通信研究所(け いはんな学研都市)95.4～(マ ルチメディア通信によるコミ・ニケーション技術開発)

〔郵政、通産+NTTな ど〕

○ 「デジタル・ビジョン・ラボラトリーズ」 〔郵政、通産+ア スキー,NEC,ソニー,松 下,東 芝,富 士通,日 立]95.3～2000.3

(デジタル・HD・マルチメディアシステムの研究開発,研 究開発費61億 円)

○ 「インチU9・ントテレビ・フホーラム」(郵 政省+ソ ニー,NEC,NTTな ど)95.5～(次 世代テレビ上の電子新聞実用化 など)
・都市部総合病院と地域医療機関間のテレメディシン 〔通産省+厚 生省〕94

.8～97

・㈲ ハイパーネットワーク社会研究機構 〔大分県+富 士通 ,NEC,NTT,NTTデ ータ通信〕93～

「丸の内中央情報基盤整備推進協議会」94 .8～(建 設省+NTT,TTNet,CATV連 盟)

「世田谷区光ファイバー網共同溝モデル事業」95 .4～(建 設省+NTT,東 急ケーブル等)
・双方向CATV実 験 協議会/東 京都+他 民間100社96

.春 ～

「デジタルメディア京都(DMK)」(マ ルチメディア・ソフ}ビジネスの育成 ・研究)〔 京都i)サーチ;S－ク,内 田洋行など〕'94.

ONTT/放 送 ・通信融合型サービスの実験95～ 〔多数企業 ・機関が参加〕

/マ ルチメディア推進室94.2～(企 画調整)/マ ルチメディアシステム総合研究所94.7～

・日本 イン外 ネヲト協 会(IAJ)93 .12～/「 インターネッ}・ビジネス利 用 検 討 会 」94.10～

・関 西 マルチメディア サービス研 究 会96 .1(光 ファイバCATVの 通 信 利 用 実 験)(関 西 電 力 等29社)

・次世代ネrFワーク研究会94 .10～ 〔東電 東急,三 井物,三 菱商 ベルサウス](CATV会 社 とTTNetの 接 続実験)
・ケーブルテレビ協議会/フ ルサービス・ネット委員会(CATV会 社 と新電電との接続実験>94年 夏～2年 間

・インターテキスト研究会96 .2～(地 上波放送を利用 した簡易型双方向テレビ開発)〔NTT,ソ ニー,NHK等41社 〕

「電子商取引(EC)実 証 推進協議会」96 .1～(約350社 が参加するECの 実証実験)

(CALS,ECの 動 向を除 く)
・電機大手各社92～94マ ルチメディア関連組織のスター ト

・新聞大手各社93～94マ ルチメディア新聞構想のスター ト

・イ ンターネット商用接続サービス会社設立93年 ～

・企業連合による仮想商店街の登場95年 ～

・大手企業のインターネ ットホームページ作成95年 ～

「デジタル・方 ネット・インスティテ・一ト(DPC)」95 .10～(NEC,ソ ニー,1)コー,興 銀,東 大,モ ノリス等 の20組 織)

(マルチメディア 関 連 ビ ジ ネ ス の 創 出 、 投 資)

・図書館情報大学

・放送教育開発センター

・国立民族学博物館(3次 元 画像データベース)
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一表4
,6マ ルチメディア,情報通信に関する国際間,海外の動向

注1:0が 関連重要項目,◎ 関連最重要項目 注2:年 月は発表もしくは終了の意(年 月～は開始時期)

国際間

米国

カナダ

EU

ドイ ツ

英国

仏国

豪州

韓国

シンガポール

礼 一シア

台湾

OITU世 界 通信開発会議(ブ ラジル)で のGII構 想 発表94.3(ブ ラジル,米 ゴア副大統領)

(現在 のGII関 連 の世界市場規模8,530億 ドル,2004年 までのインフラ投資2,000億 ㌦)

○情報通信サミヲト(日 米欧先進7か 国)95.2ブ リ・ヲセル(情 報通信基盤の整備原則の調整)・

OWTO(世 界貿易機関)(95年1月 設立)に よる知的財産権問題の協定機能

・ISOC(イ ンターネヲ}協 会)91～

・インターNIC(イ ンターネヲトのアドレス認可
,割 当て等)

◎NII構 想 発 表93.9(1993→2010年 へ の 構 想)

○ 国 防 総 省 のISG(IndustrySteeringGroup)(CALS推 進 団 体)94.12CALS-Expo(ボ ーイング 社 で 稼 働)

〔ICC(InternationalCALSCongress)設 立 の 予 定 〕

○ 商 務 省 のEC(ElectronicComerce:電 子 商 取 引)(EDIの 普 及)

○ 「知 的 財 産 権 とNII」(政 府 の 意 見 書:WhitePaper)95.9商 務 省

・ATV(米 国 の 高 品 位 テレビ)放 送 開 始99～(94 .2GrandAlliance合 意)

・ 「知 ス・インダスド1-・ワーキガ ・チーム:XYWT」(IBM ,AT&T,Intel,Motorola,Xerox,NEC,富 士 通,ノ ーザンテレコム,エ'jOソン等)

(情 報 ハイウ・一に必 要 な 情 報 通 信 機 器 の 標 準 技 術 仕 様 を ま と め る,本 部 バージニア州 レス}ン)93、 秋 ～

・スマートル ー公 社(HP ,ル フィックテレシス,AT&T,TCIな ど)(エ レクトロニヲク・コミュニティ(電子 的 社 会 共 同体)の 形 成)

・マルチメディア大 規 模 実 験(全 米 各 地)94年 ～ .シリコンル ー(HP,AT&T,TCIな ど)光 ファイバー 利 用 実 験

.カリフtルニア州 カストロル ー(]tイア〕ム,AT&T)4000世 帯 のVODの 実 験

.ノース加 ライナ 州 遠 隔 教 育 ・医 療 の 実 験

.カリフtルニア州 立 工 科 大(98年 ま で に 仮 想 大 学 設 置)

・デジタル多 チャンネル衛 星 放 送(DirecTV ,USSB)

・米 国 の 電 子 新 聞 .サンノゼ・マーキ・リー・二・一ズ/ナイト・リッダー'

・ 「カナダの情報ハイウェイ:カナダの情報 ・通信イ ンフラの構築」94 .9カ ナ ダ産業省
・ 「情報ハイウェイのための政策 フレーム」の発表94 .11(米 以 上の通信イ ンフラ保有の有効活用)

○ 「ヨーロッパ と知一バル情報化社会」(バ ンゲマン・レポーD94.6(高 度 情報化社会 にむけて初の公式見解)
"メデ
ィアの集 中排除に関するグリーンペーノ{一"(EU第13理 事 会バンゲマン・グループ)94.10

0EU域 内の電気通信設備 に関する規制の98年 か らの撤廃の採択94.11〔 ヨ・・ilッパ 電気通信理事会〕

・RACE(欧 州 高度通信技術研究開発)計 画に もとつ く研究 プロジェク ト87～

・グローバル欧州ネ ッ トワーク(TEN)(全 欧 をカバ ーする光ファイバー網計画)

・PEAN(汎 欧 州ATM網 計 画)(AT&T主 導)

・情報スーパ ーハ イウェイに関す る特別審議会(座 長 シーメンス社会長)94
.5～

・実験プロジ・PF .VBNプ ロジェ外(主 要都市間を結ぶ交換広帯域網の運用89～)

BERKOMプ ロジェ外(広 帯域通信のアプリケーション開発 ベル,Jン86～)

OPAL「aジェクト(光 ファイバ利用の通信,CATVの 試 行実験 ケルンなどの7都市90～)

広 帯域ISDNAinッ}カ ジェ外(べ}レ リン、ハンブルグ、ケルン,ボン間94～)

・電気通信事業の新規参入91年 ～

・CATV事 業者の電話事業進出

・2015年 までに光 ファイバー網を全世帯 にを目標(94年 秋 の関係閣僚会議)

・実験プロジェクト .Brehatプ ロジ・外(ATM交 換実験90～)

Renaterア ロジ・クト(教 育 ・研究機関のLAN間 接 続92～)

FTTH利 用実験プロジ・クト(放 送 と通信のマルチサービス94～)

・ 「クリエイティブ・ネイション」キィーティング首相94 .10(マ ルチメディア産業支援の行動計画)

・ 「韓国情報基盤(KII)構 想 」94 .4韓 国逓信部(2015年 までに50兆 円投資で構築)

・rAPLI(ア ジア情 報基盤)構 築」提案95 、2(APEC閣 僚 会議)

・rIT2000(イ ンテリジ・ント・アイランド構想)」91年 国 家コンビ・一夕庁NBC(2006年 ま(tlこ情 報基盤整備 アジアのハブ目指す)

(官民,外 国人を問わないメンバー構成 による7つ の委員会)
・rVision20201首 相提唱(2020年 ま でに先進国入 りの計画)

・"2020年 構 想"

この他、香港,中 国 もマルチメディア情報基盤整備に意欲あ り

(旭 リサーチセ ンター作成)
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1.2産 官学別の マルチメデ ィア関連動 向の まとめ

これ まで、 日本国内のマルチ メデ ィアおよびデ ジタル化等 に関す る関連動向の現状 を

個別事例 について眺 めて きた。 これ らについて、特徴を まとめてみ る。

各官庁が行 って きたマルチ メデ ィア関連の施策を内容 ごと(例 えば、情報化推進(市

場予測ふ くめて)、 情報基盤整備、著作権 ・規制、人材育成 ・教育 、技術開発支援、イ

ンターネ ッ ト情報 発信 、アプ リケー シ ョン支援 、実験支援)に 見取 り図をっ くった もの

が、図4.6aの マルチ メディアに関す る施策の現状 で ある。

これを見 ると、 イ ンターネ ッ トによる情報発信 は各省庁 とも実施 してお り、情報化推

進 はほとん どの省庁が施策 として打 ち出 して いることが うかがえ る。

マルチ メデ ィア社会 に対応 した人材育成 にっ いて政策を打 ち出 して いる省庁 は、通産

省、文部省、 自治省で あることがわかる。 またマルチメデ ィアに関 した技術 開発 にっい

て政策上考慮 して いる省庁 は通産省 と郵政 省だけである ことがわ かる。

また、産業界を中心 とす る民 間が行 ってい るマルチメディア関連 につ いての行動を内

容 ごと(例 えば、情報化推進、情報基盤整備、規制緩和、技術 ・実験 、人材育成 ・教育 、

商品開発、 アプ リケー シ ョン例)に 見取 り図をっ くった ものが、図4.6bの マルチ メ

ディアに関す る民 間等 の取 り組みの現状 であ る。

これを見 ると、各業界にわた りマルチメデ ィア社会への情報化推進 を期待 しているこ

とがわかる。 また、マルチメデ ィア情報を提供す る側の業界で商品開発やアプ リケーシ

ョンの開発 を進めてい ることがわか る。
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図4.6aマ ル チ メ デ ィ ア に 関 す る 施 策 の 現 状
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図4.6bマ ル チ メ デ ィ ア に 関 す る民 間 等 の 取 り組 み の 現 状
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2マ ルチメデ ィア関連動向の変遷

2.1「 マルチメデ ィア」をキーワー ドとした新聞記事件数 の推移

マルチメデ ィアとい う言葉 自体 は、70年 代 か ら登場 してお り、以前か ら使用 されてい

る。平成4年 度 のニ ューメデ ィア白書 にはrマ ルチメデ ィアは 「文字、データ、音声 、

映像等 の多 くの メデ ィアを、 コンピュータを介 して、人間 と機械がや りとりを しなが ら、

検索、抽 出、更新、編集 を行 うもの」 と定義 され、ハ ー ドウェアおよびソフ トウェアを

含 む システム全体 と理解 されてい る。 』と記述 されている。

この数年 マルチメデ ィアが ブーム とな り、新聞紙上にマルチ メデ ィア という単語が、

毎 日登場 して きた。

こうした時代の流れを追 うため に、 「マルチ メディア」 とい うキー ワー ドによる新聞

記 事の件数検索 を行 った(図4.7参 照)。

図を見 ると明 らかなように、93年9月 に米国の ク リン トン ・ゴア政権が全米情報基盤

構想(NII構 想)を 発表 して お り、 その頃か らマルチメデ ィア ・ブームが 日本で巻 き

起 こった。

94年 が 日本のマルチメデ ィア元年 と言われたよ うに、 「マルチメディア」 とい うキー

ワー ドによる新聞記事件数が、増加 した年であ った。 この94年 には1月 にNTTが マル

チメデ ィア基本構想を発表 してお り、5月 には郵政相 の諮問機関で ある電気通信審議会

が2010年 のマルチメデ ィア産業の市場規模を123兆 円 と発表 して、経済停滞期であ った

中で明 るい経済産業見通 しが注 目を集めた。同年6月 には通産相の諮 問機関である産業

構造審議会で も21世 紀 の成長産 業を予測 し、マルチ メディア産業が語 られてい る。

95年 は、新聞記事件数 に94年 ほどの伸 びが見 られず、横 ばいか らやや減少 ぎみである。

これ には、マルチメデ ィアか らイ ンターネ ッ トへ人 々の関心が移 った ことが推測で きる。

また、マルチメディアのどんなテーマに関心が移 ってい ったかを振 り返 る。

マルチメデ ィア と規制緩和,規 制をキー ワー ドとす る新 聞記事件数を見 ると、や はり

行政 改革委員会が規制緩和 につ いて まとめ、経団連が情報通信事業分野の規制緩和を求

め る提言を行 った94年 に最 も多 く、95年 はやや減少 してい る(図4.7a参 照)。

次に、マルチメデ ィアと実験,技 術 をキー ワー ドとす る新聞記事件数 を見 ると、 けい

はんなの新世代通信網実験協議会 による実験の開始やNTTの マルチメデ ィア実験が開
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始 され た94年 に最 も多 い(図4.7b参 照)。95年 か らは、む しろ イ ンタ ー ネ ッ トの

実 験 が始 ま って きたた め と推測 され る。

マルチメディア と人材育成、教育をキー ワー ドとす る新聞記事件数を見 ると、94年 か

ら増えた こと以外には、あ まり特徴が見 られ ない(図4.7c参 照)。

マルチメデ ィア とアプ リケー シ ョン、商品開発、製品開発をキーワー ドとす る新聞記

事件数 を見 ると、94年 は順調に増 えたが、95年 か らは減少 した。 イ ンターネ ッ トが これ

を押 し進 めた感があ る(図4.7d参 照)。

マルチ メデ ィアと情報化、 インフラをキーワー ドとす る新聞記事件数を見 ると、94年

か ら増大 し、ほぼ横 ばい とな って いる(図4.7e参 照)。

最後 にマルチメデ ィア と著作権 をキーワー ドとする新聞記事件数 は、 たいへん少 ない

ことがわか る(図 表4.7f参 照)。 これは、マルチ メディアに関す る著作権問題が

解決 に向けて進展 していないこと、あるいはマルチメデ ィアに関す る著作権情報が広 く

開示 されていないことなどに起因 して いると考え られ る。

このよ うに、 マルチメディア とい う言葉 は、む しろ出尽 くした感が ある。新 聞記事で

は、あ る事柄が消えて しまった場合 は当然 として、 その事柄が ごくあた り前 にな り普及

した場合 に も記事 として取 り上 げな くな る傾 向 もあるため、簡単 には言えないが、一種

の ブーム(2～3年 続 くもの)の 時期の ピークが過 ぎ去 った と思われ る。

2.2「 インターネ ッ ト」 をキ ーワー ドと した新聞記事件数の推移

イ ンター ネ ッ トは、 日本で も94年 か ら商用利用が商用 プロバ イダー とい う会社を通 し

て利用で きるよ うにな った94年 か らブームとな った。

イ ンター ネッ トのWWWブ ラウザが 日本で も95年 に普及 し、WWWに 画像が取 り込 ま

れて いることか ら、マルチメデ ィアといえば、インターネ ッ トを思 い浮かべ る事が多 く

な ったの も事実である。

インターネ ッ トをキーワー ドとす る新聞記事件数の推移を図4.8に 示す。

95年 はイ ンターネ ッ ト元年で あった ことが一 目瞭然であ る。95年1月 には72件 の記事

件数で あ ったのが96年1月 には880件 とな り、1年 間で12.2倍 の伸び とな った。 しか し、
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これ は、イ ンターネ ッ トが認知 され るまでに起 きた出来事 であ り、今後 は横 ばいの傾 向

が続 くもの と考え られ る。

ちなみに96年1月 の880件 のイ ンターネ ッ ト記事件数 とは、全体の記事件数が 同年 同

月 は26,601件 であるため、記事数全体の3.3%に 相当す るものであ る。
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図4.7crマ ルチメデ ィア」と 「人材育成」,「 教育」をキーワー ドと した新聞記事件数の推移(過 去3年 間)

(日経テ レコンの検索より、日経,日 経流通,日 経産業,日 経金融新聞を対象 とした)

記
事

の
件
数

(
件
)

40

30

20

10

0

94.6

文 部 省

マルチメディア

政 策企 画室

94.5

通産省

高度情報化
プログラム発表

94.2通 産省
マルチメディア

人材センター
などの施策

発表

95.3

産 構 審

新ソフ}ウェア

政 策

93949596

年 年 年 年

45678910111212345678910111212345678910111212

月 月 月 月

(旭 リサーチセ ンター 作成)



ー

コ

一

図4.7d「 マ ル チ メ デ ィ ア 」 と 「アカ ケーション」,

記
事

の
件
数

(
件
)

20

ユ5

10

5

0

「商品開発」,「 製品開発」をキーワー ドとした新聞記事 の件数の推移(過 去3年 間)

(日 経テレコンの検索 よ り、 日経,日 経流通,日 経産業,日 経金融新聞を対象 とした)

94.6産 構審

21世 紀成長

産業予測

94.1

NTT

マルチメディア

基 本 構 想

発表94.

電 通

93.92010

米 国 政 市

NII構 想 予 測

発表

95.3

郵 政 省

II

ロジェクト

推 進

室

95.10

デジタル・プラネット

インスティテユート

(DPC)

発 足

(ビジネスの 創 出)

　

96

年

1

月

1211109876543　

95

年

1

月

1211109876543　

94

年

1

月

1211109876ら

93

年

4

月

(旭 リサーチセ ンター 作成)



ー

ペ
○。

一

図4,了e「 マ ルチ メデ ィア」 と 「情 報化 」,「 イ ンフラ」 を キー ワー ドと した新 聞記事 件 数 の推 移(過 去3年 間)
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3海 外 の政府関連情報提供、行政情報 システムの電子化の先進事例

3.1政 府関連情報提供 の時代的な背景 』

日本で は、行政関連機 関のオ ンライ ンによる情報提供 は、従来 は商用データベ ースや

パ ソコン通信 を介 した ものが主流で あ り、それ らはテキス トベ ースであ ったが、イ ンタ

ーネ ッ トが商用利用 され るようにな り
、 日本の行政関連機 関は、行政情報化計画の流れ

を受 けて1994年 頃か らイ ンターネ ッ ト上で広 く国民や民間企業 に対 して一般 に提供 され

るよ うにな って きた。

欧米の間では、英語 とい うコー ド化 しやす い共通言語があ るため もあ り、情報流通の

迅速 さに優れていた。 また、軍需用 で情報ネ ッ トワークシステムが開発 されて いた こと

も日本の発展段階 と顕著 な違 いがあ った。

そ こへ、TCP/IPと い う通信 プ ロ トコルによ って、管理上 の問題等があるにせ よ、

使 いやす さを重視 した情報流通の環境であ るイ ンターネ ッ トの利用 が広が った。 インタ

ーネ ッ トの原点 は、米国連邦政府 の国防総省(DOD)の 高等研 究計画局(ARPA)

のARPAnetに あ り、全米科学財団(NSF)の サポー トす るNFSnetが 米国の研究 ・教育

目的の主要なバ ックボ ー ン ・ネ ッ トワークであ った。 このため、連邦政府 は最初か らイ

ンターネ ッ トの利用者で あ ったが、UNIXと いう研究者向 きのOS(基 本 ソフ ト)上

の世界であ ったため に、 その利用 目的が研究 や教育用 に限 られていた。

イ ンターネ ッ トを利用 した連邦政府の国民への直接的な情報公 開が進展 しは じめた き

っかけとな る出来事 は、1993年 に起 こった。1993年6月 にク リン トン大統領 とゴア副大

統領が電 子 メールア ドレスを取得 した というニ ュース報道が世界 に流 れ、11月 にはク リ

ン トン ・ゴア政権 は情報通信基盤 の高度化が米国の産業競争 力の強化 と社会的諸問題 の

解決 に不 可欠 とい う基本認識の上 で、NII構 想(全 米情報基盤NationalInformation

Infrastructure)を 発表 してい る。 さらに94年3月 にはゴア副大統領 は、第1回 世界電

気通信開発会議でGIIを 提唱 して いる。

1995年 にな ってか らは、比較 的簡便 に画像や音声 などの情報提供 が行え るWWWサ ー

バ ーの利用が増え は じめたため、政府関連機関 もイ ンターネ ッ トで の情報提供の形態 と

してGopher(メ ニ ュー形式)か らWWW(ハ イパーテキス ト形式)に よる情報提

供の形態 に主流が移 って きた。WWWで 使われ るHTTP(Hypertexttransferproto

col)と い う通信 プロ トコルに対応 した イ リノイ大学開発のモザ イ クや ネ ッ トスケープ社

の ネ ッ トスケープ ・ナ ビゲー タなどの ビューワー(WWWブ ラウザ)が 開発され、それ
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らがネ ッ トワーク上等で無償で配 付提供 され、急速 に流通 し普及 した。 イ ンターネ ッ ト

は 「アイコン(絵 文字)を 介 して入力す るGuL(グ ラフィカル ・ユーザ ・イ ンター フ

ェイス)以 来の大発明だ」 とビル ・ゲ イツ氏が言 うよ うに、マルチ メデ ィア的な情報を

流通 させるために特 に適 したネ ッ トワー クである。現在の と ころ、 これに類似 して優れ

て いるマルチ メディア情報 の情報流通 の形態はない。

3.2現 在 の政府関連情報提供の概況

インターネ ッ ト用のWWWサ ーバ ー情報 などによる情報提供が 出現 した とはいえ、 い

まだ、政府関連機関がオ ンライ ンで提供す る情報 はテキス トや数字情報に限 られた もの

が多 いのが実情である。特に政府 の報告書やプ レス リリースにっいては、速報性や正確

性 などの性質上、オ ンライ ンでは文面 だけによ る情報提供 がふ さわ しい こと も事実であ

る。

もちろん、現段階では政府関連機関のイ ンターネ ッ トによる情報提供は補助的な手段

と して位置づ け られてい ると思われ る。

こう した中で 、現在、多様 なメデ ィアを活用 した情報提供 を行 っている政府関連機 関

が い くつか見いだ された。ほ とん どの情報 は無料で提供 されて い るが、中 には米商務 省

の提供 している経済情報デー ダベースrSTAT-USA」 の ように、別途料金(1ヵ 月8.35ド

ル、・1年間100ド ルで、研究 ・教 育機 関には割引制度があ る)が 必要な もの もあ る。

これ らは、 イ ンターネ ッ ト情報提供に関連す る各種文献 雑誌や実際のイ ンターネ ッ

ト上での リンク情報や情報検索 による調査を行 って明 らかにな った。

マルチメデ ィア情報であ る図表 や画像が利用 され るのは、統計 データの グラフ化や地

理情報、気象情報 、地球環境観測情報 な らびに歴史的資産 であ る古地 図、古美術 などが

　

主流 と考え られ る。 これ らには、知 的所有権問題が起 こ らないよ うな もめが情報提供 さ

れて いる例が多い。

また、WWWサ ーバーの実際上の所在(あ るいは所有)は 、必ず しもその組織内にあ

るわけでな く、委託(あ るいは貸 出)に よ り民間企業 や大学な どの機関が保有 している

場合 もある。WWWサ ーバ ー情報 の蓄積、入 力はそ う した外部の組織 に委託 して運営 さ

れてい ることが明記 されている こともある。 また、 これ らはボラ ンタ リーで運用 されて

いることもあ る。 これ らのため(あ るいは新設拡大のため)に 、必 ず しも同 じURLに

同 じ情報 があ るとは限 らない場合 もあ る。
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なお、 オ ンライ ンで音声 による情報提供 の分野 は、現在、 これ とい った もの がない。

演説(米 大統領府のホームペ ージへの歓迎 メッセー ジなど)や 歴史 の解説(米 議会図書

館の ライブラ リーの うちのアメ リカ ン ・メモ リーな ど)用 の音声程度 しか、利用 されて

いない。

以下に、それ らの先進事例 について述べ る。

33多 様 なメデ ィアを活用 した政府関連情報提供の先進事例

◇米大統領府 のWWWサ ーバ ー(http://www.whitehouse.gov)

米大統領府 のWWWサ ーバ ーは94年10月 か ら開始 されている。

・What'sNew(新 着情報)

ク リン トン大統領が最近参加 したイベ ン ト・出来事 が写真入 りで紹介 され

てい るものが含 まれて いる。写真 は、大画面で も表示で きる。

・その他

政府 関連情報 とは直接関係 しな いが、ホ ワイ トハ ウス内にある歴史的な

場所の写 真や大統領一家の写真、大統領および副大統領の歓迎 メ ッセージ

(音声)な どを提供 して いる。

◇商務省/NOAA(海 洋気象局)

・エルニーニ ョの例(http://www .pmel.noaa.gov/toga-tao/el-nino/home.html)

例 えば、エルニーニ ョ現象を観測 したデータを画像 で紹介 して いる。

全世界の海水面の変動、太平洋上の赤道近傍 を中心 とす る海水温度の変

化 と風 力、風向の分布、全米の最高気温の変動 などの地図表示が ある。

特 に太平洋上の赤道近傍を中心 とする海水温度の変化 と風力、風 向の分

布図につ いて は、数 日前のデータがア ップデー トされて いる。

◇EPA(米 環 境 保 護 庁:USEnvironmentalProtectionAgency)

(http://www.epa.gov/epahome/index.html)

EPAで は、 地球 環 境 保 護iに関 す る観 測画 像 デー タ各種 を提 供 して い る。

ま た、EPAの ホ ー ムペ ー ジで はEPAが もつ サ ーバ ー群 、EPA各 組 織

の 内容 、 ニ ュー ス、 よ くきか れ る質 問へ の 回答 、 イベ ン ト、連 絡 先 、 支 援 策 、
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規制、規準、ガイ ドライ ンや関連情報 にっいての情報が提供 されているサー

バーへの リンクが張 られて いる。

◇CIA(米 中央 情 報局)

・CIAWorldFactbook

(http://www.odci.gov/cia/publications)

米 中央 情 報局 は、rCIAWorldFactbook」 と名称 で 、

広 く無 償 で 各 国 の最 近 の 情 報 を デ ー タ化 して 提供 して い る。 世 界 各 国 に関

す る情 報 が 年版 で 読 め る よ うに な って い る。

これ は、 ス タ ンフ ォー ド大学 の イ ンター ネ ッ ト検 索情 報 のYahooサ ーバ

ーの な か に
、 ホ ー ムペ ー ジが っ くられ て お り、広 く利用 され る ことを意 図

して い る。91年 か ら95年 版 まで揃 って い る。95年 版 で は、 以下 の よ うに 国

別 にABC順 で揃 って い る。 日本 の 国の 各種 デ ー タ も提 供 されて い る。

表4.9ClAのWorldFactbook

[1995WorldFactbook]

Afghanistan

Albania

Algeria

AmericanSamoa

Andorra

Angola
`A
nguilla

Antarctica

AntiguaandBarbuda

ArcticOcean

Argentina

Armenia

Aruba

AshmoreandCartierIslands

AtlanticOcean

Australia

Austria

Azerbaijan

(Aの 項 の み 表 記 し た.B以 下 は 略)

内容 は国土、気候 、国際的紛争、天然資源、人 口増加率、政治 、経済、

軍事 デー タ等の詳細 にわた る。 それ らのデータほとんどが テキス トデータ

であるが、国別、地域別の地図 も提供 されている。

地域別の地図 は、次の ような ものが用意 されて いる。
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表4.10ClAのWorldFactbookで

提供 している地域別の地図データ

ReferenceMaps

TheWorld、(lowresolution:43korhighresolution:939k)

NorthAmerica(10wresolution:62korhighresolution:461k)

CentralAmericaandtheCaribbean

(lowresolution:52korhighresolution:918k)

SouthAmerica(lowresolution:63korhighresolution:475k)

Europe(lowresolution:69korhighresolution:519k)

EthnicGroupsinEasternEurope

(lowresolution:55korhighresolution:408k)

MiddleEast(10wresolution:78korhighresolution:583k)

Africa(10wresolution:69korhighresolution:503k)

RepublicofSouthAfrica

(lowresolution:70korhighresolution:519k)

Asia(10wresolution:77korhighresolution:582k)

Co㎜onwealthofIndependentStates-EuropeanStates

(10wresolution:53korhighresolution:384k)

CommonwealthofIndependentStates-CentralAsianStates

(lowresoluton60korhghresoluton400k)

SoutheastAsia(lowresoluton52korhghresoluton375k)

Oceania(lowresoluton49korhghresoluton1076k)

ArcticRegion(lowresoluton51korhghresoluton522k)

AntarcticRegion(lowresoluton55korhghresoluton467k)

StandardTimeZonesoftheWorld

(lowresolution:54korhighresolution:1317k)

◇ 米 国議 会 図 書館(TheLibraryofCongress)

(http://www.loc.gov:80)

米 国議 会 に は、 もと もとLOCIS(theLibraryOfCongressOnlineInforma

tionService)と 呼ばれ るオ ンライ ン情報が、議会内で米国議会図書館 か ら

提供 されてお り、現在では、イ ンターネ ッ ト上 に も提供 されてい る。 これ は

2,600万 件以上 のデータを保有するデ ータベースで、図書関係の情報 のみだ

けで な く、法律 、法案 に関す る情報 も提供されている。 しか し、テキス トベ

ースの情報である
。多様なメディアを活用 している例 は、以下の ものであ る。

・TheNationalDigitalLibraryの 中 の ア メ リカ ン ・メ モ リ

(http://lcweb2.loc.gov)

TheNationalDigitalLibraryの 米政府 の プ ロ グ ラム は94年10月 に開 始

され た。 この 中 にア メ リカ ン ・メモ リ ・コ レク シ ョンズ と い う米 国 の歴 史

を紹介す るペ ー ジが作 られている。蔵書資料の図版 やフィルム(著 作権の

有効期限を過 ぎた ものと推定 され る)を 表示 してい る。動画(MotionPic

ture)、 静 止 画(Photographs)、 音 声(SoundRecordings)の フ ァ イ ル 分 け
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が されて い る。

◇ 米 国 地 理 調 査

(http://edcwww.cr.usgs.gov/glis/glis.html)

'TheGlobalLandInformationSystemと い い
、 地 球 科 学 者 が 各 種 の 地 表 デ ー

タ を 収 集 す る た め に用 い ら れ て き た コ ン ピ ュ ー タ ・シス テ ム で あ る。

EROSDataCenter(EDC)が 保 有 して い る 。

3.4多 様なメデ ィアは活用 していないが、イ ンターネ ッ トに政府 関連情報 を提供 し

ている事例

画像や音声な どは利用 して いないが、政府関連情報などをネ ッ トワー ク上 で

先進的 に流通 させよ うと して いる例 を以下に示す。

◇ 米大 統領 府 の 公 式 プ レス リリース

(http://www.whitehouse.gov)

ホ ワ イ トハ ウ ス は、94年10月 か らWWWを 利 用 した 米大 統 領 府 の情 報 提 供

を 開始 して い る。 ホ ワイ トハ ウ スの ホ ー ムペ ー ジの"What'sNew"あ る い は

"P
ublications"を 選択 す れ ば、 公式 の プ レス リ リー スな どの 情 報 を知 る こ と

が で き る。

<>USGovernmentservers

(http://www.fie.com/www/usgov.htm)

米 政府 の 各組 織 ・機 関 のWWWサ ーバ ー に ア クセ スで きる入 口 とな って い る。

これ は、FederalInformationExchange,inc.が 運 営 して い る。

複 数 の行 政 機 関 に また が るサ ーバ ー群 、単 一 の 行 政機 関 の サ ーバ ー群 、 米 連

邦政 府 が 出資 す る コ ン ソー シア ム のサ ーバ ー群 と して紹 介 され て 、 それ ぞ れ に

リ ンクが 張 られ て い る。 例 え ば 、 商務 省 の サ ーバ ー群 を選 択 す る と、以 下 の 表

の よ うな ア ンダ ー ライ ンで 記 され た サ ーバ ー が あ る こ とが示 され 、 そ れ らへ の
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リンクが張 られている。

表4・.11米 商 務 省 の サ ー バ ー群 の リ ン ク

DepartmentofCommerceServers(商 務 省 の サ ー バ ー 群)

*OfficeoftheSecretary

*U.S.DeartmentofCommerceInformationLocatorServiceInformation

ψ
↑

↓
↑

・Ψ
↑

◆
↑

・Ψ
↑

↓
↑

*

fromtheOfficeoftheSecre'tary,Informationandlinkstoeachofthe

Department'sAgencys,andtheonlineservicesofferedbythe

Department,includingtheNationalTradeDataBank,・andtheNationall

Economic,SociaLandEnvironmentalDataBank.OffiCiallyMandated.

BureauoftheCensus

BureauofEconomicAnalysis(経 済 分 析 部)

BureauofExportAdministration(輸 出 管 理 局)

ClimatePredictionCenter(CPC)

providesclimateproductsandservicesconsistingofoperational

predictionofclimatevariations,monitoringoftheclimatesystemand

developmentofdatabasesfordeterminingcurrentglobarandregional

climateanomaliesandtrends,andanalysisoftheiroriginsand

linkagestothecompleteclimatesystem.Theseservicescoverclimate

time-scalesrangingfromweekstoseasons,extendingintothefutureas

farastechnicallyfeasible,andoverthedomainofland,ocean,and

atmosphere,extendingintothes'tratosphere.OfficiallyMandated.

EconomicDevelopmentAdministration(経 済 開 発 部)・

EconomicsandStatisticsAdministration

↓
小

ψ
↑

*

↓
小

◆
↑

FedWorldInformationNetwork

containsInformationonUSGovernmentreports,studiesandinformation

products.Alsoprovidesasubjectindextomorethan200serverswith

USGovernmentinformation.ProvidedbytheUSDepartmentofCo㎜erce's

NationalTechnicalInformationService.OfficiallyMandated.

InformationInfrastructureTasl{Force(IITF)

a.k.a.NationalInformationInfrastructure

InstituteforTeleco㎜unicationsSciences

InternationalTradeAdministration

JaPanTechnologyProgram

MinorityBusinessDevelopmentAgency

*AdvancedTechnologyProgram

*The

TheAdvancedTechnologyProgramhelps

youneedtobringnew,innovatlve
'scientificandengineeringadvances

improvementsinprocessormanufacturing

technicaledgefortoday's『Markets.

U.S.NationalInformationInfrastructure

(マイノリティ企 業 開 発 局)

youdevelopthetechnology
'

productstomarket.The

youneedfordramatic

technologies.The

VirtualLibrarisan

informationsharingresourceforbothusersanddevelopersofthe

nationalinformationinfrastructure,or"informationsuperhighway."The

libraryisco-sponsoredbythePresident'sInformationInfrastructure

TaskForceandtheCouncilonCompetitiveness.

*NationalOceanicandAtmoshericAdministration('海 洋 大 気 局)

*TheNOAANetworkInformationCenter(NIC)

providesnetowrkservicestotheNOAAcommunityundertheNetwork

AdvisoryReviewBoardssupPortedNICproject.TheNOAA/NICwascreated

tosupPortNOAAintheapPropriateuseofthe・lnternetbyprovidinga

widerangeofnetworkservices'toregionalcampuses,Network〔jperations

CentersandtotheNOAAnetowrkingcommunityatlarge.
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*TheTAOProject, atNOAA's－
*

◆
↑

malntainstheTAOmooredoceanbuos.Amajorcomponentofthe

globalclimatemonitoringsystem,theTAOarrayissupPortedbyan

internationalconsortiumandconsistsof70mooredoceanbuoysspanning

theEquatorialPacificOcean,telemeteringoceanandatmosphericdata

toshore-basedcomputersinrealtimeviasatellite.TheTAOWebpages

includedescriptionsoftheproject,picturesofthebuoys,scientific

publicationsonthedata,rahicsoftherealtimeTAOdata,andaccess

toTAOdatainACIIfiles.AlsσavailableareWebpages"WhatisanEl

Nino?",writtenorthelayman,andsuitableforuseintheclassroom.

CoastalOceanProgram(COP) ,
TheNationalMarineFisheriesServiceannouncesit'shomepage.The

serverincludeslinkstoNationalMarineFisheriesScienceCentersand

NMFSrelatedsites.Inaddition,thebooksOurLivingOceansAnnual

Report1993andIndexforFisheriesoftheU.S-1992areavailable

online.TherearealsohomepagesforcertainNMFSofficeincludingThe

OfficeofProtectedResourceswhichcontainsabrochurecalled

ProtectingtheNation'sMarineSpeciesWhichgivesalistingof

endangeredandthreatenedspecies.Thispagealsohasvariousmarine

soundsandmpegmovies.TheNorthwestFisheriesScienceCenter,located

inSeattle,WA,hasalsoopenedaWWWhomepage.NWFSCisaresearch

facilityoftheNorthwestRegionoftheNationalMarineFisheries

Service,NOAA,andisresponsibleforprovidingscientificand

technicalsupPortforthemanagement,conservation,anddevelopmentof

thePacificNorthwestregion'sanadromousandmarinefisheryresources.

・-
H

*

*

*

*

*

*

*

*

EnvironmentalInformationServices(EIS)
EnvironmentalResearchLaboratories

hPerformanceComutinandCo㎜unications(HPCC)

NationalClimaticDataCenter(NCDC)
NationalEnvironmentalSatellite,Data,andInformationService(NESDIS)
NationalGeohsicalDataCenter(NGDC)

NationalOceanService(NOS)
NationalOceanorahicsDataCenter*』一
*NetworkforDetectionofStratoshericChane(NDSC)

TheNetworkfortheDetectionforStratosphericChange(NDSC)isa

setofhigh-qualityremote-soundingresearchstationsfor

observingandunderstandingthephysicalandchemicalstateofthe

stratosphere.Ozoneandkeyozone-relatedchemicalcompoundsand

parametersaretargetedformeasurement.TheNDSCisamajor

componentoftheinternationalupPeratmosphereresearcheffort

andhasbeenendorsedbynationalandinternationalscientific

agencies,includingthelnternationalOzoneCo㎜ission,theUnited

NationsEnvironmentProgra㎜e(UNEP),andtheWorldMeteorological

Organization(WMO).OfficiallyMandated

*

◆
小

OfficeofGlobalPrograms

OfficeofSatelliteDataProcessinandDistribution

*NationalInstituteofStandardsandTechnolo (NIST)

↓
↑

*

◆
?

・Ψ↑

NISTpromotesU.S.economicgrowthbyworkingwith

andapplytechnology,measurementsandstandards--
technicalinfrastructureneededbyU.S.industry.

NationalSevereStormsLaboratory

NationalTechnicallnformationService

(標 準 ・技 術 院)

industrytodeveloP

providingthebasic

NationalTelecommunicationsandInformationAdministration(電 気 通 信 ・情 報 局)

PatentandTr.ademarkOffice(特 許 ・商 標 局)
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*SpaceEnvironmentLaboratory(SEL)
*STAT-USA(formerlyOfficeofBusinessAnalysis)
*U.S.TravelandTourismAdministration(合 衆 国 旅 行 ・観 光 局)

IfyouhaveaU.S.FederalGovernmentWorldWideWebServerandwouldliketo
haveitincludedinthislistpleasee-mailyourrequestto

www-request@fedix.fie.com.PleaseincludeyourURL,atitle,abrief

description,andwhereinyourorganizationtheserverresides.
ThisCernlistisaserviceofFederalInformationExchange.

LastUpdated:Thursday,14-Dec-9511:21:20EST
Copyright1995FederalInformationExchange,Inc.
AllRightsReservedWorldwidewww-request@fedix.fie.com

◇ 米 政 府 情報 ロケ ー タサ ー ビスGILS

(GovernmentInfomationLocatorService)

(http://www.usgs.gov/gils/)

GILSは 、 ひ と言 で言 え ば米 政府 情 報所 在 案 内 サ ー ビスで あ る。一 般 の

人 が 米 政府 の情 報 の 所在 を容 易 に見 つ け る ことが 出 来 るカ タ ログの 役割 を も

ち、 イ ンター ネ ッ トあ るい はCD-ROMで 利 用 で き る。

ロケ ー タ とは、 政 府 の情 報 資源 、 サ ー ビス を同 定 ・記 述 す るデ ー タベ ー ス

の こ と。1992年 、 連邦 政 府 各機 関 に ロケ ータ システ ムの 現 状 と開発 計画 を調

査 し、連 邦 政 府 全 体 の ロケ ータ開 発 の たあの 政 策 フ レー ム ワ ー クを 発展 させ

る こ とを 目的 と したMcClureレ ポ ー トが 行政 管 理 予 算 局(OMB:Office

ofManagementandBudget)な どへ提 出 され た。 この 公 共 ア クセ ス を分 散 ネ

ッ トワー ク環 境 下 で行 え るよ う、OMBを 中 心 に政 策 フ レー ム ワー クづ く り

が進 め られ 、 情報 検 索 の 点 か らANSI(AmericanNationalStandardInst

itute)のANSI/NISOZ39.50の 情報 調 査 検索 標準 を使 用 す る こ とが 定 め られ て

い る。 これ まで 米連 邦 政府 は経済 デ ー タ、環境 の デ ー タや技 術 情 報 を収 集 し、

処 理 す るた め に毎 年 何 億 ドルの 費用 を 掛 けて お り、 そ れ を 回避 す る ため の政

府 の戦 略 的 技術 政 策 の 一 つ との位 置 づ けが あ る。

USGS(U.S.GeologicalSurvey,バ ー ジニ ア州Reston,住 所 は、802Nation

alCenter,Reston,VA22092,USA)の サ ーバ ーがGILS情 報 を 提 供 し、

GILSフ ォー ラム も開催 され て い る。

GILSに 適 応 した サ ーバ ー例 と して 、以 下 の表 で 示 され るよ うな もの が

取 り上 げ られ 紹 介 されて い る(*の 箇 所 ヘ リンクが張 られ て い る)。
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表4.12GlLSが 適 用 され てい る例

・米 連 邦 政 府 関 連 のGlLSの 例(U
.S.FedgralGILSSampler)

Thefollowinginformationlocatorsareexpectedtobeaccessiblethroughthe

GovernmentInformationLocatorService.Thesesamplesareprovidedsolely

fordemonstrationpurposes--theymaynotcontaintheofficialormost

up-to-dateinformationconcerningtheresourcesdescribed.

*Demonstrationofmulti-sourcesearchusingWAISgate

(theunderlyingtestdataisalsoavailable)

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

*

Co㎜erceInformationLocatorService

DefenseTechnicalInformationCenter(DTIC)

EnvironmentalProtectionAgency(EPA)・

FedWorld

GC-ASK(GlobalChange-AssistedSearchforKnowledge)

GPOAccess(GovernmentPrintingOffice)

Lawrence

Libraryof

National

National

National

Thomas

United

United

BerkeleyNationalLaboratory(LBNL)
CongressZ39.50Gateway
AeronauticsandSpaceAdministration(NASA)
OceanicandAtmosphericAdministration(NOAA)

InformationInfrastructureVirtualLibrary
(LibraryofCongress)
StatesBusinessAdvisor
StatesPostalService

URLhttp://www.usgs.gov/gils/usfed.htmlContact:echristi@usgs.gov
Lastmodification:9-11-95@6:00pm(EJC)

・米 州 政 府 関 連 のGlLSの 例(U .S.StatesGILSSampler)

Thefollowinginformationlocatorsarebecomingaccessiblethroughthe

GovernmentInformationLocatorService.Thesesamplesareprovidedsolely

fordemonstrationpurposes--theymaynotcontaintheofficialormost

up-to-dateinformationconcerningtheresources』'described.

*FloridaGovernmentInformationLocatorService
*MissouriGovernmentInformationLocatorService
*NewYorkStateInformationLocatorService
*SOLINET'sPublicInformationProject(SoutheasternU .S.)
*TexasNaturalResourcesInformationSystem
*GeospatialLinksbyState

URLhttp://www.usgs.gov/gils/usstate.html'Contact:echristi@usgs.gov
Lastmodification:8-20-95@6:00pm(EJC)

・国 際 関 連/外 国 機 関 のGlLSの 例(lnternationalGILSSampler)

*AustralianEnvironmental・ResourcesInformationNetwork

*Canada'sGIFT

*・EARTHMAPproPosal

*G-7Ministerial

*Consortiumfor

(GovernmentInformationFinderTechnolo)Pro'ect

ConferenceontheInformationSociet

theComuterInterchaneofMuseumInformation(CIMI)

、URLhttp://www.usgs.gov/gils/intl.htmlContact:echristi@usgs.gov

Lastmodification:9-12-95@7:00am(EJC)
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◇ 米政 府 のFedWorld(http://….fedworld.gov/)

FedWorldは ワ ンス トップ米 政 府電 子 掲示 板 シ ステ ムの ひ とつ で あ る。 商

務省 の 技 術情 報 局(NTIS:NationalTechnicallnformationService)が 、19

92年11月 よ り開始 した オ ンライ ン政 府情 報 で あ る。 各政 府 機 関 の オ ンラ イ ン

シス テ ムへ の ゲ ー トウ ェイ機能 な どを備 え るため に、異 な るイ ンター フェ イ

スの 中で 利 用 で きる よ うに計 画 された もの で あ る。 現 在 は米 政 府 情 報 ロケ ー

タサ ー ビスGILSの 一環 とい う扱 いが な され て い る。

現 在 、 イ ンター ネ ッ ト上 で50以 上 の連邦 政府 情 報 のWWWサ ーバ ーの サ イ

トに アル フ ァベ ッ ト順 の 以下 の 様 な表 の カ テ ゴ リー分 野 わ けで 、移 動 で きる

よ うにな って い る。

表4.13FedWorldの メ ニ ュ ー

INDEXOFSUBJECTCATEGORIES

A-Admin.,Aeronautics,etc.

B-Behavior,Business,etc.

C-Chemistry,Computers,etc.

E-Education,Energy,etc.

G-GovernmentInventions

H-HealthCare

I-lndustrialEngineering

J-Jobs,Justice,etc.

L-Legislature,Library,etc.

M-Manufacturing,Military,etc.

N-NaturalResources,Navigation,etc.

0-OceanTechnology,Ordnance,etc.

P-Photography,Physics,etc.

S-SpaceTechnology

T-Transportation

U-UrbanandRegionalTechnology

◇NASAの 電 子 情報 流 通 システム(http://techreports.larc.nasa.gov/ntrs/)

政 府 刊行 テ クニ カ ル レポー ト類 の電 子 流通 を93年1月 か らイ ンタ ー ネ ッ ト

上 のanonymousFTPサ ーバ ー(LangleyTechnicalReportserver,LTRS)で 利 用

で きるよ う開 始 した。 その後1994年6月 か らNASATechnicalReportServer,

NTRSが イ ンタ ーネ ッ ト上 でNASAの 各 セ ンターあ るい は プ ログ ラム の サ ーバ ー

に対 して統 一 イ ンタ ー フ ェ イスを 試験 的 に無 料 で提 供 して い る。

◇ 米 国 国 勢 調 査 デ ー タ(gopher://gopher.coin.missouri.edu)

全 米 、 各 州 、 各 主 要 都 市 、 各 郡 、 各 市 の1980年 の 国 勢 調 査 以 降 の もの が 、

テ キ ス ト形 式 とLotus1-2-3の 書 式 で 提 供 され て い る 。

ReferenceandInformationCenterのCensusInformationの 項 目 を 選 択

す れ ば ア クセ ス で き る 。
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例えば1990年 の国勢調査 の結果(全 米平均)が 以下の ように図表で提供 さ

れて いる。 なお、 この他に も全米の各州、各主要都市、各郡、各市 ごとの結

果 もABC順 で提供 されてい る。

表4.14米 国国 勢 調 査 デ ータ の例

MISSOURISTATECENSUSDATACENTER

1990STF3EXTRACTREPORT:U.S.STATES

COUNTY

GEOCODE

AREANAME

>

>

>

US

UnitedStates

XP1.GENERALPOPULATION
TOTALPERSONS/PERCENTSAMPLED..
PERSQUAREMILE/LANDAREA...
FEMALES
LIVING

LIVING

LIVING

N

N

N

RURALAREAS/ONFARMS61,658,320
FAMILIES/ALONE......
GROUPQUARTERS......

24870987215.5%
70.343535732.00
12753748851.3%

3,871,583
20919454422,421,104
6,659,7122.7%

XP2.

WHITE

BLACK

ASIAN

PERSONSBYRACE/HISPANIC

&

AMERICAN

HISPANIC

PACIFICISLANDER
INDIAN,ESK.,ALEUT.
(ANYRACE)

199827056

29,930,512

7,226,986

..2,015,143

21,900,080

80.3%
12.0%
2.9%
0.8%
8.8%

XP3.PERSONS
O-4/PCT
5-9

BYAGE

/CUMPCT

10-13

14-17

18-24

25-34

35-44

45-54

55-59

60-64

65-74

75-84

85ANDOVER
UNDER20

AND

MEDIAN

20-39

40-64

65 OVER

AGE

18264096

18126896

13881633

13333914

26234880

43467024

37619408

25465952

10484988

10635762

18218480

9,973,466

3,003,328

71196048

82052096

64266432

31195264

33.0

3

3

6

4

5

5

1

2

2

3

3

0

2

6

0

8

5

7

7

5

5

0

7

5

0

4

4

7

4

1

8

3

5

2

1

1

1

1

2

3

2

1

7.3

14.6

20.2

25.6

36.1

53.6

68.7

79.0

83.2

87.5

94.8

98.8

100.0

XP4.HOUSEHOLDSBYSIZE

TOTALHOUSEHOLDS/AVERAGESIZE.

1PERSON/1PERSONOVER65.....

PCTHHS:2PERSONS/3-4/5十.

91,993,5682.63
22,421,1048,989,250
31.9%32.5%11.2%

XP5.HOUSEHOLDSBYTYPE

FAMILIES/PCTOFALLHOUSEHOLDS.65,049,424

MARRIEDCOUPLES/PCTOFFAMLIES51,718,208

WITHOWNCHILDREN〈1824,224,112
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FEMALEHOUSEHOLDER(NOHUSB)..10,381,65416.0%
WITHOWNCHILDREN5,865,1479.0%
NON-FAMILYHOUSEHOLDS26,944,14429.3%

XP6.HOUSEHOLDINCOME1989
LESSTHAN$10,000/PCT/CUMPCT.:1421449715.515.5
$10,000-$14,9998,133,2738.824.3
$15,000-$24,9991612374217,541.8
$25,000-$34,9991457512515,857.7
$35,000-$49,9991642845517,975.5
$50,000-$74,9991377788315,090.5
$75,000-$99,0004,704,8085.195.6
$100,000ANDOVER4,035,7994.4
MEDIAN/AVERAGE$30,056$38,453

XP7.FAMILIESBY#WORKERS
COUNT/AVGFAMILYINCOME1989
0WORKERS8,477,151$20,184
1WORKER18,243,072$35,591
2WORKERS29,637,568$49,827
3+WORKERS8,691,620$63,532

XP8.OTHERINCOMEMEASURES
MEDIAN/AVGFAMILYINCOME$35,225$43,803
PERCAPITAINCOME/NON-GRPQTRS.$14,420$14,649

PERSONSBELOWPOVERTYLEVEL....31,742,86413.1%
PERSONSBELOW50%OFPOVERTY...14,011,6785.8%

XP9.LEVELOFEDUCATION

TOTALPERSONSAGE25十158868432100%

LESSTHAN9THGRADE16,502,21110.4%

9THTO12THGRADE,NODIPLOMA.22,841,50414.4%

HIGHSCHOOLGRAD.(OREQUIV).。47,642,75230.0%

SOMECOLLEGE,NODEGREE.......29,779,77618.7%

ASSOCIATE/BACHELOR'SDEGREE...30,624,48519.3%

GRADUATEORPROFSSIONALDEGREE11,477,6867.2%

XP10.UNEMPLOYMNT:CIVLABFORCE
TOTALCLF:UNEMPLOYED/RATE.....7,792,2486.3%
FEMALE:UNEMPLOYED/RATE3,510,6266.2%

XP11.OCCUPATION

TOTALEMPLOYEDPERSONSAGE16十.115681200100%

MANAGER.&PROF,SPECIALTYOCCS30,533,56826.4%

TECH,SALES,ADMIN.SUPPORT....36,718,38431.7%

SERVICEOCCUPATIONS15,295,91713.2%

FARM,FORESTRY,FISHING2,839,0102.5%

ALLOTHERS30,294,28826.2%

XH1.GENERALHOUSINGUNITS

TOTALUNITS/OCCUPIEDUNITS...10226366491,947,408

%UNITS:OWNEROCC/RENTED/VACANT57.7%32.2%10.1%

SINGLE-FAMILYUNITS65,716,46464.3%

INBUILDINGSWITH5+UNITS.....18,197,53617.8%

CONDOMINIUMS/MOBILEHOMES.。....4,847,9217,324,154

XH2.YEARSTRUCTUREBUILT

MEDIANYRBUlLT/DECADEMOSTBLT19651970-1979

BUILTINBUSIESTDECADE22,291,82421.8%

BUILT1985-MARCH199011,193,80110.9%
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BUILTl9390REARLIER 18,832,496 18.4%

XH3.HOUSINGVALUESANDRENTS
SPEC.OWNER-OCCUNITS/AVGVALUE45,550,048
UNITSPAYINGCASHRBNT/AVGRENT30,750,688
MEDIANHOMEVALUE/MEDIANRENT..$78,500

◇ 米 証 券取 引 委員 会(SEC)の 企 業情 報 デ ー タベ ー ス

(http://www.sec.gov)

110,850
$489
$447

95年10月 より米証券取 引委員会で は企業情報のEDGAR(電 子 データ受理

・審査 ・伝達)デ ータベースを新たに インターネ ッ ト上で利用で きるよ うに し

た。SECに 提出 された過去2年 分の上場企業 の財務報告書な どの詳細 な財務

情報 が載 って いる。情報量 は約16万 文書 という。SECで は84年 か ら約1億 ド

ルを投 じてEDGARデ ータベースを構築 して きたため、イ ンターネ ッ ト接続

の開発費は3万6千 ドルに過 ぎなか ったとい う。米国議会 が95年 初めに公文書

削減を 目指す 「文書削減法」を可決 して、SECと してそれに対応 した形 であ

るという。

◇ 米 カ リフ ォル ニ ア 州 の 電 子 政 府 プ ロ ジ ェ ク ト

(http://cpsr/states/california/cegi.html)

SanFrancisco州 立 大 学 のChrisMaysと い うSmallBusinessManagement

の 学 生 が 、 カ リフ ォル ニ ア に あ る160機 関 以 上 の 政 府 機 関 を ま と め て 、 リ ン ク

を 張 った もの で あ る 。

これ は 、ComputerProfessionalsforSocialResponsibilityと カ リフ ォル

ニ ア 図 書 館 協 会 が 支 援 を して い るCaliforniaElectronicGovernmentInforma

tion(CEGI)プ ロジェクト に 基 づ い て い る 。

以 下 の よ うな 、 分 類 で 情 報 が 提 供 さ れ て い る。

0

0

0

1

2

3

4

5

6

7

0

0

α

L

2

2

2

2

2

2

2

2

3

4

Introduction

NewinthisEdition

CaliforniaElectronicGovernmentInformation

State

CaliforniaInformationFromOtherSources

CaliforniaPoliticians&Candidates

OtherStateGovernments

Contury&Regional

Municipal

Proposed,ButNotYetlmplemented

WWWResearchTools

CEGIWishList
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一
◇UK(イ ギ リス政 府)コ ン ピュー タ ・テ レコ ミニ ケ ー シ ョン庁

(http://www.open.gov.uk/index.htm)

英 コ ン ピュー タ ・テ レコ ミニ ケ ー シ ョン庁(CCTA)は 、 イギ リス政 府

関連情 報 を扱 ったCCTAの 名 称 の サ ーバ ーを提 供 して い る。 ホ ーム ペ ー ジ

に は、新 着 情 報 、政 府 組 織 の索 引、分 野 別 の索 引、 政 府 に 関す る情 報検 索 、

オ ンラ イ ン政 府 、 政府 のサ ー ビス情 報の メニ ューが提 供 され て い る。

◇EU(ヨ ー ロ ッパ 連 合)

(http://www.cec.lu)

現在 のEU加 盟 国15カ 国 の 簡単 な地 図 イ メー ジデ ー タが 掲載 され て い る。

また 、EU加 盟 の 変遷 が イ メー ジで 紹介 され て い る。

◇UN(国 際連合)

(http://www.un.org)一

歴代国連事務総長の紹介 コーナーがあ り、肖像写真 もあ る。

国際連合の歴史を紹介す るコーナーがあ り、記念的行事の紹介 は当時の写真

入 りで変遷が語 られてい る。

また、最近の国連行事 の トピックスの コーナーには、写真入 りで行 われ た行

事が紹介 されてい る。

◇UNEP(国 連環 境 計 画)

・GRID(GlobalResourceInformationDatabase)

(http://grid2.cr.usgs.gov/grid/ovgrid.html)

国際 的 な地 球 環 境情 報 を よ り簡 便 に利用 で きる よ うに計 画 され たUNEP本

部(ケ ニ アの ナ イ ロ ビ)が 中 心 とな って他 の支 部(ス イ ス、 ノル ウ ェー、 米 国 、

ベ

タイ、 日本)と 共同で形成 された分散処理型のデータベースであ る。 ・、

米国サウスダ コタ州の支部SiouxFalIsの サーバ ーが英語でGRIDの 案内情報 を

提供 している。

GRIDの 内容 は、例えば、熱帯雨林の減少のモニ ター リングデー タな どの

地図データが格納 されて いる。
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◇ シ ンガポ ー ル

(http://www.ncb.gov.sg/it2k/it2k.html)

シ ンガ ポ ール政 府 は、1992年 にrIT2000:イ ンテ リジ ェ ン ト ・ア イ ラ ン ド

構 想 」 を発 表 し、2000年 に 向 けて新 しい国 家情 報 イ ンフラ(NII)を 構 築 す

る計 画 で あ る。 これ は、 世 界の 通信 ハ ブへ の 発展 、 経 済推 進 力 の加 速 、個 人 の

潜 在 力 の高度 化 、国 内外 の コ ミュニ テ ィー間交 流 、 生 活 の質 の 向上 な ど を 目的

と した もの で あ り、 国家 コ ン ピュー タ庁(NCB)が 中心 とな って 進 めて い る。
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4.行 政情報 システム の将来像 を実現 するための課題

行政情報 システムの将来像を実現 す るための課題にっ いて、有識者 によるブ レー ン

ス トー ミングおよび先進事例調査時の ヒア リング結果などに基づ いて検討 した。

行政業務には、統計 ・許認可手続 ・予算 ・会 計などの定型業務 と政策企画立案 ・対

外交渉 ・技術 開発 ・エマー ジェンシー対策な どの非定型業務 とが ある。

この うち定型業務 に関す る情報 システム化にっいては、平成6年12月 に閣議決定 さ

れ た行政情報化推進基本計画に基づいて、各方 面で検討が進んで いる。 また白書な ど

国民への情報提供 につ いて もデータベースやCD-ROMで の提供等 マルチメディア

時代 に備えて の整備が進みつつあ る。

一方
、政策企画立案 ・対外交渉な どの非定型業務 に関す る情報 システム化 につ いて

は、技術的に困難 な こと もあ り、将 来の構想 も明確でない。

本調査研究 では、行政業務の うち政策企画立 案 ・対外交渉など、情報 システム化の

難 しい非定型業務 に関 して、将来あ るべ き姿を研究す ることを 目的 と して いる。

平成6年 度 の報告書 には、今後 の課題の代表例 として①著作権問題の解決、②マル

チメディア ・コンテ ンツ制作 に関す る人材育成 、③商取引 ・医療 ・教育 ・行政手続等

につ いての規制緩和の3つ を挙げた。 これ らの課題 にっ いては、国内外の圧力 もあ っ

て、解決の方 向に向か って動 きつつある。

著作権問題 にっ いて は、文化庁管轄の著作権審議会マルチメデ ィア小委員会が ワー

キ ンググループを作 って検討 してい るが、従来 レコー ド業界、放送業界、映画業界、

写真業界などが別 々に著作権を管理 して いるため、 これ らを統合 して取扱 うマルチ メ

デ ィアの著作権の処 理をまとめ ることは難 しい。 しか し、欧米で も同様の審議が行わ

れてお り、いずれ世界標準がで きると予測 され る。

人材育成 に関 して は、先進事例の 中で報告 した長野県丸子町 にあ るIPAの マルチ

メデ ィア研究 セ ンターを始め、民 間企業で もマルチ メデ ィア ・ス タジオな どの設立が

続いている。大学 で もマルチ メディアの研究が盛んであ る。 しか し、 この ような事業

は当面採算性 に見通 しが たたず、民間ベースで は推進が難 しいとい う問題 があ る。通

産省 は この ような開発活動 に補助金 を出 して、人材育成 を奨励 してい る。

規制緩和 に関 しては、行政改革委員会の中に規制緩和小委員会 を作 り、その推 進を

図 って いる。

しか し、将来の課題 は上記3つ に限 らない。平成6年 度報告書 に も述べ たよ うに、
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将来 の課題は多す ぎてマルチ メデ ィア時代が本当に くるか と心配 にな るほどで ある。

その中か ら主 な課題を取 り上 げて、以下 に述べ る。

(1)高 速大容量で、かっ安価な情報通信ネ ッ トワークの整備

マルチ メデ ィア時代の実現 には、米国が提唱 した情報 スーパーハイ ウェイの施設が

必要不可欠で ある。 この動 きは欧州、 日本、ア ジア諸国に広が ってい る。 その解決策

のひとっがイ ンターネ ッ トの普及で あろ う。 しか し、現在 のテ レビ並 みの精細 な動画

像 を リアル タイムに伝送す るためには、現状では2Mbps以 上の通信容量が必要で あ り、

こ の容量を もっイ ンターネ ッ ト通信網 の利用料金 は高価で、普及 にはほど遠い。

LANな どの私設通信網 も従来の10Mbpsイ ーサネ ッ トで は容量不足 とな りkATM

(AsynchronousTransfer'Mode)な どを使 った次世代高速通信網 に切 り替 える必要があ

る。技術的 には光 ファイバーやATMな どによ り、高速大容量通信ネ ッ トワー クの実

現が現在で も可能 だが、 コス トが問題 にな る。

NTTは97年1月 か ら新 しい コンピュー タ ・通信 ネ ッ トワー ク 「OCN(オ ープ ン

・コンピュータ ・ネ ッ トワー ク)」 のサ ー ビスを開始す ると発表 した。1994年 か ら進

め られて いるマルチメディア応用実験 に使われてい る設備をベースに高速大容量 の情

報通信網を構築す る。OCNは 従 来の電話料金体系 と異な り、使用時間 ・距離 に関係

な く、定額料金 とす る。料金の 目標 は128kbpsが 月3～4万 円、1.5Mbpsが 月30～40

万円、6.OMbpsが 月80～90万 円、50Mbpsが 月500万 円程度であ る。

NTTの 発表によると、OCN利 用料金 は従来 に比べて約1/10に な るが、 それで

も家庭や個人が利用す るためには高価す ぎる。

高速通信で はないが、米国AT&Tが1996年2月 に発表 した イ ンターネ ッ ト接続サ

ー ビスの利用料金 は月19 .95ド ルで ある。マルチ メディア時代 には、OCN利 用料金を

NTTが 目標 とす る金額の1/10程 度 にす る必要が ある。

(2)マ ル チ メデ ィア時代 に対応 す る コ ン ピ ュー タ ・ハ ー ド ・ソ フ ト技 術

す で に マル チ メデ ィア ・パ ソ コ ンや動 画 ・音声 を処 理 す るオ ー サ リング ・ツ ール な

どが市 場 に 出回 って い る。CD-ROM市 場 も急 速 に拡 大 して い る。 イ ンタ ー ネ ッ ト

・ホ ー ム ペ ー ジの 作成 も盛 ん に行 わ れ て い る。 その 意 味 で は、 現 在 の コ ン ピ ュー タ ・

ハ ー ド ・ソ フ ト技 術 は マル チ メ デ ィア に対応 して い る。
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しか し、 コンピュータはコ ミュニケーシ ョンの道具に変化 しっつあ る。将来マルチ

メデ ィアを駆使 して、新たな コ ミュニケー シ ョン ・システムが生れ ると期待 され る。

そのひとつの手段が マルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー ションである。専門家以外の人が

マルチメディア ・プ レゼ ンテー ションを容易に行える技術環境 には、 まだほど遠 い。

また、マルチメデ ィア ・デー タを記録 ・蓄積 して、必要 な時に検索す る技術 も普及 し

てない。通信用 ソフ トで も、現 在イ ンターネ ッ トで使われて いるTCP/IPに 代 わ る次世

代 の通信 プロ トコルが審議 されている。V6と 称 してお り、マルチ メディア対応であ

る。1998年 標準化を 目指 して いる。

(3)情 報の標準化 ・

省庁間のネ ッ トワークとデータベースが発達 し、各人が情報 を共用す ることがで き

るためには、情報の名前、形式、制度、範 囲などを標準化す ることが望 ま しい。CA

LSは その対策の ひとっだが、CALSが 定 めている標準化項 目は文章記述形式や図

形 ・画像表現形式な ど、極 く一部である。実際活用 されてい るデータの標準化 にっい

て、省庁間で推進す ることが重要である。先進事例調査の ときに、各省庁の統計デー

タな どの検索方法を標準化 して欲 しいという意見があった。

標準化 とは必ず しも結 びつかないが、第一歩 と して、各省庁 の もっデータをイ ンタ

ーネ ッ ト上 に発信す るなどが考え られる。表現形式 にHTML(ハ イパーテキス ト・

マークア ップ ・ラ ンゲ ージ)を 採用することにな る。 ただ し、イ ンターネ ッ ト ・サイ

ドで もVRML(バ ーチャ、ル リア リテ ィ ・マークア ップ ・ラ ンゲー ジ)や サ ンマ イク

ロシステムズ社のJavaな ど、表現形式が多様化す る傾向にある。

(4)情 報の加工技術の開発

膨大 なデータか らユーザーが必要な情報 をとりだす ための方法 を開発す る必要があ

る。(3)情 報の標準 化 とも関連す るが、複数のデータベースにまたがる検索方法の

開発が望 まれる。近 年注 目されて いるエー ジェ ン ト技術の発達 に も期待 した い。 また

専門家以外の人が情 報を利用 しやす くす るために、デー タの ビジュアル化技術の発達

も重要であ る。データベース技術 において、マ クロデー タか ら ミクロデータへ、 ミク

ロデータか らマクロデータへ と容易にデータ解析が可能 なデータベース構造の開発 も

重要で ある。
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この ような情報加工技 術が発達す ると、従来データ解析 やそれ によ る解釈な どを専

業に していた人が失業す る可能性があ る。技術の発達 によ り、我が国で も業務改革 が

進み、失業者が増 えるだろ うか、 これが次の課題で ある。

(5)マ ルチメデ ィア技術によ り行政業務改革がで きるか

情報の共有化は行政や ビジネスの世界になにを もた らす か。

民 間企業 において も、マルチメデ ィア技術の発達 により業務改革がで きるか どうか

が、今後 の大 きな課題であ る。

米国では、 まず秘書の数が減 り、企業の トップが 自 らパ ソコンを駆 使 して事務的な

処理 を行 うようにな った。企業内組織においては中間層が減 り、 ホ リゾンタル ・コー

ポ レーシ ョンとい う言葉 が流行 した。オ フィス内に人が集 ま って仕事をす る代わ りに、

テ レコ ミューテ ィングとい って、在宅勤務、サテライ トオフ ィス、 自動車 や飛行機、

ホテルの中で仕事 をす る人の数が増えつっ ある。企業内情報 ネ ッ トワー クをイ ンター

ネ ッ ト利用 に切 り替え るイ ン トラネ ッ トが増えている。イ ン トラネ ッ トはネ ッ トワー

ク ・システムの運用 コス ト削減が主な 目的だが、その結果 テ レコ ミューテ ィングを推

進 し易 い環境作 りにつなが る。情報 ネ ッ トワー クをフルに使 って、離れた場所 に住む

人 々が共同で事業 を行 うバーチ ャル ・コーポ レー シ ョンなど も発達 しっっある。

日本の企業や行政内部 で も米国 と同 じよ うな変化が始まるだろ うか。サテライ トオ

フィスを実験 して いる先進企業の人の話によると、 日本企業 の場合 には組合 との労働

協約 の関係で、サテライ トオフ ィスの本格的運用が難 しい。

一方、 日本では雇用を確保す る ことが重要な経営 目標にな ってお り、安易 に組織を

フラ ッ トに して中間層を駆逐す ることも難 しい。 日本 は資本主義国家 といいなが ら、

社会主義的な要素を多 くもってお り、業務改革や組織改革 を実行 しに くい面が多い。

日本流の雇用環境や仕事 の進 め方が将来 も通用すれば、 日本人 にとって幸せだが、 ビ

ジネスが グローバル化 して 日本流が通用 しな くなる危険 もあ る。

民 間企業の場合 には、古 い企業 は改革が進 まず凋落 して、新 しい企業が米国を始め

とす る国際的な システムを取 り入れて発展す ることにより、新陳代謝が進 む可能性が

あ る。 しか し、行政 には直接の競争相手が いない。行政の組織改革、業務 改革を進め

ることは難 しいので はないか。 マルチ メデ ィアの発達が この壁 を破 ることがで きるか

どうかを予測す ること も難 しい。
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第5章 将来の行政情報 システムを実現するために必要な各種要素技術

1.プ ラ ッ トフ ォーム 、基 盤 技 術

(1)プ ラ ッ トフ ォー ム技 術

・クラ イア ン ト ・シ ステ ム

マ イ ク ロプ ロセ ッサ の高 性能 化 、 メモ リーの 高集積 化 は引 き続 き進 展 して い る。 静

止 画 ・動 画 、 音 声 な どの 処 理 が よ り身近 な もの とな って い る。 加 え てWindows95で 可

能 とな った プ ラ グ ・ア ン ド・プ レイの機 能 によ って周 辺 機 器の 接続 が容 易 とな り、 パ

ソ コ ンを マ ルチ メデ ィア ・シス テ ムの クラ イア ン トと して 、十 分 に使 用 で きる環 境 と

な って い る。CPUPentium100MHz、 メイ ンRAM16MB、 内蔵 固定 デ ィス ク850

MB、TVチ ュー ナ ー 内蔵 、MPEG再 生 機能 搭 載 、4倍 速CD-ROM、14/15イ ンチモ

ニ ター、FAXモ デ ム な どで構 成 され るハ ー ドウ ェア に、Windows95、 ワー プ ロ ソ フ

ト、表 計 算 ソフ ト、通 信 ソ フ ト、 イ ンタ ー ネ ッ ト接続 ソフ トな どを イ ンス トー ル した

モ デ ルが 標 準 的 な エ ン トリーモ デル で あ り、価 格 は30万 円前 後(NEC98MULTICanBe

PC-9821CblO、FUJITSUFMVDESKPOWERCMな ど)で あ る。

・サ ーバ ー ・シス テ ム

PentiumProに よ りパ ソ コ ン ・サ ーバ ー の性 能 が飛 躍 的 に向上 した。 ワ ー ク ステ ー

シ ョ ンはRISC64ビ ッ ト ・ア ーキ テ クチ ャを採 用 して お り、 パ ソ コ ン ・サ ーバ ー の3

～5倍 の性 能 とな って い る。 しか し価 格差 も大 きいの で 、価 格性 能 比 か ら見 る と、特

殊 な コ ン ピュー タ ・グ ラ フ ィ ックス を使用 す る アプ リケ ー シ ョン(映 画 の 制作 な ど)

を除 けば 、パ ソ コ ン ・サ ーバ ーが有 利 に な る可 能性 が高 い。

・ネ ッ トワー ク ・コ ンピュータ

クライア ン ト、サーバ ーとも高性能化す る一方で、手軽に使用で きる安価 な コン ピ

ュータを開発す る動 きが見えは じめている。いわゆる500ド ル コン ピュータと呼 ば

れている ものであ る。 イ ンターネ ッ トを利用す るのが主な用途であ ることか ら、イ ン

ターネ ッ トPCと 呼 ばれ ることもあ る。パ ソコンの高性能化 に伴い汎用化 、複雑化が

一101一



進 み 、 ソフ トウ ェアの イ ンス トー ル、 利用 環 境 設 定 な どの 初期 設 定 が専 門 家 で す ら困

難 を極 め、一 般 の ユ ーザ ーで は知 識 の修得 に時 間が かか り過 ぎて 、 事実 上 バ ー ジ ョン

ア ップが で きな い状態 さえ起 こ り始 めて い る。 しか もその よ うな高 性能 クラ イア ン ト

・パ ソコ ンで使 用 す る機 能 は、 ワー プ ロ、電 子 メー ル、 イ ンタ ーネ ッ トへ の ア クセ ス、

端末 機 能 な どに限 られ る場合 が 多 い。 この よ うな利用 形 態 な らば 、 ネ ッ トワ ー ク環 境

の も とで は、 ア プ リケ ー シ ョン ・ソフ トを常 時 クライ ア ン ト側 で 持 って い る必 要 はな

く、使 用 の都 度 サ ーバ ーか らダ ウ ンロー ドして も十分 機 能 を発 揮 で き る。 ネ ッ トワー

ク内で 、機 能 を限 定 して 使 わ れ る ことを想 定 して 、'使い易 さを追 求 し、低 価 格 を 狙 っ

た もの が ネ ッ トワー ク ・コ ンピ ュー タで あ る。

オ ラ クル社(ネ ッ ト・ワー ク ・コ ン ピュー タ:NC)、IBM社(イ ンタ ーパ ー ソナ

ル ・コ ン ピュー タ:IPC)、 ア ップル社(PippinAtmark)、 マ イ ク ロ ソフ ト社(シ

ンプ リー ・イ ンタ ラ クテ ィ ブPC)な ど各社 が 開 発 を表 明 して い る。 日本 で は 日本電

算 機 ㈱ がiBoxを 発 表 し、 日立 製 作 所 も今秋 市 場 投 入す る こ とを表 明 して い る。

r例 と して、 オ ラ クル 社 の ラ リー ・エ リソ ン会長 が96年1月 に発 表 した ネ ッ トワー

ク ・コ ン ピュー タの仕 様 を以 下 に紹 介 す る。

ネ ッ トワー ク ・コ ンピ ュー タの 概 要

・高 速 ロー コス トなRISCMPU

ARM、Intel、MIPS、PowerPC

・マ ルチ メデ ィア ・リアル タ イムOS

英 国Acon社 と共 同開 発

◆DRAM4MB～8MB

・良 質 な音 源 と ビデオ 機 能

・1枚 の拡 張 ス ロ ッ ト

・ネ ッ トワー ク ・イ ンター フ ェー ス カー ドまた はATMカ ー ド

・フ ラ ッ シュキ ャ ッ シ(パ ー ソナ ル ・ス マ ー トカ ー ド)

・14 .4ま た は28.8Kbpsモ デ ム(PCMCIA)、ISDN、CATVモ デ ム

・モ ノ クロ また は カ ラー 表 示 デ ィス プ レ・一一一(LCD
、CRT)

ネ ッ トワー ク ・コ ン ピュ ー タの機 能

・電子 メ ール の送 受 信 、WWWブ ラ ウザ、 ワー プ ロ、DBア クセ スな ど

■'アプ リケー シ ョ ンプ ロ グ ラム(Javaの ア プ レ ッ トな ど)の ダ ウ ンロー ド
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ネ ッ トワー ク ・コ ン ピュー タの価 格

・500ド ル以 下(製 造 原 価345ド ル目標)

・PDA

シャープ社のザ ウル スは、次 々と新製品を発表 し売れ行 きも好調のよ うであ る。 ア

ップル社のNewtonはMe'ssagePad120以 後新製品の発表 はない。

IBM社 は95年9月 にサブノー ト・パ ソコンよ り一 回 り小 さなA6版 サイズのパ ー

ム トップ ・コンピュー タを発表 した。キー入力が主体であるが、手書 き入力のための

メモパ ッ ドを内蔵 し、ス ロッ トに各種のPCカ ー ドを差 し込む ことにより、デ ィジタ

ル ・カメラなどのマルチ メデ ィア入力にも対応 して いる。 メモ リーの増強やハー ドデ

ィス クの追加 も可能 であ り、電子秘書的な コモデ ィテ ィ商品 とい うよ り移動 オフィス

の機能を求めた ものの ように思われ る。

マイ クロソフ ト社の ビル ・ゲーツ会長 はウォレッ ト・PCの 構想を持 って いると言

われている。文字 どお り背広 の内ポケ ッ トに入 るコンピュー タであり、95年 に話題 と

な った電子マネーを利用 したエ レク トロニ ック ・バ ンキ ングを主 目的に した ものであ

る。スマー トカー ド(ICカ ー ド)と の組み合わせ により、多様 な機能を持 たせ る事

がで きる。 まだ正式発表 はされて いないが、マイクロソフ ト社 の仕様により日本の メ

ー カーが試作に入 って いるとい う噂である。

・ビデオゲーム機

94年 か ら95年 にか けて32ビ ッ トゲーム機が次 々と登場 した。松下電器産業 の3DO

REAL、 セガ ・エ ンタープライゼスのSATURN、 ソニーコ ンピュータエ ンタテイ ンメ ン ト

(SCE)のPlayStation、NECホ ームエ レク トロニ クスのPC-FXな どであ る。 これ等

は32ビ ッ トのRISC型CPUを 搭載 し、画像処理能力はマルチ メデ ィア ・パ ソコンを も凌

いでいる。バ ンダイはア ップル社の 「ピピンア ッ トマー ク」を 日本で発売す る。96年

中には任天堂か ら64ビ ッ トゲーム機の発売 も予定 されてい る。 これ は3次 元 グラフィ

ックスの分野で定評 のあ るシ リコングラ ッフィ ックス社 との提携 により開発 され る も

ので、さ らに臨場感のあ る3次 元サイバースペースの実現 、バ ーチ ャル ・リア リテ ィ

ー分野への発展が期待 され る
。

ビデオゲーム機の代表的な機種 は、いずれ もネ ッ トワー ク環境での使用が可能 とな
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って きた。

セ ガSATURNは 専 用 モ デ ム と通 信 ソフ ト内蔵 のCD-ROMの 提 供 に よ り、 ソニ ー のPlay

Stationは パ ソ コ ン経 由で 、 いず れ もパ ソ コ ン通 信 、 イ ン ター ネ ッ トと接続 で きる。

バ ンダイ のPippinは 、 プ レー ヤ ー本 体 と専 用 モ デ ム、 イ ンタ ーネ ッ トソフ ト(Net-

scapeNavigator)と セ ッ ト販 売 す る。

Nintendo64は 、 モ デ ム 内蔵 の ア ダ プ ター と イ ンタ ーネ ッ ト接 続 ソ フ トによ り、 イ ン

ター ネ ッ ト経 由で ゲ ー ム の デ ー タ を書 き換 え る こ とが で き る。

ビデオ ゲ ーム機 が 家 庭用 の ネ ッ トワー ク ・コ ンピュー タの有 力 な 候補 で あ る と言 う

こ とが で き、 メー カー 各社 も この 分 野 を狙 って い る。
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(2)マ イ ク ロプ ロセ ッサ技術

・パ ソ コ ン用 マ イ クロプ ロセ ッサ

発 売 当 初 は動 作 周 波数66MHz(5V、0.8μm)だ った イ ンテル 社 のPentiumマ

イ クロ プ ロセ ッサ は、96年 に は166MHz(3.3V、0.35μm)に 性 能 ア ップ した。

ゴー ドン ・ム ー ア(イ ンテ ル社 会長)の 法 則r18ヶ 月 でMPUの 性 能 は2倍 に な る」

が依 然 と して成 り立 つ世 界 で あ る。 イ ンテ ル社 は開発 コー ドネ ー ムP6と して知 られ

て い たMPUを 、95年 にPentium後 継 機 と してPentiumProと い う商 品 名 で 発売 開 始

した。155MHz(3.1V、0.6μm)か ら200MHz(3.3V、0.35μm)ま で4

モ デル が あ る。PentiumProは32ビ ッ ト ・アー キ テ クチ ャー の ソフ トウ ェア を対 象 と

して い るた め、16ビ ッ ト・ソフ トウ ェア に対 して はPentiumよ り も性能 が 劣 る とされ

て い る。16ビ ッ トと32ビ ッ トが 混 在す る ク ライ ア ン ト環 境 で はPentiumProの 性 能 が

発 揮 で きな い ため 、今 の と ころサ ーバ ーで の 利用 に留 ま って い る。 今後 ア プ リケ ー シ

ョン ・ソ フ トウェア が32ビ ッ ト化 され る に従 って、 クラ イア ン ト ・パ ソ コ ンのCPU

と して使 用 され て行 くもの と期 待 され る。

PentiumProで はNSP(NativeSignalProcessor)と い う新 しい概 念 が 導 入 さ

れ て い る。 これ は今 まで拡 張 ボー ドを付 加 す る ことに よ って処 理 して い た音 声(サ ウ

ン ド ・ボ ー ド:音 源LSI、 コー デ ック)、 通 信(通 信 ボ ー ド:DSP、 コー デ ック

LSI)、 画 像(ビ デオ ・ボー ド:MPEG1復 号化LSI)な どを 、MPUで 処 理

して しま お うとす る もので あ る。 標 準 的 な マ ル チ メデ ィア処 理 に は拡 張 ボ ー ドは不要

とな り、 マル チ メ デ ィアが ます ます 身近 で手 軽 なア プ リケ ー シ ョ ンとな って くる。

・ワー クステ ー シ ョン用 マ イ ク ロプ ロセ ッサ

パ ソコ ン用 マ イ ク ロプ ロセ ッサの 中心 で あ る イ ンテル社 がCISC32ビ ッ ト ・ア ー

キ テ クチ ャなの に対 し、 ワー クス テー シ ョン ・メー カー は何 れ もRISC64ビ ッ ト ・

ア ーキ テ クチ ャを 採用 して い る。

代表 的 な機 種 は、DECのAlphaAXP21164、IBM・ モ トロー ラのPowerPC620、

ミップ ス ・テ ク ノ ロ ジーズ社 のR10000、HPのPA-8000、 サ ン ・マ イ ク ロ シス テ ムズ

社 のUitraSPARCな ど であ る。Pentiumに 比 べ高 価 で あ るがRISCの 高速 性 、特 に マ

ルチ メデ ィア ・ア プ リケ ー シ ョ ンの処 理 に不可 欠 の 浮動 小数 点 計 算 の 高性 能 を生 か し、
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サ ーバ ー プ ラ ッ トフ ォー ム用MPUの 座 をPentiumシ リーズ と争 って 行 く もの と思 わ

れ る。

ワー クス テー シ ョン用MPUのOSはUNIXが 主 力で あ った が 、DECのAlpha、

IBM・ モ トロー ラのPower、 ミップ ステ ク ノ ロジー ズのR10000はWindowsNTの 搭 載

が 可能 で あ る。

・ネ ッ トワー ク ・コ ン ピュー タ用 マ イ クロ プ ロセ ッサ

発 売 当初 の 価格(米 国 価格 で約935ド ル)に 比 べ れ ば大 幅 に安 価 に な つた(96年2

月 発 表 の 日本 国 内価 格120MHz2万7540円)と は いえ 、 イ ンテル社 のPentiumプ ロ

セ ッサ は500ド ル コ ン ピュー タのCPUと して は高 価過 ぎる。 英 国 の ア ドバ ンス トR

ISCマ シー ンズ社(ARM)と 米 国のLSIロ ジ ック社 が この 分野 を狙 って い る。

ARM社 の現 製 品ARM6/7は ア ップ ル社 のNewtonや 松 下電 器 のREALに 搭 載 され て

い る。3.3V駆 動80MIPSのARM8、1.5V駆 動160MIPSの ス トロ ングARMが ネ ッ

トワー ク ・コ ン ピュー タのCPUと して 使 わ れ る と思 わ れ る。 オ ラ クル社 のNCも 当

初 はARMを 使 用 す ると言 われ て お り、TI、VLSIテ クノ ロジ ー、NEC、 シ ャ

ー プ、 三星 電 子 、現 代 電 子 な どが ライ セ ンスを受 け る こ とが 決 ま って い る。LSIロ

ジ ッ ク社 のMPUは ソニ ーのPlayStationに 搭載 され て い る。 新 製 品 はSGI社 製 の

MPUに 信 号 処 理 、高 速 モ デ ム、AV伝 送 、3Dグ ラ フ ィ ックスな どを 付加 して1チ

ップ上 に集 積 し、 メモ リ・"チ ップセ ッ トを 加 え て200ド ル以 下 で発 売 す る と言 わ れて い

る。
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(3)基 本OS技 術

ク ライ ア ン トパ ソ コ ン用 オペ レーテ ィ ング システ ム は1995年8月 に米 国で 、 引 き続

き11.月 に 日本 で 発売 され 話 題 を呼 ん だ マ イ クロ ソフ ト社 のWindows95が 話題 の 中心 で

あ る。

1990年 にWindows3.0と して発 売 され たWindowsシ リー ズ は、 その後 、 主流 とな った

Windows3.1、 日本語 化 され ず 日本 で 発売 され な か ったWFW(WindowsForWorkgrou-

ps)を 経 て、Windows95に 発展 した。Windows95は 、32ビ ッ ト対 応(MS-DOS、Window-

s3.1の16ビ ッ トア プ リケ ー シ ョンに も対 応)、MSN(MicrosoftNetwork)対 応 、 イ

ンタ ーネ ッ ト対 応 、Netware、NTServerへ の ネ ッ トワーキ ング機 能 、 ロ ング フ ァイ

ル ネ ーム の サ ポ ー ト、PlugandPlayの 実 現 、 マ ル チ メデ ィア 環境 へ の対 応 、Look

andFeelの 新 しいGUIな どの特 徴 に加 え 、 サ ポ ー トの負 担軽 減 、 利用 者 の生 産 性 の

向上 をを 目指 した オ ペ レー テ ィ ング ・システ ム で あ る。

マ イ ク ロ ソフ ト社 はWindowsNTシ リー ズのOSも 販売 して い る。WindowsNTに は サ

ーバ ー用(WindowsNTServer)と クライ ア ン ト用(WindowsNTWorkstation)の2タ イ

プが あ る。

Windows95は 発売 以 来 個 人 ユ ーザ ーの間 で は圧 倒 的 な人気 を博 して い るが 、企 業 が

Windows3.1か ら一 斉 にWindows95に バ ー ジ ョン ・ア ップ した例 は、 米国 で も 日本 で も

あ ま り伝 え られ て い な い。将 来 の ク ライ ア ン トOSの 主 流 が95な の かNTな の か 、 あ

る い はマ イ ク ロ ソ フ ト社 が 両者 を 統 合す るのか 、 今 の と ころ判 断 材料 が な く、企 業 の

情 報 シス テム 担 当部 門 が 様子 を見 て い るのが 実 状 の よ うで あ る。

パ ソ コ ンサ ーバ ー用OSは 、Novell社 のNetWareが 大 きな シェア を持 って い るが 、

WindowsNTが シ ェアを 広 げっ っ あ る。 ワー クステ ー シ ョンサ ーバ ー用OSは 、UNIXが

主 流 で あ るが 、WindowsNTが 搭載 可能 なMPUを 使 用 した機 種 もあ り、 ワー ク ステ ー

シ ョン=・UNIXと い う構 図 は崩 れ つ つ あ る。

ア ップル社 のMacintoshOS、IBM社 のOS/2Warpも それ ぞれ 特 徴 の あ る優 れ たO

Sと 言 わ れて い るが 、 マ イ ク ロ ソフ ト社 のWindowsの 前 に シ ェア を伸 ばせ な い で い る。

MacintoshはGUIでWindowsよ り勝 って い る と されて いたが 、Windows95の 発 売 に

よ り差 が な くな り、 ま た従 来優 位 にあ った マ ル チ メデ ィア分 野 の シtア もWindows95

の マル チ メデ ィア対 応 に よ り失 い は じめて い る。

一107一



(4)圧 縮伸長技術

・標準規格

静止画を対象 としたJPEG、 動画を対象 と したMPEG1、MPEG2が 標準規

格化 されて いる。現在、超低 ビッ トレー ト(1.OKビ ッ ト/秒)符 号化 に向けて標準

化の検討 中であ る。1998年 を目標 にMPEG4と して規格化 され る予定 といわれ る。

MPEG4は 主 に移動体通信での利用を 目指 している。

・その他の圧縮伸長技術

MPEG2は ハ イブ リッ ド符号化を要素技術 と して いるが、分析合成符号化、領域

分割 、非 ブロ ックベ ース動 き補償、 フラクタル符号化、 ウェーブ レッ ト変換 などの圧

縮方式 も研究 されている。いずれ もMPEG2に 採用 されてい る技術 よりも複雑 なア

ル ゴ リズム と言われて いる。 マイ クロプロセ ッサの性能 向上、マルチプロセ ッサ技術

の進歩 などによ り、 これ等新技術 が実用化 されて ゆ くものと思われる。

・圧縮伸長技術の応用

JPEGの デコーダーはパ ソコンOSに 標準的 に含まれて いる(ソ フ トウェア ・デ

コーダー)。MPEG1の デコーダーはパ ソコン用のア ドオ ンボー ドと して各種販売

されている。ゲーム機に もMPEG1デ コーデ ィング ・アダプターを装着可能な機種

が ある。 ビデオCDプ レーヤーはMPEG1の デ コーデ ィング機能を内蔵 して いる。

MPEG2は 放送分野で利用が始 まって いる。米国 ヒーズ ・エ レク トロニ クス社の

DirectTVや プライム スター社が サー ビスを開始 して お り、 そのための リアル ・エ ン

コーダーやセ ッ ト・トップ ・ボ ックスの開発 も行われて いる。 日本で も多チ ャンネル

〈150チ ャンネル程度)の ディジタル ・テ レビ放送がサー ビス開始 され る予定 であ

る。
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2.ネ ッ トワ ー ク コ ン ピュ ーテ ィ ング技 術

1960年 代の メインフレームの時代 、1970年 代 の ミニ コンの時代、1980年 代か ら1990

年代前半 にか けてのパ ソコンの時代 を経て、1990年 代の後半 はネ ッ トワー クコンピュ

ーテ ィングとい う新 しいパ ラダイムの時代が来 ると言われて いる
。

パ ソコンの出現 によりコンピュー タの世界は大 きく変化 した。 最初 は単独で ワー

プ ロや表計算 など、個人の生産性 向上のため に使用 され、あ るいは メイ ンフ レーム、

ミニ コンの端末 として使われて きた。パ ソコン通信、LANへ の組 み込 みな ど企業内

あ るいは地域 ネ ッ トワー クシステムの構成要素 と しての役割を経 て、い まや インター

ネ ッ トを インフラとす るグローバル ・ネッ トワークへの窓 口と しての機能 が クローズ

ア ップ されて きた。 グローバルな スケールですべての コンピュー タが ネ ッ トワー クに

組み込 まれ ることによ り、必要 に応 じてバ ーチャルな関係を構築す ることがで き、そ

れ こそ無数 のサイバ ースペースを創設す ることがで きる環境 とな りは じめて いる。

この ような環境 の実現のためには、ネ ッ トワーク ・サーバ ー、 ネ ッ トワー クOS、

ルー ター、 ブ リッジなどの接続機器 、高速 モデム、ネ ッ トワー ク管理技術 などのネ ッ

トワー ク関連技術 の進歩が不可欠で ある。通信バ ン ド幅 の向上,ATM技 術の発展な

どにより、マルチ メデ ィア ・アプ リケー シ ョンの大幅な進展が期待 され る。

ネ ッ トワー クコン ピューテ ィングで は、 インターネ ッ トが重要な要素の ひとっであ

り以下の よ うな関連技術が急速 に進歩 してい る。

・WWWブ ラ ウザ ー/ナ ビゲ ー ター

イ ンター ネ ッ ト内のWWWサ ーバ ーの 内容 を見 るた め の ソフ ト。 ネ ッ トス ケー プ

社 のNetscapeNavigatorが トップ シ ェア で あ る。

マ イ ク ロ ソ フ ト社 もlnternetExplorerを 無 償 で提供 して この 分 野 で の 地 位 確 保

を 狙 って い る。

・イ ンター ネ ッ ト ・デ ィ レク トリー

イ ンター ネ ッ ト内の 各 サ ーバ ーが 提供 す る膨 大 な情 報 の 中か ら、 目的 の 情 報 を探

し出す た め の サ ポ ー トを 行 う ソフ ト。Yahoo!が 有名。 ブ ラ ウザ ー/ナ ビゲ ー ター か

らは数 種 類 の デ ィ レク トリー を使 え るよ うに な って い る。
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・Webサ ーバ ー 構 築 技術

サ ーバ ーの ペ ー ジはHTML(HyperTextMarkupLanguage)と い う特 殊 な 言語

で 記述 す る必 要 が あ る。HTMLを 使 わ な くて もペ ー ジを作 成 で きる ソフ トが 、 ワ

ー プ ロ ソフ トメ ー カー
、 デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン トシス テ ム メー カ ー な どか ら発

売 され て い る。 ワー プ ロの記 述 をHTMLに 変 換 して ペ ー ジを作 成 す る、 あ るい は

デ ー タベ ー スの 内容 を利 用 してHTML記 述 を作 成 す る等 が その 機 能 で あ る。

マ イ ク ロ ソ フ ト社 のInternetAssistantfOrMicrosoftWord、 オ ラ クル社 の

OracleWebServerな どが製 品例 で あ る。

・オブジェク ト指 向言語

サ ン ・マ イクロシステムズ社が発表 したJava言 語 は、本来PDAな どで利用

す るための システム言語 として開発 された。開 発に当た って、簡単 、効率 的、小サ

イズ、マ シン ・アーキテ クチャに非依存 、セキ ュ リテ ィ機能 、安定性 、マルチス レ

ッ ド対応 を目指 して いたため、 ネ ッ トワー クコンピューテ ィング時代の言語 と して 、

注 目を浴びている。多 くの メーカーが、 日本 の メーカー も含めて、サ ンマ イクロシ

ステムズ社 か らライセ ンスを受 けることを決めて いる。Javaで 書かれた ブラウ

ザーHotJavaは 、Webペ ージに リアル タイム ・イ ンタラ クテ ィビテ ィとマ

ルチメデ ィア機能 を付加す ることがで きる。

・セキ ュ リテ ィー技術

インターネ ッ トはオープ ンなネ ッ トワー クで あるか ら、商取引な どに利用 され機

密を要す るデー タを送受す る場合には、セキ ュ リテ ィーが問題 にな る。 ネ ッ トスケ

ープ社 の暗号が学生 に見破 られて話題 にな った(95年8月 、9月)。 しか しセキ ュ

リティー技術 も着実に進歩 してお り、セキ ュ リテ ィー ・システムの ソフ トウェアを

提供す るRSAデ ー タセキ ュ リテ ィー社 、セキ ュ リテ ィーの コンサルテ ィングを行

うEIT社 等が技術を提 供 して いる。
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3.制 作技術

(1)オ ー サ リ ング ・システ ム

マ ルチ メデ ィア の コ ンテ ンツ作 成 の た めの オ ーサ リング ・シス テ ム は、CD-RO

Mタ イ トル を作成 す る ため の ツ ー ル と して 発展 して きた。 ユ ー ザ ー フ レ ン ドリーな操

作 環 境(GUDが マ ル チ メデ ィア に適 して い たた め、 ア ップ ル社 のMacintoshを プ

ラ ッ トフ ォー ム とす る システ ムが 多 か ったが 、Windows95の 発売 と共 にMacintosh版

のWindowsへ の 移 植 、Windows用 システ ムの 開 発が 進 んで お り、Windowsプ ラ ッ トフ

ォー ムの シ ェアが 伸 び て い る。

(2)WWW用 オ ーサ リング ・シス テ ム

・2次 元 システ ム

イ ンタ ーネ ッ トを 利 用 して 情報 発信 を行 うため に、Webサ ー バ ー の構 築 が盛 ん に

な り、 その た めの システ ムが 開 発 されて い る(前 述:ネ ッ トワー ク コ ン ピュー テ ィ ン

グ技 術 の 項参 照)。

イ ンター ネ ッ ト利用 の効 果 を あ げ るた め に はWebサ ーバ ー の ペ ー ジに人 を 引 きつ

け る魅 力 が必 要 で あ る。 今 後大 い に発 展す るエ レク トリック ・コマ ー ス、 の 分野 、 な

かで もオ ンラ イ ン ・シ ョッ ピ ングの ため の仮 想 商店 街(バ ー チ ャル ・モ ール)で は特

に重 要 な課 題 で あ る。

HTML言 語 で は、 多 くの文 字 書 体 を使 った り、複 雑 な レイ ア ウ トの ペ ー ジを作 る

こと に は限界 が あ る。 ア ドビ ・シス テム ズ社 のAcrobatは 、 よ り複 雑 な レイ ア ウ トを

可 能 に し、Webサ ーバ 上 での 電 子 出版 的 な ア プ リケ ー シ ョンに使 用 で き る。 プ ロ グ

レ ッシ ブ ・ネ ッ トワー ク社 のRealAudioは 、Webペ ー ジ上 で リアル タイ ム に音 声 の

再 生 が可 能 な ソ フ トウ ェア で あ る。 またマ ク ロメデ ィア社 のShockwaveforDirector

は、CD-ROM用 の オ ー サ リ ング ・システ ム と して 定評 の あ る同 社 のDirectorで 作

成 した 、画 像 ・映 像 、 音声 、 アニ メー シ ョンな どのマ ル チ メデ ィ ア ・コ ンテ ンツを、

Webペ ー ジ上 で 利 用 可能 に した ソ フ トウ ェアで あ る。
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・3次 元 システ ム

バ ー チ ャル ・モ ー ル な どの ア プ リケ ー シ ョ ンで は、 よ り表 現 力 の あ る手 法 が望 ま し

い。

ア ップル社 のQuickTimeVRは 仮 想 現 実(バ ーチ ャル ・リア リテ ィー)的 表現 が可 能

な シ ステム で あ る。 よ り進 ん だ手 法 と してVRML(VirtualRealityModelingLan-

guage)が 使 われ は じめ て い る。3次 元CGに よ るモ デ リングが 可 能 で 、3次 元 空 間 を

自 由 に動 きま われ るよ うなWebペ ー ジを作 成 す る ことが で き る。

す で に 日本 で も、 野 村 総 合 研 究 所 が 主 宰 す るバ ー チ ャル ・モ ール 「電 活 ク ラ ブ」

(http://ec.nri.co.jp/clclub/)で はVRML準 拠 の3次 元CGに よ る仮 想 都 市 を

オ ー プ ン した。

千 里 国際 情報 事 業 財 団 の 「0-kiniCity」(http://www.hankyu.co.jp/o-kini/)

で も採 用 を予 定 して い る。

パ ソ コ ン通 信 ピー プ ル と三 菱 商事 が提 携 して 進 め て い る 「PeopleSpace」 で は、

VRMLの 拡 張版 で あ る米 国 ワール ズ社 のVRML+を 使 用 す る こ とに な って い る。

rPeopleSpace」 で は将 来音 声 に よ る会話 も予定 して い る。
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4.ヒ ュ ー マ ン イ ン タ ー フ ェ ー ス技 術

(1)GUI(グ ラ フ ィカ ル ・ユ ーザ ー ・イ ンタ ー フ ェー ス)

使 い易 さを特 徴 の ひ とつ とす るWindows95の 出現 に よ って 、 ア イ コ ンとボ タ ンによ

るGUIが パ ソ コ ンOSの ヒュー マ ンイ ン ター フェー スの 標準 とな った感 が あ る。

イ ンタ ー ネ ッ トのWWWブ ラ ウザ ー(ナ ビゲ ー ター)は 各 メー カ ー共 改 良 を重 ねて

い る。 今 後 はJava言 語 の 導 入 に よ って 、 ア ニ メー シ ョ ン、音 声 な ど を簡 単 に取 り

入 れ るる こ とが で き、 マル チ メデ ィア対 応 の ブ ラ ウザ ー が実 現 す る。 ネ ッ トワ ー ク コ

ン ピュー テ ィ ン グ時 代 の コ ン ピュー タ システ ム との ヒュー マ ンイ ンター フ ェー ス は、

OSのGUIで な く、 ブ ラ ウザ ー のGUIに な るだ ろ う と も言 わ れ て い る。

(2)画 像 入力装 置

マルチ メデ ィアデー タの入力装置のなかで 、最近の進歩が著 しいのがデ ジタル ・ス

チルカメラであ る。

ビデオ カメラ用の安価なCCD(41万 画素)を 利用 したポケ ッ トサイズの ものは価

格が数万 円か ら手 にはいる(カ シオQV-106万5千 円)。 銀塩 フィルム使用のカ メラ

で撮影 した画像の場合、 コンピュータのデータ と して使用す るためには、現像、印画

紙への焼 き付 けを経 た上でスキ ャナーで読み込む必要があ った。デ ジタル ・スチルカ

メラでは、 その まま ビッ トス トリームと して送 り込む ことがで きる。そのままWeb

ペー ジには りっ けて、 リアルタイム画像 と して提供す ることも可能であ る。高画質が

必要な場合 には、デ ジタル ・スチルカ メラ専用のCCD(150万 画素)を 搭載 した

モデル も発売 されて お り、 目的 に応 じて選択す ることがで きる。

(3)表 示装 置

会議やプ レゼ ンテー ションの際 に、 コンピュータの出力をス ク リー ンに投影 したい

場合があ る。静止画 な らばプ リンターでOHPシ ー トに出力 してOHPで 投影 、動画

な らば ビデオ出力 した映像をVTRか らプロ ジェクタで投影す るのが通常の方法で あ

った。デー タプ ロジェクタを使用すれば、 コ ンピュータの出力を直接 ス クリー ンに投

影で きる。

従来のプ ロジェクタは3管 式 と呼ばれ る方式で、 コンピュー タ出力のR、G、B信
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号にそれぞれ1本 ずっのCRTを 対応 させ、 スク リー ン上で1っ の カラー画像 と して

合成す るものであ った。 これに対 し、液晶 データプ ロジェクタは内部でRGB合 成 を

行 った後 に投影す る。3管 式に比べ て小型軽量(10～20KG)で あ り、低価格(60～

200万 円、3管 式 は200～1000万 円)な ため急速 に普及 しは じめたg

ワープロ出力を プ レゼ ンテーシ ョン画面 に変換す るソフ ト(マ イ クロソフ ト社の

PowerPointな ど)も 販売 されて いる。ペーパー レスでの情報共有化 の一方法 と して利

用が拡大す る もの と思われ る。
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5.マ ル チ メ デ ィア ・デ ー タ ベ ー ス技 術

(1)マ ルチ メデ ィア ・デー タベ ースが持つべ き技術 的要件

マルチ メデ ィア ・データは従来 コンピュータが得意 と して きた数値データ、文字 デ

ータあるいは文書 データ以外のあ らゆる種類のデー タが対 象 となる。マルチメデ ィア

・データは、データ量が 巨大であ り、時間に依存す る場合があ り、また メデ ィアその

ものに深 く関係 して お り、複数の種類のデータが組み合わ されて いる ことが 多いとい

った特徴 がある。イ メー ジ、 グラフィックス、アニ メー ション、オーディオ、 ビデオ

な どがマルチメデ ィア ・データの対象とな っている。 これ らマルチ メデ ィア ・データ

を蓄積 ・格納す るためのデータベ ース もい くつかの技術的要件を満足 して いる必要が

あ る。

・複雑なデー タ構造の定義 と大量 のデータの格納

マルチメデ ィア ・デ ータはまず大容量 のデー タのハ ン ドリングが可能で なければな

らない。 さ らに高速で検索 し内容 の読みだ しや更新等 を行 うためには、データ構造の

定義がされて いる必要が ある。

・データの連続性

画像(動 画像)、 音声 などは格納 されているデータベ ースか らクライア ン トまで連

続的 に転送 されねばな らない。データベース自身が、デ ータの連続性を確保す る機能

を持つ必要があ る。

・実時間性

動画像、音声などの処理のためには、連続性と同様実時間性も必要な機能である。

高速処理が可能なアルゴリズムが必要要件である。

(2)マ ル チ メ デ ィア ・デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン トシス テム

マル チ メデ ィア ・デ ー タベ ー スに必 要 な技 術 的要 件 を 、 完 全 に満 たす よ うな デ ー タ

ベ ー ス ・マ ネ ジメ ン トシ ステ ム は未 だ開 発 され て いな い。 基盤 技 術 は リ レー シ ョナル

・デー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ ン トシ ステ ム、 オ ブ ジ ェ ク ト指 向 デ ー タベ ー ス ・マ ネ ジ メ
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ン トシステム、両者 を組み合わせ たマ ネジメン トシステムが主流で ある。 しか し既存

のデータベース ・マネ ジメン トをベ ースと した実用化へ 向けての進歩 は、最近 目覚 ま

しい。

例えばオ ラクル社が最近発表 したOracle7リ リース7.3で は、SpacialData(空 間

デー タ)を リレー ショナル ・デー タと同 じ方法で効率良 く格納 し、簡単にア クセスす

ることが可能にな った。経度、緯度、標高 などの地理情報、気温、湿度な どの科学情

報、年齢 、性別、家族構成 などの人 口統計情報、その他物理情報、時間情報な どをデ

ータベース上 に画像 デー タとして格納 し
、操作、保存す ることが容易 にな った。 また

動 画 な どの マ ルチ メデ ィ ア ・デ ー タ と リ レー シ ョナ ル ・デ ー タベ ー ス の デ ー タを 統 合

す るVideoServerOptionも 提 供 され た。 マ ルチ メデ ィア ・デ ー タ はOracle7と は別

の サ ーバ ー上 で 稼 動す るが 、両 者 が 連 携 しなが ら クラ イア ン トに対 して マ ル チ メデ ィ

ア ・デ ー タの提 供 を 行 うこ とが で き る。
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6.エ ー ジェン ト技術

情報処理の さまざまな分野でエー ジェン トと言 う言葉が使われは じめて いる。オ ブ

ジェク トの次の世代 の基盤技術 とさえ言 われて いる。すでにUNIXネ ッ トワー ク管

理 システム ソフ トウェアにはエー ジェン トが組み込 まれている。 また 日本 で もユ ーザ

ーの希望 に応 じるエー ジェン ト機能を備えたマルチメデ ィア通信サ ー ビスが開始 され

る予定で あ る。

(1)エ ー ジェ ン トとは

人工知能の分野 ではエー ジェン トを 「外部の環境変化を認知 し、環境 に対 して 自律

的に作用 を及ぼす ことので きる もの、あ るいはそれ自身」 と定義 して いる。情報科学

では 「目的達成のために 自律的に作業を行 うソフ トウェア ・モ ジュール」を指す。 こ

れ らの定義 に対 し、最近情報処理分野で話題 になって いるエー ジェ ン トは、 「ユーザ

ーの仕事 を代行で きる代理人の能力を持つ もの」と言 う意味で使われて いる。手続 き

をその都度指示 しな ければな らなか った従来の ソフ トウェアに対 し、外部の環境変化

を自分 自身が認識 し自発的に対応策を講 じることので きる新 しい ソフ トウェア と理解

す ることがで きる。

(2)エ ー ジェ ン トの性 質

エ ー ジェ ン ト ・ソ フ トウ ェア は次 の よ うな性 質 を備 え て い る。

・自律性

・協調性

・適応性

・局所性

・移動性

これらの性質を生かし、

代行する代理人」

外部 の環境変化を認識 して自分 自身で 自己の動作 を決定す る

独立分散 したエー ジェ ン トが協力 して 目的を達成す る

目的、環境、条件等 に対 しダイナ ミックにかつ柔軟 に対応す る

局所 的な情報のみで動作す る

システム内空間を移動 して処理 を行 う

「ユーザーか ら一定の権限を委嘱 され、ユ ーザーの仕事 を

と して の機能を果 たすのがエ ージェン トである。

(3)エ ー ジェ ン トの 種類

エ ー ジェ ン トに は次 の よ うな種 類 が あ る。

・イ ンター フ ェー スエ ー ジェ ン ト
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ユ ーザー とコンピュー タとの間に介在 して、 コンピュータ利用 の際の負荷の

軽減 や創造性 の支援な どを行 う

・モバ イルエージェン ト

ネットワーク上を移動して物理的に分散している情報源の検索などを行う

・ネ ッ トワー クエー ジェ ン ト

ネ ッ トワーク全体の資源管理な どを行 う

・マルチエー ジェン ト

エー ジェン ト群を構成す るそれぞれの自律的エー ジェン トが、協調的 に行動

す る事によ って、 システム全体の 目的を達成す る

・エー ジェ ン ト指 向プログラ ミング

エ ージェン ト技術 を基礎にお くプログラ ミングの枠組み、方法論、言語

(4)エ ー ジ ェ ン トの事 例

●OpenAgentArchitecture

SRIInternationalCorp.で 開 発 され て い るイ ンター フ ェー スエ ー ジ ェ ン ト。

OfficeAssistantと 呼 ば れ 、例 え ばrSendmailtoSmith'sboss.」 と入 力 す る と、

デ ー タベ ー ス の中 にSmith'sBossを 見 つ け てe-mailaddressを メー ル エ ー ジェ ン ト

に送 って くれ る。

・NewWave

HP社 で 開 発 されて い る イ ンター フ ェ ー スエ ー ジ ェ ン ト。

Windows環 境 で動 作 し、 膨 大 な情 報 の中 か ら目的 の もの を 選択 し、 迅 速 な意 思 決 定

の 支援 を行 う。

・Maxims

MITMediaLab.で 開 発 され て い る イ ン ター フ ェー スエ ー ジェ ン ト。

ユ ー ザ ー に代 わ って電 子 メー ル に優 先順 位 をっ けた り、 削 除 、転 送 、 並 び替 え、 保

存 な どを 行 う。

・Softbot

ワ シ ン トン大 学 で 開 発 され た イ ンター フ ェー スエ ー ジ ェ ン ト。

イ ンター ネ ッ ト上 の 各 種 の ユ ー テ ィ リテ ィー(ftp、telnet、mail、archieな ど)

を用 いて ユ ー ザ ー を支 援 す る。
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・その他 イ ンター フ ェー ス エ ー ジ ェ ン トに は ア ップ ル社 の ナ レッ ジナ ビゲ ー タ、 東芝 、

東 京 大学 、 ソニ ー 、 電総 研 な どで 開 発 され て い る擬 人 化 エ ー ジ ェ ン トが あ る。

・Telescript

GeneralMagic社 が 開 発 した モ バ イル エ ー ジ ェ ン ト用 言 語 。

ネ ッ トワー ク上 を移 動 して ユ ー ザ ーの 手 助 け をす る。AT&T、 フ ラ ンス テ レコム、

NTT、 ソニ ー 、富 士 通 、 松 下 電 器等 がGeneralMagic社 に資 本参 加 して い る。 日

本 で はエ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・フ ァ ン企画 株 式 会社 が、 マ ル チ メデ ィア通 信 サ ー ビス

rPaseo」 でTelescriptの エ ー ジェ ン ト機 能 を利 用 す る。

●AgentTcl

Dartmouth大 学 で 試 作 中 の情 報 検 索 、情 報 管 理 の た めの モ バ イ ルエ ー ジェ ン トシス

テ ム。

・Tacoma

Cornell大 学 で 開 発 され た モ バ イ ルエ ー ジ ェ ン トシス テ ム。

・SMAP(SystemManagementApPlicationProcess)

OSIネ ッ トワ ー ク管 理 の た め の ネ ッ トワー クエー ジ ェ ン ト。

・SNMP(SimpleNetworkManagemntProtocol)

TCP/IP管 理 ネ ッ トワ ー ク管理 の た めの ネ ッ トワー クエ ー ジ ェン ト。

・災害 救 助 支援 シス テ ム

NTTデ ー タ通 信(株)とSRIInternationalCorp.が 共 同 開 発 して い るネ ッ トワ

ー クエ ー ジ ェ ン ト。

・イ ンテ リジ ェ ン ト ・エ ー ジェ ン ト

IBM社 が 開発 して い る ネ ッ トワー クエ ー ジ ェ ン ト。

メイ ンフ レー ムや パ ソ コ ンを ネ ッ トワー クで統 合 した ク ライア ン ト/サ ー バ ー シス

テ ムの 運用 、管 理 、 構 築 を 支 援 す る。

・OracleWebServer

オ ラ クル社 が 開 発 販 売 す るネ ッ トワー クエ ー ジ ェ ン ト。

WebAgentが ブ ラ ウザ ーを通 してユ ー ザ ー の ア クセ ス要 求 を受 けて 、RDBの 検 索

プ ロ グ ラム を起 動 す る。 検索 結 果 は 自動 的 にHTML変 換 され 、 ホー ムペ ー ジを 自

動 的 に 作成 す る。 ユ ーザ ー はWWWに ア クセ スす るの と全 く同 じ方法 でRDBの 検

索 結 果 を見 る こ とが で き る。
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第6章

行政情報 システムのプロ トタイプ

・システムの基本設計





第6章 将来の行政情報 システムのプ ロ トタイプ ・システムの基本設計

1.プ ロ トタイプ ・システム設計の主 旨

本調査研究で は、行政 情報化の推進計画 に基づいて作成 され た 「通商産業行政の情報

の推進に関す るアクシ ョン ・プログラム」(94年11月 中間報告)に 基づ く省内情報 シス

テムが完成 し、組織 内 に定着 して いる2010年 頃を見通 した通産省の行政情報 システムの

将 来イメー ジを平成6年 度 より構想 して きた。

その結果、2010年 頃の行政情報 システムの将来の姿 は、以下 のよ うな特徴 を持つ こと

にまとめ られ ることを示 して きた。

(1)ネ ッ トワークの発達 によ り、仕事を行 う時 に通産省 内の既存の組織にとらわれ

ず、世界中か ら最適な人を選んで、バ ーチャル ・オーガニゼーシ ョンを形成 し

て仕事 を行 うよ うにな る。

(2)携 帯端末 と無線通信の発達 によ り、 どこに居て もコ ミュニケー ションを とりな

が ら、仕事を行 うことがで きる。在宅勤務やサテ ライ ト・オ フィスなどが普及

す る。

(3)マ ルチ メデ ィア ・データベースとマルチメデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョンが発達

して、報告書 や資料 に画像 、音声、映像が組み込 まれ る。

(4)国 民は政府の窓 口をひとっ と考え ることがで きる。

平成6年 度は、 こう した特徴を有す る将来の行政情報 システムの中で想定 され る具体

的な行政業務、特 に政策企画立案 ・対外交渉 ・技術開発 ・エマー ジェンシー対策な どの

非定常業務のケーススタデ ィを複数挙 げることによ り、そのプ ロセス(業 務のパ ター ン、

行動事例、マルチメデ ィア応用例 、関連す る技術)を 示 した。

また、将来の行政業務 に利用 され、必要 と思われ るマルチ メデ ィア応用関連技術にっ

いての現在での進捗状況 を調査 して、 プロ トタイプ ・システムでの開発対象 として意義

があ ると考 え るものを以下の2つ に絞 った。

[〉マルチメデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術

じ映像 ・音声デ ータに文字 イ ンデ ックスをつけ るマルチ メデ ィア ・データベース

構築技術
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さらに、行政情報 システムの将 来 イメー ジを描 くブ レー ンス トー ミング討議 を通 して、

プ ロ トタイプ ・システムの要点 と して、

・プ レゼ ンテー シ ョン(に 優れて いること)・

・マルチ メディア ・データベ ース(の 構造 を持つ こと)

・シ ミュ レー ション(の 機能 を もっ こと)

・情報の流通/利 活用(を 考慮 した もの、例えばCALS(生 産 ・調達 ・運用支援

統合情 報 システム)に 準 じた もの)

の 各ポイン トについて配慮 した ものであ ることが指摘 された。,、

この ような経緯をふ まえて、行政情報 システムの将来像の一部の機能 を持つ プロ トタ

イプ ・システムの基本設計 に取 りかか った。

プロ トタイプ ・システムの設計 を行 う主 旨を端 的に言えば、プ ロ トタイプ ・システ ム

を開発 して、実際にデモ ンス トレー シ ョンを行 うことにより、将来 の行政情報 システム

にお いてマルチ メデ ィアが有効 な道具 になる ことを実証す ることであ る。

基本設計で は、まず扱 う業務 のテーマを決 めることである。上述の経緯 を配慮 し、か

っ 開発対象とな る技術が有効 に生か され る政策立案関連業務 と して、地理 的情報な どの

画像、映像利用が多 くな りつっあ る国際的な地球環境関連領域の テーマに絞 られ た。そ

の中で典型的な政策テーマの ひとっで ある、二酸化炭素の発生量 を経済成長 を維持 させ

なが ら抑制 させ る政策をテーマ と して プロ トタイプ ・システムの基本設計を進 めた。

2.デ モ ンス トレー ション用 ス トー リー

プロ トタイプ ・システム上で実行 され るデモ ンス トレーシ ョン用のテーマ はr二 酸化

炭素の発生量を経済成長を維持 させなが ら抑制 させ る政策』 と題す る もので ある。 この

デモ ンス トレーシ ョン用 ス トー リーの イメー ジ図を、図6.1に 示す。

地球環境問題 に関連す る政策、 ここで は二酸化炭素等による地球温暖化防止策 を立案

す る段 階で作成す る報告書 にマルチメディア情報 を盛 り込む こと。 あるいは、そ うした

報 告を行 うこと、すなわちマルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョンを行 うこと。 この2っ

の業務 の場面を想定 してい る。プ ロ トタイプ ・システムで これ らの業務過程を概略実現

し、デモ ンス トレー シ ョンを行 う。
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-一
図6.1 プ ロ トタイプ ・システムの イメー ジ図

r二酸化炭素の発生量を経斉成長を維持させながら抑制させる政策案に向けて』報告書の作成まで
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よ り具体的 なデモ ンス トレー シ ョン用 ス トー リーは、現時点で は以下 のよ うな流れで

行われ ることを想定 して いる。ただ し、平成8年 度の プロ トタイプ ・システムの開発時

点 で引用す る資料デー タの変更があるか も知れない。

2.1現 状把握および成 り行きでの将来予測

各国のエネルギー事情や日本やOECD諸 国のエネルギー政策のこれまでの過去の経

緯やデータが把握できる。ここで提示される主な情報(画 面)は 以下の項目となる。

・世界の地域別にみたCO2排 出量の年次変化

(世界地図上でみたCO2排 出量の年次変化を含む)

・日本のCO2排 出量の年次変化

(発生分野別:産 業部門、民生家庭部門、運輸部門)

・成 り行きで進んだ場合の世界の地域別にみたCO2排 出量の年次変化の予測

・成 り行きで進んだ場合の日本のCO2排 出量の年次変化の予測

(発生分野別:産 業部門、民生家庭部門、運輸部門)

そのためのエ ネルギー政策 に関連 した下記のよ うな元 デー タがデータベー ス化 されて

いると仮定す る。

元データとその概説

①報告書 「エネルギー政策の歩み と展望」資源エネルギー庁編1993年7月 刊

この報告書内容 は以下 の3点 か らな り、 日本のエネルギー政策 の歴史 に詳 しい。

・過去20年 間程度 の世界/日 本のエネルギー需給(～1991年 まで)

・国内エネルギー政策の変遷(石 油政策 ,省 エネ政策な どの各9論)

・国内エネルギー政策 の中期的展望(石 油政策 ,省 エ ネ政策などの各9論)

②報告書 「温暖化への世界戦略一 気候変動 に関す る政府 間パ ネルの温暖化対策(EIS

報告)と 提言一 」通産省立地公害局監修,

(肋地球産業文化研究所編 ・翻訳,1991年5月 刊行

この報告書 はIPCC(IntergovernmentalPanelonClimateChange:気 候 変動 に関

す る政府間パネル)第3作 業部会のEIS(エネルギー と産業サブグループ)報 告 の完訳 で、温

暖化対応の国際条約の交渉で最 も重要な報告書 と位置づけ られて いる。
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・1編 第3章IPCC第 一次報告書の概要 と結論

(1990年8月 に採択 されたIPCCrOverviewandConclusion」 の邦訳)

・[編 第2章 エ ネルギー ・産業部門の役割

2.6節 各国スタデ ィの結果 ・・各国GNP、 一 次エネルギ、CO2排 出量の

研究結果の要約(1985年 ⇒・2025年)

③ 報告 書 「地球再生14の 提言一 今後の エネルギー環 境対策のあ りかた一 」

通産省編,1993年4月 刊

この報告書 は産業構造審議会、総合 エネルギー調査会、産業技術審議会、各審議

会のエネルギー環境特別部会合同会議の検討結果である。

・審議 をおえて(企 画小委員会委員長 茅陽一)の 文

・・日本政府90年 秋 発表の温暖化防止行動計画 に言及

・第1部 第1章2節 地球温暖化問題における環境保 全、経済成長 、エネルギー需給安定

の 「三位一体」の対応の必要性

・第1部 第2章3節 技術 開発及 び技術移転等の国際協 力の推進

・第1部 終わ りの図表 ・・エネルギー環境対策の総合的推進 を示 した体系図

・第 皿部第1章(1)① エ ネルギー有効利用対策の抜本的拡充

(ア)産 業部門 におけ る対策/(イ)民 生業務部門 にお ける対策

(ウ)民 生家庭部 門における対策/(エ)運 輸部門 にお ける対策

(オ)技 術関連施策(部 門横断的対策)/(カ)政 策手段の見直 し

・第1部 第1章 ②② その他 の非化石エネルギーの導入促進

(ア)新 エネルギー(太陽光発電、風 力発電、燃料電池発電)

(イ)水 力、地熱等 の再生可能 エネルギー

・第 五部第3章(全 部)技 術開発及び技術移転等の国際協力の推進

(ア)地 球再生計画/(イ)地 球環境保全のための技術開発

(ウ)エ ネルギー環境分野におけ る国際協力

・第皿部資料編1 .ECO2排 出量安定化のための経済的措 置影響 分析モデル

・第皿部 資料編1 .F各 国の温室効果 ガス排出抑制 目標

Gヨ ー ロ ッパ諸国の炭素税

・第皿部資料編IV .そ の他A地 球温暖化防止行動計画

・・平成2年 の 日本の閣議決定
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④ 「GRIDDATABOOKＬGRID-Tsukuba(国 立 環 境 研 究所/地 球 環 境研 究 セ ン ター)

1950年 ～2100年 の世 界 の 化 石 燃料 及 び セ メ ン トか らの二 酸 化 炭 素 排 出量 の 濃度

分 布 図

(注)GRID:GlobalResourceInformationDatabase

2.2政 策を実施 した場合の効果または影響度のシミュレーション

OECD諸 国を中心に世界各国が これか らエネルギー政策を行った場合の効果(世 界

のCO2排 出量の予測)や 、日本がこれから行 うエネルギー政策(炭 素税の導入や技術

導入など)を 取 った場合の効果(日 本のCO2排 出量の予測)と 影響度(炭 素税とGN

P伸 び率減少の相関予測)が 理解される。ここで提示される主な情報(画 面)は 以下の

項目となる。

・政策を実施した場合の世界の地域別にみたCO2排 出量の年次変化の予測

(世界地図上でみたCO2排 出量の年次変化を含む)

・政策を実施 した場合の日本のCO2排 出量の年次変化の予測

(政策別:炭 素税導入、革新技術の導入)

・炭素税導入の場合に想定 されるGNP伸 び率の減少の影響度の予測

そのため に関連 した下記のような元データがデータベー ス化 されて いると仮定す る。

元データとその概説

① 「GRIDDATABOOKＬGRID-Tsukuba(国 立環境研究所/地 球環境研究 セ ンター)

1950年 ～2100年 の世界の化石燃料及 びセ メ ン トか らの二酸化炭素排 出量 の濃度

分布 図

② 日本の 「炭素税導入 とGNP伸 び率の関係予想図表」

2.3二 酸化炭素増加 による実害予測の シミュ レーシ ョン

地球環境 問題の主 テーマのひ とつで ある温暖化現象に二酸化炭素増加が影響 し、その結

果海面上昇 が起 こることが理解 され、 さらに政策 を実施 した場合 と成 り行 きで いった場合
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の実害の有り無しが理解される。ここで提示される主な情報(画 面)は 以下の項 目となる。

・地球温暖化による海面上昇予測

(成り行きでの予測、政策実施時での予測)

・海抜ゼロm地 域の現在の実写映像

・海抜ゼロm地 域の地球温暖化影響予測

そのために関連 した下記の よ うな元データがデータベース化 されてい ると仮定す る。

元データ とその概説

①報 告書 「地球 温暖化の影響予測－IPCC第2作 業部会報告書一」西岡秀三監訳,

1992年4月 刊

この報告書 はIPCC第2作 業部会(気 候変動の環境的 ・社会経済 的影響評価)の

報告書で、1990年10～11月 の第2回 世界気象会議 に公表 された ものであ る。

・第5章2節 気候変動が居住 に及ぼす影響の要約 ・・モル ジブの危機の記述 あ り

・第6章2節 海面上昇 とそれに関連 した気候変動 の社会 ・経済 と生態系へ の影

響 ・・海面上昇の将来予測の図表が掲載、モル ジブの水没の記述 あ

り

2.4マ ルチメデ ィア報告書の作成

上記(1)～(4)の シ ミュレ一一ーシ ョン結果を含んだ政策立案の ためのマルチメデ ィ

ア報告書 「二酸化炭素の発生量を経済成長 を維持 させなが ら抑制 させ る政策案 に向 け

て」という報告書が、プ ロ トタイプ ・システム上で作成 され る。

作成 されたマルチ メデ ィア報告書 は、マルチ メディア ・データベ ース上 に格納 され、

あ とで更新や検索を行 うことがで きる。

また、作成 されたマルチ メデ ィア報告書 は音声や動画 も取 り込 めるよ うにな った拡張

rSGML」 形式(あ るいはHTML(hypertextmarkuplanguage)形 式)で 保存 され、

イ ンターネ ッ トなどのネ ッ トワーク 上に流通 され、国民や民間企業 のCALS(生 産 ・

調達 ・運用 支援統合情 報 システム)に スムーズに活用 され るよ うにな って いる。
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3.プ ロ トタイプ ・システムの クライア ン ト画面設計

マルチメデ ィア情報を含む報告書の作成作業場面を想定 してつ くられた、 プロ トタイ

プ ・システムで デモ ンス トレー シ ョンされる内容 は以下 にたてわけ られる。

(1)現 在 までの世界/日 本 の二酸化炭素発生量の推移

(2)施 策 な しの場合、成 り行 きでの二酸化炭素発生量 の将来予測(既 知)

(3)炭 素税、電気 自動車、太陽光発電 などの政策対応 した場合の影響度の

予測 シ ミュ レー ション

(4)実 害予測の シ ミュレーシ ョン

・海抜 ゼロメー トル地域 の映像

・海抜 ゼロメー トル地域の影響度 シ ミュ レー ション

これ らの内容を映像を含んでわか りやす く表現で き、加工処理 も操作 しやす い クライ

ア ン ト画面を設計 す る。

4.プ ロ トタ イプ ・システ ム のハ ー ドウェ ア仕様 設 計

プ ロ トタイ プ ・シス テム で実 施 され るデモ ンス トレー シ ョンにお いて は、物 理 的 な ク

ライア ン ト/サ ー バ ー環 境 を必 ず しも構 築 す る必 要 は な い。

この ため 、 デモ ンス トレー シ ョンが行 いや す い よ うに可搬 で き るCD-ROM内 蔵 ノー トブ

ックパ ソコ ンにて 、 クラ イア ン ト/サ ーバ ー シス テ ムの 擬似 環 境 を構 築 し、CD-ROM側 に

サ ーバ ー機能 を擬 似 的 に設 定 す る(詳 しくは第6章 の詳 細設 計 を参 照)。

プ ラ ッ トホ ー ム と して 、Windows版 パ ソ コ ンを 前 提 にす る。 パ ソコ ンの 仕 様 に は、 デ

モ ンス トレー シ ョン実現 の た め に 、以 下 の よ うな 必 要 かっ最 小 限の機 能 を もた せ る。

パ ソ コ ンの仕 様 例

CPUPentium120MHz

RAM32MB

Screen12.1イ ンチ 、TFTColor、800×600

音 源SoundBlaster互 換

補 助 記憶 装 置4倍 速CD-ROM、FDD(ノ ー ト型)
HDD810MB

5.プ ロ トタイ プ ・シ ステム の ソ フ トウ ェア仕 様 設 計

プロ トタ イ プ ・システ ムで 構 築 す る ソフ トウ ェア環 境 は、 以 下 の ことを意 識 して設 計

され る。

(1)GUIに マ ルチ メデ ィア ら しさ を盛 り込 む 。
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(2)用 意す るデータ量 に限 りがあるため、本格的なマルチ メディア ・データベー

スにな らない。GUI上 で はあたか もマルチメデ ィア ・データベースを操作

す るかの ごと く表現す る。

(3)CALSを 意識 して、文章形式 にSGMLを 採用す る。

これ らを実 現 す る ため 、 擬似 クラ イ ア ン トと して のパ ソコ ン側 に は、 プ レゼ ンテ ー シ

ョン資 料 制作 ツ ー ル と して の オ ーサ リング ・テ ンプ レー トを開 発 し用 意す る。 この テ ン

プ レー トで作 成 され た資 料 の再 生 用 に ビュー ワーエ ンジ ンを開 発 し用 意 す る。

デ モ ンス トレー シ ョンは、 オ ーサ リング ・テ ンプ レー トか ら、CD-ROMに 個 別 に格納 さ

れ て い るマ ル チ メデ ィア ・デー タベ ー スか ら必 要 なデ ー タを選 択 し、 テ ンプ レー ト上 に

張 りつ け る。 次 に仕 上 げ られ た テ ンプ レー トを プ レゼ ンテー シ ョン資 料 と して、 ラ ンタ

イ ム化 し、 開 発 した ビ ュー ワ ーで再 生 す る。

ソフ トウ ェア環 境 例

OSWindows95(日 本 語)

オ ー サ リング テ ンプ レー ト開 発 マ ル チ メデ ィア ツ ール ブ ック

ビュー ワー エ ン ジ ン マル チ メデ ィア ツ ール ブ ック

静 止 画Photoshop

動 画/音 声VideoForWindows

テ キ ス トMS-Word、 一 太 郎

グ ラ フ,表(シ ミュ レー シ ョ ン用)Excel

なお、プロ トタイプ ・システムで の クライア ン ト/サ ーバ環境 の概略 イメー ジ図を図

6.2に 示す。

図6.2プ ロ トタイプ ・システムで構築 される環境

一
デ一夕ファイ
ル ー

サ ーバ

ン

プ

リ

ン

サ

テ

ト

一

・

一

オ

グ

レ

ビ ュ ー ワ ー

・エ ン ジ ン

クラ イア ン ト

CD-ROM内 蔵 ノー トブ ックパ ソ コ ンにて擬 似 環 境 を 構 築
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第7章

行政情報 システムのプロ トタイプ

・システムの詳細設計



「



第7章 行政情報システムのプロ トタイプ ・システムの詳細設計

1.プ ロ トタイ プ ・システム詳細 設計の概 要

○

●

本詳細設計ではマルチメディア・データベース及び、そのデータを利用 したプ

レゼ ンテーションオーサ リングツールのプロ トタイプ・システム開発の内容 を

まとめている。

今回のプロトタイプ ・システムの開発目的は、様々な形態 ・種類のデータが混

在 している、いわゆるマルチメディアデータを分類 し、かつ再利用す るため

の、マルチメディア擬似データベース及び、プ レゼンテーション・オーサ リン

グツールを提供するものである。

擬似マルチメディアデータベースは、テキス ト、グラフィックス、音声、映

像の各種データをツ リー構造で配置し、かつアクセスを行 うためのインデ ッ

クスデータを同時に有する構造 としている。これによって、プ レゼ ンテー

ション・オーサ リングツールか らのアクセサビリティが確保できる。また、

ネッ トワーク上のアクセススピー ドを擬似的にエミュレー トできるよ うにC

D-ROMド ライ ブ及 び、CD-ROMを 用 いた システム構 築 を行 う。

プ レゼ ンテーション・オーサ リングツールはCD-ROMを 搭載 したパ ー ソナ

ル コン ピュータ を仮想クライアン トとし実現 している。
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2.完 成 システ ム構成 とプ ロ トタイ プ ・システ ム構成

完成システム構成予想図

・ 今回設計 したプロ トタイプ・システムは各種機能を一台のパソコンでシミュ

レー トを行い擬似 システムの構築を行 っている。 したがってこれを本システ

ムに展開 した場合の構成図は次のように示される。
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図7.1完 成 システ ム構成予想 図

ネ ッ トワ ー ク

サ ー バ ー

プ リンター

擬似デ ー タベー ス

(CD-ROM)

ク ラ イ ア ン ト

(ビ ュー ワ ー)

デ ー タ ベ ース サ ー バ ー
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プ ロ トタイ プ ・システ ム概 要

■

●

●

●

CD-ROM内 蔵 型 ノートブ ックパ ソコンに て 完 成 シス テ ム の 擬 似 環 境 を 構 築 す る ・

CD-ROMを 擬 似 サーノV－と位 置 づ け 、 素 材 ライブ ラリィを搭 載 す る 。

クライアントと して のハ.ソコン側 に 、 フ.レセ'ンテーション資 料 作 成 用 簡 易 オ ー サ リ ン グ ツ ー ル

を搭 載 す る 。

さ らにパ ソコン側 に オ ー サ リン グ され た 内 容 を 見 る こ との で き る ビュ ー ワー を搭

載 す る 。

図7.2プ ロ トタイ プ ・シス テム構成 図

CD-ROM素 材 ライブ ラ リィ

(擬似サ ーバ ー環境}

ツール

及 び プ レゼ ンァ ーン ヨノ ビュー ワ一
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3.プ ロ トタイプ ・システムの構 成要素

プロ トタイプ ・システムの構成要素は、以下のようにまとめ られる。

・ ハードウェア及 び 基 本 ソフト構 成 要 素

マルチメテ'イア擬i似 テ'一夕ペ ース用CD-ROMド ライブ(内 蔵 型)

簡 易 オーサリング'システム用 ノートブ ックPC(プ レゼ ンテーションヒ'ユーワー't幾i能込 み)

ソフトウェア動 画 再 生 機 能

音 声 再 生 機 能

・ ソフトウェア構 成 要 素

マルチメデ ィア擬 イ以デ ータベ ース

簡 易 オーサリング'システム

動 画 ハンド リング エンジ ン

静 止 画 ハンド リング'エンジ ン

テキストハント'リンク'エンジ ン

音 声 ハンド リング ェンジ ン

クライアントピ ューワ一
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3.1ハ ー ドウェア及 び基本 ソ フ ト仕 様

プレゼンテーション・オーサ リングツール及びビューワー機能をつかさどる

パソコン本体部分のハー ドウェア及び基本ソフ ト仕様 は、以下の通 りである。

CPU

酬

VR姐

ROM

lnputDevice

DiSPlay

DiskDrive

ExpansionBus

Sound

OS{基 本 ソフト}

Pentium120MHz以 上

32Mbyte以 上

IMbyte

128Kbyte

lBMIO6キ ーエミュレーションタイプ キーポ ード

内 蔵 ポ インティング デ'S'イス

800×60012.1イ ンチTFTカ ラーLCD

65,536色 同 時 表 示

HDD810Mbyte

FDD1.44Mbyte(着 脱 式)

CD-ROM4倍 速 ド ライブ(着 脱 式)

PCMCIATypelll

サウンド プ ラスター互 換 音 源

ステレオスヒ。一カー

Windows95
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図7.3プ ロ トタイ プ ・システ ムのブ ロ ックダイ アグラム

VRAM IMbyte

LOCALBUSPCl

VGACONTROLER 口l
TFTLCD

32Mbyte

CPU・SystemLogic

CPU:Pentium120MHz

Systeml_ogic:]LB.D.

MemorBuMAlNMemory

lSABUS
EnhancementBlOSBIOS

AUDIO UDlOOUTPUT

P㎝CIACONTROLLER P㎝ClATYPElllSl_OT

Multil/OCONTROLLER

HDD810Mbyte

■ ■

CD-R㎝DRlVEPointingDevice

VGA(VideoGraphicsArray)

画 面 制 御 装 置 の 規 格 。 高 精 細 表 示 で はSuperVGAで 拡 張 さ れ たModeで 制 御 を 行 う 。

PCI(PeriPheralComPonentInterconnect)

CPUと 周 辺ICの 接 続 を 行 うノVスの 規 格 。32ヒ'ッ トパ スで は133MB/秒 の ハ'ンド を 持 つ 。

ISA(IndustrialStandardArchitecture)

IBMが 提 唱 しそ の 後 、 デ ファクトスタンダ ード と な っ た8/16ヒ'ッ トハ'ス。

PCMCIA(PersonalComPuterMemoryCardInternationalAssociation)

メモリーカード 及 び カード 型 周 辺 機 器 の 規 格 。typeI,ll、 皿 で コネクターの 高 さ が 定 さ れ る 。

TFTLCD(ThinFilmTransistorLiquidCrystalDisplay)

1ト'ットず つ のon/off制 御 を そ れ ぞ れ の 小 型 トランシ'スタで 行 う液 晶 表 示 装 置 。

BIOS(BasicInputOutputSystem)

コンヒ.ユ一夕の 初 期 化 や 、 周 辺ICの 制 御 フ.ロク'ラムの 基 本 部 分 を 集 め た コンヒ.ユファームウェア
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ハ ー ドウェア仕 様概説

・仕様項 目の説 明

マルチメディアデータのうちデータ量 として、最大になる可能性の高い

グラフィックスデータや動画像データを快適に扱えることを念頭 におい

た構成となっている。

ハー ドウェア仕様 における画面解像度は800×600ま た、色数 は65,536色

同時表示 となって いる。

この時 の1画 面 あた りのデー タ容 量 は

800×600×2=960,000ハ ●イト=960Kbyte

とな る。

また 、動画像 をテ レビ並 みの滑 らかさで表示するには画面サイズ320×240

ドット、色数216色 同時表 示 にお いて

320×240×30×2=4,608,000/Vイ ト/秒

画面サ イズ640×480ド ット、色数224色 同時表示 にお いて'

640×480×30×3=27,648,000ハ'イ ト/秒

ものデータ転送能 力が コン ピュータ内部で必要 となる。

これ らのデータを扱 いかつ、圧縮された情報を同時に解凍しなが らデータ

転送を行 う能力がCPU及 び周辺チ ップ に必 要 となる。

これ らの機能及びさらに動画像データに加わる可能性のある音声データの

処理を軽減するために音声はサウン ド機能(音 源 チ ッフりでサポ ー トす る こ

とを考えている。

また、CPUの 能 力 を占有す る部分 として 、動画像圧縮データの解凍をあげた

が、 この解凍処理としては、データの解凍・スケー リング・色空間変換が作

業として同時に発生する。(図7.4)

特 にスケー リング及 び色空間変換 は多大な演算を必要とする部分である。
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スケー リングとは、

再生を行 うコンピュータ上のウイン ドウの大きさにしたがって表示フレーム

を拡大 ・縮小する機能である。 〆

画面をそのまま拡大するとギザギザが目立って しまい、見た 目にも非常に汚

い画面となって しまう。 これを解決するために急激に色が変化 をしている部

分を連続的な色で補間することによ りギザギザを目立たな くす る等の 工夫を

行 う。(図7.5)

これ らの機能 を含 め拡大 縮 小す るため、CPUの 演算能 力が必 要 とな る。

色空間変換 とは、

通常コンピュータで使用 されている色空間はRGBで あ らわ され る光 の3原 色 を

等 しく用 いた もの である。

しか しなが ら、動画像(テ レビに代表 され るNTSC信 号)は 横 方向 の色解 像度 を

落 としたYUVフ ォー マ ッ トで あ らわ され る表 示 になっている。

このため通常の動画像をコンピュータ上で再現するためには、YUVフ ォー マ ッ

トで表現 された 内容 をRGBフ ォーーマ ッ トに1ド ッ トつつ変換 を行 う必 要が あ

る。(変 換式 は図7.4参 照)

この作業 はCPUに とって も非常 に高 い演算能 力 を必要とするものである。

今回のハー ドウェア構成はこれ らの作業をすべてCPU本 体 が実行す るので はな

く、画 面 コン トローラの中に一部機能を持ち、再生を行えるようになってい

る。

このため、特別な装備(圧 縮解凍IC)を 搭載 せず に圧縮解凍 を行 えるよ うに

なっている。
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図7.4圧 縮動画像 再生手順

－
AVl・MPG

ビデオファイル

↓
デ コー ド

』

-
カーリング

↓

▼

u

l

▼

・

⊇

圧縮されたビデオ・データを解凍する

(圧縮解凍)

Y=0.2992*R+0.5870*G十 〇.ll40*B

U=-0.1684*R-0.3316*G十 〇.5000*B

V=0.5000*R-O.4187*G-0.0813*B

色空間変換

○表示要求に基づく大きさにフレームを拡大/縮 小

○カラー補間機能を用いて急激に色が変化している

部分を連続的な変化に補間する。

塾
↓

BitBLT、

ONTSC信 号 に基 づ くYUV信 号 をパ ソ コ ンで表示可能

なRGBフ ォーマ ッ トに変 換 を行 う

○表示可能色数に合わせいくつかの ドットをク'ループ

化 し色の階調 を表現す る。 げ イザリンク')

R=Y十1.4020*V

G=Y-0.3441*U-O.7139*V

B=Y十1.7718*U-0.0012*V

グ ラ フ ィ ッ ク ス コ ン トロー ラの フ レー ム
・バ ッ フ ァに表 示 デ ー タ を転 送 す る 。

AVI

MPG

YUV

BitBLT:

VideoforWindowsの 動画 フ ァイル拡張子

MPEG圧 縮 フ ァイル拡 張子

輝度 ・位相差 によ り画面 を表示する方法。主にテ レビ等動画像で

使用される信号系.コ ンポー ネ ン ト信号 と呼 ばれ る場合もある。

映像 として表現す るために主メモリの表示データをグラフィック

スコントローラのメモ リに転送する機能
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図7.5画 像 のス ケ ー リング

カラー補間機能を
使用した場合

そのまま2倍 に拡大する

一
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3.2ソ フ トウェ ア仕 様

プレゼンテーション・オーサ リングツール及び ビューワー機能を提供する

ソフ トウェア。

マ如制御ソフトウェア

オーサリング.ソフトウェア

テキ ス ト編 集'

静止画編集 .

音編集 、

動画編集'

動画像 再生

VisualBasic

MultimediaToolBook

WordPad

PhotoshOP

WaveEditor

VideoEditor

VideoforWindows

上記 ア プ リケー シ ョン群 をマ知 によ り制御 し、定型化プレゼンテーション作成を

簡単に行えるようにする。

VisualBasic⇒(Microsoft社 製 、Windowsの ヒ'ジ ュアルフ.ロク'ラミンク'ツール)

Multimedia・T"dolBook(Asymetrix社 製 、 汎 用 オーサリング'ツール)

WordPad(Microsoft社 製 、Windows95標 準 の ワーフ.ロソフト)

Photoshop(Adobe社 製 、 静 止 画 像 の 作 成 お よ び 編 集 用 ツール)

WaveEditor(Microsoft社 製 、VideoforWindowsの 音 声 編 集 用 ツール)

videoEditor(Microsoft社 製 、videoforwindowsの 動 画 像 編 集 用 ツール)

VideoforWindoWs(Microsoft社 製 、Windows上 で デ ジ タルビ デ オを 扱 う た め の ツール)
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CD-ROMを マ ルチメディ ア擬似 デー タベ ースとして利用する。

データは適当な期間で更新を行な う。

図7.6

ノ

マルチ メデ ィア擬似デ ータベ ース

マルチ メデ ィァ

デ ータベ ース サーバ ー

関連文献データベース

.写 真データベースll[⇔

データ更新

審議会報告書 ・図表

データベース

静 止画 ・動画

デ ー タベー ス

マルチメデ ィア擬似デ ータベース

(CD-ROM)
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擬似データベースからデータを取 り込み、動画 ・静止画 ・音声およびテキス ト

の各編集ツールで編集 されたものをオーサ リングツールで レイアウ トを行ない、

プレゼ ンテーションの形態にまとめる。

図7.7簡 易オ ーサ リング システム

ワープ ロ機 能

データ編集
、
、

編集

データ編集 ノ

オ ーサ リング ツール

♂ データ編集 データ癖 、

データ

取 り込み

動画 ・静止画

音声

テキス ト

数値データ

【デ ー タ ベ ー ス 】
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この画面はオーサ リングツールのメイン画面のイメージで、画面上部に表示

されているツールの各機能を利用 して、画面上に動画 ・静止画 ・音声 ・テキ

ス ト等のデータを貼 り付け、プ レゼンテーションの作成 を行なう。

図7.8オ ー サ リン グ ツ ー ル の 画 面 イ メ ー ジ

口
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マルチメディアデータベースか ら検索 され、読み込まれたデータは各ハ ンド

リングエンジンにより加工され、オーサ リングツールで レイアウ トおよび編

集が行われる。

図7.9プ レゼ ンテ ー シ ョン ・オ ー サ リング ツ ール

デ ー タ取 り込 み フ ロー

マルチメデ ィア

データベース

t

動画
ハン ドリング

エ ンジン

静止画
ハン ドリング

エ ンジン

、謬
テキス ト
ハ ン ドリング

エ ンジン

アニ メー シ ョン

ハ ン ドリング

エ ンジン

卜 桃

　ヨ ド

ハン ドリング

エ ンジン
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動画データベースか ら取 り込んだデータをビデオエディタの中でカ ット・挿入

したり、必要に応 じて圧縮方法 ・1秒当た りの フ レーム数 の変 更お よび ビデオ ・

オーディオ トラックの分離等を行ないビデオクリップとして作成を行な う。

図7.10動 画 ハ ン ドリング エ ン ジ ン

動 画 デ ー タベ ース

(AVIフ ァイ ル)

、

取 り込み

ノ
ビデオエディタ

♂ 、

畢一
ビデオク リップの作成
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静止画データベースか ら取 り込んだデータをビットマップエディタの中で

カ ット・挿入 した り、必要 に応 じて色の補正や描画の追加 もしくはサイズ

の変更等を行ない、静止画 クリップとして作成を行なう。

図7.11静 止 画 ハ ン ドリン グ エ ン ジ ン

静 止画デ ータベ ース

(BMPフ ァイル)

カ ッ ト ・挿 入

取 り込み

、

』
ノ

ビッ トマ ップエデ ィタ

♂

色補正 懸

…

、

静止画編集

静止画クリップの作成

一148一



静止画ハン ドリングエンジンによ り作成された各静止画ク リップをス ライ ド化 し、

アニメーションのように表示させる。

図7.12ア ニ メ ー シ ョンハ ン ドリン グエ ン ジ ン

静止画クリップ
(静止画ハ ン ドリングエンジン)

{iX静 止画の取り込み

アニ メー シ ョンハ ン ドリングエ ンジ ン
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テキス トデータベースか ら取 り込んだデータをテキス トエディタの中でカッ ト・挿入

した り、必要に応 じて数値データを切 り出 した り、文字列を検索 して抜き出す等の作

業を行ない、テキス トクリップとして作成 を行なう。

図7.13 テ キス トハ ン ドリングエ ン ジン

(ワー プ ロ機 能)

テ キ ス トフ一一 タ ベ ース

(TXTフ ァイ ル)

、

取 り込み

文字列検索

♂

1テ キス トエディタ

♂

テキス ト編集

テ キス トク リップ
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音声データベースから取 り込んだデータをウェーブエディタの中でカッ ト・挿入

した り、必要に応 じて左右チャンネルの切 り替え、無音の挿入の演出効果および

ボリューム調整等 を行ない、音声クリップとして作成 を行な う。

図7.14音 声 ハ ン ドリング エ ン ジ ン

音 声 デ ー タ ベ ー ス

(WAVフ ァイル)

カ ッ ト ・挿 入

、

取り込み

》
ノ

ウ エー ブエデ ィタ

♂

±ヤンネル調i髪.警

畢

、

鯉畦 螺多
音声編集

音声ク リップの作成
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データベース上に既に作成されているプレゼ ンテーションは検索機能によ り要求

されるものを的確に探 し当て、 ビューワー上でブラウズすることができる。また、

自分で作成したプレゼ ンテーションはそのままファイル名を指定することにより、

直ちにブラウズすることができる。

図7.15ク ラ イ ア ン ト ・ビ ュ ー ワ ー

データベース上の

プ レゼンテーシ ョン

⑪
フ ァイル名 ・目次 ・

キー ワー ド等 による検 索

プ レゼンテーシ ョン

検索システム

作成 した

プレゼンテーシ ョン

テキス ト表示

印刷

動画 ・音声再生

静止画 ・スライ ド表示

レゼ ンテ ー シ ョン

ブラ ウズ
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」

ジワーの画面 イメビュ図7.16

'

F
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「
」

、

口
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.

...

モま

ま

 

瞠

.

薫
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碗

、
■
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4.プ ロ トタ イプ シス テムの操作例

4.1プ ロ トタイ プ ・システ ムの使 用事例

と しての報 告書作 成 システム

本プロトタイプシステムの操作事例として、本システムを活用した報告書作成

のフロー及び、地球環境問題を報告事例にした、実報告書作成及び、報告書そ

のものがビューワーでどの様に実現できるかを捉えた事例を示すものである。
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文献 ・報告書データベースからデータを取 り込み、'動画 ・静止画 ・音 声お よび

テキス トの各編集ツールで編集されたクリップをオーサ リングツールで レイア

ウ トを行ない、報告書として作成する。また、作成された報告書は必要に応 じ

てデータベースに登録を行なうことができる。

図7.17報 告書作成 システム

含 報告書登録 ・更新

ワー プ ロ機 能

目次作成

、

報告書 保 存 ・印刷

♂ 動画クリツプ

ノ

オ ーサ リングツール

静止画クリップ

↑
データ

取 り込み

、

各 クリップ

レイアウ ト

動画 ・静止画

音声

テキス ト

数値データ

【文 献 ・報 告 書 デ ー タ ベ ース 】

音声ク リップ
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マルチメディア報告書作成サンプル

「二酸化炭素の発生量を経済成長を維持

させなが ら抑制させる政策案に向けて」

下記の図はネッ トワーク上のデータベースに含 まれる報告書 ・文献等の内容が

CD-ROM上 に擬似 的 にデー タベー ス として実現されることを表わ している。

図7.18デ ー タ ベ ース と報 告 書

下記の擬似データベースよ り関連するデータを取 り込み、オーサ

リングシステムで編集を行な うことによ り、マルチメディア報告

書の作成が可能となる。

関連文献データベース

(IPCC報 告書含む)

写真 デ ータベース ・[弓〉 o

通産省審議会報告書
・図表

データベース

静止画 ・動画

字 デ ータ ベース

(GRlDDATABOOK等)

参照するデータベース

(CD-ROM)禽

エネルギー

VS.

GNPモ デル

の研究報告書

データベース

(エネ研の研究等)
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4.2プ レゼ ンテ ー シ ョン

作成したマルチメディア報告書は、概略下図のような流れでプレゼンテ

が可能となる。

図7.19プ レゼ ンテ ー シ ョンの流 れ

「1

報告書 「エネルギー政策の歩みと展望」などのブラウズ 嚢

一

:i

羅

、

①現状把握のためのアニメーション 撫AA)}A…

夕

鶴

②施策なしの場合の推測データ
期

絃 七

③施策の影響度のシミユと=ト 及びア三メーション 均
長 泣 否ss七 、◇酔、ポ'^ぷ 泣'、 韻'N'こ 〉 、・'、'、・^」

蓑;

竃,
ざll

l④ 実害予測のシミュレー ト及びアニメーション 趨
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図7.20報 告書 「エネル ギ ー政 策の歩み と展望 」の ブラ ウズ例

[内容]

1.過 去20年 間程度 の世界/日 本 のエネル ギー需 要(～91年 まで)

2.国 内エネルギ ー政 策の変遷(石 油政策 、省エ ネ政策な ど)

3.国 内エネルギ ー政 策の中期 的展望(石 油政策 、省エネ政策 な ど)

資源 エネル ギー庁編

1993年4月

口
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プ レゼ ンテ ーシ ョンの流れ

① 現状把握のためのアニメーション

下記の流れでプレゼンテーションの作成を行な う。

①－A.各 国の二酸化炭素発生量の過去の推移のグラフを

報告書から引用する。

①－B.現 在までの二酸化炭素発生量分布の世界地図上で
の推移アニメーションを文献から引用したデータ

を基に作成を行なう。
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① －A.現 在までのある地点の二酸化炭素発生量の推移

.各国の二酸化 炭素発生量 の推移 グラフをイメージとして報告書か㌔
.ら取 り込み、オーサ リング ツールで貼 り付け可能な形式に編集 を

行なう(静 止画ハ ン ドリングエ ンジ ン)

[億t-C]

60

50

40

30

20.

10

0

地 域 別 にみ たCO2排 出量 の 変 化

[t-c:炭 素換算 トン]

197119731975197719791981198319851987年

(lEA:"EnergyBalancesOECDCountries"
"EnergyStatistics

andBalancesofNon-OECD"

国 連:"EnergyStatisticsYearBook")
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① －B.現 在 まで の二酸化炭 素分 布の推移 アニ メー シ ョン

文献から年毎の世界の二酸化炭素分布図を静止画データとして

取 り込み、排出量変化についてスライド化を行なう(ア ニメー
ションハンドリングエンジン)

墨
化石燃料及びセメン トからの二酸化炭素排出量

1994年

スライ ド化

1986年

(rGRlDDATABOOK」 国 立 環 境 研 究 所 、94年12月 よ り)
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② 施策なしの場合の推測データ

下記の流れでプレゼ ンテーションの作成を行なう。

畢
② －A.世 界全体 の二酸化炭 素発 生量 の2100年 までの推 定

シミュ レー シ ョン ・モデル結果のグラフを重ねる。

②－B.日 本の二酸化 炭素発生量 の2100年 までの推定 シ

ミュ レー シ ョン ・モデル結果のグラフを重ねる。
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② －A.世 界の二酸化炭 素発 生量推定 シ ミュ レー シ ョン ・モ デル

2100年 までの世 界全体 の二 酸化炭素 の推定発生量のシミュレーショ

ン ・モデル結果のグラフを報告書か ら静止画データとして取 り込み、

2種 類 を重ねて 表示 出来 るよ うに編集を行なう(静 止画ハ ン ドリング

エ ンジン)

墨
lPCCに よる将来のCO2排 出シナ リオ

[億TOE]2030年 倍 増 シナ リオ

250

200

150

100

50

0

19852000201520302045206020752090

年

[億TOE]2060年 倍 増 シナ リオ

250

200

150

100

50

0

19852000201520302045206020752090

年

(IPCC:"EmissionsScenarios"第3作 業 部 会,1990年8月)
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② －B.日 本の二酸化炭素発生量推定 シミュ レーシ ョン ・モデル

2100年 までの日本の二酸化炭素の推定発生量のシミュレー ション
・モデル結果のグラフを報告書から静止画データとして取 り込み、
2種類を重ねて表示出来るよ うに編集 を行なう(静 止画ハ ン ドリン

グエンジン)

↓
将来の 日本のCO2排 出予想例

60

40

20

0
043

螂320

δ'
0

300

9
0
で一

φ
,・㌻牛♪一

(…"・ ・ ・ ・ ・ ・ …!・ …,…)
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③ 施 策 の影 響度の シ ミュ レー トおよびアニ メー シ ョン

下記の流れでプレゼンテーションの作成を行なう。

③ －A.施 策 を取 った場合 の世界の二酸化炭素発生量推定

シミュレーション ・モデルのグラフを報告書か ら

引用する。

③ －B.施 策 を取 った場合 の 日本 の二酸化炭素発生量推定

シミュレーション ・モデルのグラフを報告書か ら

引用する。

③－C.炭 素税導入と経済成長率の関係性の研究予測のグ

ラフを文献から引用する。

③ －D.世 界 の二酸化炭 素発生量推定分布の世界地図上で

の推移アニメーションを文献か ら引用 したデータ

を基に作成を行なう。
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③ －A.施 策 を取 った場 合の二 酸化炭 素発生量推 定

シ ミュ レー シ ョン ・モデル(世 界)

それぞれの施策を取った場合の世界の二酸化炭素推定発生量のシ

ミュレーション ・モデル結果のグラフを報告書から静止画データ

として取り込み、重ねて表示出来るように編集を行なう(静 止画

ハンドリングエンジン)

[億TO日
250

200

150

100

50

畢
lPCCに よる将来 のCO2排 出 シナ リオ

抑制政策シナリオ[億TO日 政策強化シナリオ
250

19852000201520302045206020752090

年

200

150

100

50

19852000201520302045206020752090

年

(1PCCl'EmissionsScenarios"第3作 業 部 会,1990年8月)
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③ －B.施 策 を取 った場合 の二酸化 炭素発 生 量推 定

シ ミュ レーシ ョン ・モデル(日 本)

それぞれの施策による二酸化炭素発生量変化の予想結果のグラフを

報告書から静止画データとして取り込む(静 止画ハンドリングエン

ジン)

畢

綱
丑
継
椴
継
ぎ
趨

11

1990

・電気 自動車用等電池

・太陽電 池

・CO2固 定 化 ・貯 蔵

2050

リーンエネルギー

の大幅拡大

次 エネル

技術 発

2100年

(「地球再生14の 提言」エネルギー環境特別部会合同会議 通産省編、93年4月)
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③ －C.炭 素税導入と経済成長率の関係性の研究予測

炭素税の導入によるGNP伸 び率がどの程度になるかのシミュレー ト

結果を文献から静止画データとして取 り込む(静 止画ハンドリング
エンジン)

DecreaseofEconomicGrowthRate

(%PointincomParisonwithstandardcase}

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

AlM/J

0.0
0
1

lto {1988)

●
Kuroda・Shinpo11 9

Yama zaki(1990)

■

Yamaji{1990)
Φ ■

Ban{1991} Mori{199①
:

●

pan(1994)

■1

:

OECDGREEN{1992)::
●i●iGoto・Sawa

G・t・磁1}Goto『 ・

11993)
・

…

10,000 20,000 30,000

92}

40,000

CarbonTaxRatesat1995year(Yen/Carbontonne}
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③ －D.世 界の二酸化炭素発生量推定分布の世界

地図上での推移アニメーション

文献から年毎の世界の二酸化炭素分布図を静止画データとして

取り込み、排出量変化についてスライ ド化を行なう(ア ニメー
ションハンドリングエンジン)

墨
化石燃料及びセメントからの二酸化炭素排出量

2100年

スライ ド化

2000年

(rGRlDDATABOOK」 国 立 環 境 研 究 所 、94年12月)
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④ 実害予測 の シミュ レー ト及 びアニメー シ ョン

下記の流れでプ レゼ ンテーションの作成を行な う。

畢

④ －A.将 来の海面 上昇の予測 の グラフを報告書か ら引用

す る。

④ －B.モ ル ジブ共和 国 を例 とした海 面上昇による影響度

を動画を用いてシミュレーションを行な う。
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④ －A.将 来 の海面上昇 の予 測

2100年 に海面上昇がどの程度になるかの研究報告結果を報告書か

ら静止画データとして取り込む(静 止画ハンドリングエンジン)

1986年 基準の海面上昇量(m)

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

畢

－NRC{1987)に よ る

低,中,高 予 測

年

●EPA{1983)Mid-High

●NRC(1985)High

●EPA{1983)Mid-Low

lPCC-WG1(1990)

EPA{1983)Low

NRC{1985)Low

lPCC-WG1{1990}

(「 地球温暖化 の影響予 測」lPCC第2作 業部会、92年4月 刊)
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④ －B.モ ル ジ ブ共 和 国 の シ ミ ュ レー ト ・モ デ ル

国土が海抜ゼロメー トルにほど近い島国であるモルジブ共和国

の現状のビデオ映像 を取 り込み、海面上昇に伴な うシミュレご

ションCGを これ に重ね合 わせて2100年 に どのよ うにな って いる

かをシ ミュ レー トした動画映像を作成する(動 画ハ ン ドリング

エ ンジ ン)

↓
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5.プ ロ トタイプ システ ムの 開発ス ケ ジュール予 定

タイ トル名:プ ロ トタイプシステム匪発

開発工期 平成8年4月1日 ～ 平 成8年9月30日(6ケ 月 間)

項 目 名
平成8年

4月:5月:6月 ・ 7月 8月 9月

ハー ドウェア選択
::

::
|

::

::

仕様設計 1

各エディタ開発

(動画 ・静止画 ・音声用

各エディタの共通メイ

ンメニュー を作成 し、

各エディタ間の操作環

境 の統 合化 を行な う。)

オーサ リングツール開発

(各エディタとオーサ リ
ングツールが同 じ環境

下 で操作出来るように

Visua1Basic等 のツール

で操作環境のプログラ

ミングを行な う。)

1

データベース作成

(ネ ットワー ク上にある

データベースから必要

な部分を抜き出して

CD-ROMに 書き込みを行

な う。 これを擬似デー

タベースとして利用す

る。)

デバ ッグ ・評価

:
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第8章 現在入手可能なマルチメデ ィア素材情報の所在調査

1.オ ンライ ン素材情報

イ ンターネ ッ ト、パ ソコン通信、 オ ンライン ・データベースなどで提供 され るマルチ

メディア素材情報を調査 した。

観光案内、娯楽本、 ビデオゲーム、音楽鑑賞 などのア ミューズ メン ト分野および製品

カタログ、 シ ョッピングなどのマルチ メディア素材情報 にっ いては本報告書の対象外 と

し、行政業務や ビジネスに使用 され る可能性の高いマルチメデ ィア素材情報 に限定 した。

しか し、将来行政業務や ビジネスに使用 され るマルチメデ ィア素材 情報 とはな にかが

明確で ない。今回は将来マルチメデ ィア ・プ レゼ ンテー ションが発達 す ると想定 して、

政府 や企業内でマルチメデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョンを行 う時 に有効 と思われ るマルチ

メデ ィア素材情報 を中心に調査 した。

マルチ メディア情報が既にオ ンライ ンでい くっか提供 されて いる。 しか し、利用者が

これを利用す る場合 に、通信料金の負担が大 きいとい う問題が ある。静止画像の場合で

もテキス ト情報に比べて、データ量が大量 になる。動画像 の場合 には現状の通信容量で

はコス ト負担が大 きす ぎて、 日本で は実質不可能ではないか。第3章 先進事例の中 に も

あ るよ うに、通信回線の大容量化、低 コス ト化が実現 しない と、 ネ ッ トワー クを介 して

のマルチ メディア情報のや りとりは難 しい。

1.1イ ンタ ー ネ ッ ト

イ ン ターネ ッ ト上 で 提供 され るホ ー ムペ ー ジ はHTML(ハ イパ ー ・テ キ ス ト・マ

ー クア ップ ・ラ ンゲ ー ジ)ベ ー スの 画像 を フル に活 用 して お り、 全 て が マ ル チ メデ ィ

ア を応 用 した情 報 で あ る。PrenticeHal社 発 行 のWWWイ エ ロ ーペ ー ジ(1995年)に

あ る4,000以 上 の ホ ームペ ー ジ(イ エ ローペ ー ジで はWebサ イ ト)の 中 で 、画 像 デ ー

タ ・マ ルチ メデ ィア ・バ ーチ ャル リア リテ ィな どの 表現 が あ り、 か っ 無料 の もの を選

んだ 。 該 当 す るホ ーム ペ ー ジを以 下 に示 す 。

(1)ビ ジネ ス分 野

ODistributedElectronicTeleco㎜unicationsArchive(DELTA)

http://gozer.idbsu.edu/business/nethome.html

デ ー タ通 信 用 だ が 、 プ レゼ ンテ ー シ ョン、 マル チ メデ ィア 用 資 料 な どが あ る。
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OInterAdW3Server

http://www.sigma.unb.ca

カ ナ ダ の 科 学 技 術 関 連 企 業 が 情 報 を 提 供 。 ア ニ メ ー シ ョ ンあ り。

OInternetGuidetoJapanlnformationResources(Experimental)

http=//fuji.stanford.edu/japan.information/japan.

ス タ ン フ ォ ー ド大 学 が 日 本 に 関 す る情 報 を 提 供 。

ONewBrunswick,Canada-EconomicOpportunities

http://www.csi.nb.ca/econ-dev/

カ ナ ダ ・ニ ュ ー ブ ラ ンズ ウ ィ ッ ク 州 の 投 資 ガ イ ド。 画 像 デ ー タ 豊 富 。

○ 企 業 の ホ ー ム ペ ー ジで はAT&T、BankofAmerica、 日 立 、NTTな ど も画 像

デ ー タが 豊 富 で あ る 。

OTheOhioOnlineExportDirectory

http://vvww.co㎜erce.digital.com/cetc/home.html

オ ハ イ オ 州 の 宣 伝 。 画 像 デ ー タ 、 サ ウ ン ド、 ア ニ メ あ り。

00ptimusHomePage

http://www.sigma.unb.ca/optimus/optimus.htm

http://www.sigma.unb.ca/optimus/movie.htm

マ ル チ メ デ ィ ア の デ ザ イ ン会 社Optimusの ホ ー ム ペ ー ジ。Quicktimeム ー ビ ー

の ア ー カ イ ブ 、 画 像 デ ー タ 、 サ ウ ン ド、 ア ニ メ あ り。

OScottishHighlandsandIslandsServer

http://nsa.bt.co.uk/nsa.html

ス コ ッ トラ ン ドの 宣 伝 。 美 し い絵 や グ ラ フ ィ ッ ク ス あ り。

(2)商 用 サ イ ト

OCraigStewartStudio

http://www.sccsi.com/stewart/craig.stewart.html

広 告 写 真 ス タ ジ オ 。 写 真 と ア ー トワ ー クあ り。

00nlineBooks

http://www.cs.cmu.edu:8001/Web/books.html

本 の 探 索 用 。

OPhotographyandGraphicArts
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http://www.docserver.bnl.gov/com/www/Pga/Pgahome.html

グ ラ フ ィ ッ ク デ ザ イ ン 、 出 版 、 印 刷 関 係 の ホ ー ム ペ ー ジ。 コ ン ピ ュ ー タ グ ラ

フ ィ.ッ ク ス 、 写 真 、 イ ラ ス トあ り。

OReZ.n8

http://www.rezn8.com/

ReZ.n8は ハ リ ウ ッ ドに あ る ア ニ メ ー シ ョ ン会 社 。 画 像 デ ー タ 、 ア ニ メ あ り。

(3)コ ン ピ ュ ー タ 関 連

OEIectronicVisualizationLaboratory

http://www.ncsa.uiuc.edu/gvl/docs/html

シ カ ゴ の イ リ ノ イ 大 学 に あ る サ ー バ 。 画 像 デ ー タ 、 ア ニ メ を 使 っ た バ ー チ ャ ル

リア リテ ィ ・ア プ リケ ー シ ョ ンあ り。

OComPuterGraphicsUnit

http://info.mcc.upenn.edu/-ale/cplxsys.html

マ ン チ ェ ス タ ー 大 学 の コ ン ピ ュ ー タ ・グ ラ フ ィ ッ ク ス ・ユ ニ ッ ト。 無 料 で 提 供

さ れ る ソ フ トウ ェ ア あ り 。

OIndextoMultimedia

http://cuiwww.unige.ch/osg/MultimediaInfo/index.html

マ ル チ メ デ ィ ア の 索 引 。 良 くあ る 質 問(FrequentlyAskedQuestions)へ の 回 答

もあ る 。

OMedicineandMultimedia

http://www.nlm.nih.gov

医 学 用 。 オ ン ラ イ ンデ ー タ ベ ー ス 、 画 像 コ レ ク シ ョ ン あ り。

OMITSynergyMultimedia

http://synergy.mit.edu/synhome.html

GIFイ メ ー ジの コ レ ク シ ョ ン あ り。 グ ラ フ ィ ッ ク ス と マ ル チ メ デ ィ ア リ ソ ー ス

へ の リ ン ク あ り。

OPacificAnimatedImaging

http://www.pai-west.com

ソ フ トウ ェ ア やCD-ROMタ イ トル の 開 発 会 社 。 画 像 デ ー タ 、 ア ニ メ あ り。

ORADInternetMultimediaHomePage
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http://www.RAD.com/RAD

マ ル チ メ デ ィ ア 関 連 技 術 へ の リ ン ク あ り。

OFractalNet

http://www.fractals。com/

フ ラ ク タ ル の イ メ ー ジ を 利 用 した プ レゼ ン テ ー シ ョ ン用 デ ー タ あ り。

OFractals-Images

http://www.cnam.fr/fractals.html

フ ラ ンス のwebサ ー バ 。 フ ラ ク タ ル 画 像 デ ー タ 豊 富 。

OSpankyFractalDatabase

http://spanky.triumf.ca

フ ラ ク タ ル の デ ー タベ ー ス お よ び ソ フ トあ り。

OTheVideoWebalog

http://figment.fastman.com/vweb/html/vidmain.html

デ ス ク トップ ・ビ デ オ 関 連 の 情 報 と 製 品 カ タ ロ グ あ り。

OEIectronicVisualizationLaboratory

http://www.ncsa.uiuc.edu/docs/html/EVL.LAB.html

シ カ ゴ ・イ リ ノ イ 大 学 の サ ー バ 。 バ ー チ ャ ル リア リテ ィ ・ア プ リケ ー シ ョ ン あ

り。

OUKVR-SIG

http://pipkin.lut.ac.uk/wwwdocs/LUTCHI/people/sean/vr-sig/vr-si.html

英 国 の 会 社 グ ル ー プ の バ ー チ ャ ル リア リテ ィ ・ア プ リケ ー シ ョ ンあ り。

ORoute-One

http://www.route-one.co.uk/route-one/

英 国 が 提 供 す る マ ル チ メ デ ィ ア 製 品 情 報 。 画 像 デ ー タ 、 サ ウ ン ドあ り。

OWhatisWavefrontTechnologies?

http://wavefront.wti.com/whatis.html

オ ー サ リ ン グ ツ ー ル 会 社Wavefrontの ホ ー ム ペ ー ジ。2D、3Dの ア ニ メ あ り。

(4)国 家

○ オ ー ス トラ リアhttp://hfe.anu.edu.su/education/australia.html

O香 港http://www.hk.super.net/-rlowe/bizhk/bhome.htmlhttp://
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○ ブ ラ ジ ルhttp://www.rnp.brラ テ ン ア メ リカ 諸 国 へ の リ ン ク あ り。

○ カ ナ ダ 政 府http://www.pwc-Tpc.ca/

○ 中 国 の ニ ュ ー ス ダ イ ジ ェ ス トhttp://www.cnd.org:80/画 像 デ ー タ豊 富 。

○ イ タ リア ・サ ル デ ィ ニ アhttp://www.crs4.it/-cirio/ISV画 像 デ ー タ豊 富 。

○ ス イ スhttp://heiwww.unige.ch:80/switzerland/画 像 デ ー タ 豊 富 。

(注)そ の 他 多 数 の 国 がWEBサ イ トを 提 供 して い る。

(5)教 育 、 科 学

OExplorationinEducation

http://marvel.stsci.edu/exined-html/exined-home.html

地 理 学 、 天 体 物 理 学 、 惑 星 科 学 。 画 像 デ ー タ豊 富 。

OMacintoshImageSoftware

http://bioviz.biol.trinity.edu/

ト リニ テ ィ 大 学 お よ び 米 国 国 立 衛 生 研 究 所(NIH)が 提 供 す るMacintosh用

フ リー ウ ェ ア あ り。

OFedWorld

http://www.fedworld.gov

米 国 政 府 の 研 究 ・技 術 情 報 デ ー タ ベ ー ス あ り。

OLibraryofCongressWorldWideWebHomePage

http://www.lcweb.10c.gov/homepage/lchp.html

米 国 議 会 図 書 館 。 バ チ カ ン宮 殿 の 図 書 館 情 報 も提 供 。 画 像 デ ー タ豊 富 。

OScienceTelevision

http://www.service.com/stv/home.html

科 学 関 係 の テ レ ビ、 ビデ オ の 広 告 と シ ョ ッ ピ ン グ あ り 。

ONASA(Nationa1AeronauticsandSpaceAdministration)

http://www.gsfc.nasa.gov:80/

http://hypatia.gsfc.nasa.gov/NASA.homepage.html

米 航 空 宇 宙 局 。 画 像 デ ー タ 豊 富 。 下 段homepageは 学 生 、 教 育 関 係 者 用 。

ONASA,LewisResearchCenter,Cleveland,Ohio

http://www.lerc.nasa.gov:80/

NASAル イ ス 研 究 セ ン タ ー。 画 像 デ ー タ豊 富 。
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ONASA,LyndonB.JohnsonSpaceCenter

httP://www.jsc.nasa.90v:80/

ジ ョ ン ソ ン宇 宙 セ ン タ ー 。 画 像 デ ー タ 豊 富 。

ONOAAHomePage

http://www.noaa.90v

米 商 務 省 海 洋 大 気 局 。 画 像 デ ー タ 豊 富 。

OU.S.GeologicalSurvey,NationalMapPingInformation,EROSDataCenter

http://suni.cr.usgs.gov:80/

米 地 質 調 査 部 地 図 部 門 。 地 球 の 衛 星 写 真 、 航 空 写 真 の コ レ ク シ ョ ン は 世 界 最 大

OCurrentWeatherMapsandMovies

http://rs560.cl.msu.edu/weather

世 界 中 の 天 気 図 情 報 。1時 間 毎 に 更 新 さ れ る 。 サ ウ ン ド、 ア ニ メ あ り。

OCanada-TheModelForestProgram

http://NCR157.NCR.Forestry.ca/MF.HTM

カ ナ ダ の 森 林 に 関 す る対 話 型 プ レゼ ン テ ー シ ョ ン。 画 像 デ ー タ豊 富 。

(6)博 物 館 ・美 術 館

OMuseumsofParis

http://mistral.enst.fr/-pioch/louvre/museums.html

パ リの ル ー ブ ル ・オ ル セ ー 美 術 館 、 ポ ン ピ ドー セ ン タ ー の 作 品 あ り。

OLeWebLouvre

http://mistral.enst.fr/-pioch/louvre

ル ー ブ ル 美 術 館 、Quicktimeム ー ビ ー も あ る 。

OMusicHall

http://www.ncsa.uiuc.edu/SDG/Experimental/vatican.exhibit/e-music/

Music.html

バ チ カ ン宮 殿 に 関 す る展 示 の 音 楽 部 門 。 画 像 デ ー タ あ り
。

(7)音 楽

OInternetUndergroundMusicArchive

http://sunsite.unc.edu/index.html

ア ン ダ ー グ ラ ウ ン ド ・ミ ュ ー ジ シ ャ ン の 音 楽 と ビデ オ あ り 。
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OMusicReferences

http://freeabel.geom.umn.edu:8000/music.html

ポ ピ ュ ラ ー 音 楽 を 中 心 に サ ウ ン ドあ り。

OSanJoseSymphony

http://www.webcom.com/-ajsympho/

サ ン ノゼ 交 響 楽 団 の ホ ー ム ペ ー ジ。 サ ウ ン ドあ り。

(8)ニ ュ ー ス メ デ ィ ア ・出 版

OBBChttp://www.bbcnc.org.uk/bbctv/sched.html

OMercuryCenterWebhttp://www.sjmercury.com/

Otrib.com(CasterStar-Tribune)http://www.trib.com/

世 界 中 の ニ ュ ー ス ソ ー ス へ の リ ン ク あ り。

OCultronixhttp://english-server.hss.cmu.edu/cultronix.html

Cultronixは マ ル チ メ デ ィ ア 出 版 、 雑 誌 の 会 社 。 画 像 デ ー タ 、 サ ウ ン ド、 ア ニ

メ あ り。

1.2パ ソ コン通信

イ ンターネ ッ トと同様 に観光案内、ゲーム、音楽鑑賞な どを対象外 とす る。

NIFTYサ ー ブでは、毎 日新聞写真データベー ス(写 真をフ ァックスで伝送)、

気象情報画像サー ビス、 シ ョッピング ・ステー ションなどで、静止画を中心 にマルチ

メデ ィア情報を提供 している。

NECPC-VANで も、ロイター写真ニ ュース、気象画像 データベ ース、各種

ショッピング、電子画廊、米 国マルチメデ ィア情報 などが マルチ メディア応用事例 に

挙 げ られる。

また、多 くのパ ソコン通信 ネ ッ トワー クが インターネ ッ トとの接続を行 ってお り、

1.1に 述べた イ ンターネ ッ ト上のマルチメデ ィア情報にパ ソコン通信か らア クセス

で きる。マルチメデ ィアに限 らないが、量 ・質両面 にお いて提供 される情報 の豊富 さ

で、パ ソコン通信 は インターネ ッ トにか なわない。'

パ ソコン通信 やイ ンターネ ッ トの ダイアルア ップ接続では、96年2月 現在最大 の通

信容量が28.8kbpsで あ る。パ ソコン通信 による情報提供サー ビスの料金 は1分 間30～

90円 なので、ユ ーザーにとってデータ量の大 きい画像情報の利用 は難 しい。
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1.3オ ンライン ・データベース ・サ ー ビス

データベースで も、JICSTの 科学技術情報や ジーサーチの シ ョッピング情報な

どに、静止画データが使われてい る。 ただ し、動画や音声 は使われてない。米国 には

ビデオ映像やアニ メー ションな どのデータコ レクシ ョン(デ ータベ ース構造で はな い

か もしれない)が あ るが、 日本では少 ない。大容量高速通信の料金 に日米で差があ る

こと も影響 しているか もしれない。

もうひとっ、1.2イ ンターネ ッ トの中で述べ たように、米国で はマルチ メデ ィア

情報を著作権 フ リーで提供す るところが ある。一方、 日本で はこの よ うな企業 または

個人が圧倒的 に少ない。著作権問題を解決 しないと、 これをデータベ ース化 して情報

提供サー ビスを行 うことがで きない。

日本では、 マルチメデ ィアソフ ト振興協会がマルチ メデ ィア素材情報 とその権利情

報 とを一元的 に管理す る 「マルチメデ ィア ソフ ト関連素材権利集中管理 システム」の

実証実験を96年1～3月 に行 う。 これを きっか けに して、 日本で もマルチメデ ィア素

材情報が円滑 に流通す る仕組みが発達す ることを期待す る。

2.CD-ROM

CD-ROMタ イ トル数 は膨 大 で あ り、 そ の全 て を網 羅 す る こ とは不 可能 で あ る。

ペ ン ロー グ社 発 行 「世 界CD-ROM総 覧1995」 に基 づ いて把 握 した 範 囲 で述 べ る。

イ ンタ ー ネ ッ ト調 査 と同様 に、観 光 案 内、 娯楽 、 ビデ オゲ ーム 、音 楽 鑑 賞 な どの ア ミュ

ー ズ メ ン ト分野 と、CD-ROMタ イ トル の多 い幼 児 ・学 生 向 け エ デ ュ テ ィ メ ン ト分 野

の マ ル チ メデ ィア素材 情 報 にっ いて は本 報 告書 の対 象外 と し、行 政 業 務 や ビジネ ス に使

用 す る可 能 性 の あ るマ ル チ メデ ィア素 材 情 報 で 、 かっ コ ピー ライ トフ リーな もの に限 定

して調 査 した。1995年2月 時点 で は、 欧 米 製CD-ROMの 輸入 品が 多 い。

調 査結 果 を以 下 に述べ る。

○ 題名AirworksMusicLibrary1

発売 元EBOOKInc.TEL.+15104291331

主 題 サ ウ ン ドク リップ

対応 ハ ー ドMacintosh(2MB以 上)

イ面‡各49.95ド ル
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概要 放 送 局 用 に プ ロが作 った音 楽 。 ビジネ ス ・プ レゼ ンテ ー シ ョ ン用 、 教 材 開発

用 に利 用 で き る。

○ 題 名BCSAV/CD

発 売 元BostonComputerSocietyMacintoshUserGroupTEL.+16178641700

主 題 オ ー デ ィオ 、 ビデオ ク リップ

対 応 ハ ー ドMacintosh(4MB以 上)

価 格125ド ル

概要QuickTimeに よ る ビデ オ 多数 。

○ 題 名HiRezAudio

発売 元PrestoStudiosInc.TEL.+16196894895

主 題 オ ー デ ィオ

対 応 ハ ー ドMacintosh(3MB以 上)

価 格149.95ド ル

概 要 マ ル チ メデ ィア作 品制作 者 の た め の もの。

○ 題 名OceanPlanetS皿ithsonian

発 売 元DiscoveryChannelMultimediaTEL.+13019861999

主 題 海 洋 、 ス ミソニ ア ン博物 館

対 応 ハ ー ドMacintoshMPC

価 格49.95ド ル

概 要 写 真 を パ ソ コ ン画面 の背 景 に使用 可 。

○ 題 名Space:AVisualHistory

発 売 元SumeriaIfic.TEL.+14159040800

主 題 ス ペ ー ス シ ャ トル 、宇 宙

対 応 ハ ー ドMacintosh(5MB以 上)'Windows(8MG以 上)

価 格Mac版7,980円 、Windows版4,995円

概 要 有 人 宇 宙飛 行 の歴 史

○ 題 名WildernessStills

発 売 元JasmineMultimediaPublishingTEL.+18187803344

主 題 動 物 、 植 物 、 風 景 、 グ ラ フ ィ ッ ク ス
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対 応 ハ ー ドMacintosh(2MB以 上)Windows

価格4,980円

概要 動 物 、 植物 、森 林 な どの 風 景300点 以上 を収 録 。

○ 題 名WorldView

発 売 元ArisMultimediaEntertainmentTEL.+13108210234

主 題 地 球 、月

対 応 ハ ー ドMacintosh(2MB以 上)

価 格39.95ド ル

概 要NASA提 供 の地 球 、 月 の写 真100点 を 収録 。

○題 名BusinessBackgrounds

発 売 元ArisMultimediaEntertainmentTEL.+13108210234

主 題 グラ フ ィ ッ クス

対 応 ハ ー ドMacintosh(2MB以 上)IBMPC

価 格39.95ド ル

概 要 写 真100枚 、音 声 ク リップ100枚 を 収録

○題 名IOOO'sofFonts

発売 元EducorpComputerServicesTEL.+16195369999

主題 フ ォン ト

対 応 ハ ー ドMacintoshWindows

価 格29.95ド ル

概 要Mac用 フ ォ ン ト1,200種 類 、Windows用 フ ォ ン ト2,500種 類 を収 録 。

○題 名1,000枚 写 真 集1

発売 元 メイ ビスTEL.03-5273-2741

主題 花 、昆 虫 な ど

対 応ハ ー ドMacintoshWindows

価 格9,800円

概 要 花500点 、昆 虫100点 、 目角 品100点 、夕 日100点 、 町 の 風 景10(L点 を 収 録

この写 真集 は シ リー ズで 販 売 され て い る。

○題 名100ArtisticColors

発売 元PacificHiTechIncTEL.+18012782042
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主 題 グ ラ フ ィ ック、 イ ラス ト

対 応ハ ー ドMacintosh(4MB以 上)Windows(4MB以 上)

価 格3,900円

概 要 金 魚 、 星 空 な どの イ ラス ト100点 を収 録。

○ 題 名AridiCD-ROMシ リーズ

発 売 元AridiComputerGraphicsTEL.+12144049171

日本 販売 誠 和 システ ム ズTEL.03-5378-1231

主 題 装 飾 文 字 、 図 案 な どの ア ー ト

対 応 ハ ー ドMacintoshWindows

価 格44,800円

概 要 シ リー ズ1～5が あ る。

○ 題 名BackgroundsforMultimediaシ リー ズ

発 売 元ArtBeatsTEL.+15038634429

主 題 グ ラ フ ィ ッ ク

対 応 ハ ー ドMacintosh

価 格289ド ル

概 要 シ リー ズ1、2が あ る。 プ レゼ ンテー シ ョン用 。

○ 題 名ClassicCar100

発 売 元AndromedaInteractiveLtd.TEL.+44235529595

主 題 クラ シ ッ クカ ー

対 応 ハ ー ド フ ォ トCDプ レー ヤー

価 格5,800円

概 要 ク ラ シ ッ クカ ー 写 真100点

○ 題 名ClipMediaシ リー ズ

発 売 元MacromediaIncTEL.+14152522000

主 題 グ ラ フ ィ ッ ク、写 真 、 音 楽

対 応 ハ ー ドMacintosh(4MB以 上)

価 格 シ リー ズ170,000円 、 シ リー ズ258,000円 、 シ リー ズ324,000円

概 要 シ リー ズ1:建 造 物 、 シ リーズ2:航 空 機 ・機械 、 シ リー ズ3:ア ニ メな ど

○題 名FederalClipArt:ACongressofArt
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発売 元OneMileUpTEL.番 号 の表 示 な し

日本販 売 ソ フ ト ・セ ン トラルTEL.03-5396-2288

主 題 米 国 政 府 の ク リップア ー ト

対 応ハ ー ドMacintosh(2MB以 上)Windows(2MB以 上)UNIX

価 格40,000円

概要 米連 邦 政 府 の 建 物 、人物 、地 図 な どを 収 録。

○ 題 名FederalClipArt:NASAArt

発売 元OneMileUp

日本販 売 ソ フ ト ・セ ン トラルTEL.03-5396-2288

主 題 ク リップア ー トNASA

対 応 バ ー ・ドMacintosh(2MB以 上)Windows(2MB以 上)UNIX

価 格56,000円

概 要NASAス ペ ー ス シ ャ トル な どの 画像 を収 録 。

○題 名ImageCD総 集 編 シ リー ズ

発売 元 イ メー ジラ イ ブ ラ リーTEL.03-5232-8111

主 題 グ ラ フ ィ ッ ク、 写 真

対 応ハ ー ドMacintoshDOS/VWindowsUNIX

価 格14,500円

概 要1～16ま で あ る。商 品 化 や製 版 印刷 を 目的 とす る使 用 以外 は コ ピー フ リー

○題 名ClipTime2:AmericanMedia

発売 元AlphaTechnologiesGroupIncTEL.+14107814200

主 題 百 科事 典

対応 ハ ー ドMacintosh(4MB以 上)

価格249ド ル

概 要 ア メ リカー ナ百 科 事 典 が ベ ー ス。 映 像 、 サ ウ ン ドあ り。

○ 題 名ElectronicMapCabinet

発 売 元HilightedDataIncTEL.+17035331939

主 題 地 図

対 応 ハ ー ドMacintosh(2MB以 上)

価 格1'99.95㌦
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概 要 米 連邦 政 府 の 地 図 を も とに作 成 した。

○題 名GEOdiskUSAtlas

発売 元GeovisionIncTEL.+14044488224

主題 地 図 、道 路 、鉄 道 、 水 路

対 応 ハ ー ドIBMPCコ ンパ チ

価 格Windows版495ド ル

概 要 全 米50州 の 道 路 、鉄 道 、河 川 な ど100万 件 以 上 を 収録

○ 題 名Zmap地 図 デー タベ ー ス

発売 元 ゼ ン リンTEL.03-3263-2085

主題 地 図

対 応ハ ー ドWindowsUNIX

価 格 東京 全 区280万 円、1区 の み18万 円

概 要CD-ROM、 磁 気 テ ー プ、MOの3種 類 の メデ ィアで 提 供

3.ビ デオテープ

日本映像 ライブラ リー協会発行の 「かんふ る1995年 版」 とい う映像 ライブラ リー集が

あ り、 ビデオテープ、 レーザーデ ィス ク等の貸出 しを紹介 してい る。ただ し、著作権 ・

肖像権 ・商標権などにっ いては、利用者 と権利者 とで解決す ることを求 めて いる。

料金体系 は複雑で、 コマー シャルに利用、放送 に利用、 ビデオテープ作成 に利用、イ

ベ ン ト・展示 に利用 などで料金が異 なる。一般に数十万 円～百 万円以上 と高価であ る。

この映像 ライブラ リー集 に載 ってい る企業名を以下にあげ る。

㈱ アーツス クエア、 アメ リカ ン ・ビデオ ・ライブラ リー、㈱ イザ コー ポ レーション、

㈱IMAGICA、 ㈱ コ ミュニケー シ ョンアーツ、エディロール㈱ 、NHKエ ンタープ

ライズ21、 グローバ ルバ ンク㈲ 、㈱ コックスプロジェク ト、㈱ 札幌テ レビハ ウス、 ソ

ニー㈱HDソ フ トセ ンター、㈱TANK、 東芝EMI㈱ 、㈱ 日本映画新社 、日本映像制

作㈱ 、 日本 コロ ンビア㈱、㈱ 日本 テ レビビデオ、日本 ビクター㈱ 、㈱ ビッツ、㈱ フロン

トライ ン、㈱ メタ ・コーポ レー シ ョン ・ジャパ ン、㈱ メデ ィ ック、㈱ リンクス、㈱ ロゴ

ス ・コ ミュニ ケー ションズ
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マルチ メデ ィア白書1995(助 ヤルチメディアソフ ト振興協会編集 ・発行95年8月

世 界CD-ROM総 覧1995VOL.8ペ ンロ ー グ編 集 ・発 行95年10月

WorldWideWebイ エ ロー ペ ー ジ1995年 版 ㈱ プ レンテ ィス ホー ル 出版 発行95年9月

マ ル チ メデ ィア ビ ジネ スガ イ ド 日経BP社 発 行95年6月

イ ンター ネ ッ ト ・マガ ジ ン1995年4月 号P36～63㈱ イ ンプ レス発 行

日経 コ ミュニ ケ ー シ ョ ン1996年1月1日 号P72～90日 経BP社 発 行

2月5日 号P64～86

日経 ニ ュー メデ ィア1996年2月5日 号P12日 経BP社 発 行

COMPUTERWORLD紙1996年1月29日P28

日経 コ ン ピュー タ1996年2月19日 号P99、P126日 経BP社 発 行

電気 通 信1996年1月 号P38閲 電 気 通 信協 会

行政 とADP1995年8月 号P2閲 行 政 情 報 システ ム 研 究所

情 報 サ ー ビス産 業 白書1995㈲ 情 報 サ ー ビス産 業協 会 編集95年5月 発 行

仕事 に活 か す イ ンタ ー ネ ッ トJillH.Ellsworth他 吉 田英 治 訳95年6月 ソフトバンク㈱ 刊

21世 紀 マル チ メデ ィア社 会へ の 提 言 松 下 温 編95年11月 ㈱ ソフ}・リサーチ・センター 発行

シ リコ ンバ レー ・モ デ ル 加 藤敏 春+SVMフ ォーラム95年8月NTT出 版㈱ 発 行

情報 メデ ィア 白書1996年 版 ㈱ 電通 総 研編 集 ・発行96年1月

デ ー タベ ー ス 白書1995(%)デ ー タベ ー ス振 興 セ ンター編 集95年6月 発 行

日経 バ イ ト1995年8月 号Pll6～140、P142～151

日経 マル チ メデ ィア1996年2月 号P49、1995年12月 号P132～151

日経 エ レク トロニ クス1995年12月25日 号P80～97、9月4日 号P87～103

日経 情 報 ス トラ テ ジー1995年12月 号P74～98

日刊 工 業 新 聞1996年1月4日 、1月12日 、1月19日 、1月28日 、2月2日 、

2月9日 、2月16日 、3月1日

BUSINESSWEEK誌1995年6月26日 号P45～64、12月4日 号P44～53

MACLIFE1995年9月 号 ～1996年1月 号

COMDEX/Fall'95に お け るIBM社LouGerstner会 長基 調 講 演 録

社 団 法人 情 報 サ ー ビス産 業 協 会 「エ ー ジェ ン ト技術 の応 用 に 関す る調 査 」
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27.オ ラ ク ル 社WWWhttp://www .oracle.com/headlines/html/ncwp.ht .m1

日 本 オ ラ クル 社Oracle7リ リ ー ス7.3発 表 資 料

日本 オ ラ クル 社 カ タ ロ グ2000-029-00

2000-022-OO

2000-028-00

2000-023-00

28.日 本 サ ン マ イ ク ロ シ ス テ ム ズ 社 カ タ ロ グN:SJO61-0

29.NECカ 夕日グN。.J74988

30.富 士 通 カ タ ログCB1648-1-1996年2月

CB16491996年2月
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付録2

第1回 ブ レー ンス トー ミ ング議 事 録

1.日 時 ・場 所

2.出 席 者

平成7年8月2日

有識者

日本オラクル株式会社 副社長

日本電信電話株式会社

NTT情 報通信研究所データベース研究部

部長

新潟大学 法学部法政コミュニケーション学科

教授

通産省

通商産業研究所 政策情報システム部

部長

主任調査官 ・技術室長

企画調査室長

(水)帝 国ホテル別館(イ ンペ リアルタワー)会 議室

調査官 ・企画係長

調査官 ・業務係長

調査官

事務官

株式会社旭 リサーチセ ンター

取締役

主席研究員

研究員

3.議 事 次第

(1)武 田部長挨拶及 び各 出席者 自己紹介 〔約15分 〕

(2)本 ブ レー ンス トー ミングの主 旨 〔約10分 〕(事 務局 か ら)

(3)日 本オ ラクル小林副社長講1義 〔約60分 〕

(4)ブ レー ンス トー ミング 〔約80分 〕
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4.配 付資料

○資料 一1

0資 料 一2

0資 料 一3

0資 料 一4

○資料 一5

第一回 ブ レー ンス トー ミング次第

第一回 ブ レー ンス トー ミング参加者

平成6年 度の調査研究結果概要および平成7年 度の調査研究計画概要

「マルチメデ ィア ・データベ ースのアプ リケー ションに関す る動 向」

講義 資料

ブ レー ンス トー ミングの議論の ための参考 資料

(本調査研究で作成す るプロ トタイプ ・システムに取 り込む

マルチ メデ ィア ・データベースの内容の候補 にっ いての参考資料)

5.・概要

日本 オラクル小林副社長 よ り、マルチ メディア ・データベ ースのアプ リケー シ ョ

ンに関す る動向 と題 して、世界で利用 されて いる現在 のRDBMSの 技術的動向、

商品化動向お よび利用分野 の トレン ドに関す る講義 があ った。

その後、本調査研究で作成 す るプロ トタイプ ・システムに取 り込むために、将来

行政情報 システムに有効 と思われ るマルチ メデ ィア ・デー タベースの対 象を どの よ

うに設定す るかにっ いて、出席者の視点か ら意見 を出 し合 う、ブ レー ンス トー ミン

グを行 った。

6.主 な内容

(1)武 田部長挨拶

政策情報 システム部の現在の業務には省内利用のデータベースの提供が含まれてい

るが、進展しっっあるマルチメディア関連技術を省内の情報化の今後に向けて、どう

業務に活かせるかを考える場としたい。

新 しい情報技術を取り入れた今後の行政業務の方向にっいて、有識者の方々のご指

導をお願いしたい。

(2)「 マ ルチ メデ ィア ・デ ー タ ベ ー スの ア プ リケー シ ョンに関 す る動 向 」

一192一



日本オラクル株式会社 小林 萌 副社長 講義

日本オラクル小林副社長より、以下の主旨の講義があった。

新 日鉄 とオ ラクルが行 うテ クニ カル ・ミーテ ィング(年2回)が 、以下 に述べ る話

の情報源 にな って いる。

資料 一4.①

資料1.オ ー プ ン時 代 の ソ リュー シ ョン

ハ ー ドウ ェア と オペ レー シ ョ ン ・システ ム との 組合 せ で で きる プ ラ ッ トフ ォー ムの

種 類 は90以 上 にな る。 これ らの プ ラ ッ トフ ォー ム に対 応 す る こ とが 、 オ ー プ ン ・シス

テ ム の ポ イ ン トで あ る。

リレー シ ョナ ル ・デ ー タベ ー ス(RDBMS)を 新 規 に登場 す るプ ラ ッ トフ ォーム に作 り

こむ技 術 が重 要 で あ る。

RDBMSと ア プ リケ ー シ ョン ・ソ フ トとの イ ンター フ ェー スに はSQLが 広 く使 わ れて

い るが 、 ユ ー ザ ー が このSQLプ ロ グ ラム を ア イ コ ンに対 応 させ て作 れ る よ うな 、 ア ク

セ ス ツ ー ル が あ る。

例 え ば 、 オ ラ クルDBとDB2と を リン クす るた めの デ ー タベ ー ス ・ゲ ー トウ ェ イ、

お よ び オ ラ クルDBと ネ ッ トワー クとを リン クす るため の ネ ッ トワー ク ・ゲ ー トウ ェ イ

が あ る。 これ らは 、 エ ン ドユ ーザ ーがDBMSを 意識 せ ず に利 用 す るた め に使 われ る。

資 料2.NIKKEIOPENSYSTEMS1994年4月

矢 印 が 混 み合 って い ると ころが オー プ ン性 の 高 いDBMSで あ る。 オ ラ クル 、サ イベ ー

スな どが オ ー プ ン性 が高 いデ ー タベ ー ス で あ る。

資 料3.テ ク ノ ロ ジー の リー ダー

オ ラ クル 製 品 の歴 史 的発展 を表 現 して い る。歴 史的 ポイ ン トは以下 の とお り。

1979年 初 の 商用 デ ー タベ ー スはDECのVMS(OS)に 乗 せ た。 次 にUNIXに ポ ーテ ィ ング し

た。 この 時 ポ ー タ ビ リテ ィが生 まれ た。

1986年SQL対 応 とネ ッ トワー ク ・ゲ ー トウ ェイが開 発 され た。

1991年 パ ラ レル ・サ ーバ ー対 応 の 商 用DBMSを 出 した。 次 にMPP(マ ッシブ ・パ ラ レル

・プ ロセ ッサ)対 応 が 出た。
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1995年64bitOS(DEC8000シ ーリー ズ)の サ ポ ー トが 出た。

現 在 ソ フ トウェア は進 歩す るハ ー ドウ ェア に 引 っ張 られ て動 いて い る。

資料4.分 野 別 の売 り上 げ状 況

オ ラ クル 社 の売 上 高 の34%がRDBMS(サ ーバ 製品)で あ る。実 はサ ポー ト、 コ ンサ

ル テ ィ ング、 開 発 ツー ル な どの売 上 比率 が 高 い。

資 料5.ORACLEデ ー タベ ー ス製 品 ラ イ ンナ ップ

全 てORACLE7が 基 礎 に な って い る。 パ ー ソナ ル用 また は ワー ク グル ー プ用 ツ ール の

ウ ェ イ トが 高 い。

資 料6.ORACLE7Release7.1パ ラ レ ル 機i能

DBの 周辺 に関 す る処 理 をパ ラ レルで 行 え るよ うに して い る。 パ ラ レル ・ク ェ リー

とは 、SQL言 語 での 問 い合 わせ を分 解 して 、パ ラ レル処 理 す る もの 。.

資米斗7.ORACLEVLM

64bit対 応 のRDBMS商 品が1995年9月 に 出 る。 コアの 中 の デ ー タ容 量 を最 大14TBま

で に す る。RDBMSの 処理 ス ピー ドの 障 害 に な って い る もの に ジ ョイ ン機 能 が あ る。 こ

れ は、 各種 テ ー ブルの デ ー タを っ な ぐ機 能 で あ り、 これ に時 間 が か か る。 ジ ョイ ンを

工 夫 す る こ とに よ り、 ス ピー ドが2桁 上 が る。

例 え ば 、某 製 鉄 所 の コ ンピ ュー タの デ ー タ容量 は200GBで あ り、 製 造 業 で は14TBあ

れ ば 充 分 で あ る。 た だ し、金 融 業 ・流 通 業 な ど顧 客 の個 人 情 報 の 生 デ ー タを フル に入

れ る と、14TBで 満 足 で きるか とい う課 題 が あ る。

資 料8.ORACLE7パ フ ォー マ ンス 、 ス ケ ー ラ ビ リテ ィ、 リラ イ ア ビ リテ ィ

パ ラ レル ・コ ン ピュー タ に3っ の タイ プ が あ る。SMP、Cluster、MassivelyPara-

11el(例 え ば1000個 の プ ロセ ー ッサ を1個 の 国体 に入 れ る)で あ る60RACLEは す べて

のパ ラ レル ・コ ン ピュー タ をサ ポ ー トして い る。

資*斗9.ManagingAllYourInformation

デ ー タの タイ プに3つ あ る。StructuredDataは 従 来 のRDBMSが 扱 う数 字 ・文 字 デ

ー タで あ る。UnstructuredDataは 文 章 や 音 声 、静 止画 な どで あ る。StreamDataは

映 像 で あ る。 現 在 は、 これ らの デ ー タを 別 々に処 理 して い る。 将 来 これ を 統 合処 理 す

るた め に、 ど うす れ ば よい か とい う課 題 が あ る。

資 米斗10.ORACLEMultiDimension

SpatialDataと は、例 え ば 、衛 星 か らと った写 真 をデ ー タ解 析 す る場 合 で 、 地 図 デ
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一 夕 と温 度 分 布 な ど裏 側 に属 性 を もった デ ー タ(MultiDimension)で あ る。

デ ー タ ウ ェア ・ハ ウ ジ ングを活 用 す るが 、 デ ー タ ウェア ・ハ ウ ジ ン グにつ いて は後

述 す る。

資 米斗11.㎡ORACLB7AccessingOtherData

ユ ーザ ー がORACLE7と 他 の 色 々なDBと リン ク して 利用 す るた めの 機 能 で あ る。

資 米斗12.Client-Agent-ServerArchitecture

Clientに は携 帯 電 話 な どが考 え られ る。 携 帯 電 話で は19.6kbps(米 国 のPCS、 日本

のPHSは32kbps)と 遅 いの で 、 ど こか で キ ュー イ ング(待 ち行 列)が 必 要 で あ る。 ま

た、 携帯 電 話 な どで は伝 送 が途 切 れ る こ とが あ る。途 切 れ た場 合 、途 切 れ た所 か らデ

ー タ伝送 を行 うよ うにす る機能 も必 要 で あ る。 これ らがAgent機 能 で あ る。

資料13.オ ラ クル の プ ロダ ク ト・レイ ヤ ー

オ ラ クル社 の 全製 品が 示 され て い る。OracleMediaServerに3種 類 あ る。一 番 左

のORACLE7はStructuredDataを 管理 す る。 真 ん 中 はUnstructuredData(文 章)用 、

右 がVideoServerで あ る。 エ ン ドユ ー ザ ーが この3っ を統 合 して利 用 で き る よ うに し

よ う とい うの が 、 現 在 の方 向で あ る。 た だ し、問題 もあ り、 それが 正 しいか ど うか は

今後 議 論 にな るだ ろ う。

資 料14.ORACLE8一 次世 代RDBMS

ORACLE8は 次 世 代 のDBMSで あ る。 大 規模DBを サ ポ ー トす る。DBの サ イ ズ は最 大10TB、

同 時 に ア クセ スす るユ ー ザ ー数 は最 大10,000以 上 。パ ラ レル処 理技 術 の 向上 が 前提 に

な って い る。 セ キ ュ リテ ィの 向上 は イ ンター ネ ッ ト中心 に議 論 されて い る。

資料15.ORACLE8オ ラ クル の進 化

絵 だ け なの で 省 略 す る。

資料16.題 名 な し

LargeScaleOLTPオ ン ライ ン ・ トラ ンザ ク シ ョン処理 で 、TPモ ニ ター な どが 使 わ

れ る。LargeScaleDSSは デ シ ジ ョ ン ・サ ポ ー ト・システ ムで 、例 え ば 、容 量10TBを

サ ポー トす る。

SystemmanagementはDBを 分散 化 す る と きに重 要 な機 能 に な る。

資料17.題 名 な し

省 略 す る。

資料18.TPMoniter(XA)
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XAイ ンターフェースとい う標 準を組み込 む。 これにカス タマイズ機能 を加えて、 タ

キ シー ド、エ ンシナ、 トップエ ン ドという3種 類のモニ ターが ある。

XAイ ンターフェースに もい くつかの難 しい問題があ る。例 えば、 トランザ クシ ョン

のキ ューイ ング機能および優先順位づ け機能 をDBMS側 が もっのか、モニター側が もつ

のか、パ ラ レル処理機能 の負荷バ ラ ンスを どこで行 うか、などの課題があ り、 これ ら

はOSと のか らみ にな る。

以上 のような議論 に、 これ まで は日本の意見が入 って いない。 そ こで、 日本のユ ー

ザーに要求を出 して欲 しい とい って いる。 これ らをまとめて提案 したい。

資料 一4.②

資料19.マ ルチ メデ ィアの デ ー タ型 式

ス トリー ム ・デ ー タ、 テ キ ス ト ・デ ー タ、 バ イナ リー ・ラ ー ジ ・オ ブ ジ ェ ク ト(BLO

B)、 定 型 デ ー タな.どが あ る。

エ ン ドユ ーザ ー は、 先 ず テ キ ス ト ・デ ー タ にア クセ ス して くる。 そ して 欲 しい もの

が決 ま る と、 初 め て ス トリー ム ・デ ー タ の番 にな る。

定 型 デ ー タで は、例 え ば 、顧 客 デ ー タ な どが膨 大 に な り、 ここ にで番 大 きな ビジ ネ

ス ・チ ャ ンスが あ る。 ス トリー ム ・デ ー タで は、例 え ば 、 ビデ オ テー プ をデ ジタル 化

して 送 るだ けで 、 この部 分 はあ ま りお金 に な らな い。

パ ソ コ ン用 ソフ トで、 ビデ オ ・ポ ンプ とい う商 品 が あ る。 これ は1画 面 単 位 の デ ー

タを1秒 間 に30回 ネ ッ トワ ー クに送 り込 む。 これ は、 そ れ程 難 しい技 術で な い。

重 要 な と ころ は、 テ キ ス ト ・デ ー タか らス トリー ム ・デ ー タ にっ な ぐポ イ ンター技

術 な のだ が 、 この 部 分 は シー ク レ ッ トに な って お り、 あ ま り発 表 が な い。

資 料20.デ ー タベ ー スの要 件

ユ ー ザ ー管理 、 検索 機 能 、 コ ンテ ン ト管 理 、バ ックエ ン ド業 務 な どが あ る。

通 産 省 の もっ デ ー タベ ー ス は事 情 が 異 な るが 、民 間 の デ ー タベ ー スで は、ユ ー ザ ー

管理 が一 番重 要 で あ る。 ま た、 大 規 模 デ ー タベ ー スで は、 バ ックエ ン ド業務 が 馬鹿 に

な らな い。

資料21.ネ ッ トワー クの要 件

1995年6月13日 に イ ンテ ル社 ア ン ドリュー ・グロ ー ブ社 長 とオ ラ クル社 エ リソ ン社
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長 とが サ ンフ ラ ンシ ス コで 共 同記 者 会 見 を行 った。 そ こで 両 社 はLANと パ ソ コ ン端

末 に マル チ メデ ィア情 報 を 流 す シス テ ム を共 同開 発 す る と発 表 した。

この 商 品 は95年 秋 か年 末 に登 場 す る。

資料22.題 名 な し

オ ラ クル社 が 提 案 す るマ ル チ メデ ィア ・ネ ッ トワ ー クの ア ー キ テ クチ ャで あ る。

OracleMediaNetはSQL*Netと 同 じ機 能 を もつ。OracleMediaObjectは オ ー サ リン

グ ・ツ ール で あ る。

資料23.Oracleの 参 加 す る主 なITVの プ ロ ジェ ク ト

ベ ル ・ア トラ ンテ ィ ック社 とオ ラ クル社 との 開発 プ ロ ジ ェ ク トは特 定 ユ ーザ ー を対

象 とす るテ ス トが 終 わ った。 サ ーバ ー にnCUBE社 の製 品 を使 って い る。 オ ラ クル社 と

nCUBE社 との関 係 は深 い。 端 末 にセ ッ ト ・トップ ・ボ ックス(STB)お よ び テ レ ビを使

う。

資料24.BellAtlamticの 事 例

ユ ーザ ー はSequent社 のApplicationServerに ア クセ スす る。nCUBE社 のVideo

Serverは 映像 の ポ ンプで あ る。

米 国 と 日本 との 決 定 的 に違 う点 。 米 国 はパ ラ レル ・マ シ ンを なん とか ビジネ ス に な

らな いか と、一 生 懸 命 や って い る。 た だ し、 ビジネ ス は ビジネ ス と して 、 クー ル に見

て い る。 日本 は出 来 上が った ビデ オ ・サ ーバ ー を ど う使 うか を や って い る。

オ ラ クル社 エ リソ ン社 長 の イ ンター ネ ッ ト議 論 で の意 見 「ビデ オ ・サ ー バ ー の重 要

な ア プ リケ ー シ ョ ンは、 ビデ オ ・オ ン ・デマ ン ドや ホー ム シ ョ ッ ピ ングで はな くて 、

ニ ュー ス ・オ ン ・デ マ ン ドお よび ジ ャス ト・イ ン ・タ イム ・ トレーニ ングで あ る」

資料25.BTの 事 例

BellAtlamticやUSWestと 基 本 的 に 同 じで あ る。

資料26.日 経 マル チ メデ ィア創 刊号 よ り

三 菱 商事 は社 内TVの ニ ュー ス ・オ ン ・デ マ ン ド ・シス テ ムを 開 発 し、1995年7月

か ら試験 導 入 を 開始 した。

資 料 一4.③

資 料27.CALSが 必 要 とす る規 格 体 系

コー ド化仕 様 で は、 テ キ ス ト(SGML)、 グ ラ フ ィ ッ ク(CGM) 、 イ メー ジ(IGES)、
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画 像(Raster)が 標 準 化 され た。

交 換標 準 で は、 磁気 と光 が 決 ま った。CITISで はSQL対 応 が決 ま った だ けで あ

る。

資 料28.CALSの 進 展

CALS推 進 委 員会 の 会 長 はオ ラ クル社 会長 の ア ブ ラハ ム ソ ンなの で 、 オ ラ クル社

はCALS推 進 に熱心 か と思 うと、 そ うで もな い。オ ラ クル社 はCALSに クー ル に

対 応 して い る。

資料29.SecureNetwork

セ キ ュ リテ ィに は 、 デー タベ ー スの セ キ ュ リテ ィとネ ッ トワー クの セ キ ュ リテ ィ と

が あ る。 デー タベ ー ス の セ キ ュ リテ ィで は、 オ ラ クル社 は デ ー タの レコー ド(行)単

位 に、①VerySensitive、 ②Sensitive、 ③Publicと い う区分 を設 けて い る。

ユ ーザ ー の組 織 階 層(役 割 で ブ ロ ックを作 る)、 ユ ーザ ー 個人 の レベ ルで ア クセ ス

で きる デー タが 変 わ る。厳 しい セ キ ュ リテ ィで あ り、利 用 者 に は面 倒 な こ とに な る。

ネ ッ トワー クの セ キ ュ リテ ィで はRSAと かDESEncriptionな どが あ るが 、 日本 で

はDESEncriptionの 使 用 を許 され て いな い。 そ れ な ら、 日本 独 自の暗 号 化 を採 用 す る

か とい う こ とにな るが 、 日本 国 内 は良 いが 、 国 際 的 に通用 しな い とい う問 題 が あ る。

資料30.デ ー タ ウ エアハ ウスの 構 造

新 日鉄 の人 が 米 国 に調 査 に行 った。 メ タデ ー タ、 デ ー タマ ー ト、 ユ ー ザ ー ・イ ンタ

ー フ ェー スな どか らな る
。

メタ デ ー タ はデ ー タの 目次 で あ り、デ ー タマ ー トはデ ー タを 中 間加 工 した もので あ

る。 デ ー タ ウ エア ハ ウスの イ メ ー ジは、 株 の トレン ド情報 や マー ケ テ ィ ング情報 の提

供 を考 え る と良 い。

資料31.AnySourceofData

OperationalDataは ス トラ クチ ャー ・デ ー タで あ る。

ExternalDataは 地 図 や 天気 デ ー タな どで あ る。

Newkindsofdataは テキ ス ト ・デ ー タや 映像 デ ー タな どで あ る。

現 在 、 これ らは別 々 に な って い るが 、 これ らを一 緒 に組 み込 む に は、 ど うす れ ば良

いか が課 題 で あ る。

資料32.TheRoleofMetaData

メ タデ ー タは デ ー タ ウ ェアハ ウ ジ ングの索 引の よ うな もの で あ る。
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資 料33.ThehuboftheDataWarehouse=Oracle7

デ ー タ ベ ー ス がOracle7と フ ロ ン ト側 にDataWarehouseと の2重 構 造 に な っ て い

る 。

資*斗34.OracleWarehouseVLDBExamples『

銀 行 の400GB、 小 売 の 最 大550GB、 保 険 の 最 大750GBな ど は か な り大 き い 。 日 本 に

お け る一 つ の デ ー タ ベ ー ス は最 大200GB位 で あ る。

資 料35～37DataWarehouseの 事 例

USWest、Mervyn's、JohnAldenInsuranceな ど の 事 例 が あ る。

オ ラクル社 は、アイルラ ン ドにあ るIRI社 のデー タウェアハ ウジング用解析 ツー

ル部門を買収 した。

(質問)

○ ユーザーIDで ア クセスで きるセキ ュ リテ ィは1っ のDBが 対象なのか、複数の

DBを 対象 にす るのか?

(答)基 本 は1つ のDBの 中で プ ロテ ク トす る もので ある。厳密 なプロテクシ ョンが

かか ってお り、特定の人 しかデータの登録、改 ざんがで きない。運用す る側 には、

煩雑な ものであ る。

○ メタデータで は、 ア ンス トラクチ ャー ド・デー タをど うや って扱 うのか。

(答)メ タデータを ど うゆ う具合 に作 るかにっ いて、情報がない。 メタデー タその も

のを見た ことがな い。 したが って、答え られない。

○ 通産省の業務で は、非定型 データが流れて いる。 これのデー タベース化は容 易で

ない。キーワー ドに して も、常 に変化す る。

(答)新 日鉄で はNサ ーチ という、 フルテキス ト・サーチ ・ツールを使 っている。 キー

ワー ドは不要であ る。

(意見)米 政府の公開 して いるデータベ ースはテキス ト(文 章)が 多 い。キー ワー ドを

ふ っていない。 フ リー ・キー ワー ドで も、処理時 間が大変早い。ただ し、欲 しいデ

ータを見つ け られ るか どうかは
、検索者の能力にかか って いる。

提供す る側 は手 間をかけないで、検索す る側が努 力す るほうが普通で はないか。

(意見)シ ソーラスはな じまない。 シソーラスを使 うな らば、なん らかのキー ワー ド変
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換が必要 だろう。'キー ワー ドと同類の言葉 をっなげて検索す る。

国立民族学博物館の杉 田先生 が同 じことを言 って いる。 データベ ースを作 る人 と

使 う人 とでは言葉が違 う。 これ を親切 にカバ ーす るシステムが必要であ る。

言葉の コンパ イラー技術が米 国で進んでい るが、 日本で は非常 に遅れて いる。

(3)ブ レー ンス トー ミング

「本調査研究で作成す るプロ トタイプ ・システムに取 り込むマルチ メデ ィア ・デ

ータベースの内容の候補 につ いて 」 とい うテーマで
、ブ レー ンス トー ミングを行 う

に際 し、まず、事務局よ りブ レー ンス トー ミングのための参考資料 に基づいて、説

明があ った。

続 いて、参加者か らの 自由な討 議に入 った。

(以下 、敬称略)

小林

マ ル チ メデ ィア ・デ ー タベ ー スの シス テ ム と して 、例 え ば、 三 菱 商 事 、NECは

社 内放 送 システ ムの 中 にVOD(ビ デ オ ・オ ン ・デマ ン ド)を 導 入 して い る。 また 、

オ ー ラ ン ドの デ ィズ ニ ー ワー ル ド,エ プ コ ッ トセ ンター な ど に は仮 想 シ ョ ッピ ング

セ ンター があ る。

名和

特許庁の特許情報の設置委 員会で、特許情報の流通 にっ いて討議 し、現在、テキ

ス ト情報 と絵の入 ったCD-ROMで1週 間に2枚 ほど出版 してい るが、数百枚 し

か売れて いない。

この他、通産省ではJIS規 格 にっ いて と通産省内の研究所の研究情報につ いて

とが電子 メデ ィア化に動 いて い ると聞 いて いる。

しか し、国際機関のANSIやITUな どにおいて は、紙 ベースの資料を継続 し

よ うと している。電子 メデ ィア と して流通 す ることに対 し、そ う して しまうことに

よ り、情報が タダで出回 って しま うことをおそれているためであ るとい う。

小林

ま た 、ハ イテ ック シャ ワー 社 とい う会 社 が 、ニ ュー テ ク ノロ ジー に 関す る ビデ オ
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を毎 日配信 して いると聞 く。 これは、企業 に好評で、 ビデオ映像 により、難 しい技

術 をわか りやす くス ピィーデ ィに伝え ることがで き、理解 を得やす いということで

利用 されている。

石垣

NTTで も2年 ぐらい前か ら、マルチ メデ ィア ・デー タベースを どうい った分野

で使 うかを考 えた ことがあ る。

例えば、電話網 のネ ッ トワークや設備 の監視業務 に、 ビルの地図を呼 び出せ る シ

ステムとか、あ る場所で災害 または故障が発生 した場合の不通 になるネ ッ トワー ク

の図を出す システムな どで 、複数の人が情報 を共有す る手段 として、使 い道が あ っ

た。

また、イ ンター ネ ッ トのWWWサ ーバが、調達 の公示 に図付 きで出す システムの

例 もある。 また、社内教育 の トレーニ ング用 に、 グラフィ ックスで設備 の外観 など

を見せ る時に使 ってい る。 これをネ ッ トワー ク化す ると通信料金がか さむので 、と

りあえず は、CD-ROMで 出 して いる。

NTTで は数年 前に5TB(テ ラバ イ ト)く らいの社内用 の数値、文字 のデータ

ベースがあ った。 このデータベースを ビジュアル化す るためのツールを現在開発中

であ る。

名和

組織集団の中において は、 トップダウンによ り、あ る事柄 にっ いて調査 して資料

をっ くれ とい うよ うな、意思決定にかかわ る仕事が発生す る。 それを作成 した後 に、

そ う した一過性 の資料 は、 ス トックされに くく、再利用 され ることはまず ない。 し

か し、 これをデー タベース化 して、ハ イパ ーテキ ス トの ようにで きたな ら、多人数

で有益 な情報 を共有 で きるよ うになるので はないか。引 き継 ぎ業務にっ いて も同様

ではないか。

武田

現実的な話 と して、政策立案などの非定型業務 において 、そのや り方 などの ノウ

ハ ウについて、他人 に伝え る手段 とい うものを、役所 は公式 に持 って いな い。

小林

そ うした個 々人の情報を活 かすよ うな個人向 きの ツールを開発することは、大企

業の ソフ トメー カーに は難 しい面があ った。 あ る部署用の アプ リケーシ ョンをっ く
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るとい うことはあ る。

私の意 見は、マ ルチメデ ィアは、基本的 に情報量 を増やす システムにす る とい う

ことであ り、何かの補完的な システム として作 るとい うことでは、メ リッ トも少 な

い。 いま、マルチ メデ ィアの トライアルは コス トの問題で引 っ掛か って いる。 ビデ

オ ・オ ン ・デマ ン ドで は、1プ ロセ ッサで30～40人 の利用が限度であ る。パ ラ レル

・プ ロセ ッサを利用 して、多 くの人が同時 に利用で きるための技術の方 向は見えて

きてい る。 しか し、 コス トを考 えれ ば、同時に映像 をア クセスで きる人数 を制限す

る しくみをデータベース ・システム側で持つ ことが実用上 は必要 になろ う。

内由

マルチ メデ ィア ・システムの導入を直接 、現在の行政業務 に結びつけないほ うが

良 いので はないか。 日本の行政府で は、基 本的に前例を重ん じて、文書で のや りと

りが主体であ る。通産省 において は、r数年 で部署 の異動 もあ り、ゼ ネラ リス トを育

て るとい う方針で一貫 して きた。役職の引 き継 ぎについて も通常5～6枚 の文書で

引き継 ぎを行 い、実 際に保存 されている過去の資料 はロッカーにい っぱいあ るが、

半年 も利用 しない もの は、捨て られ ることにな って しま って いる。

小林

必要な報告書 などの情報 は全部、 コ ンピュー タに入れて しまえばよい。 あ とは、

正確 に欲 しい情報が引 き出せ るよ うにアクセスで きるアクセス ・ツールを作 れば良

い。 これ は後か ら学習す る もので あ って、利用す る側が努力す る問題であ る。かつ

ての光デ ィスク ・ファイ リングなどは入れ る側の努 力が大変であ り、 それ は間違 っ

た システムで あった と思 う。

また、何 を コンピュー タに入力 し、何 の情報 を共有化す るか とい うことも現実的

には、大事 な点で はな いか。

石垣

情報 を電子化 して共有す るとい う話 にな ると、例 えば営 業では業務 に関わ るデー

タを入力 して くれない。なぜ な ら個人が努力 して集 めた数値および ノウハ ウな どの

テキス ト情報 にっいては、その個人 は他人 に教えたが らな いためで ある。

小林

コ ンピュータにアクセスす るツールの要素的な技術は、エ ー ジェン ト技術 などが

見えて きた ことによ り完成されて い くのだろ う。後 はコス トを下げ る技術 が出て く
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るか否かであ る。

また、 こんな ことがで きないか とよ く人か ら求め られ る話で、 ど こかで撮影 した

ビデオがあ る。それにはどんな内容の ものが含 まれて いるかを知 りたいときどうす

るか という技術であ る。 これ は、現在、映像のス トリーム ごとに シナ リオをつ くる

ことにより検索で きるよ うにな ってい る。

米国防総省やコダ ック社 は、写真の中に何が写 って いたのかを知 ることがで きる

「写真の内容の検索方法にっ いて 」研究 して いるらしい。 これ は、様 々なプ レス情

報 、学術情報等 を通 じて察す ることがで きる。多分、写真 をデ ジタル化 して、その

シナ リオの テキス トとイメー ジとを リンクさせているのではないか。

また、米Semantic社 は画像解析 ソフ トを作 っている。 こう した動 きを一覧す る展

示会に96年8月 にスイスで開かれ るInfomationResearchandRetrieva1が ある。

武由

ここ5～10年 で形 とかイメージで検索で きるデータベ ース技術が 出て くるので し

ょうか。

小林

それ は、画像や映像 などが検索のキー とな るようなデータベースに関す る米国で

の研究の進捗度を調べてみる必要があ るで しょう。

IBM社 では、形や色で画像 データベースを検索す るソフ トを商品化 している。

情報検索の手法 に関す る技術が今後 どういう方向に動 いて い くか、 日本で は完成

した技術を利用す ることのみが多 くて、 こうした動 きは少 ないのですが、見極める

べ きで しょう。

杉山

画像や映像 を検索 システムに導入 した例 をいくっか聞 いて いる。

MIT(マ サチ ューセ ッツ工科大学)で は、倉庫のなかか ら指定 した商品を取 り

出す という情報検索 システムの中に、形状や色の違いによ って、見分 ける研究がな

されて いる。 それ により、まちが った商品を取 り出 して こないとい うことである。

その他、 日本の 自動車 メーカーで は、道路 を走 る車の ビデオか ら自社の特定の車種

が写 って いるところを捜 し出す という研究が進んでい ると聞 く。

石垣

映像情報それ自体がすべての価値をもっもの(例 えば、VODや 放送局の映像な
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ど)と 補助 的な もの(電 子 シ ョッピングでの静止画な どあればべ夕一な もの)で2

っに分 けて情報 の中身の性質をみ るとい う視点 もある。後者ではプ レゼ ンテー ショ

ン技術が大切 ということにな るだろう。

小林

非定型の仕事 に使 う もので、個人的な用途 や目的がベ ースになってい るデータベ

ース ・システムは、雑な(複 雑でない とい う意味)シ ステムで、事足 りる可能性 も

十分 にあ るの ではな いか。

そ うした システムは、い くっかの コ ンポー ネ ン トの組み合わせ とい うことにな り、

それぞれの コ ンポーネ ン ト内の しくみ にっ いて はや さしく、それ らを リンクさせ る

技術が難 しいのではないか。例えば、 ロ一夕スノー ツは個人用の ツール と して良 く

できているが、難 しいのはテキ ス トと画像 を リンクさせ る方 法がな いとい うことだ。

名和

会議 システムにつ いて も将来マルチ メデ ィアになるだろ うが、完全 に電子 メデ ィ

ア化 されている ものが、 まだ普及 して いな い。

小林

紙 な しで会議 資料 をディスケ ッ トで持 ち帰 る会議 とい うものが米国にはあ る。

石垣

NTTで は幕張 と品川で将来のデ ジタル会議 システムの実験 を行 って いるところ

である。
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第2回 ブ レー ンス トー ミング議事録

1.日 時 ・場所 平成7年11月15日(水)帝 国ホテル別館(イ ンペ リアル タワー)会 議 室

2.出 席者 有識者

日本オラクル株式会社 副社長

日本電信電話株式会社

NTT情 報通信研究所データベース研究部

部長

新潟大学 法学部法政コミュニケーション学科

教授

通産省

通商産業研究所 政策情報システム部

主任調査官 ・技術室長

企画調査室長

調査官 ・企画係長

調査官

株式会社旭リサーチセンター 取締役

主席研究員

研究員

小林 萌

石垣 昭一郎

名和 小太郎

内田 和義

町田 昇

山田 理

伊豆山善夫

杉山 舜介

新井 喜博

3.議 事次第

(1)新 潟大学法学部名和教授講義 〔約60分 〕

(2)調 査研究の経過 および 将来の行政情報 システムのプロ トタイプ ・システム

設計案 〔約30分 〕(事 務局旭 リサーチセ ンターか ら)

(3)ブ レー ンス トー ミング 〔約60分 〕

4酉 己付資料

○資料 一1

0資 料 一2

第 二 回 ブ レー ンス トー ミング次 第

名 和 小 太郎:"マ ルチメディア と著 作権",

pp.441-445(1995)
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○資料 一3

○資料 一4

0資 料 一5

名 和小 太 郎:"マ ルチメディア と著 作 権 一現 状 と問題 点",科 学 技 術 文 献 サービス

No.108,PP.15-19(1995)

調 査 研 究 の経 過,旭 リサ ーチ セ ンター

将 来 の 行 政情 報 シス テ ムの プ ロ トタイプ ・システ ム 設計 案,旭 リサ ー チ

セ ンタ ー

5.概 要

新潟大学法学部 名和教授 より、・マルチメデ ィアに関連す る著作権問題 と題 して、

著作物の保護制度の歴 史的背景、現在問題 とな っているマルチ メデ ィアの著作権問

題の まとめ、 日米欧の権利制度 の運営状況 や米国での著作権関連 の判例 などを交え、

今後のデ ジタル商品の著作権問題動 向に関す る講義があ った。

次 いで、事務局 よ り今年度 の現 在までの 「多様 なメデ ィアを利用 した高度 な情報

利用 システムの構築 に関す る調 査研究 」の経過報告な らびに 「将来の行政情報 シス

テムのプロ トタイプ ・システム設計案」にっ いて報告がな された。

この設計案 について、将来の行政情報 システムがいか にあ るべ きか とい う意 見を

中心 に して、出席者 か ら意見 を出 し合い、ブ レー ンス トー ミングを行 った。

6.主 な内容

(1)NTT情 報通信研究所 デー タベース研究部石垣昭一郎部長 か らのマ ルチ メデ ィア

システム例の紹介

NTT情 報通信研究所で は、京浜急行 と協力 して、駅の構内で京浜急行沿線 の街

の情報を実写映像 ビデオを使用 しなが ら、仮想的に街を ウ ォー クスルー し、情報検

索で きるrTakeMe」 とよぶ ビデオ ・ハ イパーメディア機器 を実験的に実用化 した。

実写映像 を使用 した点に特徴が ある。現在、品川駅、横浜駅、横須賀駅 に設置 して

い る。 この システムは、サ ンマイ クロ ンステム社のサ ンスパ ー クにXビ デオボー ド

を付 けた もので 、DBMSに はNTTデ ータ社製のUniSQLを 使用 した。

(2)「 マルチメデ ィアに関連す る著作権 問題」

新潟大学法学部法政 コ ミュニケー シ ョン学科 名和 小太郎 教授 講義

新潟大学法学部名和教授 よ り、以下の主 旨の講義が あ った。
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・ 著作権制度の歴史

現在の著作権 に関す る制度上の国際的枠組みは1886年 に締結 された人格権 を尊重す

る 「ベル ヌ条約 」にあ る。 これ は、1791年 フランス革命直後 にフランスで制定 された

個人の知的活動 を高 く評 価す る思想 が反映されている著作権法が、プ ロ トタイプ にな

って いる。 このベル ヌ条約 はその後7回 改正が行われ、最終の改正 は1971年 で、 その

まま現在 に至 って いる。1971年 で内容が凍結状態 にな り、その後 に登場 した新 しいメ

デ ィアで扱われ る著作権 はベル ヌ条約では対象 にな って いない。す なわ ち、ベル ヌ条

約はデジタル技術 の環境 に対応 した制度にな っていない。

米国がベル ヌ条約 に加盟 したの は、 まだ新 しく1989年 で あ る。 これは、米国内の著

作権制度がベル ヌ条約 にな じまず、 ビジネス優先の環境下 にあ り、映画製作会社 な ど

が抵抗 していたためであ る。

、したが って、著作権制度 に関す る理念の相違 は以下の ようにまとめ られ る。

著作権制度の理念

コ モ ン ロ ー 大 陸法 .

著作権 コ ピー ライ ト オ ーサ ーズ ・ラ イ ト

著作者 個人&組 織 自然人

著作物 精神的成果&産 業的成果 精神的成果

また、1992年 にはガ ッ トで知的財産権に関す る協定(TRIP)が 合意 された。 ベル ヌ条

約 との違いは、前者 は権利 を定義するルール集 、後者 はルール違反を取 り締 まるルー

ル集 という性格が あ ることで ある。

・ 先進国のマルチ メデ ィア著作権関係の公式資料

マルチ メデ ィア著作権 関係の 日米欧の公式資料 としては、現在 は以下の ものが最 も

新 しい。

日本の文化庁の ものは、デ ジタル環境下 における現行法 の問題点を示 し、その代替

案を示 している。

米国は1994年 にGreenPaperを 出 してお り、それが下記の 日欧の資料 と同 レベルの

段階の ものであ り、政府 の構想案が提示 されて いる。

一207一



日本 文化庁:著 作権審議会 マルチ メデ ィア小委員会

ワーキ ング ・グループ検討経過報告1995

米国IITF:IntellectualPropertyandtheNationalInformation

Infrastructure(WhitePaper)1995夏

欧州EU:CopyrightandRelatedRightsintheInformationSociety

(GreenPaper)1995夏

・ 日本の著作権の管理事情

日本の著作権の構造 は、言語、音楽、美術、図形、映画 、写真 およびプログラムの

著作物 までが、著作権 で管理 されてお り、放送事業者の権利、 レコー ド制作者 などの

権利は著作隣接権で管理 されて いる。 これ らを包含 した ものがマルチメデ ィアの著作

物であるため、マルチ メデ ィア著作物の権利の管理 はたいへん複雑 な ものにな って し

まう。

・ 著作権の環境変化

かつてのベル ヌ条約 の環境下で は、以下 の図のよ うに簡単で著作権 の使用を著作物

にかけるよう負担すればよか った。一方、デ ジタル環境下 の著作権 に関 して は、道具

で あるデジタル機械 に著作者 とユーザ ーの双方 が入 り込み、デ ジタル機械 に著作権 の

料金をかける必要性が求め られて いる状況 にあ る。

著作権の環境変化

1.ベ ル ヌ条約環境

著作者 ユ ー ザ ー

囲 ⇒[当言⑳

2. デジタル環境
…著作者

複数の ⇒
著作者

デジタ
ル機械

ユ ー ザ ー 一

⇒⑳

著作寄与者の出現
法人著作者の優越
著作物の再利用化

機器の普及
操作の自動化
出力の断片化
出力の複合化
情報の等価性
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この他 、デ ジタル情報の特性 やマルチメデ ィア著作権問題 につ いての話があ った。

・ デ ジタル情報の著作権 に関連 す る米国の判例

マルチ メデ ィアの著作権問題の動 向を見 る上で、米国の最高裁 の判例 結果を振 り返

ることは参考になる。米国は判例法の国で あり、最高裁が時々の状況 に応 じて新 しい

判例を示 している。

その例 と して、89年 に行われ たファイス ト社(出 版社)が ルー ラル社(電 話会社)

の電話帳を コ ピー したことが著作権の侵害にあたるかど うか とい う訴 訟問題があ った。

これ に対 して最高裁で は、電話帳 は編集 著作物であり、既存の材料/事 実/デ ータの

収集/蓄 積を し、 これ ら材料 の選択/調 整/配 列を した もので 「額 に汗の理論」があ

るところで あるが、著作権にはオ リジナルな著作物の創作が不可欠であ り、 この電話

帳の場合 にはそれに欠 けてい る。 したが って、著作権の侵害 はな いとい う判決 とな っ

た。 これ はデータベースの使用 には著作権侵害がないことを示唆 して いる。

また、92年 に行われた米国地球物理連合の一研究者が テキサ コ社の特定 ジャーナル

の8編 の コピーを ファイル化 した ことで、公正使用か どうかが争われ た例があ る。結

果 は、 これ は公正使用で はない とい うことだ った。 日本の複写権セ ンターに相当す る

CCC(コ ピーライ トセ ンター)を 利用せよ との判決が下 された。

また、93～94年 にマサチューセ ッツ連邦地裁で行われたLaMachia(ラ マ ッキア)事

件が あ る。 これ はMITの 学生 であるD.LaMachiaが 大学のWSに ビジネス用/ゲ ーム

用 ソフ トウェアを搭載 したBBSを 無許可で開設 し、それを イ ンターネ ッ トにっない

だため、BBSの ユーザーが無料 でそれ らの ソフ トを利用で きたとい うもの。 これに

は、裁 く法律がな いとい うことで棄却 された というもの。

また、93年 にPlayboy社 がBBSを 運用す るFrena社 を訴え た。Frena社 のBBSが

Playboy社 の写真 に付加 した商標 を変更 した と して、著作権/商 標権 を侵 害 したとい

う訴 えが あ った。結果は、ユーザーが誰か とい う特定 はで きないが、公正 使用で はな

く、頒布権/上 映権/商 標権の侵害であ るとの判決とな った。

・ マルチメデ ィアの著作権問題 の実態

マルチ メデ ィア作品の特徴 は変形、断片的、合成が 自由で あ り、かっ ユーザーによ

る 「イ ンタラ クテ ィブ」な操作 がで きるところにある。
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そ こで、次の ような著作権問題の実態の実例があ る。

例えば、ハイパーテキ ス トでっ くられた作品を一つ一つのテキス トをバ ラバラに し

て使用 した場合 どうなるか という問題が あるが、 これ につ いては著作者の人格権の侵

害 とな って いる。

また、ラ ップ ・ミュー ジックで は、複数 の音楽 ソースを多チ ャンネルで入力 し、そ

れをバ ック ミュージ ックに して語 りを入れてい るが、 これは音楽 ソースの著作権侵害

にな るとしている。

パ ロディの分野で は、 日米で異 な る見解 となっている。米国の解釈で はパ ロデ ィは

ギ リシャ時代か らあ った もので、元の情報源が分か って意味があ る。パ ロデ ィは社会

に公認 され た表現手段で あ り、社会通念上許 され る もので、パ ロデ ィは原作 と市場が

異なるとい う点か らも著作権侵害 にな らな いと して いる。 しか し、 日本 ではマ ッ ドア

マノ氏の有 名なパ ロデ ィ広告 が訴 え られ た裁判の例があ り、著作権侵害にあたると し

て いる。

日本の著作権法で は著作権の利用について は規定を設 けてい るが著作物の使用 につ

いて は関係 しない立場 を取 って いる。 この結果、次のよ うな問題 もあ る。CD-RO

Mを 買 って きて、社 内LANで 使 った らど うな るか という話であ る。 この問題 に対 し、

特許庁では、一枚のCD-ROMを 複数の人が利用す る場合 は、2倍 の料金に している。商

用データベースのデ ィス トリビュータ会社のDialogの 場合は1～10台 のパ ソコンで は

1.5倍sそ れ以上20台 までは2倍 の料金 である。 これ らは現在 、契約ベースのルール

とな っている。一定のル ール はない。

95年8月 か ら電子(デ ジタル)図 書館 の実験が行われて いるが、国会図書館で も、

デ ジタル化 してい る蔵書 は、 当面 は著作 権の期限の切れた明治時代 の ものを対象に し

ている。

・ これか らの権利処理 システムの考え方

著作権 は公的機関 による審 査 はな く、無方式主義で ある。(こ れ に対 し、特許権 は

発明者が特許庁 に出願 し、厳密 な審査 を受 けた上で付与 されて いる)

このため、ユ ーザーは誰が どんな著作物 を持 っているか、その著作権料がい くらで

あるかなどの市場情報 を正確に持つ ことがで きない。 この ような不完全 な環境を改善

す るために、現実 にはさまざまな 「著作権 集中処理機関」が設立 されている。例えば、

一210一



音楽著作権協会(JASRAC)や 日本複写権セ ンターが個別 メデ ィアの権利処理機i関と して

活動 して い る。

しか し、マルチ メデ ィア著作物ではメデ ィア横断的な権利処理機関の必要性が求 め

られてい る。す なわ ち、ユーザーが著作物を一 回利用す ることにカウ ン トで きるシス

テムが求め られて い る(次 図 参照)。

CMS(CopyrightManagementSystem)⇒

ECMS(EnduserCopyrightManagementSystem)

CMS著作者 著作権利用者

著作者

JASRAC等

↓

一 ネ ッ トワー クー

－ECMS一

－ECMS一

:

・

－ECMS一

出版社 ・放送局等

著作物使用者

出版社 ・放送局等
+プ ロシューマ

巳画 一闇+[表 現]
倉 倉
ECMSCMS

著作物の利用 ごとに料金をカウン トす るよ うにな ると、報酬の対 象が広が って しま

う。現行の 日本の著作権法113条 で定め られて いるのは、著作権 はその表現を保護す

るもので、 アイデアを保護す るもので はない。 しか し、著作物にECMSを か けると、

アイデアを含めてユーザーが支払わな くて はな らない ことにな る。ユ ーザ ーに とって

は、負担が多 くな るという意見がでている。

・ 著作権 制度 をめ ぐる諸勢力の立場

文化庁 の著作権審 議会マルチメディア小委員会で は、委員会の経過報告を作成 した
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後に、委員会報告 に対す る意 見を求 めた。80団 体 か ら回答が寄せ られた。著作権の権

利を強化 してほ しいという意見を寄せ たの は、著作者/実 演家、新聞社、 出版事業者、

印刷事業者、 レコー ド事業者、映画事業者 、放送事業者、 コンピュー タ ・プログラム

事業者、デジタル型コンテンツ事業者、法律家であ った。権利維持 を求 めてい るのは、著作者

/実 演家、映画事業者 、広告事業者、デジタル型コンテンツ事業者 、ユ ーザー、 レコー ド会社、

法律家であ った。権利 の制 限を望んで いるの は図書館、印刷事 業者、 レンタル事業者 、

デジタル型コンテンツ事業者、 フ リー ・ソフ トウェア派、障害者、研究 者、個人ユーザーであ

った。

・ 著作権制度変更の日米の発想の相違点

著作権制度をどのようにこれから変えていくべきかという点で、日米には、以下の

ような発想の違いがみられる。

著作権制度変更の発想

日 本 米 国

権利の新設 解釈の拡大

制度の変更 市場の選択

人格権重視 財産権重視

法律への依存 技術への期待

日本 は新 しい法律や権利をっ くることを期待 しているが 、マルチ メデ ィア時代には

利害が錯綜 して新 しい法律をっ くることが難 しいと理解 してい る米国の ほうが、賢い

印象がある。 また、暗号化 システ ムや著作物 に番号を付 け ることなどの技術に米国 は

掛けてい る印象が受 け とれ る。

この他、米国では著作権制度の 中にお いて、障害者の保護の問題 に配慮 しているよ

うである。

(3)講 義 に関 しての質疑応答

小林

複写機、テープ レコーダーな どの複製の問題 とデ ジタル情報の著作権の制度の
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考 え方 は違 うのか。

名和

将来 、アナ ログ情報 は減 って い くだろ うとい うことで、 これ らにっ いて は議 論

にな って いない。 デ ジタル情報 の権利保護 について、現状で は確立 していないた

め に、今 、文化庁 の課題 と してあが っている。

小 林'

著作物 につ いて、著作物のサマ リー(要 約)を っ くった人 と実際に著作物 を作

った人 との権利関係 は、ど うな っているのか。米国のザナ ドゥ ・システムとい う

もので は、本を要約 して 、 リンクをはる人 と実際の著作者 とが対等な関係にな っ

て いるようだが。

名和

現状で は著作物の引用 につ いて は、権利関係 と関係 しない。引用の意味の範 囲

が 問題であ るが。二次著作物 とい う扱いになると別の権利 が発生す る。

文化庁著作権審議会の森 洋一先生 は、そのあた りの ことを ク リアに考えて いる。

小林

いろいろとお話 しを聞 くと、著作権の問題は、 プライバ シーの問題に帰着 して

い くよ うに思 え る。

(4)調 査研究の経過 および将来の行政情報 システムのプ ロ トタイプ ・システム設計案

次 に事務局のARC伊 豆山か ら、本調査研究の経過 の報告が なされた。 また、将来

の行政情報 システムのプロ トタイプ ・システム設計 案が提案 され た。

将来の行政情報 システムの プロ トタイプ ・システムで扱 うテーマはr二 酸化炭素の

発生量を安定 させ る政策立案に向けて』であ る。その内容 は、地球環境問題(二 酸化

炭素 によ る地球温暖化防止)に 関連 して、二酸化炭素排 出量 を安定化 させ る政策立案

のためにつ くる各種報告書を作成 す ることを想定 し、それ らの報告書 にマルチ メデ ィ

ア情報を盛 り込み、マルチメデ ィア ・プ レゼ ンテー シ ョン ・システムのデモ ンス トレ

ー ションを行 うものである
。
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(5)プ ロ トタイプ ・システムに関す るブ レー ンス トー ミング

概略、以下の ような議論が行われ、概ね事務局 よ り提案 された将来の行政情報 シス

テムの プロ トタイプ ・システム設計案のテーマ と内容が了承 された。

石垣

このプ ロ トタイプ ・システムでは、一過性のプ レゼ ンテー シ ョン用のみの開発

を意識 しているのか。それと も、本来業務 に組み込 む もの と想 定 して いるのか。

それ により、プロ トタイプを構築す る方法、 目的が異 な って くると思 う。

内田

これ まで、マルチ メディアが省内業務 の中の ど うい う場面で使われ、 どうい う

用途が よ り効果的か とい う調 査をARCに 依頼 して きた。 その積み上げが本 日の

案である と考えてい る。将来の行政情報 システムの中でマルチメデ ィアが有効 な

道具にな ることを このプロ トタイプで実 証で きれ ば良 いと考 えて いる。

小林

ビジュアル ・シ ミュ レー ションを取 り入れた業務方法 という視点 は これか ら重

要であろ う。米国で はエルニ ーニ ョ現象が各種データで あるパ ラメー タに対 しど

のよ うに リア クションす るかの シ ミュレー シ ョンを進 めて いる。 米海洋技術セ ン

ターは熱帯 の海上 に降 る雨量 セ ンサーを持つ など、素材 データを可能 な限 り集め

て、海水表面温度の変化を ビジュアルに シ ミュ レー シ ョン して いる。特 に地球環

境に関す る分野 は ビジュアル ・シミュ レー ションに効果 的であ ると思 う。

名和

この地球温暖化問題 に関す る国 と しての研究開発への取 り組み は省庁間の研究

ネ ッ トワー ク上です でに行われて いると思 う。

伊豆山

承知 して いる。研究分野では情報がオープ ンに流通 してい ることは、逆 に素材

デー タが集めやすい とい うことで もあ り、 このテーマを選定 した。

小林

そ う した ことがあ るのであれば、将来の情報 システム はネ ッ トワー ク上で、 シ

ミュ レータが繋が っているというプロ トタイプ ・システ ムの構想 にすれ ば、興味

深 い ものになるのではないか。

伊豆山
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実際には、プ ロ トタイプ ・システムをネ ッ トワー ク上で構築す ることは、経費

的な こともあ って行わない予定であ る。小林氏の意見は、 プロ トタイプ ・システ

ムの評価の時に是非 、考慮 したい。

内田

将来の情報利用 システムを考 える時、素材 となるデータをどこか ら持 って くる

かは大事 な点で ある。広 い社会の中か らどうい うデータを持 ち込んで くるかは、

ネ ッ トワー ク情報 システムの問題の一部であると思 ってい る。行政で は、省庁 間

ネ ッ トを5カ 年計画で構築す ることが決 まり、官庁の保有 して いるデ ータを情報

公 開す るとい う流れ はで きっっあ る。

ただ し、各種 の統計データは、情報 ソースの取扱 い範囲の違 いが 目立っため、

情報 を流通 させ ることがなか なか難 しいのが現状である。

プロ トタイプ ・システムで活用す る素材データにっいて は、その裏付 けを して

い る文献な りを揃 えてお くことも大事である。。

小林

すで に米国やカナダでは行政の情 報を公開す る義務があ る。 そのため、サ ー ビ

ス ・ステー シ ョンをいろいろな地域 においている。そ こで は相談業務 も行 って い

る。 カナ ダはそれ らを政府予算で行 って いる。今の 日本の行政 の感覚 は、必要な

らデー タをや るよ という程度の ものであると思 う。

名和

日本の政府 は統計 デー タの遡及について は、考慮 してい るよ うだ。

ただ し、 日本 の統計法 は、細かな素データはプライバ シーの侵害 にあたると して

出せ ない ことにな っている。セルが3以 下の ものは数値を見せず、 ×に して いる。

小林

素材 データが た くさん ある場合、どの ように表示す るかが重要であ る。AT&

Tベ ル研で は統計 デー タなどの複雑 なデータを シンプルに見せ る方法 を考案 して

いる。 ドリル ダウ ンとい う方法で、 スプ レッ ドシー トのハ イパーテキ ス ト版 のよ

うな ものであ る。複雑 なデー タを簡単にみせ るプロダク ト・ソフ トもIRI社 と

い う所が 出 して いる。

杉山

企業でも、売上げ台帳の原本が大福帳などと呼ばれ、経営者や職責者が売上げ
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データの詳細 をチェ ックす るため に ドリル ダウンは必要 とされてい る。

石垣

まず は、通産 省の政策情報 システムPPIS(PolicyPlanningInformation

System)で ドリル ダウンがで きるよ うにな ると良いので はないか。

また、地図DBに っいて述 べれば、各種 の業界が使 って いるフ ォーマ ッ トの不

統一が、それ らを統合利用 しよ うと した ときの阻害要因 とな ってい る。 ゼ ンリン

の住宅地図、NTTの 電話線用、 ガス会社のガス管用、電 力会社の電線用、国土

地理院 とあ り、 これ らを上手 く融合で きるよ うにす る仕事 も重視すべ きであ る。

名和

地図情報の メ ンテナ ンスは、単一 の フォーマ ッ トだ けであ って も相 当たいへん

な もの と聞いて いる。

小林

プロ トタイプ ・システムにつ いて は、構築す る内容は最小の もので よいが、そ

の内容が どの様 な発展性 を もって いる ものか とい う視点が込 め られて いなければ

いけないと思 う。 そ うした点 か ら材料 を揃え るべ きで しょう。

また、最近感 じていることであ るが 、データベースの ネ ッ トワー ク下 での利用

という ものは、たいへんな広が りを見せっっあるあ るよ うだ。幕張にあ るウェザ

ー ・ニ ュース社 は世界最大の天気予報の会社 であることを知 って驚 いた。世界各

地 にあ る天候関連のデー タベ ースを利用 して、 自社で シュ ミレ一夕を持 ち、 ビジ

ネスでの契約先、例えば船舶 な どに配信 して いる。 アメ リカや ドイツの会社を買

収す るほどの勢 いにあると聞 く。

内田

(行政情報の話にもどるが)通 産省としては情報を流通 させる方向で、現在取り

組んでいる。

以 上

一216一



第3回 ブ レー ンス トーミング議事録

1

9
乙

日時 ・場所

出席者

平成8年2月21日

有識者

日本オラクル株式会社 副社長

日本電信電話株式会社

NTT情 報通信研究所データベース研究部

部長

新潟大学 法学部法政コミュニケーション学科

教授

通産省

通商産業研究所 政策情報システム部

部長

主任調査官 ・技術室長

企画調査室長

調査官 ・企画係長

(水)帝 国 ホテル別館(イ ンペ リアル タワー)会 議室

小林 萌

石垣 昭一郎

名和 小太郎

竹田原昇司

内田 和義

町田 昇

株式会社旭 リサーチセ ンター 取締役 伊豆 山善夫

主席研究員 杉 山 舜介

研究員 新井 喜博

3.議 事 次第

(1)NTT情 報通信研究所 デー タベ ース研究部 石垣 昭一郎部長 講義

「マルチメデ ィアデータベースとデー タベ ース利用技術 」

(2)(将 来の行政情報 システムの一部の機能 を もっ)「 プ ロ トタイプ ・システムの

基本設計 、詳細設計」および報告書案につ いて(事 務局旭 リサーチセ ンター)

(3)ブ レー ンス トー ミング

4配 付資料

○資料 一1

0資 料 一2

第 三 回 ブ レー ンス トー ミン グ次 第

石 垣 昭一 郎 他 「デ ー タベ ー スの ビジュア ル化 ツー ル ・INFOVISER」
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閲 日本経営工学会発行 「経営 システム」1995年No.3,4合 弁号P.257

0資 料 一3NTT情 報通信研究所 データベ ース研究部 発行パ ンフレッ ト

「情報戦 略を支え るデータベ ース」

○資料 一4将 来の行政情報 システムのプロ トタイプ ・システム基本設計案 、詳細設

計案 旭 リサーチセ ンター

○資料 一5平 成7年 度報告書の骨子案 旭 リサーチセ ンター

5.概 要

石垣部長か らNTT情 報通信研究所データベ ース研 究部の研究内容 について講義

があ った。そ こでマルチ メデ ィア ・デー タベース技術を駆使 した ビデオハ イパー メ

デ ィアやデータベ ース情報 ビジュアル化技術INFOVISERな どが紹介 された。

次 いで、事務局 よ り 「将来 の行政情報 システムのプロ トタイプ ・システムの基本

設計 ・詳細設計 」および報告書 の骨子案 につ いての報告が あった。

その後、報告 内容 にっ いて ブ レー ンス トー ミングを行 った。

6.主 な内容

6.1NTT情 報通信研究所 デー タベース研究部石垣昭一郎部長の講義

「マルチメデ ィアデータベ ース とデー タベース利用技術 」

(1)NTT研 究所 とデー タベース研究部の概要

NTTの 研究組織;研 究 開発本部の下 に13の 研究所 と開発セ ンターがある。地域

では武蔵野 、横須賀、茨城 、っ くば、厚木、関西学園都市 にコ ミュニケー シ ョン科

学研究所が ある。石垣部長 は横須賀にいる。

データベ ース研究部で は以下 の3つ の分野で6っ の研究 を行 って いる。

○ データベース高度利用技術分野 データベー ス情報 ビジュアル化技術INFOVISER

デー タベ ース流通技術DB-STREAM

Oデ ータベース管理方式技術分野 高速 データベー ス ・サーバ技術RENA

デー タベ ース設計支援技術DBprompt、DBprobe

Oマ ルチ メデ ィア ・データベ ース技術分野 ビデオハ イパー メディア

映像半開示方 式
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今回 は この中か らビデオハ イパー メデ ィア とデー タベース情報 ビジュアル化を紹

介 す る。

(2)マ ルチ メデ ィア ・データベ ース技術 の現状 と動向

デー タベ ース技術 は既 に確立 している。 これにマルチメデ ィア情報 を載せて、ど

の ように発展 させ るかを現在模索中であ る。

通信、放送 、新 聞など、それ ぞれの メデ ィアの立場でマル チメディアの定義が異

な る。デー タベースの分野 ではマルチ メデ ィアを以下の要素 を全て含む情報の表現

方法 と定義 す る。

○図形 ・画像(静 止画)

○動画 ・ビデオ

○ テキス ト ・文書

○数値 ・文字

マル チメデ ィア ・データの特性 は以下の とお りである。

○直観 に訴え る力が大 きい ヒューマ ンイ ンター フェースに適す る。 しか し、解釈

は一様でな い。厳密 な議論をす るための情報には適 さ

ないか もしれない。

○ データ量が膨 大

○ハ ー ドリアル タイム ハ ー ドとはシ ビアな という意味 であ る。

○次元性 空 間的特性(検 索の視点か ら)、 時 間的特性

○被写体オ ブジェク トを もつ 登場人物などの集合体であ る

○ イ ンタラクテ ィブな作品は構造 を もっ 多数の人が共 同利用す るために コマ切れ

に してデータベ ース化す る

マルチ メデ ィア ・デー タベースの着眼点

○マルチ メデ ィア作品を管理す る タイ トル、作者、年代、 フ ァイル名、画像1・

2・3…

○ 被写体 とデータを関係づ ける 既 存データベ ースを使 って被写体検索す る

○ 作品を構造化 してマルチメデ ィア部 品を共同利用す る

○数字 ・文字 ・図表か らマルチ メデ ィア ・データをっ くり出す
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(3)ビ デオハ イパー メデ ィアの紹介

マルチ メデ ィア作品を作 るために は大 変な労 力がかか る。特 に インタラクテ ィブ

な もの は多数 のプログラムを作 る必要があ る。

作品1電 視水族館

画面 中にウィ ン ドウがあ って、その中 に動画が映 る。動画中の魚を指で リンクす

ると、既存 データベースか ら魚の情報 を別 の ウィン ドウに表示す る。

油壷 にあ る水族館 には電視水族館の技術 を利用 した展示があ る。

作品2京 浜急行沿線観光案 内 システム

NTT情 報通信研 究所で は、京浜急行 と協 力 して、駅の構内で京浜急行沿線 の街

の情報を実写映像 ビデオを使用 しなが ら、仮想的 に街をウ ォー クスルー し、情報検

索で きる 「TakeMe」 とよぶ ビデオ ・ハ イパー メデ ィア機器を実験的に実用化 した。

技術要素

○被写体検索 再生 中の映像 を指で リンクす ることによ り詳細情報を検索で きる

○実映写像 を使 った ウォークスルー

○ ウォー クスルーの経路 の修正 接点 の構造 を多段化す る

○映像 メニ ューによる関連情報への分岐

○マルチス トリーム 横浜、三浦、鎌倉の3つ の スロッ トマ シンの形を した画面を

非同期 で回す(技 術的 には高 レベルであ る)

○ プログラム レス化 ビデオのアイ コンを並べて、 アイコンとア イコンを線で結ぶ

ことによりプ ログラムがで きる。 これ を シナ リオ と呼ぶ。

ウィン ドウにあ るボ タンとパスとを対応づ ける。 パ スを除去

す ると自動的 にボタ ンも消え る。パ スを追加す ると自動 的に

ボタ ンが生成す る。

(質問)京 浜急行沿線観光案内 システム製作 に、 い くら費用がかか ったか。
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(回答)

NTTマ ルチ メデ ィア実験の一貫で行 った もので、 コマー シャルベ ースではない。

端末や各種設備 は京浜急行の負担 。数百万円の ワー クステー シ ョン3セ ッ トあ り。

ソフ トはNTTが 提供 した。 コンテ ンツ作 成に2～3千 万円かか った。 ミ ドルソ

フ トの費用 も含 め ると億の単位 とな る。

ビデオ実写の枚数 も500枚 に達 した。

実験のため通信 回線の使用料金 は無料であ る。

作品3電 子図書館

技術要素

実映写像を使 ったウォークスルー、ウォークスルーの経路の修正、プログラムレ

ス化などを取り入れる。

○図書館の中を歩く方向を指で選択

○指で図書の夏めくり、早送りも可能

○索引を元に指定も可能

○頁の入替えも可能

技術者2名 が3週 間で作成 した。1週 間は技術習得だったから、実質2週 間で作

成 したことになる。

(4)デ ータベー ス情 報 ビジュアル化技術INFOVISERの 紹介

NTTに は25テ ラバイ トのデータベースが ある。INFOVISERは この ような既存デ

ータベース資産を活用す るための技術のひ とっであ る
。 デー タベ ース情報を ビジュ

アル化 して、人の直観力に訴え るもので、人 間に理解 し易 く表示す ることが狙 いで

あ る。

例えば、電話回線 のデータベースは次のよ うな構造 を もっ。

i軽
従来 これを表示す るため にテーブルを作 って いたが 、テーブルで は分か りに くい。
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そ こで、 これを経 路図で図示す るソフ トを現在開発中であ る。経路図をプログラム

レスで作成できる。

処理概念図

情べ

:;[:_:_:

デ ○ 抽 変 名称

1△ 出 換 サイズ

タ

の指定

コンセプ トはノー ド・ライ ンモデルであ り、
.オブジェク トを ノー ド型 とライ ン型

とに分 けて、色 ・形 ・名称 ・サ イズを指定す る。

前橋 と浦和を事例に して電話 回線データベースの ビジュアル化 を行 った。

電話回線データベー スだけでな く、同様の ビジュアル化 をNTT営 業所の成績、

相撲の関取(体 重 ・身長相関図)な どに も適用 した。

ビデオハ イパー メデ ィアは派手な システムだが、INFOVISERは 実務 に役立っ シス

テムであ る。

6.2プ ロ トタイプ ・システムの基本設計、詳細設計お よび報告書案 にっ いて

事務局旭 リサ ーチセ ンター

配付 資料に基づ いて、 プロ トタイプ ・システムの基本設計、詳細設計 の概要を報

告 した。 その後 ブレー ンス トー ミングを行 った。

主な意 見

○ 医学の発表で は動画が主体 になっている。

○ プロ トタイプの地 図情報 にダイナ ミックな変化を組み込 む と面 白 くなる。

例 えば、地球の絵か ら指定 した対象国、危険な地域へ とズー ミングで変化す るな

どが考え られる。

地 図情報 は6社 位が提供 して いる。NASA、MAPINFOな ど。

○ ラン ドサ ッ ト情報 は有料で入手可能である。
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○ プロ トタイプ ・システムか らイ ンターネッ ト上の関連 データベースに とんで いけ

ると良 い。

02010年 を想定 して い るのだか ら、バーチャル ・オーガニゼー ションの要素を取 り

入れ ると良 い。 この時点ではマルチメデ ィアが コ ミュニケーシ ョン ・ツールにな っ

ているだ ろ う。遠 隔共同作業 のために、テ レビ会議 とデータの共有 などが考え られ

る。

OISDNを 使 ったテ レビ会議 システムが既 に存在す る。あま り普及 してない。

遠隔地 間でデータを共有 する ことが重要で、人間の顔が映 ることは重要でない。

○ データ量が膨大 にな る時に、人が理解で きるよ うに膨大 なデータを どうや って処

理す るかが課題 にな る。

NNTの 話 にあ ったデ ータベースの ビジュアル化 は重要 な機能で ある。AT&T

も可視化の研究を行 って いる。

マ クロなデータか ら ミクロなデータへ、 また ミクロなデー タか らマ クロなデ一 夕

ヘ ドリルダ ウンす る技術 も研究 されてい る。 これをデータマイニ ングなどと呼んで

いる。デー タマイニ ングに関す るWEBホ ームペー ジが2っ あ る。

○ データマイニ ングの元の意味 は、大量のデー タに統計処理の手法を使 って、傾向

を抽 出す る もので、人工知能 の分野で もある。相関因子を 自動的にセ レク トす る。

データマ イニ ングをデータベ ースの誤 り検 出に使 う研究 もあ る。

○ オラ クル社が500ド ルの ネ ッ トワー ク ・パ ソコンを提案 している。2010年 頃には、

ネッ トワーク ・パ ソコンなどが主流になること も考え られる。

OCALSは 将来普及す るだ ろう。

○ オラ クル社のエ リソン社長 は米国CALS協 議会の会長 だが、意外 にCALSに

冷淡である。

○ サ ンマイ クロ システムズ社のJAVAも 注 目される。

○ 行政情報 システムにおいて、申請書のオ ンライ ン化や統 計調査のオ ンライ ン化な

どを行 う場合 にはセキ ュ リテ ィの確保が重要であ る。セキ ュ リティには暗号化およ

び認証 の機能が必要 であ る。

○ 科学技術庁で は省庁間ネ ッ トワークを構築 している。

○ 研究情報 と行政 情報 とは性格が異な り、これ らを分 けて考える必要 がある。
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6.3そ の他

有識者委員に行政情報 システムの将来展望 とそれを実現 す るための課題 について

自由意見 を電子 メール または ファ ックスで旭 リサーチセ ンター宛 に送付 して頂 くよ

うにお願 い した。2月 末締切 り。

以上
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